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1 はじめに
2021年度入試の各大学の予告が少しずつ具体的
になってきた。その中には，「筆記試験に加え，『主体
性を持って多様な人 と々協働して学ぶ態度』をより積
極的に評価するため，調査書や志願者本人が記載す
る資料等の積極的な活用を促す。各大学の入学者受
入れの方針に基づき，調査書や志願者本人の記載す
る資料等をどのように活用するのかについて，各大学
の募集要項等に明記することとする」（文部科学省, 
2017）への対応についても散見される。
佐賀大学では，2019年度の理工学部と農学部の学
部改組に合わせ，2021年度の入試改革を先取りした
形で一般入試に特色加点制度という書類審査を導入
した。これは，志願者の積極性の向上と高等学校入
学以降の主体的な活動を喚起することを目的とした佐
賀大学独自の制度であり，センター試験，個別学力
検査などの合計点とは別に，志願者の高等学校入学
以降の活動や実績を軸にして，アドミッション・ポリ
シー（AP）との整合性の観点から評価するものである。
申請は任意であり，志願者の意思に委ねられる。これ
まで AO入試と推薦入試において導入実績があるが，
一般入試での導入は初めてである。理工学部では，
前期日程（1500点満点），後期日程（1000点満点）
とも最大で 30点の加点。農学部では，前期日程（1000
点満点），後期日程（750点満点）とも最大で 50点
の加点とした。
一般入試における評価の考え方については，西郡
ら（2019）を参照されたい。本稿では，特色加点制
度を一般入試に導入するにあたり，どのように高等学
校へ周知し，その結果としてどのような反応があった

一般入試における主体性等評価の導入とその結果
――特色加点制度に対する高校教員の不安と受容――

西郡 大，福井 寿雄，園田 泰正（佐賀大学）

佐賀大学では，2019年度の理工学部と農学部の学部改組に合わせ，2021年度の入試改革を先取
りして一般入試に特色加点制度を導入した。これは志願者本人が記載する資料等を通じて主体性等
に関わる側面を評価するものである。しかし，受験者層が限定的な AO入試や推薦入試とは異なり，
多くの受験生を対象とする一般入試での導入は慎重に進める必要がある。特に生徒の進学指導を担
当する高校教員の理解を得ておくことは不可欠である。筆者らは，高校訪問を通じて特色加点に対
する高校教員の捉え方を把握するとともに，同制度の考え方や意義について周知活動を行った。本
稿では，高校教員の反応や認識の変容および試験の実施結果について報告する。
キーワード：主体性等評価，一般入試，特色加点制度，高校教員の反応

のか，加えて一般入試の実施結果について報告する。

2 特色加点制度の一般入試導入に伴う懸念
特定の受験者層を対象とするAO入試や推薦入試
と異なり，一般入試への導入は，慎重な対応が必要
である。ここでは筆者らが懸念した 4点を挙げる。

1点目は，志願者本人の負担による志願者数への
影響である。特色加点申請は，出願前に志願者本人
が記載する資料であり，図 1の内容の記述を求めて
いる。文字数は全体で 800字程度であるが，申請書
の作成には相応の負担が生じる。加えて，センター試
験の自己採点を経てから，志望校を決定する志願者
も多い中で，こうした申請書類作成の負担を課すこと
は，受験敬遠の要因になりかねない。また，志願者本
人に記載を求めているとはいえ，彼らを指導する高校
教員からも，新たな負担と受け取られてしまえば，志
願者減少に直結する制度となるかもしれない。こうし
た懸念を払拭するための対応が不可欠である。

一般入試における主体性等評価の導入とその結果 
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を求めているとはいえ，彼らを指導する高校教員から

も，新たな負担と受け取られてしまえば，志願者減少

に直結する制度となるかもしれない。こうした懸念を

払拭するための対応が不可欠である。 

 

 
図１．特色加点申請の様式 

 

２点目は，申請内容に対する受験生の不安である。

ＡＯ入試や推薦入試である場合，高校時代に何かしら

の活動に取り組み，入試においてアピールできる材料

1. 活動・実績の名称 
2. 活動・実績の主催，認定，授与，発⾏等の機関等の名称 
3. 活動期間または実績取得年⽉⽇ 
4. 活動・実績を証明する資料及び参考資料等の添付 
5. 活動実績の概要（規模，参加資格，⼊賞条件，課題研究の

成果など）【４００字以内】 
6. ＡＰや⼊学後の学習との関連性【４００字以内】 

図 1 特色加点申請の様式

2点目は，申請内容に対する受験生の不安である。
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AO入試や推薦入試である場合，高校時代に何かし
らの活動に取り組み，入試においてアピールできる材
料を持つ生徒が出願することが一般的である。しか
しながら，一般入試では，センター試験と個別学力検
査を中心とした合否判定をしているために，これ以外
の要素として，高校時代の活動や実績が評価対象に
なると，「申請できる活動実績がない」と不安になる
受験生は少なくない。こうした不安をどれだけ払拭で
きるかが，一般入試における主体性等評価の課題と
いえる。

3点目は，合格ボーダー層に対する評価の仕組みで
ある。西郡ら（2019）で報告したように，特色加点の
評価対象者は，段階選考によって合格ボーダー付近
の受験者のみを対象とする。従来とは異なるこの新し
い考え方が，受験生だけでなく高校教員までを含む
受験関係者に，どのように受け入れられるかは未知数
である。段階選考の手続きを関係者に正確に理解し
てもらうとともに，納得性をもって受け入れられること
が本制度を継続的に成立させるための前提となる。

4点目は，インターネット出願と連動した特色加点
申請の仕組みである。この新しい制度では，書類審
査を電子的に行うことになっている（西郡ら ,2019）。
そのため，受験生はパソコンやスマートフォン等の画
面上から図 1で示した内容を入力しなければならな
い。しかしながら，この申請システムの開発を同時に
進行させているため，どのような画面で，どの程度の
入力を要するかなどを具体的に発信することができ
ず，受験関係者にとって申請の作業イメージが捉えに
くい。この部分を丁寧に伝えていかなければならない。

3 申請と評価に関するポイントの整理
募集要項等で詳細な説明を行う必要があるが，そ
れだけでは，重要なポイントを受験関係者に伝えるこ
とは難しく，2節での懸念を払拭できない可能性があ
る。そこで申請と評価の考え方について以下の 4点
にポイントを整理した。
①　まずは「申請すること」を推奨
一般入試の性格を考慮し，申請する活動実績は，
高等学校入学以降に取り組んだ主体的な活動や実績
であれば何でも構わないとした。また，学部等が求め
ていることに対して明らかに逸脱していない限り，一
定の加点対象になる可能性が高い反面，申請しなけ
れば 0点となり，不利になることを強調した。
②　AP と入学後の学習について理解すること
図 1で示した「APや入学後の学習との関連性」
では，「申請する実績・活動を通して身に付けた能力・

スキルや経験などが， 大学入学後の学習や活動に，
どのように活かせるか」を記述することを求めている。
したがって，APで求めていることや入学後の学習活
動をまったく意識していなければ，加点対象とならな
いことを強調した。つまり，しっかりとAPや入学後
の学びを理解して欲しいということである。
③　申請しなくても減点とはしない
特色加点の評価対象者は，合格ボーダー層に分布
する一部の受験者であるため，ボーダーよりも上位の
受験者層に対して採点は行わない。したがって，受
験生によっては，ボーダー層よりも上位にいける自信
がある場合，申請しないという選択を行うことも考え
られる。この点について，「やる気がない」「主体性が
ない」といった理由で減点されるかもしれないという
疑念を払拭するために，評価の手続きを明確化した。
④　文章の巧拙よりもエビデンスを重視
書類審査の場合，文章表現の巧拙が評価に影響す
るという認識が強い。そのため，受験生本人が書い
たかどうかわからない文章を評価することで不公平に
つながるのではないかという疑念が存在する。この点
については，申請内容を担保するエビデンス（根拠
資料や参考資料）を重視した評価を行うことを明確
にした。

上記 4つのポイントに加え，「専門分野に対する強
い興味・関心及び主体的に学び続けようとする意欲
と態度」，「自ら学びを深めようとする行動や姿勢を通
して，本学部の教育・研究活動を活性化できる可能性」
の 2つの観点から総合的に評価するのであり，活動
実績の優秀性だけを評価するわけではないことを強
調した。

4 高校訪問による周知活動
3節で示したポイントについて受験生へ直接的に周
知することも必要だが，まだ志望大学が確定していな
い段階ではターゲットが定まらない。また，志望校決
定に関して高校教員の助言は大きな要因となることが
一般的に知られている。この点を考慮すれば，まずは
高校生を直接指導する高校教員に対して本制度につ
いて理解を促し，一定の支持を得ることが重要であり，
受験生が佐賀大学を志望した段階で，教員により要
点を指導してもらわねばならない。そこで，高校教員
を対象とした特色加点制度の説明会を特別に実施す
るとともに，高校への訪問を通じた個別説明により周
知活動を行った。前者の説明会では大学から高校へ
の一方的な説明になりがちだが，後者の高校訪問は，
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高校側の率直な意見や状況を把握することができる
とともに，個別の疑問や不安について対応することが
できる。ここでは，高校訪問による周知活動の概要と，
活動を通じて明らかになった高校側の反応についてま
とめる。

4.1 訪問活動の概要
佐賀大学では，アドミッションセンター教員による
高校訪問を年間を通じて定期的に行っている（西郡・
藤田, 2011）。今回の活動は，2017年 10月～ 2019
年 1月に実施した訪問活動の機会を利用した。訪問
高校の内訳を表 1に示す。佐賀大学への志願者は，
佐賀県，福岡県，長崎県，熊本県で全体の約 8割を
占め，上記 4県以外の九州各県からの志願者を含め
ると全体の約 9割を超える。したがって，佐賀大学
の入試制度に関する周知活動の対象としては，ほぼ
全体をカバーしている。訪問では，各高校の進路指
導を担当する教員や 3学年の担任などを対象に，約
20分程度の面談を行い，特色加点の説明と高校教員
からの意見聴取を行った。

表 1 高校訪問の内訳（延べ数）

4.1．訪問活動の概要 

佐賀大学では，アドミッションセンター教員による

高校訪問を年間を通じて定期的に行っている（西郡・

藤田,2011）。今回の活動は，2017年 10月～2019年 1

月に実施した訪問活動の機会を利用した。訪問高校の

内訳を表1に示す。佐賀大学への志願者は，佐賀県，

福岡県，長崎県，熊本県で全体の約８割を占め，上記

４県以外の九州各県からの志願者を含めると全体の約

９割を超える。したがって，佐賀大学の入試制度に関

する周知活動の対象としては，ほぼ全体をカバーして

いる。訪問では，各高校の進路指導を担当する教員や

３学年の担任などを対象に，約20分程度の面談を行い，

特色加点の説明と高校教員からの意見聴取を行った。 

 

表１．高校訪問の内訳（延べ数） 

地域 訪問校数 

佐賀県 47校（公立：47校   私立21校） 

福岡県 172校（公立：111校  私立61校） 

長崎県 46校（公立：37校   私立9校） 

熊本県 32校（公立：27校   私立5校） 

大分県 14校（公立：14校   私立0校） 

宮崎県 7校（公立：6校    私立1校） 

鹿児島県  4校（公立：4校    私立0校） 

 

4.2．面談において強調した点 

① 特色加点制度の趣旨について 

特色加点の導入が高校生に与える重要な効果の１

つは，「自分の進路を見つめ直す機会」の設定である。

活動実績を申請する場合，受験者自身の高校時代の活

動（例えば，部活動，生徒会活動，探究活動，ボラン

ティア活動，海外留学の経験など）を振り返らなけれ

ばならない。これらの活動実績を「ＡＰや入学後の学

習との関連性」（図１）と結び付けて記述するためには，

志望する学部等のアドミッション・ポリシーや入学後

の具体的な学習活動を理解しなければ，効果的なアピ

ールとはならないはずである。ここには，生徒が高校

生活を送る上で大学での勉学を念頭に置いて欲しいと

いう期待も込めている。つまり，自省の機会を入試プ

ロセスに組み込み，適性や志向との摺合せを自ら行っ

てもらうのである。大学入学後に，学業不振に陥った

り，学習内容に興味をもてずに退学したり，大学生活

に適応できなかったりと，ミスマッチを起因とする問

題は，大学共通の課題である。こうしたミスマッチを

少しでも抑制する仕組みとして効果的に機能させるこ

とを狙いとしている。したがって，特色加点制度の趣

旨を説明することで，高大接続改革に対する佐賀大学

の姿勢を理解してもらうよう具体的に説明した。 

 

② ボーダー層評価の考え方について 

図２は，募集要項に示した文章である。この判定の

メカニズムについて具体例を交えながら説明を行った。 

 

 
図２. 募集要項の合否判定の説明文 

 

最も重要な点として，申請者全員の書類を採点する

のではなく，特色加点の加点結果に応じて，合否が逆

転する可能性のある得点帯の受験者について採点する

という点に理解を求めた。センター試験，個別試験と

いう学力要素の異なる選抜手段と合わせた「総合評価」

であるため，特色加点の採点結果が満点であっても合

格ラインに達しない受験者は「採点対象外」とし，逆

に特色加点の採点結果が０点であっても合格ライン以

上の者は「採点免除」として扱うことを説明した。加

えて，申請しなくても減点扱いをしないこと，および

成績開示の際には，「採点対象者」については，４段階

評価にて開示することを補足した。 

一方，評価の考え方については，様々な活動を網羅

的に分類し，格付け作業を行った上で，「〇〇の活動だ

と△△点」というような採点を行うのではなく，「専門

分野に対する強い興味・関心及び主体的に学び続けよ

うとする意欲と態度」，「自ら学びを深めようとする行

動や姿勢を通して，本学部の教育・研究活動を活性化

できる可能性」の観点から定性的かつ総合的に評価す

ることを強調した。また，申請する活動実績は，高等

学校入学以降に取り組んだ主体的な活動や実績であれ

ば種類を問わないという説明を徹底した。 

 

③ 特色加点申請の登録システムについて 

訪問活動の期間は，実際の画面を用いて説明できる

環境がなかったため，手作りの画面イメージを用いる

(1)センター試験得点と個別試験得点を合計した成績上位
者において，「特⾊加点」の配点により合格の可能性が⽣じ
る受験者までを「1 次選考適格者」とします。 
(2)「2 次選考」は，1 次選考適格者に対し，センター試験
得点と個別試験得点の合計点に，「特⾊加点」内容の採点結
果を加えた総合計点にて合否判定を⾏います。その際，「特
⾊加点」分を加えなくても合格基準点を上回る受験者に対
しては「2 次選考」を免除し，合格者とします。 
(3)「特⾊加点」を申請しなかった場合は，「特⾊加点」分
は 0 点として扱います。 

4.2 面談において強調した点
①　特色加点制度の趣旨について
特色加点の導入が高校生に与える重要な効果の 1
つは，「自分の進路を見つめ直す機会」の設定である。
活動実績を申請する場合，受験者自身の高校時代の
活動（例えば，部活動，生徒会活動，探究活動，ボ
ランティア活動，海外留学の経験など）を振り返らな
ければならない。これらの活動実績を「APや入学後
の学習との関連性」（図 1）と結び付けて記述するた
めには，志望する学部等のアドミッション・ポリシー
や入学後の具体的な学習活動を理解しなければ，効
果的なアピールとはならないはずである。ここには，
生徒が高校生活を送る上で大学での勉学を念頭に置
いて欲しいという期待も込めている。つまり，自省の

機会を入試プロセスに組み込み，適性や志向との摺
合せを自ら行ってもらうのである。大学入学後に，学
業不振に陥ったり，学習内容に興味をもてずに退学し
たり，大学生活に適応できなかったりと，ミスマッチ
を起因とする問題は，大学共通の課題である。こうし
たミスマッチを少しでも抑制する仕組みとして効果的
に機能させることを狙いとしている。したがって，特
色加点制度の趣旨を説明することで，高大接続改革
に対する佐賀大学の姿勢を理解してもらうよう具体的
に説明した。

②　ボーダー層評価の考え方について
図 2は，募集要項に示した文章である。この判定
のメカニズムについて具体例を交えながら説明を行っ
た。

4.1．訪問活動の概要 

佐賀大学では，アドミッションセンター教員による

高校訪問を年間を通じて定期的に行っている（西郡・

藤田,2011）。今回の活動は，2017年 10月～2019年 1

月に実施した訪問活動の機会を利用した。訪問高校の

内訳を表1に示す。佐賀大学への志願者は，佐賀県，

福岡県，長崎県，熊本県で全体の約８割を占め，上記

４県以外の九州各県からの志願者を含めると全体の約

９割を超える。したがって，佐賀大学の入試制度に関

する周知活動の対象としては，ほぼ全体をカバーして

いる。訪問では，各高校の進路指導を担当する教員や

３学年の担任などを対象に，約20分程度の面談を行い，

特色加点の説明と高校教員からの意見聴取を行った。 

 

表１．高校訪問の内訳（延べ数） 

地域 訪問校数 

佐賀県 47校（公立：47校   私立21校） 

福岡県 172校（公立：111校  私立61校） 

長崎県 46校（公立：37校   私立9校） 

熊本県 32校（公立：27校   私立5校） 

大分県 14校（公立：14校   私立0校） 

宮崎県 7校（公立：6校    私立1校） 

鹿児島県  4校（公立：4校    私立0校） 

 

4.2．面談において強調した点 

① 特色加点制度の趣旨について 

特色加点の導入が高校生に与える重要な効果の１

つは，「自分の進路を見つめ直す機会」の設定である。

活動実績を申請する場合，受験者自身の高校時代の活

動（例えば，部活動，生徒会活動，探究活動，ボラン

ティア活動，海外留学の経験など）を振り返らなけれ

ばならない。これらの活動実績を「ＡＰや入学後の学

習との関連性」（図１）と結び付けて記述するためには，

志望する学部等のアドミッション・ポリシーや入学後

の具体的な学習活動を理解しなければ，効果的なアピ

ールとはならないはずである。ここには，生徒が高校

生活を送る上で大学での勉学を念頭に置いて欲しいと

いう期待も込めている。つまり，自省の機会を入試プ

ロセスに組み込み，適性や志向との摺合せを自ら行っ

てもらうのである。大学入学後に，学業不振に陥った

り，学習内容に興味をもてずに退学したり，大学生活

に適応できなかったりと，ミスマッチを起因とする問

題は，大学共通の課題である。こうしたミスマッチを

少しでも抑制する仕組みとして効果的に機能させるこ

とを狙いとしている。したがって，特色加点制度の趣

旨を説明することで，高大接続改革に対する佐賀大学

の姿勢を理解してもらうよう具体的に説明した。 

 

② ボーダー層評価の考え方について 

図２は，募集要項に示した文章である。この判定の

メカニズムについて具体例を交えながら説明を行った。 
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のではなく，特色加点の加点結果に応じて，合否が逆

転する可能性のある得点帯の受験者について採点する

という点に理解を求めた。センター試験，個別試験と

いう学力要素の異なる選抜手段と合わせた「総合評価」

であるため，特色加点の採点結果が満点であっても合

格ラインに達しない受験者は「採点対象外」とし，逆

に特色加点の採点結果が０点であっても合格ライン以

上の者は「採点免除」として扱うことを説明した。加

えて，申請しなくても減点扱いをしないこと，および

成績開示の際には，「採点対象者」については，４段階

評価にて開示することを補足した。 

一方，評価の考え方については，様々な活動を網羅
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験という学力要素の異なる選抜手段と合わせた「総
合評価」であるため，特色加点の採点結果が満点で
あっても合格ラインに達しない受験者は「採点対象
外」とし，逆に特色加点の採点結果が 0点であって
も合格ライン以上の者は「採点免除」として扱うこと
を説明した。加えて，申請しなくても減点扱いをしな
いこと，および成績開示の際には，「採点対象者」に
ついては，4段階評価にて開示することを補足した。
一方，評価の考え方については，様々な活動を網
羅的に分類し，格付け作業を行った上で，「〇〇の活
動だと△△点」というような採点を行うのではなく，「専
門分野に対する強い興味・関心及び主体的に学び続
けようとする意欲と態度」，「自ら学びを深めようとす
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る行動や姿勢を通して，本学部の教育・研究活動を
活性化できる可能性」の観点から定性的かつ総合的
に評価することを強調した。また，申請する活動実績
は，高等学校入学以降に取り組んだ主体的な活動や
実績であれば種類を問わないという説明を徹底した。

③　特色加点申請の登録システムについて
訪問活動の期間は，実際の画面を用いて説明でき
る環境がなかったため，手作りの画面イメージを用い
ることで，入力が必要な項目や文字数及び入力操作
のシンプルさについて説明した。なお，同システムは，
受験生にとっては，従来は書類で申請していたものを
画面上で入力することになる。そのため，同時期に公
示された「Japan e-Portfolio」と混同されるケース
が多く，その違いについて解説する必要があった。

4.3 高校教員の反応
4.3.1 特色加点制度に対する疑問や不安（説明前）
高校訪問により明らかになったことは，特色加点制
度の評価に対する誤解や不十分な理解であり，入学
者選抜実施要項やホームページ等による一方的な情
報発信だけでは，本制度に対する不信につながりうる
ということであった。以下に，面談の中で述べられた
代表的な意見について示す。

活動実績自体を客観的に点数化するという誤解
特色加点制度における評価に対して，「〇〇の活動
だと△△点」というように，活動実績自体をランク付
けして評価するものという認識がみられた。そのため，
「異なる種類の活動に対して，どのように評価を下す
のか」「どのような活動が高く評価されるのか」「活動
実績というからには，高順位やより上級の活動記録が
実績として高い評価につながるのか」「全国大会入賞
と地方大会出場では，当然前者が高い評価となるか」
といった意見が多数得られた。こうした疑問に対して
は，前述した評価の 2観点から定性的かつ総合的に
評価することを説明し，理解を促した。また，志望す
る学問分野とは関係がない体育系の部活動（例えば，
サッカー部の活動）の申請でも，その技術や実績を評
価するのではなく，当該活動を通して得たもの（例え
ば，リーダーシップ，チャレンジ精神など）が入学後
の学びにどのように活かせるかという部分に注目して
評価することを具体例として付け加えた。

申請する活動実績の範囲に対する疑問
申請する活動実績は，高等学校入学以降に取り組

んだ主体的な活動や実績であれば種類を問わないと
しているが，それでも具体的な範囲や申請件数に対
する疑問が続いた。「総合学習の時間に行った『活動』
を記入してもいいのか」「複数の活動を提出する方が
一つだけの場合よりも評価は高いのか」「特定の活動
が評価されるとなれば，生徒は入試のためにある活
動に従事することにならないか」「高校で何も活動し
ていない生徒は何を申告すればいいか」といったもの
である。こうした意見については，本人が熱心に取り
組んだものを積極的にアピールして欲しいこと。AP
や入学後の学びを理解した上で，生徒自身が頑張っ
てきたことを振り返り，これからの「学び」との摺り
合わせを行ったものを申請文章としてまとめることを
助言した。

志願者本人が記載する資料の提出に対する疑問
教師が作成する調査書ではなく，志願者本人が記
載する資料を提出させることについて，「生徒が自分
で提出すると本当のことを申告しているか判らないの
ではないか」「証明する資料を『成りすまし』で他人
の物を盗用することもあるのではないか」「言葉巧み
に表現できる生徒に有利ではないか」「謙遜する控え
めな性格の生徒には不利に働くのではないか」「教師
が手を加えたとしても判らないのではないか」「大学
のAPを理解して自分の活動をまとめる力は生徒には
ない」といった意見がみられた。
こうした意見に対しては，調査書による主体性等の
直接評価を比較対照として説明した。調査書様式の
見直しに伴う作成枚数緩和による高校教員の負担の
増大，調査書評価により不合格になった場合の受験
生の納得性の問題など，調査書を直接的に主体性等
評価に使用することに対する様々な懸念（西郡, 
2018）に配慮した結果として，志願者本人の記載を
求めていること。これに加えて，特色加点制度の趣旨
で述べた，振り返りの役割を強調することで理解を求
めた。

活動実績の記録等に関する管理に対する不安
生徒たちが蓄積する活動実績に関する情報や記録
などの保管や管理に対する不安が一部にみられた。
例えば，「紙ベースで記録を保管すれば，高校 3年の
出願時点で蓄積した膨大な資料から大学，学部単位
で取捨選択する手間が必要になる」「電子的な記録と
して扱うには生徒にそれなりの機器の準備が必要と
なる」「とりあえず記録や成果物を保存させているが，
大学がどのように評価するか判らないので整理のさ
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せようがない」「総じて生徒の大学出願に関わる教員
の負担がさらに増える」といった意見である。このよ
うに，活動実績の記録やアピールしたい資質や行動
力などを示すエビデンスになりうる資料や情報の保管
や管理が難しいという受験者や高校側の不安に対し
ては，e-ポートフォリオなどによって，電子的な情報
や資料の継続的な保管や管理を求めているわけでは
ないこと。また，エビデンスや添付資料を何も準備で
きない場合は，各高校の教員の責任において証明す
ることでエビデンスとして構わないことを説明した。

4.3.2 説明により理解が得られた点
前節で示したような説明を通じて，高校教員からは
一定の理解が得られたと考える。どのような意見が得
られたのかについて，「特色加点制度」，「ボーダー層
評価」，「志願者本人が記載する申請」という3つの
観点で整理したものを以下に示す。

特色加点制度に対する理解
「大学進学に対する意義や目的，また自分の興味関
心や適性などとの適応も考えずに，主に模試成績や
センター試験得点によって大学・学部選びをしていた
これまでの『慣習』が変わって欲しい」「学部の AP
や特殊性に限定されず，大学生活を送る上での条件
が生徒個人に獲得されているかを見ると考えれば理
解できる」「特筆できる実績だけが高評価となるわけ
ではないというのは納得できる」「活動の真実性や高
大接続の性格を重視するため，エビデンスの提出を
求め，APとの関連性を注目するのは理解できる」

ボーダー層評価に対する理解
「現在の入試日程としては最も合理的な方法だ」「セ
ンター試験，個別試験と合わせた総合的判定手段の
一要素なのだから，全出願者に適用しなくてもよい」
「センター試験と個別試験の合計点により1次選抜を
行うことによって，全員の特色加点審査をするよりも
かえって公正な審査が可能となるだろう」「従来の科
目試験成績だけによる合否判定では合格できなかっ
た中下位層の生徒たちに『望み』が生まれる」「校内
外での活動には不熱心であっても学業に集中して高
校生活を送る選択を許容するやり方だと捉えれば問
題ない」「高得点だったとしても特色加点によって不
合格になる可能性は，面接試験や調査書という手法
であっても同様である」「生徒がどのような評価を受
けたのか開示されるのであれば信頼できる」

志願者本人が記載する申請に対する理解
「主体性の評価である限り本人の申告を原則とする
のが適切だ」「特色加点制度を他の個別試験と同じよ
うなものとみなすなら，生徒の表現力が問われるのも
致し方ない」「活動の真偽は生徒の表現行為の一要
素として，大学側が判定すべきこと」「調査書による
審査では本人の意思が十全には伝わらない状態で合
否が判定される恐れが生じる」「全面的に調査書記載
に頼って大学合否判定が行われるようになれば，（合
格させたいという教師心理が働いて）記載内容の形
骸化はむしろ進むと考えられる」

5 2019 年度入試の実施結果
新制度における志願者数は，理工学部の前期日程
が 829名，後期日程が 1,300名，農学部の前期日程
が217名，後期日程が210名であった。学部改組によっ
て両日程の募集人数が変更されたため，前年度の志
願倍率を比較したものを表 2に示す。両学部とも前
期日程の志願倍率は上昇しており，後期日程でも大き
な減少はみられなかった。このことから，特色加点制
度の導入による敬遠はなかったと考えられる。

表 2 2019年度の志願倍率（志願者数÷募集人員）
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表3. 特色加点の申請者数と申請率 

学部 日程 申請者数 申請率 

理工学部 
前期日程 459名 55.4% 
後期日程 479名 36.8% 

農学部 
前期日程 130名 59.9% 
後期日程 93名 44.3% 

 

 両学部の前期日程，後期日程とも特色加点によって

合否に入れ替わりが生じた。具体的な数値は公表する

ことはできないが，当初，想定していた程度の入れ替

わり数であった。特徴的だったのは，入れ替わった受

験者の多くが未申請者であったということである。前

述したように，未申請の場合，加点はゼロとなる。合

否が分かれる得点帯は，数点差に多くの受験生が分布

するため，この部分での加点と未加点の差は無視でき

一方，特色加点申請率は表 3に示す結果となった。
必須ではなく任意申請であり，かつ合格ボーダー層に
限定した評価の仕組みとはいえ，受験生にとっては，
合格の可能性を少しでも高めようと，7割程度の申請
率になると想定していたが，両学部とも6割には届か
なかった。また，両学部とも前期日程の方が後期日程
よりも申請率が高かった。おそらく，未申請者の多くは，
前期日程で他大学を志願していることが要因の 1つ
であると思われる。こうした出願時における志願者の
動態については，今後の詳細分析及び高校訪問活動
を通じて検証する予定である。
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下位層の生徒たちに『望み』が生まれる」「校内外での

活動には不熱心であっても学業に集中して高校生活を

送る選択を許容するやり方だと捉えれば問題ない」「高

得点だったとしても特色加点によって不合格になる可

能性は，面接試験や調査書という手法であっても同様

である」「生徒がどのような評価を受けたのか開示され

るのであれば信頼できる」 

 

志願者本人が記載する申請に対する理解 

「主体性の評価である限り本人の申告を原則とす

るのが適切だ」「特色加点制度を他の個別試験と同じよ

うなものとみなすなら，生徒の表現力が問われるのも

致し方ない」「活動の真偽は生徒の表現行為の一要素と

して，大学側が判定すべきこと」「調査書による審査で

は本人の意思が十全には伝わらない状態で合否が判定

される恐れが生じる」「全面的に調査書記載に頼って大

学合否判定が行われるようになれば，（合格させたいと

いう教師心理が働いて）記載内容の形骸化はむしろ進

むと考えられる」 

５．2019年度入試の実施結果 

 新制度における志願者数は，理工学部の前期日程が

829名，後期日程が1,300名，農学部の前期日程が217

名，後期日程が210名であった。学部改組によって両

日程の募集人数が変更されたため，前年度の志願倍率

を比較したものを表2に示す。両学部とも前期日程の

志願倍率は上昇しており，後期日程でも大きな減少は

みられなかった。このことから，特色加点制度の導入

による敬遠はなかったと考えられる。 

 

表2. 2019年度の志願倍率（志願者数÷募集人員） 

学部 日程 志願倍率 前年度比較 

理工学部 
前期日程 3.1 0.6 
後期日程 14.4 ▼2.0 

農学部 
前期日程 2.9 0.1 
後期日程 6.6 ▼0.9 

 

一方，特色加点申請率は表３に示す結果となった。

必須ではなく任意申請であり,かつ合格ボーダー層に

限定した評価の仕組みとはいえ，受験生にとっては，

合格の可能性を少しでも高めようと，７割程度の申請

率になると想定していたが，両学部とも６割には届か

なかった。また，両学部とも前期日程の方が後期日程

よりも申請率が高かった。おそらく，未申請者の多く

は，前期日程で他大学を志願していることが要因の１

つであると思われる。こうした出願時における志願者

の動態については，今後の詳細分析及び高校訪問活動

を通じて検証する予定である。 

 

表3. 特色加点の申請者数と申請率 

学部 日程 申請者数 申請率 

理工学部 
前期日程 459名 55.4% 
後期日程 479名 36.8% 

農学部 
前期日程 130名 59.9% 
後期日程 93名 44.3% 

 

 両学部の前期日程，後期日程とも特色加点によって

合否に入れ替わりが生じた。具体的な数値は公表する

ことはできないが，当初，想定していた程度の入れ替

わり数であった。特徴的だったのは，入れ替わった受

験者の多くが未申請者であったということである。前

述したように，未申請の場合，加点はゼロとなる。合

否が分かれる得点帯は，数点差に多くの受験生が分布

するため，この部分での加点と未加点の差は無視でき

両学部の前期日程，後期日程とも特色加点によって
合否に入れ替わりが生じた。具体的な数値は公表す
ることはできないが，当初，想定していた程度の入れ
替わり数であった。特徴的だったのは，入れ替わった
受験者の多くが未申請者であったということである。
前述したように，未申請の場合，加点はゼロとなる。
合否が分かれる得点帯は，数点差に多くの受験生が
分布するため，この部分での加点と未加点の差は無
視できない大きな差となったようだ。こうした情報は，
次年度の入試に向けて高校へ周知することにしてお
り，来年度の申請率は増えるのではないかと考えてい
る。

6 特色加点の申請内容と申請者の特徴
まず，申請内容の特徴である（採点対象外も含む）。
部活動，研究発表，ボランティア，資格・検定，海
外研修，生徒会，学校行事，自主的な活動など多様
な内容が申請された。最も多い申請は，体育系や文
化系の部活動であった。これは現在の高校生の多く
が，高校時代に熱心に取り組んできたものとしてア
ピールできる素材が部活動であると考えていることを
示している。仮に，活動実績自体をランク付けして評
価しようとすれば，研究発表など理工学部や農学部
の学問分野と関連する活動実績が加点の対象となり
やすく，他の活動実績は評価されにくい。特定の分
野に秀でた能力やスキルを持つ学生など，ターゲット
を定めて募集するAO入試や推薦入試であれば，関
連する活動実績に限定して評価することも可能だが，
ターゲットを絞らずに基礎学力を中心に評価する一般
入試において，こうした評価を行えば，受験生の出願
意欲を削ぎかねない。その意味において，「申請する
実績・活動を通して身に付けた能力・スキルや経験
などが， 大学入学後の学習や活動に，どのように活か
せるか」を記述させ，それをAPの観点から定性的
に評価することは，一般入試における主体性等評価
として妥当であったと考える。
申請された文章をみると，しっかりと吟味され整っ
た文章表現で記述されたものが多かった。おそらく，

高校教員等の助言を受けて作成されたものも少なくな
いと思われる。こうした実態は，大学入試の前提とし
なければならない。だからこそ，「自分の進路を見つ
め直す機会」として特色加点申請を位置づけている。
つまり，受験者本人が単独で作成しようが，教師と一
緒に作成しようが，高校時代の取り組みを振り返ると
いう行為が重要なのである。そのためには，前述した
ように文章の巧拙よりもエビデンスを重視することで，
評価の公平性を担保しなければならない。
一方，AO入試や推薦入試などの特別入試と比べ，
記述の内容（分量）やレベルにおいて一見するだけ
で大きな差がみられるものがあった。例えば，特別入
試で提出される書類は，多くのものがしっかりとした
指導に基づく一定水準以上のものが大半であるのに
対し，一般入試で提出された申請書類の一部は，400
文字程度の文量の指定に対して 10文字程度であっ
たり，APとの関連性の記述を求めているものの，明
らかにAPを読んでいないと思われるものがみられた。
その意味では，申請するという行為自体において，あ
る種の主体性や積極性に関わるものを判別できてい
ると考えることもできる。
次に，申請者の特徴を示す。4月に実施した入学
者を対象としたアンケート調査を利用して，両学部の
特色加点申請者と未申請者の違いについて分析した
結果を示す（詳細な分析の手続きや数値情報の提示
は稿を改める）。特色加点申請者は，「受験時におけ
る志望学部の AP認知（受験時にAPを知っていた
かどうか）」「志望分野で学べることの満足度」「自律
性」「リーダー性」という4項目でスコアの平均値が
有意に高いことが確認された。申請するという行為を
「学びに向かう態度」の一部だと考えれば，未申請者
よりも申請者を入学させた方が，主体的な要素を持っ
ている確率が高いといえるかもしれない。これらにつ
いては，引き続き追跡調査による検証が必要である。

7 最後に
本調査で得られた意見は，代表的な意見を集約し
て分析したものであり，高校教員の全体的な真意を
反映できているわけではない。また，高校のタイプに
よって反応が異なる可能性も十分に考えられる。これ
らは，本研究の課題と言えるだろう。とはいっても，
本稿で示した知見は，2021年度入試に向けて特色加
点制度を一般入試に導入する他学部においても適切
に活かせるとともに，新しい制度を導入する際に考慮
すべき高校側の基本的な視点を提供してくれるもの
である。一大学の取り組みに留まらず，「志願者本人
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が記載する申請」を検討している大学等で参考にさ
れ，高大接続改革の進展に寄与できれば幸いである。

謝辞
本研究は JSPS科研費 MK16H02051の助成に基づく研究

成果の一部である。

参考文献
文部科学省 (2017)「平成 33年度大学入学者選抜実施要項の
見直しに係る予告」.
西郡大・藤田修二 (2011)「入試広報および入試改善に向けた
情報収集　−高校訪問活動から得られた知見−」『大学入
試研究ジャーナル』, No21, 219-224.
西郡大 (2018)「多面的・総合的評価がもたらす教育の質保証」
『カレッジマネジメント』, 214, 6-11.
西郡大・園田泰正・兒玉浩明 (2019)「一般入試における「主
体性等」評価に向けた評価支援システムの開発」『大学入
試研究ジャーナル』, No29, 1-6.

－ 7－

一般入試における主体性等評価の導入とその結果



1 研究の背景
今般の入試改革において，大学入学者選抜におけ
る主体性評価が問われている。その社会的端緒とし
ては，平成 26年 12月に出された「新しい時代にふ
さわしい高大接続の実現に向けた高等学校，大学教
育，大学入学者選抜の一体的改革について」（以下，「高
大接続改革答申」と呼ぶ）が挙げられる。この答申
においては，「学力の三要素」の一つである，「主体
性を持って多様な人 と々協働して学ぶ態度（主体性・
多様性・協働性）」を，他の二要素（「知識・技能」，「思
考力・判断力・表現力」）とともに，大学において発展・
向上させることが目標として定められた。
それでは，このような「態度」の形成が「社会的な」
課題として掲げられる背景には，具体的にどのような
認識があるのだろうか。このことを今回の高大接続改
革答申より端的に抽出するならば，とりわけ下記の記
述が該当することになると思われる。

「生産年齢人口の急減，労働生産性の低迷，グロー
バル化・多極化の荒波に挟まれた厳しい時代を迎え
ている我が国においても，世の中の流れは大人が予
想するよりもはるかに早く，将来は職業の在り方も様
変わりしている可能性が高い。そうした変化の中で，
これまでと同じ教育を続けているだけでは，これから
の時代に通用する力を子供たちに育むことはできな
い。この厳しい時代を乗り越え，子供や孫の世代に
至る国民と我が国が，希望に満ちた未来を歩めるよう
にするため，国は，新たな時代を見据えた教育改革
を「待ったなし」で進めなければならない。」

この記述から，今日の「厳しい時代」を乗り越える

高校時代の活動経験と主体性との関連性について
――主体性評価に際しての一考察――

山田 美都雄（琉球大学）

本研究では，今般の入試改革における主体性評価をめぐる「社会的な」議論を念頭におき，高校
時代の活動経験と主体性形成の関連について，主体的な情報取得行動，主体的な志望理由，主体的
な学習意思といった観点から，学生調査データをもとに検証した。その結果，普段の授業や受験勉
強といった日常的な学習活動も主体性の形成に関与しうること，また，地域社会活動や職場体験・
就業体験等の学校外活動が主体性の形成に関連しうること，さらに，部活動（運動系）は主体性の
形成に有意な関連性が見られないこと等の知見を提出した。
　キーワード：主体性，高校時代の活動経験，学校内活動，学校外活動，高大接続

ためにこそ「学力の三要素」の形成が求められてい
ることがわかる。そして，今日の学校教育の問題性に
ついては，以下のように言及されている。

「我が国が成熟社会を迎え，知識量のみを問う「従
来型の学力」や，主体的な思考力を伴わない協調性
はますます通用性に乏しくなる中，現状の高等学校教
育，大学教育，大学入学者選抜は，知識の暗記・再
生に偏りがちで，思考力・判断力・表現力や，主体
性を持って多様な人 と々協働する態度など，真の「学
力」が十分に育成・評価されていない。（中略）こう
した状況では，それぞれの夢を育み，その中で自らを
鍛えるとともに，秘められた才能などを伸ばすことは
できず，未来のエジソンやアインシュタインとなる道
や，世界を舞台に活躍する潜在力，地方創生の鍵と
なる問題の発見や解決を生み出す可能性の芽なども
摘まれてしまう。」

ここでは我が国の教育が「思考力・判断力・表現力」
や「主体性を持って多様な人々と協働する態度」な
どの「真の「学力」」を充分に育成できていないと評
され，このような現状に批判的な言及がなされている。
このように，今日の入試改革における主体性評価の
文脈においては，上に示すように「社会的な」課題
が設定されていることを予め認識しておくことは重要
である。なぜなら，「主体性をいかにして評価するのか」
という個別具体的かつ実際的な議論に重点が置かれ
れば置かれるほど，その背景となる「社会的な」課
題認識は我々の日常的な思考の範囲の外に追いやら
れ，結果，肝心の「社会的な」効果が得られないと
いう事態に陥ることが容易に想像されるからである。
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2 本研究の目的
さて，本研究では，主体性が今日の「厳しい時代」
を打開する鍵の一つとなるという見方を前提として，
その評価に際して，高校時代の活動経験と主体性形
成の間にどのような関連性が見られるのかを学生調
査データ等に基づき検証することを目的とする。
なぜこのような目的を設定するのか。その理由は，
今般，ただでさえその中身がブラックボックスとなって
いる主体性の評価を実行する上で，2021年度入試の
改革に先んじて，その有効性及び妥当性を誠実に検証
することが，本来的に必須の手続きと考えるからだ。
言うまでもなく，今日「社会的」に求められている
主体性と全く無関連な材料を用いてそれを評価する
ことがあってはならない。では，実際に多くの大学で
主体性評価の具体的素材として扱われることになる
であろう高校時代の活動経験 1)と主体性の間には，
そもそもどのような関連があるのだろうか。また，そ
こで思念される主体性とは，今日「社会的に」求めら
れている主体性に適うものであると本当に判断される
のであろうか。具体的にいうならば，部活動の活動経
験を評価することが，「社会的に」求められる主体性
の評価として妥当なものであると，大学は社会に対し
て胸を張って主張できるだろうか。
今般の主体性評価の文脈においては，まさに，こ
の点が問われることになるのである。これらの検証を
経たうえでこそ，主体性評価は社会的に展開される
べきではないだろうか。

3 本研究の問い（リサーチ・クエスチョン）
上述の目的を踏まえ，本研究では，主体性を３つの
局面に分けて捉え，それらの主体性の各局面と高校
時代の活動経験との関連を探る。
具体的には，受験に際して，出願先の大学情報を
主体的に取得したか，主体的な志望理由を設定した
か，入学後の主体的な学習意思が描けているか，と
いう３つの局面を設定した。当然ここで，たとえば，
西郡（2016）のように，より一般的な主体性の観点を
設定することも考えらえれる 2)が，ここでは「社会的な」
態度としての主体性の発揮を捉えるために，あえて「進
路選択」という，受験生にとってきわめて切実かつ現
実的な課題を取り上げ，彼／彼女らがこの課題にど
のように「主体的に」対処するのかという観点を重視
した。
そして，本稿ではこれら３つの主体性の局面に合わ
せて，次の問い（RQ①～③）を設定する。

RQ①  高校時代の各種活動経験は，主体的な情報

取得と関連性を有するか。
RQ② �高校時代の各種活動経験は，主体的な志望

理由と関連性を有するか。
RQ③ �高校時代の各種活動経験は，主体的な学習

意思と関連性を有するか。
さらに，ここでは，主体性評価の実際的な運用可能
性を検証するために，調査書の評定平均値と高校時
代の活動経験の関係についても検証することとする。

RQ④ �高校時代の活動経験は，評定平均値と関連
性を有するか。

以下，本研究で用いる分析データ及び変数につい
て説明したうえで分析結果を提示し，その後，まとめ
と考察を述べる。

4 使用するデータと変数
4.1 分析データの概要
本分析で主に使用するデータは，地方国立大学で
あるＸ大学が現況分析のために，2018年４月に実施
した新入生調査データ（学部のみ）である。本調査
の有効回答数は 1041名であるが，分析に際しては，
現在の日本の高校での活動経験について取り扱うこ
とから，社会人特別入試，帰国子女特別入試，私費
外国人留学生入試の受験者を除く1027名のデータを
用いる。調査内容は入学志望理由や大学に関する情
報取得，高校時代の経験や入学時点の意識，卒業後
の進路等，幅広く設定されている。なお，当調査の対
象は，大学に実際に入学した者であり，受験者全般
ではない点に注意が必要である。しかし一方で，入
学者を対象としているからこそ，一大学における高大
接続という意味において，高校から大学入学後の「主
体性の接続」（西郡 2016:215）を検証するデータとし
て一定の意義があるものと考えられよう。

4.2 分析で使用する主な変数
次に，分析で使用する変数について，説明する。　
・�高校時代の各種経験…「高校生のときに，どの
ようなことに熱心に取り組みましたか」という設
問に対し，「普段の授業，受験勉強，文化系の部
活動・クラブ活動，運動系の部活動・クラブ活動，
地域社会での活動（ボランティア活動・NPO活
動など），外国での留学・滞在，インターンシップ
などの職場体験・就業体験，学校以外で開催さ
れるコンテストなどへの参加，個人的に興味のあ
ることの探究活動 ,習い事，アルバイト」の各項
目を選択した回答。
・�主体的な情報取得行動…「Ｘ大学を受験する前
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に，Ｘ大学のことをどの程度調べましたか」の設
問に対し，「十分納得するまで調べた」「ある程度
調べた」「調べなかった（「あまり調べなかった」
＋「ほとんど調べなかった」）」の３カテゴリの回答。
・�主体的な入学志望理由…「あなたがＸ大学に入
学を志望した理由としてあてはまるものはどれで
すか」の設問に対し，「自分がやりたい研究を行っ
ているから」を選択した回答。
・ 主体的な学習意思…入学後の学生生活に関する
「自分の学びたいことが学べると思う」の設問に
対して「よくあてはまる」「ややあてはまる」「あ
てはまらない（「あまりあてはまらない」＋「まっ
たくあてはまらない」）」の３カテゴリの回答。

5 分析結果
5.1 高校時代の活動経験の分布状況
まず，新入生が実際に高校時代にどのような活動に
熱心に取り組んだのか，その実態を確認する。図 1を
見ると，受験勉強（53.3％），普段の授業（46.3％），部
活動（運動系）（44.5％）の選択率が相対的に高いこと
がわかる。それに対し，地域社会活動，留学，職業体験・
就業体験，学校外コンテスト等，習い事といった活動は，
選択率が４％弱～ 6％強程度で少数派である。

それでは，新入生はこれらの高校時代の活動経験
について，どれほどの数をこなしていたのだろうか。
図 2に示す結果を見ると，１～２項目の活動を経験し
た者は全体の６割強を占め（それぞれ 30％を上回る
程度），３項目は２割程度であった。また，４項目は7.1％
となり，５項目以上はかなり少数となる。

5.2 RQ1：活動経験と主体的な情報取得行動の関係
つづいて，RQ1について分析した結果を確認する。
表 1は高校時代に熱心に取り組んだ各項目の選択回
答と，主体的な情報取得行動の回答をクロス集計し
た結果である。この結果に示すように，主体的な情報
取得行動と有意な関連を示した活動は，普段の授業，
受験勉強，地域社会活動，職場体験・就業体験，学
校外コンテスト等，習い事，アルバイトであり，部活
動（文化系・運動系），海外留学，探究活動には統計
的に有意な差が見られなかった。また，このうち，順
位づけ可能な離散変数間の連関度を示すグッドマン
＝クラスカルのガンマ係数（以下，「ガンマ係数」と
呼ぶ）が相対的に強かった上位５項目は，職場体験・
就業体験，地域社会活動，アルバイト，学校外コン
テスト等，習い事となっており，全体的に学校内活動
より学校外活動の関連度が強い傾向が確認できる。

5.3 RQ2：活動経験と主体的な志望理由の関係
RQ2についても同様に結果を確認すると，表 2に示
すように，主体的な志望理由との間に有意な関連が見
られたのは，普段の授業，受験勉強，部活動（文化系），
地域社会活動，海外留学，職場体験・就業体験，学
校外コンテスト等，探究活動，習い事であり，部活動（運
動系），アルバイトには有意な関連が確認されなかった。
また，ガンマ係数を見ると，学校外コンテスト等が
突出して高く，次いで職場体験・就業体験，地域社
会活動が相対的に高かった。一方，やはり普段の授業，
受験勉強といった学校内活動の関連度は相対的に低
めに出ており，有意差が見られた部活動（文化系）
についても同様の傾向がうかがえる。

5.4 RQ3：活動経験と主体的な学習意思の関係
RQ3について，同様に表 3の結果を見ると，主体的
な学習意思との間に有意な関連が確認されるのは，普
段の授業，受験勉強，地域社会活動，アルバイトの４
項目であり，それ以外に有意な関連は見られなかった。
ガンマ係数は，地域社会活動が相対的に高く，次
いでアルバイト，普段の授業となっている。なお，受
験勉強については弱い関連が見られる程度であった。

図 1 高校時代の活動経験の各項目回答率

図 2 高校時代の活動経験得点（活動数の合計値）
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表 1 「高校時代に熱心に取り組んだこと」と「主体的な情報取得行動」のクロス集計結果

表 2 「高校時代に熱心に取り組んだこと」と「主体的な入学志望理由」のクロス集計結果
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5.5 RQ4：活動経験得点と評定平均値の関係
RQ4については，高校間で評定平均値の与え方の
基準が異なることを考慮し，入学者が 50名程度の高
校（５校）を抜粋して，高校毎に高校時代の活動経
験得点（活動数の合計値）と評定平均値の相関関係
を分析した。その結果，表 4に示すように，５校のう
ち３校において中程度の有意な相関が見られたが，う
ち２校に関しては有意な結果が得られなかった。

6 まとめと考察
6.1 主体性形成に有意な関連性を有する変数

RQ1～ RQ3の分析結果において，主体性の３つ
の局面すべてに一貫して有意な関連性を有していた
のは，普段の授業，受験勉強，地域社会活動であった。
また，職業体験・就業体験，学校外コンテスト等，習
い事は，主体的な大学情報取得行動と入学志望理由

に対して，アルバイトは主体的な大学情報取得と学
習意思に対して，有意な関連性を有していた。さらに，
部活動（文化系），海外留学，探究活動，海外留学は，
主体的な入学志望理由についてのみ，有意な関連性
を有していた。なお，統計的に有意な関連が見られる
場合の関連度については，いずれの主体性の局面に
おいても，学校内活動より学校外活動との間の関連
度が相対的に高かった。
これらのことから，第一に，普段の授業や受験勉強
といった受験生にとってはいわば日常的な営為であっ
ても，主体性の形成に関与するという知見を導くこと
ができる。今日の主体性評価の議論においては，調
査書の課外活動欄の改訂が影響したせいか，日常的
な学習活動に対する評価が見過ごされがちである。
しかし，これらの日常的な学習であっても，主体性の
形成に対して有効に機能しうる。たとえば，普段の授
業における学習の躓きをどのように克服したのか，受
験勉強というプレッシャーに対してどのように対峙し
たのか，といった側面についても他の活動と同様に評
価の対象に含めていくことは，正当な評価を構築する
うえで重要といえる。
第二に，地域社会活動や職場体験・就業体験等の

表 3 「高校時代に熱心に取り組んだこと」と「主体的な学習意思」のクロス集計結果

表 4 高校時代の活動得点と評定平均値の相関
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学校外活動が，主体性の形成に関連するということ
から，これらの活動もまた積極的に評価していくこと
は有効と思われる。ただし，主体性のどのような側面
に着目するかで，その有効性の成否は分かれる可能
性があることに注意が必要である。たとえば，地域社
会活動は今回検証した主体性の３局面すべてに有意
な関連性を有していたが，職場体験・就業体験や学
校外のコンテスト等は主体的な大学情報取得行動と
入学志望理由のみに有意な関連が見られたものの，
入学後の学習意思との間に有意な関連は見られな
かった。このことから，入学者選抜において，主体性
のどの側面を評価するのかを予め設定した上で，そ
れに対応する適切な活動経験を評価者側が選択し，
評価する姿勢が求められる。

6.2 主体性の形成に有意な関連性を有しない変数
次に，今回の分析結果では主体性の形成に関連し
なかった活動経験について触れておきたい。特に，
部活動（運動系）は，唯一いずれの主体性に関して
も有意な関連が見られなかったことは重要である。こ
の結果は，すなわち，運動系の部活動に熱心に取り
組んだという情報のみから主体性の評価を行うことは
困難であることを物語っている。これらの指標を評価
に用いる際には，そこで具体的にどのような活動を
行ったのかといった詳細な情報を取得し，慎重に対
処する必要がある。

6.3 関連度の強さの傾向について
学校外活動が学校内活動に比して，主体性形成に
関与する度合いが強いということについても，主体性
のどの側面に着目するかで大きく事情が変更する。た
とえば，今回の分析結果でもっとも強い関連度が見ら
れた学校外コンテスト等と主体的な入学志望理由の
関係については，今回の入学志望理由が「自分のや
りたい研究を行っているから」という「研究」寄りの
理由であったことから，関連性の強さが際立ったと思
われる。また，学校内活動である受験勉強に関しては，
入学後の主体的な学習意思に関しては有意ではある
ものの，ガンマ係数は 0.161という比較的弱い水準に
とどまっている。このように，活動の種類と評価対象
となる主体性の領域によって，その強度には変化が生
じることを考慮し，評価方法を設計することが肝要で
ある。

6.4 主体性評価としての評定平均値の活用について
RQ4について，高校時代の活動得点と評定平均値

の相関を分析したところ，有意な相関が見られる高校
もあれば，有意な相関が見られない高校も見られ，学
校によって差が見られることが判明した。このことか
ら，今回の分析のようにあくまで活動種類数の合計値
という量的な変数との関連という視点で見た場合，評
定平均値の活用可能性が全くないわけではないが，
高校毎の違いがある以上，結局はどのような活動を
具体的に行ってきたのかを質的に問う次元にまで下り
て評価する姿勢が求められるといえる。

6.5 まとめに代えて～学校外活動の大衆化・学校化～
今回の分析は，2021年度入試の改革前の時期とい
うこともあり，その状況下での分析であったことを改
めて強調しておきたい。というのも，今般の入試改革
の流れから，各学校が主体性評価に対応した結果，
学校外活動の大衆化ないし学校化が生じることが予
想されるからだ。すなわち，これまで少数の者によっ
て主体的に取り組まれてきた学校外活動が，今後大
衆化ないし学校化することで，非主体的な学校外活
動が広く出現する可能性が生じる。そうなると，「非
主体的な学校外活動によって主体性評価を行う」と
いうきわめてパラドキシカルな状況が発生することに
なる。
主体性評価を実行するにあたっては，現時点で学
校内活動も含めた形で，高校時代の活動経験の主体
性形成に対する有効性について事前に分析するなど，
誠実に検証する姿勢を強く社会に示し，理解を得る
ことが「社会的に」課せられた重要課題であると考
える。

6.6 本研究の課題
本研究が残した課題としては，主体性をより実態に
即して多面的に捉えること，入学後の主体性変化の
状況を追跡調査等によって捉えることなどが挙げら
れる。

注
1)主体性は個人の内にある性向の一種であるがゆえに，それ
を評価者が直接的に観察することはできない。したがって，
それを捉えるためには評価者が「高校時代の活動経験」に
代表される外的な標識を頼りに間接的にアプローチするほ
かない。

2)西郡（2016）は日本人版新入生学生調査（JFS2013）にお
ける高校 3年時における主体的学習行動に関するデータ分
析から，「自己主張」「向上心」「探究心」の３因子を抽出し
ている。
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1 はじめに
1.1 研究の背景
大学入試センター研究開発部では，AO 入試や推
薦入試などを経て大学や短期大学に入学することを
志願する幅広い学力層の受験者を想定して，大学で
学ぶための基本的な能力を既存の教科・科目別の学
科試験とは異なる観点から評価することを目的とした
試験の開発に関する研究を平成 23 年度から行ってき
た（大学入試センター研究開発部 , 2014, 2016）。こ
の試験は，志願者の基本的な能力を「言語運用力」
と「数理分析力」の分野から測ろうとするものである。
試験の開発とともに，大学入試センター研究開発部
では，その枠組みに沿った問題を各大学が個別に作
成できるようにするための手引書の開発を進め，問題
の試作や試作問題を用いたモニター調査の実施を経
て，この試験の枠組みに沿った問題を大学が個別に
作成できるようにするための手引書として『「新しい
試験」の枠組みおよびガイドライン』（以下，「作題ガ
イドライン (Ver. 1)」）を発表した（大学入試センター
研究開発部 , 2016: 356–376; 荒井ほか , 2018）。作題
ガイドライン (Ver. 1) が問題作成のための手引書とし
て機能するかどうかを検討するために，大学教員に
作題ガイドライン (Ver. 1) に基づく問題の試作を依頼
した。試作に協力した大学教員からの指摘に基づい
て作題ガイドライン (Ver. 1) を改訂し，『「言語運用力・
数理分析力」試験の枠組みおよび作題ガイドライン
(Ver. 2)』（以下，「作題ガイドライン (Ver. 2)」）を作
成した（大学入試センター研究開発部，2019）。
作題ガイドライン (Ver. 2) は，「言語運用力」と「数
理分析力」の両試験を対象としているが，本稿では「言
語運用力」試験を扱う。

「言語運用力」試験の作題ガイドラインについての
問題例を通じた考察

荒井 清佳，椎名 久美子，伊藤 圭，桜井 裕仁，宮埜 寿夫（大学入試センター）

大学入試センター研究開発部では，大学で学ぶための基本的な能力を既存の教科・科目別の学科
試験とは異なる観点から評価することを目的とした試験（「言語運用力」試験及び「数理分析力」試験）
とこの試験の枠組みに沿った問題を各大学が個別に作成できるようにするための手引書の開発を進
めてきた（大学入試センター研究開発部，2019）。本稿では，作題ガイドライン (Ver. 2) について，
その「能力の問い方」及び「素材」に焦点を当て，問題例を示すことで，作題時に注意した方が良
いと考えられる事項を明らかにする。さらに，「能力の問い方」と「素材」の関係についても考察を
加える。
キーワード：言語運用力，作題ガイドライン，能力の問い方，素材

1.2 「言語運用力」試験とその作題ガイドラインの改訂
「言語運用力」試験とは，様々な情報源から新しい
知識を吸収したり，集めた情報をもとに論理的に考え
たりするなどの，大学での学びの場面で必要とされる
能力を測ろうとする試験である。大学で学ぶ際の情
報源としては書籍や大学の講義など様々なものが考
えられるが，「言語運用力」試験では，情報源として
文章や発話を問題の中で示し，その内容の読み取り
や理解・解釈等を行う能力を測定する。
作題ガイドライン (Ver. 2) において，「言語運用力」
試験の問題作成の手引きに相当する節は 3.1 節である。
表1 に作題ガイドライン(Ver. 2) の3.1 節の構成を示す。

表 1 作題ガイドライン (Ver. 2) の 3.1 節の構成

3.1.1 問題作成の基本方針
3.1.2 能力の問い方
　(1) L1: 情報の把握
　(2) L2: 内容の理解
　(3) L3: 推論と推察
3.1.3 問題の構成要素
　(1) 素材
　(2) 問いかけ文
　(3) 選択枝
3.1.4 問題の構成要素の組合せ方
　(1) 構成要素を組合せる際の条件
　(2) 構成要素の組合せ方の基本形
　(3) 基本形の応用
3.1.5 問題冊子の構成について
3.1.6 例題集
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作題ガイドラインの改訂過程において，「言語運用
力」の作題ガイドライン (Ver. 1) の問題点として指摘
が多かったのは，測ろうとする能力の分類ラベルや，
素材（解答に必要な情報を含むテキスト等のこと）に
関するものであった。これらの指摘に対応するため，
作題ガイドライン (Ver. 2) では，測ろうとする能力の
問い方に関する節（3.1.2 節「能力の問い方」）の追
加や，素材に関する説明（3.1.3 節 (1)「素材」）の加
筆を行った（椎名ほか , 2019）。

1.3 目的及び本稿の構成
本稿では，作題ガイドラインの主要な改訂点である

「能力の問い方」（3.1.2 節）及び「素材」（3.1.3 節 (1)）
に焦点を当てる。作題ガイドライン (Ver. 2) で述べら
れている「能力の問い方」及び「素材」について，
問題例を示すことで，作題時に注意した方が良いと
考えられる事項を明らかにする。さらに，「能力の問
い方」と「素材」の関係についても考察を加える。
本稿の構成は次の通りである。2 節では，「言語運
用力」試験で測ろうとする能力を示し，3 節では本稿
で扱う問題例を示す。この問題例を用いて，4 節では
「能力の問い方」について，5 節では「素材」について，
それぞれ作題時に注意した方が良いと考えられる事
項を明らかにする。6 節で考察とまとめを行う。

2 「言語運用力」試験で測ろうとする能力と用語の定義
作題ガイドライン (Ver. 2) では，「言語運用力」試
験で測ろうとする能力を３つに分類し，L1～ L3 のラ
ベルを付けている（大学入試センター研究開発部 , 
2019:130）。その分類を表 2 に示す。

「言語運用力」試験において文章や発話は重要な
役割を果たしている。作題ガイドライン (Ver. 2) では
これらを指す用語として「テキスト」「資料」「素材」
を次のように定義している。

 
•  テキスト：解答に必要な情報を含む文章や発話
を指す。受検者が読んで理解することで「問い
かけ文」に対する解答を得られるものでなくて
はならない。

• ��資料：テキストを理解する助けとなる図表，グ
ラフ，写真等を指す。資料は必須ではない。

• ��素材：解答に必要な情報を含むテキストと，テ
キストに付随する情報を示す資料を指す総称。 

3 本稿で扱う問題例について
作題ガイドライン (Ver. 2) の 3.1.6 節「例題集」には，

L1～ L3 の分類や問題形式を説明するための例題が
収録されている。これらの問題は作題ガイドライン
(Ver. 1) の開発過程で大学入試センター内の研究者
が試作した問題であり，L1～ L3 の枠組みに合致し
ていることが確認されたものである。
本稿では，作題ガイドライン (Ver. 2) の 3.1.6 節「例
題集」に掲載されている例題の中から例 2 と例 3を
取り上げ，L1～ L3 の能力の問い方や素材の違いに
ついて考察を行う。

3.1 例 2 について
例 2 を図 1 に示す。例 2 は，Aさんと店員の間で
交わされた会話と与えられた地図を手がかりにして，
施設の位置を把握する問題である。問 1～問 3 の 3 
つの設問があり，それぞれ L1，L1，L2 の能力を問う。
各設問に共通する「素材」として，対話と地図が提
示されている。

3.2 例 3 について
例 3 を図 2 に示す。例 3 は，地球の内部構造に関
する文章を読み，その内容を把握する問題である。
問 1～問 3 の 3 つの設問があり，それぞれ L1，L1，
L3の能力を問う。各設問に共通する「素材」として，
地球の内部構造に関する文章が提示され，さらに問
3 では「素材」として新たに文章が追加されている。

4 「能力の問い方」と問題例との関連
4.1 作題ガイドラインにおける「能力の問い方」
能力のラベル L1～ L3 に関して，作題ガイドライ
ン (Ver. 1) に基づく問題の試作に協力した大学教員
からは，L1～ L3 の区別が分かりにくいという指摘が
あった。そのため，作題ガイドライン (Ver. 2) では「能
力の問い方（3.1.2 節）」という節を設け，それぞれの

表 2 測ろうとする能力の分類
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図 1 例 2（【測ろうとする能力】L1, L2；【素材の種類】対話（地図を含む））

図 2 例 3（【測ろうとする能力】L1, L3；【素材の種類】解説）
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能力の問い方の例を具体的に挙げることによって能力
のラベルについての考え方が伝わりやすくなるように
した（椎名ほか , 2019）。
作題ガイドライン (Ver. 2) の 3.1.2 節「能力の問い
方」では次のように能力の分類ラベル L1～ L3 ごと
に問い方の例を挙げている。

なお，L1 では，問い方の例に続いて「テキストを
読まなくても一般常識や知識でそれぞれの選択枝の
正誤が判断できるものは避ける。例えば，すべての選
択枝を内容的に正しいものにして，テキストを読まな
いと正誤の判断がつかないようにするなどの工夫が考
えられる。」という注意事項が挙げられている。この
注意事項はL1 だけでなく，L2 やL3 にも当てはまる
ものである。

4.2 L1，L2 の問い方と例 2
例 2 の問 1 と問 2 はL1（情報の把握）を，問 3 は

L2（内容の理解）を測ろうとする設問である。
問 1 の問いかけ文は「市役所がある区画として正
しいものを選べ」，問 2 の問いかけ文は「同じ区画に
あるものの組合せとして正しいものを選べ」である。
問 1 は，店員が市役所について話している1 文につ
いて正確に把握すれば，市役所の位置を把握でき，
正答を得られる。問 2 は，A さんと店員の対話の全

体を読み，郵便局や銀行等のその他の施設の位置も
把握する必要がある。問 1 では対話の 1 カ所だけ，
問 2 では対話の全体と，テキストを読む範囲の違い
はあるものの，どちらも対話から道路の名称と方角に
関する情報を読み取って地図を対応させれば正答を
導くことができる設問である。両設問とも，情報を正
確に読み取る，すなわち，テキストで述べられた事実
と合致するものを選ぶ設問であり，L1（情報の把握）
を測る設問と言える。
問 3 は，各施設の位置を把握したうえで，施設間
の距離について考える設問である。与えられた素材
（対話と地図）からは，郵便局の位置は複数通り考え
られる。また，問いかけ文の「最も近い」という表現が，
直線距離と経路距離のどちらの意味で使われている
のか明示されていない。しかし，直線距離と経路距
離の両方の場合を考えて試してみることで，正答を導
くことが求められている。どちらで考えても郵便局に
最も近い施設は1 つに決まる。問3 の問いかけ文は「郵
便局に最も近いものとして正しいものを選べ」であり，
問いかけ文だけを見るとL1（情報の把握）を測る設
問にも見えるが，問 1，問 2 のように単独の施設の位
置を把握するのではなく，テキストから複数通り考え
られる施設の位置関係を理解する必要があるため，
L2（内容の理解）を測る設問に分類される。
なお，地図は架空のものなので，特定の駅や市の
地理に関する知識からは選択枝の正誤は判断できず，
テキストを読む必要のある設問になっている。

4.3 L1，L3 の問い方と例 3
例 3 の問 1 と問 2 はL1（情報の把握）を，問 3 は

L3（推論と推察）を測ろうとする設問である。
問 1 の問いかけ文は「地球の内部構造について述
べた文として，本文に述べられた内容に合致するもの
を２つ選べ」，問 2 の問いかけ文は「地球の表面をお
おっているプレートの厚さとして最も適当なものを選
べ」である。例 3 で与えられたテキストには，地殻や
マントルなどが何からできているか（岩石か金属か），
リソスフェアや外核，内核の相が何か（固体か液体か），
また，プレートの厚さなどに関する情報が述べられて
おり，問 1 と問 2 ではこれらの情報を正確に読み取る
能力をみている。どちらもテキストの内容を正確に読
み取る必要のある設問であるので，L1（情報の把握）
を測る設問と言える。
問 3 の問いかけ文では，新たな「素材」として，地
震波に関する現象についてのテキストを提示され，「こ
の現象が起きる理由を説明するために，本文に書かれ

(1) L1：情報の把握
•  テキストで述べられた事実と合致する／し
ないものを選択枝から選ぶ（詳細まで正確
に把握する）。

•  テキストで述べられた事実と合致する／し
ないものを選択枝から選ぶ（テキスト全体
を把握する）。

(2) L2：内容の理解
•  テキストで述べられた手順やルールをある
状況に適用した結果を選択枝から選ぶ。

•  テキスト全体の論旨と合致する／しないも
のを選択枝から選ぶ。

•  テキストの説明に対応する具体例を選択枝
から選ぶ。

(3) L3：推論と推察
•   テキストから読み取った内容に基づき，推
測できること／できないことを選択枝から
選ぶ。

•   テキストの主張を補強するのに役立つ事項
を選択枝から選ぶ。 
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ていることがらのほかに必要となる知識を記述した文
として最も適当なものを選べ」と続く。問 3 では，素
材に書かれたことがら以外にどのような知識があれば
新しく提示された現象が起きる理由を説明できるかを
考える能力をみている。各選択枝について，テキスト
の説明だけでは足りない部分を補うものになり得るか
どうかを評価する必要があり，L3（推論と推察）を測
る設問と言える。なお，知識だけで正答が得られるこ
とを避けるために，内容的には正しいものの問 3 の正
答にはならない選択枝を含める工夫を行っている。

4.4 L1 ～ L3 の能力の問い方について
L1（情報の把握）の能力は，例 2，例 3 を通して
見たように，与えられたテキストの内容を正確に読み
取ることができるかどうかを問うことで測ることがで
きる。読み取るテキストの長さは，1 文であっても複
数の文であってもよく，テキストの内容の読み取り方
は，細かい点まで正確に把握させても，全体の流れ
を大雑把に把握させてもよい。その設問で把握すべ
き情報に応じて，様々な問い方が可能である。
例 2 の問 3 では，テキストの内容から考えられる複
数の可能性を踏まえて解答させることで，L2（内容
の理解）の能力を測っている。L2 の能力を測るには，
テキストの内容をそのまま読み取るだけでなく，その
内容を咀嚼して理解や解釈を行う能力の有無をみる。
そのためには，テキストの内容を理解しないとできな
いこと，例えば，テキストの内容を別の言葉で言い換
えられるか，テキストで述べられているルールを適用
できるか等を問えばよい。4.1 節で示した問い方の例
は，これらを問う場合の具体的な例と言えよう。
例 3 の問 3 は，追加の情報を与え，素材と追加の
情報をつなぐ理由を問う設問である。L3（推論と推察）
の能力を測るには，テキストの内容を理解・解釈する
だけでなく，推測，評価，判断等を行う能力をみる必
要がある。例 3 の問 3 のような問い方のほか，追加
の情報にもとづいて推論・推察を行わせる，テキスト
の内容の前提となっていることを考えさせる等の設問
も考えられるであろう。

5 「素材」と問題例との関連
5.1 作題ガイドラインにおける「素材」
作題ガイドライン (Ver. 2) では「言語運用力」試
験の問題作成の基本方針を次のように定めている（大
学入試センター研究開発部 , 2019: 133）。

テキストから情報を読み取って理解し，それをも
とに考える能力を問う。そのためには，解答する
のに必要な情報が問題の中に含まれている状態
を作る必要がある。
 
「素材」は，この問題作成の基本方針にあるように「解
答するのに必要な情報が問題の中に含まれている状
態を作る」ために用いられるものであり，「言語運用力」
試験の問題の要とも言えるものである。
作題ガイドライン (Ver. 1) に基づく問題の試作に協
力した大学教員からは，「素材」は「言語運用力」試
験の問題の中で重要な役割を果たすにもかかわらず，
選定が難しいという指摘があった。そのため，作題
ガイドライン (Ver. 2) では素材の選び方や注意点につ
いての説明を充実させた（椎名ほか , 2019）。
作題ガイドライン (Ver. 2) の 3.1.3 節 (1)「素材」で
は，素材の種類や選び方について，次のような考慮
すべき事項を挙げている。

①素材の種類
　素材の種類の例を次に示す。これらの例に限
らず，学部や学科の特徴を考慮して，大学での
学びに繋がるような素材で L1～ L3の能力を問
うことができるものを用いてよい。

• 論説
• 解説
• 対話
• 談話

②素材を選ぶ際に考慮すべき事項
　素材の中のテキストを読んだ受検者に対して
L1～ L3 の能力を問うという観点から素材を選
ぶ。素材を選ぶ際の観点の例を次に示す。

•  「問いかけ文」に対する解答を導くことがで
きるテキストであるか（L1～ L3）。

•  事実の説明が客観的に述べられているか
（L1）。
•  テキスト全体の論理構成が明確であるか
（L2, L3）。

　素材の読みやすさ，分量，内容を検討する際
の観点の例を次に示す。

•  受検者が途中で諦めずに読み通せるレベル
の読みやすさであるか。

•  受検者が解答時間内に読み終わる分量であ
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5.2 例 2 の素材について
例 2 の素材の種類は「対話（地図を含む）」である。
対話の中には正答を得るのに必要な情報だけでなく，
「この町は初めてなので，迷わずに行けるか心配だよ」
のように不必要な情報も含まれているが，このような
冗長な対話の中から必要な情報を抽出して把握する
能力をみるための素材として用いられている。また，
対話に含まれる情報を読み取り，各施設の位置や経
路を把握できるかどうかをみるために，地図が利用さ
れている。

L1（情報の把握）の能力を問うために，対話中の
1文あるいは対話の全体を読めば特定の施設の場所
が把握できるように（問 1，問 2），また，L2（内容の
理解）の能力を問うために，施設の場所が複数通り
考えられるように（問 3）対話が構成されている。
素材の内容は，施設への行き方を尋ねる二人の人
物の会話という日常の場面での対話であり，読みやす
い。また，大学での学びは，書籍や大学の講義だけ
でなく，学生同士の会話からも情報を得る必要があり，
このような素材は大学での学びの場面を意識したもの
と言える。

5.3 例 3 の素材について
例 3 の素材の種類は「解説」である。素材は，地
球の内部構造について客観的に説明をしている文章
である。高校で「地学基礎」や「地学」を履修して
いなくても内容を把握できるように書かれており，特
定の科目の知識を持っていなくても，新しい情報を把
握できるかどうかを見ている。
また，問 3 では，L3（推論と推察）の能力を問う
ために，新たに素材（テキスト）を提示するという工
夫がなされている。
例 3 の素材には，日常では触れることが少ないと思
われるリソスフェア，アセノスフェア等の地球の内部
構造に関する専門用語が含まれている。どのような分
野であっても，大学で新しいことを学ぶ際には，見た
ことのない専門用語を含むような教科書や資料を読
むことが必要となる。例 3 の素材はこのように大学で
学ぶ際の読みを想定したものである。

5.4 素材と測ろうとする能力について
作題ガイドライン (Ver. 2) では「②素材を選ぶ際に
考慮すべき事項」として，「L1～ L3 の能力を問うと
いう観点から素材を選ぶ」としている。

L1 の能力を測る設問は，例 2，例 3 にあるが，両
方ともテキストの該当箇所を正確に読めば，特別な知
識を用いたり推測を働かせたりすることなく設問の解
答が得られるような素材となっている。また，L2 の
能力を測る設問（例 2 の問 3）では，問われている施
設の場所が複数通り考えられるような素材になってお
り，L3 の能力を測る設問（例 3 の問 3）では，新し
いテキストが追加され，全問に共通するテキストと合
わせて推論をさせる素材になっている。L2 や L3 の
能力を問おうとする場合には，例 2 や例 3 のように素
材のテキストに工夫を施すことによって，設問が作り
やすくなる場合があるであろう。

6 考察とまとめ
4 節及び 5 節では，能力の問い方と素材を別々に
みてきたが，能力の問い方と素材とは密接に関連して
いる。ある能力を問おうとする場合には，素材である
テキストがその問いに対応できるようものでなければ
ならない。能力のラベルごとに素材との関連を整理す
ると次のようになる。

L1（情報の把握）を問う場合には，テキストの内
容を正確に読み取ることができるかを問えば良い。し
たがって，L1 の能力を問う場合の素材は，テキスト
の該当箇所を読めば，特別な知識や推論を用いずと
も設問の解答が得られるようなものである必要があ
る。そのためには説明が客観的に述べられているべ
きだろう（cf. 作題ガイドライン (Ver. 2)「素材」②「事
実の説明が客観的に述べられているか（L1）。」）。L2（内
容の理解）を問う場合には，素材の内容を理解しな
いと解答できないことを問えば良い。そのため，L2
の能力を問う場合の素材は，素材の内容が理解でき
るようなもの，すなわち例 2 であれば複数通りの施設
の場所が考えられるものであったり，あるいは，テキ
ストで述べられたルールを適用させる場合であれば，
ルールを適用して破綻が生じないように整合性がと
れているものである必要がある。L3（推論と推察）
を問う場合には，テキストに基づいて何かしらの推論
を行う必要のあることを問えば良い。そのため，L3
の能力を問う場合のテキストは，推論を行うことがで
きるようにテキスト自体の論理が明確である必要があ
る（cf. 作題ガイドライン (Ver. 2)「素材」②「テキス
ト全体の論理構成が明確であるか（L2, L3）。」）。

 るか。
•  入学後の学びを受検者に意識させる内容が含
まれるか。
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このように，意図した能力を測るためには，その能
力を問うことができるような素材を用意する必要があ
る。
作題ガイドライン (Ver. 2) は，「言語運用力」の問
題を作成する際の一般的な枠組みをまとめたものであ
る。作題ガイドライン (Ver. 2) の 3 節では，「入学後
の学修に必要な能力として特に重視する点や入学後
に学ぶ分野など，各大学が測りたいものに応じて，問
題の難度や内容を調整すること」を作題者に求めて
いる。今後は，各大学が入学者に求める能力に応じ
て様々な問題を作成していく際の参考となるよう，各
大学での実際の出題例等を集めて知見を積み重ねて
いく必要があるだろう。
作題ガイドライン (Ver. 2) の「能力の問い方」及び

「素材」に焦点を当て，問題例を具体的に示しながら，
どのようにL1～ L3 の能力を測る問いを作ればよい
のか，また，どのように素材を選べばよいのかについ
て考察を行った。本稿によって「言語運用力」試験
の問題を作成しようとする際の考え方が明確になり，
作題ガイドラインの利用が広まれば幸いである。
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1 はじめに
大学入試センター研究開発部では，「言語運用力・
数理分析力」試験の開発に関する研究が行われてき
た。問題の試作，個々の試作問題を問題冊子にまと
める編集作業，試作問題に基づくモニター調査の実
施と解答データの収集，調査で得られた解答データ
の分析，分析結果に基づく試作問題の改良，そして，
改良した試作問題に基づくモニター調査の実施と解
答データの収集・分析，などを通して，この試験の枠
組みに沿った問題項目の作成方法や問題冊子の編集
方法などに関する知見が蓄積された（荒井ほか，
2014，2015; 伊藤ほか，2014，2015; 桜井ほか，
2014，2015; 椎名ほか，2014，2016，2017）。また，
個別の大学で上述した試験の枠組みに沿った問題項
目を作成できるようにするための手引書を作成する研
究が進められ，その成果の一部は『「新しい試験」の
枠組みおよびガイドライン』（以下，作題ガイドライン
Ver. 1）としてまとめられた（大学入試センター，
2016: 356–376; 荒井ほか , 2018）。
これに続けて，作題ガイドラインVer. 1 に基づいて
問題を試作した場合に，「言語運用力・数理分析力」
試験の枠組みに沿った試験問題が作成されるかどう
かを検証する研究も進められた。試作問題の作成は，
大学教員等に依頼し，依頼時には作題ガイドライン
の改善点に関するコメントをもらうようにもした。この
研究により，作題ガイドラインVer. 1 の問題点がいく
つか見つかり（大学入試センター , 2019a），問題点
の解消を目指して『「言語運用力・数理分析力」試験
の枠組みおよび作題ガイドライン (Ver. 2)』（以下，作
題ガイドラインVer. 2）が作成された（大学入試セン
ター , 2019b）。
本稿では，まず，大学教員等から寄せられた「数

「数理分析力」試験の作題ガイドライン改訂と問題の分類

桜井 裕仁，椎名 久美子，荒井 清佳，伊藤 圭，宮埜 寿夫（大学入試センター）

大学入試センター研究開発部では，大学での学修に必要な基本的学力を評価する「数理分析力」
試験，および，この試験の枠組みに沿った問題項目を各大学で作成できるようにするための手引書
の開発に関する研究が行われている。本稿では，まず，2016 年に公開された「数理分析力」試験を
作成するための手引書に関して，数理分析力の問い方と問題の分類方法を中心として，その問題点
と改良するための主要な改訂方針をまとめる。次に，改訂した手引書に基づき，どのような問題が
数理分析力を測っていると考えられるのかを示すことにより，「数理分析力」試験の特徴を明らかに
する。
キーワード：数理分析力，作題ガイドライン，能力の問い方

理分析力」試験の作題ガイドラインVer. 1 の問題点
を整理し，これに対してどのように対処することによ
り，作題ガイドラインの改訂版 (Ver. 2) を作成したの
かをまとめる。次に，改訂した手引書に基づき，どの
ような問題が数理分析力を測っていると考えられるの
かを示すことにより，「数理分析力」試験の特徴を明
らかにする。

2  作題ガイドライン改訂に向けた問題点の整理と 
改訂方針の検討
作題ガイドラインVer. 1 とVer. 2 は，表 1 のような
構成である。1 節から3.2 節までは両者は同一の章立
てであるが，3.3 節はVer. 2 で新規に追加された。

1 節と2 節は，受検者や大学関係者などを含む広
範囲の読者に向けて，試験の目的や枠組みを説明し，
3 節は，作題者向けの問題作成の手引き（ガイドライ
ン）をまとめている。今回の改訂作業では，作題ガイ
ドライン全体を見直し，特に数理分析力試験の説明
に関係するところでは，作題者に向けた説明をまとめ
た 3.2 節を中心に修正を行った。3.2 節に関しては，
表 2 のような章立ての修正を行った。
以下では，作題ガイドラインVer. 1 に関して議論さ

表 1 作題ガイドラインの構成
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れた主要な問題点を整理し，それに対してどのような
改訂作業を行ったかをまとめる。

2.1 作題ガイドライン Ver. 1 の問題点と改訂方針
数理分析力試験では，測ろうとする能力を表 3 の
ように，M1～M4 の下位区分に分類し，作成された
各問題（設問）にM1～M4 のラベルを付けるよう
にしている。これは，問題冊子の編集を行う際に，ど
のような問題が含まれるかを確認し，ラベルのバラン
スを重視するか，特定のラベルを重視するか，などの
チェックの目安とするためである。
数理分析力試験の作題ガイドラインVer. 1 に関し
て，大学教員等から様々なコメントが寄せられた。
Ver. 1 からVer. 2 への改訂作業において参考とした
主要なコメントは，試作した問題に対してM1 から
M4 のラベル付けをする際に，その差異が分かりづら
いということであった。そこで，作題ガイドライン
Ver. 2 では，

 •  M1～M4のラベルの説明を再度点検し，特に
指摘の多かったM1 とM2 との区別がしやすくな
るように工夫する

 •  「能力の問い方」の節を追加し，作成した問題に
対してM1～M4 の各ラベルを付加する際の目
安となるポイント，および，複数のラベル付けが
できそうな場合にその差異を考えるポイントを説
明する

 •  例題の数を増やし，また，M1～M4 のそれぞれ
の能力を測っていると思われる典型的な例題を掲
載することにより，各設問で「測ろうとする能力」
の分類ラベルをどのようにつけたのか，その説明
を充実させる

などを主な方針として改訂作業を行った。
また，数理分析力のM1～M4 の能力ラベルの説
明を見直す過程で，数理分析力の定義，試験の目的，
試験で測ろうとする能力や問題の特徴などの文言の

見直しも行われた。これらについては，以下の 2.2節
から2.4 節でまとめる。

2.2 数理分析力の定義
作題ガイドラインVer. 1（1 節）では，数理分析力
を「大学で学ぶ分野にかかわらず普遍的に必要とな
る基礎的な数理科学的能力である」と定義した。こ
こで数理科学分野の定義は，日本学術会議 (2013: ii) 
によれば，「当報告で考察する数理科学という分野は，
数学，統計学，応用数理を中心とした学問分野であり，
数学教育や数学史などの境界分野も含むが，情報科
学は含めないこととした」と記載されている。しかし，
数理分析力試験でM1～M4 の能力を測る際には，
情報科学分野（日本学術会議 , 2016）の問題を除外
する意図はないため，Ver. 2 では数理分析力の定義
を

　 大学で学ぶ分野にかかわらず普遍的に必要となる
数理的・計量的な考え方や方法論を理解し適用す
る能力である

とし，数理科学分野の問題，考え方，方法論などに
限定されないようにした。

2.3 数理分析力試験の目的と問題の特徴
数理分析力の定義の修正に伴い，試験の目的に関
する記載（作題ガイドライン 2.2 節）を，

　 大学での様々な分野の学習において，分野に拘ら
ず普遍的に必要と考えられる基礎的な数理科学的
能力を，どの程度有しているかを測定することであ
る（Ver. 1）

から

　 大学での様々な分野の学習において，分野に拘ら
ず普遍的に必要と考えられる数理的・計量的な考
え方や方法論を理解し適用する能力を，どの程度
有しているかを測定することである（Ver. 2）

に修正した。
数理分析力試験の問題の特徴として，作題ガイド
ラインVer. 1 では，解答に必要な情報は問題の中で
与えられること，および，一般常識や義務教育段階ま
での知識を習得していることを前提として試験が作
成されていることが説明されていた。しかし，作題者
が受検者に期待する一般常識の種類や範囲が人に
よって異なっており，また，どのようなものを一般常
識と考えるかは難しいなどの議論がなされた。そこで，

表 2 作題ガイドライン 3.2 節の構成の詳細
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Ver. 2 では，前提とする知識として，一般常識を説明
から除外した。

2.4  数理分析力試験で測定しようとする能力とそ
の問い方
数理分析力の定義の見直しを行ったこと，および，
数理分析力のM1～M4 の能力ラベルの区別が難し
いという指摘のあったこと，の 2 点を考慮し，表 3に
示したように，M1～M4 の能力ラベルの説明に関す
る修正がなされた。特に後者に関しては，次の 2点
を工夫した。

 •  Ver. 2 ではM2 の説明の冒頭を「ルール・法則
性の理解と適用」とした。これは，2 つの理由に
よる。1 つは，Ver. 1 ではM2 の説明として「数
理的概念・法則性の理解」としていたが，「数理
的概念」が入っていることにより，M1 の「数理
的な表現・原理の理解」との区別をしづらくして
いると考えたからである。後述するように，例え
ば高等学校 1 年程度までの数学で履修するよう
な数理的概念を問う問題は，「数理的な表現・原
理の理解」に該当すると考え，M1 とラベル付け
することとした。もう1 つは，M2とラベル付け
する問題では，想定として，ルール・法則性の理
解までではなく，その先の適用までを視野に入れ
ているためである。

•  新規に「能力の問い方」（作題ガイドラインVer. 
2 の 3.2.2 節）を追加し，下記の項目1～ 5 に分
けてM1～M4 の能力の問い方の例をまとめた。
各ラベルの分類のポイント，他のラベルとの差異
を説明するとともに，1 つの設問で複数の能力を
問う場合についても言及した。また，作題ガイド
ラインに収録した例題との対応も説明するように
した。ただし，本稿では紙幅の都合により，例題

との対応に関する説明は省略する。

項目 1（M1：数理的な表現・原理の理解）

 •  義務教育段階までの算数・数学，および，高等
学校 1 年程度までに履修する教科書レベルの数
学に関する設問は，原則としてM1と分類する。

　　−  算数・数学の設問を解析，代数，幾何，確率，
統計の 5 分野に分類する場合，主として
M1 に分類される設問は，解析，代数，幾何，
確率の 4 分野に分類されるものである。

　　−  統計分野に関する設問のうち，計算問題の
側面が強い設問はM1 とし，資料を読み取っ
た上で記述統計や推測統計の能力を問うこ
とを中心とする設問は下記のM3（資料か
らの情報抽出・分析）とする。

　　−  確率分野に関する設問のうち，計算問題の
側面が強い設問はM1とし，ルール・法則
性の理解を問う側面が強い設問はM2（ルー
ル・法則性の理解と適用）に分類する。

 •  問題中で図を示す場合，義務教育段階および高
等学校 1 年程度までの教科書レベルより深い理
解が求められる設問は，M3 と分類する。

項目 2（M2：ルール・法則性の理解と適用）

 •  問題中に与えられたルール・法則性を理解して
適用することを問う設問はM2 と分類する。与え
られたルール・法則性をもとに複雑な思考を要す
る設問は，下記のM4 と分類する。

 •  算数・数学等の教科書に書かれている定理，ルー
ル，法則，数表等の理解や適用を問う問題は，

表 3 数理分析力の能力ラベル
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M2 ではなく上記のM1 と分類する。

項目 3（M3：資料からの情報抽出・分析）

 •  資料を読み取り，分析や解釈が必要とされる設
問は，M3 と分類する。

 •  問題中に図表などの資料が含まれる場合に，必
ずしもM3 と分類しない場合のあることに注意が
必要である。例えば，三角比の表，常用対数表
など，教科書の巻末に与えられるような数表を用
いて計算する設問は，M1 と分類する。

 •  表中の値を用いて平均や分散等を計算する設問
は，M3 ではなくM1 と分類する。

項目 4（M4：帰納的・演繹的推論の適用）

 •  帰納的・演繹的な推論により，種々の現象・問題
の把握や理解を問う設問は，M4 と分類する。

 •  問題中に与えられたルール・法則性の理解や適
用を必要とする設問のうち，M2 より複雑な理解
や考察を求める設問は，M4 と分類する。

 •  M4 の能力を問う設問は，段階的な思考を要する
ため，大問の冒頭に配置するのは避ける。

項目 5（1 つの設問で複数の能力を問う場合）

 •  各設問とM1～M4の能力分類の対応づけは，
必ずしも1 対 1 である必要はない。

 •  各設問と能力ラベルが 1 対 1 対応している場合
は，設問ごとに測定する能力の切り分けがしやす
い。一方で，1 つの設問に複数の能力ラベルが
付されている場合は，限られた設問数で多角的
な能力測定ができるという特徴がある。

3 能力ラベルによる例題の分類例
作題ガイドラインVer. 2（3.2.7 節）の「例題集：
問題の分類例」では，数理分析力を測っていると考
えられる問題の分類例をまとめた。例題として収録し
たのは，表 4 に示した6 つの問題である。分類例には，
オリジナルの問題だけでなく，大学入試センター試験
の過去問のうち，数理分析力試験で測ろうとするM1
～M4の枠組みに合致すると考えられるものも含める
ようにした。各例題に対して，問題に続けて正解を示
し，その後に，測ろうとする能力，出題領域，資料の
有無，出題の形式に関する説明を加えた。以下では，

M1～M4 に分類される典型的な問題を作題ガイドラ
インVer. 2 に収録した 2 つの例題によって示す。

3.1 M3, M1 と分類した例題
図 1（表 4 の例 4）は，7 回のセンター試験の地理
歴史 6 科目に関する平均点の推移とその読み取りを
問う問題である。設問ア，イ，ウは，図 1 中のグラフ
において，3 種類の折れ線の変動を読み取り，図 1中
の表と対応させて読み取り結果と合致する科目を選
べばよいため，M3 の問題と分類した。また，設問 [エ
オカキ ] は，3 科目の平均点の範囲（= 最大値−最小
値）の最大値は，図 1中のグラフから読み取れるため，
M3の問題と分類した。

図 1  M3, M1 と分類した問題
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設問 [クケコ ] は，設問 [エオカキ ] で読み取った
年度の平均点の範囲を表で与えられた値を用いて計
算すればよいため，M1とM3と分類した。設問 [サ
シスセ ] も，3 科目の平均点の範囲の最小値に関して
は，図 1（枠中の図 1）の読み取りだけでなく，図 1（枠
中の表 1）に基づく計算も必要であるため，M1 と
M3 と分類した。最後の設問 [ソタ ] は，図 1（枠中
の表 1）の値を用いて範囲の計算をするため，M1 の
問題であると分類した。

3.2 M2, M4 と分類した例題
図 2（表 4 の例 5）は，文字列を模様で表すため
の規則の理解を問う問題である。設問アは，問題で
与えられている「文字とパターンの対応」を，問われ
ている模様の各列に左から順に適用すればよいので，
M2 の問題と分類した。
設問イは，解答を得るためには，以下に挙げる推論
が必要である。まず問題中に与えられているルールを
適用すると，「sakurasaku!は 11文字であるので，残
りの 10 列には * が入る」ということが分かる。もし
この点のみを問うのであれば，この設問は問題中の
ルールの単純な理解と適用を問う問題であるので，
M2の問題と分類できよう。しかしこの設問に解答す
るためには，問題中に与えられているルールを繰り返
し適用し，例えば，「180°回転させた模様では，左か
ら10列が * となる」，「左から11列目は，「!」に対
応するパターンの上下を逆さにしたパターンである
「x」となる」，「以下同様に考えると，文字列
「ukasarukas」に対応するパターンを逆さにしたパ
ターンは「fkajarfkaj」となる」などの理解が必要
である。したがって，M2よりも複雑な考察が求めら

れる問題であるため，M4 と分類した。設問ウも，設
問イと同様にいくつかの推論が必要とされ，M2 より
も複雑な考察が求められる問題であるため，M4 と分
類した。

4 能力ラベルの活用と問題の分類に関する考察
3 節では，問題例の各々に対してM1～M4 のラ
ベルを付し，問題の分類を行った。これは，2.1 節で
述べたように，問題冊子の編集を行う際に，どのよう
な問題が含まれるかを確認し，ラベルのバランスを重
視し，M1～M4 のラベルの設問を万遍なく入れるか，
特定のラベルの設問を入れるようにするか，などの
チェックの目安とするためである。2.4 節の項目1～
4 の説明により，作成された設問へのM1～M4のラ
ベル付けがやりやすくなることが期待される。
数理分析力を測ろうとする際に，ラベルのバランス
を重視してM1～M4 のすべてが含まれる試験とす
るか，特定のラベルを重視した試験とするかについて
は，どちらが良いということはなく，これは試験を実
施する大学の学部や学科，あるいは試験の実施単位
の特徴や方針等に応じて決めるのが望ましい。例え
ば，アドミッションポリシーに照らして，どちらの方針
にするかを決めるという方法も考えられよう。また，
数理分析力の問題作成の基本方針として，大学での
学びにつながる題材や受検者の興味を引く題材，あ
るいは日常的な題材など用いて，表 3 で示した基礎
的な能力を問うようにすることを掲げており（大学入
試センター , 2019a: 150），M1～M4 の能力の問い
方は様 に々工夫するのが望ましい。
ただし，特定のラベルを重視して数理分析力を測
ろうとする場合には，注意が必要である。一般に，テ

表 4 作題ガイドラインVer. 2 に収録した例題
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ストの設問が相互に類似している場合はテストの信頼
性は高くなるが，妥当性は低くなることもあることが
知られている（日本テスト学会 , 2007: 190–191）。し
たがって，数理分析力試験で測ろうとする表 3 のM1
～M4 のうち，特定のラベルの均質的な問題を増や
せば，そのラベルの能力測定に関するテストの信頼性
は高くなるが，数理分析力試験としての妥当性が低
下する可能性がある。例えば，M4（帰納的・演繹的
推論の適用）を中心とした試験を行う場合，M1（数
理的な表現・原理の理解），M2（ルール・法則性の
理解と適用），M3（資料からの情報抽出・分析）な
どの能力を測ることができず，数理分析力試験として
の妥当性の低下に繋がる可能性がある。他のラベル
を中心とした試験を行う場合も同様である。M1～
M4 のラベルをどのような配分で出題するかは，試験
を実施する大学の学部や学科，あるいは試験の実施
単位で決めることが望ましいと考えているが，テスト
の妥当性の観点からは，数理分析力試験を行う際に
は，M1～M4 すべてのラベルが含まれる試験を実
施することを推奨する。また，M1（数理的な表現・

原理の理解）を重視した試験を行う場合，問題によっ
ては，教科・科目型の数学の試験と大差がなくなる可
能性のあることにも注意が必要であろう。
問題の分類方法は，もちろんM1～M4の能力ラ
ベルによる分類だけではない。例えば，問題の出題
領域による分類が考えられる。作題ガイドラインVer. 
2（3.2.3 節）では「問題内容の分類」として，(1) 測
ろうとする能力に対応する分類，(2) 出題領域による
分類，の 2 種類を挙げている。(1) は上述した数理分
析力の能力ラベルM1～M4 に対応する分類である
が，(2) は出題する問題を，① 自然科学領域の事象
に関わる問題，② 数理・情報科学領域の事象に関わ
る問題，③ 人文科学領域の事象に関わる問題，④ 
社会科学領域の事象に関わる問題，⑤ その他の事象
に関わる問題，の 5 つに分類する方法である（大学
入試センター , 2019a: 152）。しかし，数理分析力試
験では，測ろうとする能力を表 3 のM1～M4 の下
位区分に分類しており，このような能力測定が行える
試験となっているかどうかをまずは確認すべきであろ
う。一方，出題領域については，M1～M4 の測定が

図 2 M2, M4 と分類した問題
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行える試験となっているかどうかのチェック後に，意
図した領域の出題がなされているかどうかをチェック
すればよいであろう。

5 おわりに
本稿では，「数理分析力」試験の枠組みに沿った
問題を作成するための手引書として公開された作題
ガイドラインのうち，M1～M4 の能力の問い方と問
題の分類方法を中心としてまとめ，数理分析力試験
の問題とはどのようなものであるかを示し，数理分析
力試験の特徴を明らかにした。2 節の説明により，作
成された設問に対するM1～M4 の分類がやりやす
くなることが期待される。今後は，作題ガイドライン
Ver. 2 をもとに作成された設問をM1～M4 の下位
区分に分類する際に，分類のしやすさが改善されて
いるかどうかを調査する必要がある。また，作題ガイ
ドラインVer. 2 に基づく問題の作成，作成された問
題に基づくモニター調査の実施と解答データの収集・
分析，問題作成者等からのフィードバックなどを通じ
て，改訂された作題ガイドラインが問題を作成するた
めの手引書としてうまく機能するか検証作業を行う必
要があると考えている。
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1 問題
令和 3年度大学入学者選抜から実施される「大学
入学共通テスト」（以下，新共通テスト）では，国語
において記述式問題を出題することが企図されてき
た。そのねらいは，複数の情報を統合し構造化して
新しい考えをまとめる能力やその過程や結果を表現
する能力を適切に評価することにある（高大接続シス
テム改革会議 , 2016）。背景には，大学入試センター
試験はマークシート式であること，また，個別学力試
験はたとえ記述式を実施していたとしても，こうした
能力を十分に評価していないとする批判がある。
これまで，上記した能力を適切に評価するための記
述式問題のプロトタイプとして，「大学入学希望者学
力評価テスト（仮称）」のイメージ例（2015年），「大
学入学共通テスト（仮称）」記述式問題のモデル問題
例（2017年）が公表されてきた。それらにおいては，
題材として従来の評論や小説だけでなく，日常生活
でみかける文章，会話文，図表等が使用され，また，
設問では他者の考えを推論させたり，比較させたりす
る等，作問の工夫が重ねられている（宮本ほか , 
2019）。
こうした新傾向の記述式問題がねらい通りに機能
するかどうかについては，様々な観点から検討される
べきであろう。この点については，南風原（2017）が
挙げた共通試験一般に求められる７つの要件が参考
になる。それらは，①高品質の評価を実現すること，
②コストを全体として抑えること，③何に向けて努力
してほしいかのメッセージが明確であること，④難度
の高い項目から低い項目まで満遍なく揃えること，⑤

高校教員は新傾向の国語記述式問題をどう捉えているか
――全国調査から――

宮本 友弘，倉元 直樹，庄司 強（東北大学）

本研究では，共通試験一般に求められる７つの要件（南風原，2017）のうち，「メッセージ（何に
向けて努力すればよいのか）の明確さ」の観点から，新傾向の国語記述式問題（イメージ例，モデ
ル問題例）に対する高校教員の認識を探った。全国の高校 2,000校を対象にした調査結果によれば，
新傾向の記述式は，マーク式及び旧来の記述式と比べて目新しい印象を与えたが，試験問題として
の価値や品位の印象に変わりはなかった。また，新傾向の記述式の解答に必要と判定された資質・
能力は，マーク式及び旧来の記述式とは異なる一方で，新傾向の記述式のねらいと整合した。以上
から，新傾向の記述式問題は，高校教員に肯定的に受け止められ，メッセージは一定程度伝わって
いることが示唆された。
キーワード：大学入学共通テスト，国語記述式問題，高校教員，SD法，資質・能力

十分な数の項目を用意すること，⑥多様な大学のニー
ズに最大公約数的に応えるものであること，⑦採点基
準が明確で，迅速な採点が可能であること，からなる。
これらのうち，本研究では，「③何に向けて努力し
てほしいかのメッセージが明確であること」に着目す
る。南風原（2017）によれば，この側面は，測定論
的な妥当性ではなく受験者の学習行動に関わるもの
で，「何に向けて努力すればよいのか」の認識が，高
校生の学習の目標，動機づけに影響し，指導する教
師にとっても重要であるとしている。したがって，新
傾向の記述式問題に対する高校生や教師の認識を探
ることは，今般の入試改革で期待されている高校教
育への波及効果を知るための材料の一つにもなると
考えられる。
以上の問題意識のもと，筆者らは，平成 28，29年
度に，イメージ例やモデル問題例に対する高校生の
認識を探るために，SD法（Semantic Differential 
method）による印象評価と解答に必要な資質・能力
の判断を指標にして調査を行い，マーク式問題（大
学入試センター試験），旧来の記述式問題（個別学力
試験）との異同を検討した。その際，比較対象として，
数学についても同様に調べた（表 1参照）。その結果，
新傾向の記述式問題を高校生がどのように捉えてい
るかの一端が明らかになりつつある（詳しくは，宮本
ほか , 2017; 田中ほか , 2018; 宮本ほか , 2019）。
本研究では，対象を高校教員に広げ，高校生と同
様の方法で，新傾向の記述式問題に対する認識を探っ
た。
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2 方法
2.1 調査対象
「平成 29年度版　全国高等学校一覧」（全国高等
学校長協会 , 2017）を抽出台帳とし，無作為に 2,000
校を抽出した。

2.2 実施期間　
調査は 2018年 2月～ 3月にかけて実施された。

2.3 調査内容
2.3.1 試験問題
評価対象となる試験問題は，高校生対象の調査で
使用した試験問題をそのまま使用した。年度と教科
から計 4冊子あり，各冊子の試験問題は，①マーク
式問題（大学入試センター試験），②旧来の記述式問
題（個別学力試験），③新傾向の記述式問題の 3題
から構成された（表 1）。

2.3.2 質問紙
試験問題を参照しながら回答する質問紙は，冊子
の内容に応じて 4種類作成した。質問内容は共通で
あり，次の通りであった。
①各問題に対する印象評価　高校生対象の調査で
使用したSD法による評定尺度 12項目を，教員向け
に一部修正して使用した（表 4参照）。例えば，「無
意味な―有意義な」では，教員という立場からの視
点を明確にするために，「生徒にとって」を付記した。
問題ごとに，-2～ +2の 5段階で評定してもらった。
②各問題の解答に必要な資質・能力の判定　高校
生対象の調査で使用した「新しい時代にふさわしい
高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，
大学入学者選抜の一体的改革について～すべての若
者が夢や目標を芽吹かせ，未来に花開かせるために
～（答申）」（中央教育審議会 , 2014）と「高大接続
改革の進捗状況について」（文部科学省 , 2016）を参
考に作成した 22項目をそのまま使用した（表 5参照）。

問題ごとに各資質・能力が必要かどうかを判定しても
らった。
③回答者の属性及び個別学力試験の検討状況　
勤務校の設置者と大学入試センター試験の受験状
況，教員歴，校務分掌での進路指導部担当歴，個別
学力試験の分析の実施状況と改善の必要性について
尋ねた。

2.4 手続き
調査は郵送法で実施された。年度の同じ国語と数
学の冊子及びそれらに対応した質問紙をワンセットと
し，2セット作成した。調査対象校には，どちらかの
年度のセットを無作為に割り当て送付し，各教科担当
の教員1名ずつに回答するよう依頼した。その際，回
答は任意とする旨の説明をアンケートの表紙に明記し
た。回答終了後は，同封した返送用封筒でアンケート
用紙を返送してもらった。なお，本調査は，東北大学
高度教養教育・学生支援機構研究倫理委員会の承
認（2017年 12月25日）を受けて実施した。

3 結果
3.1 サンプルの特徴
3.1.1 回収状況

H28版の国語は 561名（回収率 56.1％），数学は
577名（回収率 57.7％），H29版の国語は 573名（回
収率 57.3％），数学は 598名（回収率 59.8％），総計
2,309名（回収率 57.7％）から回答が得られた。なお，
教科で人数が異なるのは，学校によってはどちらか一
方の教科しか返送されなかったためであった。

3.1.2 属性
　①勤務校の状況　設置者については，全体では，
国立 1.2％，公立 71.5％，私立 26.9％，その他・無回
答 0.4％であった。この比率は，年度・教科別でも同
様であった。なお，大学入試センター試験の受験状
況の回答には多くの不備が見られたので分析から除

表 1 各冊子の試験問題の出典と題材等
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外した。
　②回答者の教員歴　平均 18.4年（SD=10.8）であ
り，年度・教科別に見ても著しい差は見られなかった。
　③進路指導部担当歴　全体では 78.9％が進路指
導部を経験し，のべ年数は平均 6.9年（SD=5.9）であっ
た。年度・教科別に見ても同様であった。
以上から，年度・教科によって教員としての基本的
な属性の分布に著しい違いはないとみなせた。

3.1.3 個別学力試験に対する検討状況
表 2は，年度・教科別に，個別学力試験の分析の
実施状況を集計した結果である。年度・教科によっ
て有意な偏りは認められなかった。年度・教科にかか
わらず「必要に応じて解いている」が約 6割を占めた。
表 3は，個別学力試験の改善の必要性を集計した
結果である。有意な偏りが見られ（χ2(6)=63.57，
p<.001），残差分析によれば，年度に関わらず国語で
は「ある程度改善が必要である」が有意に多く，一方，
数学では「現状のままで良い」が有意に多かった。

3.2 印象評価の分析
3.2.1 因子構造
試験問題をすべて込みにして 2相データに置き換
え，因子分析（主因子法）を行った。固有値の減衰
状況から3因子が妥当と判断した。表 4に示す通り，
第 1因子に負荷量の高い項目は，すべて「生徒」を
付記して教員向けに修正した項目であった。教員の
立場から生徒にとっての意義や有益性を評価する内
容であることから「教育的価値」と命名した。第 2
因子は，教科の専門家としての目からみた問題のあり
方を示唆する内容であることから「教科的品位」と 

表 2 個別学力試験の分析の実施状況 （％）

表 3 個別学力試験の改善の必要性（%）

表 4 因子分析の結果（プロマックス回転後の
パターン行列と因子間相関）

図 1 クラスター別の各試験問題の尺度得点
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表 5 各資質・能力が試験問題の解答に必要と判定された割合（%）

図 2 資質・能力と各試験問題のマッピング 

注）各項目のカッコ内は略称
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命名した。第 3因子は，問題の目新しさや工夫に関
する内容であることから「新奇性」と命名した。

3.2.2 印象評価の比較
各因子に負荷量の高い項目の評定値の平均を尺度
得点とした。今回の調査で使用した試験問題ごとに
3つの尺度得点（平均）を求め，それらを使ってクラ
スター分析（Ward法）を行った。デンドログラムから，
3クラスター（以下，CL1，CL2，CL3）が妥当と判
断された。図 1は，クラスターごとに，各試験問題の
尺度得点を示したものである。教科的品位はいずれ
のクラスターも同水準であった。CL1は，すべてのマー
ク式と，国語の旧来の記述式が分類され，相対的に
教育的価値が高く，新奇性は低かった。CL2は，国
語の新傾向の記述式からなり，教育的価値はCL1と
同等であるが，新奇性が CL1よりも高かった。CL3
は数学の旧来の記述式及び新傾向の記述式が分類さ
れ，教育的価値はCL1，CL2よりも低く，一方，新
奇性は高かった。

3.3 解答に必要な「資質・能力」の分析
表 5は，各資質・能力が，それぞれの試験問題の
解答に必要と判定された割合を示したものである。
50％以上（太字部分）に着目すると，国語，数学とも
に，新傾向の記述式は，マーク式よりも，旧来の記述
式と共通する資質・能力が多かった。また，両教科
の新傾向どうしも共通する資質・能力が多かった。
さらに資質・能力と試験問題の関連を可視化して
捉えるために，対応分析を行った。第 1軸（イナーシャ
=.08814，寄与率 48.0％）を横軸，第 2軸（イナーシャ
=.04496，寄与率 24.5％）を縦軸にして，資質・能力
と試験問題を布置した。図 2に示す通り，大きく次の
3つの群に分かれた。第 1群は，国語のマーク式と旧
来の記述式と，言葉の特徴，言葉の働き，言葉の使
い方，読解力，感受性，感情統制力，言語文化，歴
史敬称といった資質・能力が布置された。第 2群は，
国語の新傾向の記述式と，一般常識，要約力，文章
評価力，表現力，伝達力，コミュニケーションといっ
た資質・能力が布置された。第 3群は，マーク式を
除く数学の問題と，情報集約，多様な考え，イメージ
表現，思考形成，論理的思考力，粘り強さといった資
質・能力が布置された。

3.4  個別学力試験に対する意識と新傾向の国語記
述式問題の評価の関連
国語問題の調査対象者を，個別学力試験の改善の

必要性に対する回答のうち「現状のままでよい」を現
状維持群（H28は 227名，H29は 211名），「ある程
度改善が必要である」「大いに改善が必要である」を
要改善群（H28は 320名，H29は 339名）とする2
群に分け，新傾向の記述式問題（H28はイメージ例，
H29はモデル問題例）に対する印象評価と，解答に
必要な資質・能力の判定を比較した。印象評価では 
t検定を，資質・能力の判定ではFisherの直接法を
行った。
表 6は，印象評価において群間で有意差が見られ
た結果を示したものである。イメージ例では教育的価
値と教科的品位で，モデル問題例ではすべての尺度
で，要改善群の評価が現状維持群の評価よりも有意
に高かった
表 7は，解答に必要な資質・能力の判定において
群間で有意差が見られた結果を示したものである。
モデル問題例の「言葉の特徴」以外は，すべて要改
善群の選択率が有意に高かった。

4 考察
本研究では，新傾向の国語記述式問題が伝えるメッ

表 6 各群における新傾向の国語記述式問題の印象評
価尺度得点の平均と標準偏差（カッコ内）

表 7 各群における新傾向の国語記述式問題の解答に
必要と判定された資質・能力の割合（％）
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セージ（何に向けて努力すればよいのか）の明確さを
検討するために，同問題に対する高校教員の認識を
探索した。
まず，SD法による印象評価では，３つの因子が見
出された。そのうち，新奇性については新傾向の記
述式は，マーク式及び旧来の記述式よりも高く評価さ
れたが，他の２つの因子では同程度の評価であった。
このことから，高校教員は，新傾向の記述式問題に
対して目新しさを感じながらも，国語の試験問題とし
て兼ね備えるべき価値・品位は損なわれてはいないと
捉えていることが推測される。
一方，解答に必要とされる資質・能力については，
新傾向の記述式は，マーク式や旧来の記述式とは異
なって捉えられていた。高校教員は，新傾向の記述
式の解答に必要な資質・能力として，とくに，一般常識，
要約力，文章評価力，表現力，伝達力，コミュニケー
ション（力）（図 2参照）を重視した。新傾向の記述
式のねらいは「複数の情報を統合し構造化して新し
い考えをまとめる能力やその過程や結果を表現する
能力を適切に評価すること」であるが，前半の能力
は文章評価力，要約力，後半の能力は表現力，伝達力，
コミュニケーション（力）と関連すると考えられる。
こうした新傾向の記述式問題の印象評価や解答に
必要な資質・能力の判断の傾向は，個別学力試験に
対する改善の必要性が影響し，改善の必要性を感じ
ている者ほど強まることも示唆された。
以上から，高校教員は，新傾向の記述式問題で試
みられた新しい内容構成を肯定的に受け止めつつ，
従来の問題とは異なる資質・能力が必要であると認
識していることが示唆される。そして，必要と判断し
た資質・能力は，新傾向の記述式問題のねらいと部
分的に整合していることから，高校教員には新傾向の
記述式問題に込められた「何に向けて努力すればよ
いのか」のメッセージが一定程度伝わっていることが
うかがえる。
もちろん，本研究で使用した指標だけで，高校教
員のメッセージの読み取り状況を十分に汲み尽くせて
はいない。今後は，別の指標を採用するとともに，メッ
セージの読み取りによって実際の指導行動がどう変
化するかについて検証する必要がある。さらには，本
研究で取り上げた側面だけでなく，南風原（2017）
が挙げた共通試験一般に求められる他の要件につい
ても検討すべきであろう。
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1 はじめに
リーディングスキルテスト（以下 RSTと略す）は，
国立情報学研究所社会共有知研究センター（センター
長：新井紀子）らが考案した，教科書や新聞，マニュ
アルや契約書などのドキュメントの意味および意図
を，どれほど迅速かつ正確に読み取ることができるか
の能力を測定するために開発されたテストである（国
立情報学研究所ニュースリリース , 2016）。出題文は
主として検定済みの中学，高校の教科書から採って
いる（国語と英語を除く）が，一部，辞書から採った
ものや作問者が独自に作成したものも含んでいる。
RSTでは読解力を以下の 6つの独立した能力からな
ると定義している。
1）   係り受け解析： 語句の間にある「修飾する」「修
飾される」関係の理解

2）  �照応解決： 指示語や省略された主語が何を指し
ているかの理解

3）  �同義文判定：二つの文が同じ意味かどうかの判断
4）�推論： 論理や常識を使って文章を読み解けるか，
文章で書かれていない部分（省略されている部分）
を理解できているか

5）  �イメージ同定： 文章と図表が対応しているか
6）  �具体例同定： 定義と具体例が対応しているか
これら6つの読解力は，2つに大別することができ
る：
◯   文の表層的な情報を読み取れる能力として「係
り受け解析」「照応解決」「同義文判定」

◯ ��文の意味を理解できる能力として「推論」「イメー
ジ」「具体例」
開発リーダーの新井らによれば人工知能（東ロボく

リーディングスキルテスト，センター試験，
「言語運用力・数理分析力」テストの相関および因子分析

石岡 恒憲（大学入試センター），菅原 真悟（国立情報学研究所）

国立情報学研究所社会共有知研究センターが考案したリーディングスキルテストが，大学入試セ
ンターが作成するセンター試験，および「言語運用力・数理分析力」テストとどのような統計的な
関連があるかを観察するために，相関分析および因子分析を行った。その結果，RSTの各スコアは
どのようなセンター試験の教科科目とも相関が大きくはなく，RSTスコアの合計がセンター試験総
スコアと相関を最も大きくもつことから，漠然とした「いわゆる学力に関係する基礎的な能力」を
測定するツールであることが確認された。このことは「言語運用力・数理分析力」テストとの緩や
かな関係や，大学別のスコア，あるいはセンター試験科目とを合わせた因子分析の結果などからも
傍証される。
キーワード：読解力，相関係数，信頼性係数，因子負荷量

ん）は前者（「係り受け」「照応」「同義文判定」）を
得意とし，後者（「推論」「イメージ同定」「具体例同定」）
を苦手としているが，RSTにおける中高校生の結果
も全く同様だとしている (Arai, et al, 2017)。
本実験ではRSTの比較的難しめの問題を選び，都
内 8つの国公立大学 1年生に受験させることを行っ
た。この被験者には当年のセンター試験 (本試と追試 )
を本番とほぼ同じ時刻に受験してもらう。これにより
被験者はセンター試験問題を事前に知ることはない。
使用したRSTテスト問題も全て非公開である。この
ため被験者は両テスト（センター試験とRST）冊子
をともに初めて見ることになり，これにより両テストの
関係を明らかにできると期待される。本稿の目的は，
巷間大きな話題となっているRSTのテストスコアが，
比較的正当な学力と見なされているセンター試験スコ
アとどのような関係にあるのか，また大学入学のため
の基礎診断のために作られた「言語運用力・数理分
析力」テストのスコアとどのような関係にあるのかを，
比較的易しい統計解析である相関分析や因子分析を
使って明らかにすることにある。

2節には本実験で実施する試験形態（試験時間，
解答時間，問題数等）について述べる。3節にはセン
ター試験の総点，および教科科目ごとのスコアとの関
係を述べる。4節にはセンター試験と緩やかな相関関
係がある「言語運用力・数理分析力」テストとRST
との相関関係について報告する。5節にはセンター試
験とRSTスコアを込みにした因子分析の結果を示す。
6節はまとめである。
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2 RST 試験の外形的仕様
RSTは主に中高生に対して通常の授業時間内に実
施される。このため試験時間が正味 30分程度になる
ように調整されている。本実験では難易度が高めの
問題を中心に出題するため，従来のRSTより負荷の
かかる試験になっている。その詳細は以下の通りであ
る。
（1）試験時間：本試行調査での試験時間は解答時
間だけで正味38分（6分×5セッション＋8分×1セッ
ション）である。1セッションに何問あるかは被験者
には教えない。またセッションの時間も教えない。
（2）問題数： 6つのセッションに対して各 12問と
する。計 72問を正味 38分で解く。
（3）問題の秘匿：本 RSTテストは繰り返し使用す
るために，問題は秘匿される。試験で用いた問題冊
子は厳密に計数したうえで，全て回収される。残部に
ついても適切に処理する。
被験者は都内の国公立大学の一年生であるが，そ
の所属大学と人数は表 1に示す通りである。被験者
には謝金が支払われるが，成績によって金額の多寡
は生じない。

3   センター試験の教科科目スコアおよび総合点と 
RST スコアとの関係
RSTスコアを都内の国公立大学別に箱ひげ図に示

したのが，図 1(a)である。縦軸が RST6領域の得点
率を示す。箱ひげ図では箱がデータの四分位範囲（上
位 25％から下位 25％まで）を示し，箱の中の線が中
央値（50％点）を示す。A,B,Cの大学は入学偏差値
の高い大学であり，これらの大学のRSTスコアが総
じて高いことがわかる。D大学はこの中では比較的
入学偏差値の高くない大学であり，RSTスコアも低
いことがわかる。

図１(b)「照応解決」と「係り受け解析」の表層的
観点のみでみると，RST得点率が平均で 8割を超え
ているために大学間の差は目立たないもののやはり差
がある。図１(c) 深層的な観点（「同義文判定」「推論」
「イメージ同定」「具体例同定」）でみると得点率に大
学間の違いが大きく現れることが確認される。「同義
文判定」は表層的観点からのみでは判定できないこ

表 1：被験者の属性

図 1：大学別のRSTスコアの分布

－ 37 －

リーディングスキルテスト，センター試験，「言語運用力・数理分析力」テストの相関および因子分析



とも多く (国立情報学研究所 , 2013)，ここでは深層
的な観点のカテゴリーに入れる。
次にRSTスコアとセンター試験スコアとのピアソン
相関係数を算出した。センター試験スコアは本試と追
試の合計点を用いた。RSTスコアはセンター試験総
計スコアとの相関が（r=0.50）であり ,各教科との相
関は，国語 (r=0.30)；地歴（r=0.20）；公民（r=0.25）；
数学（r=0.44）；理科（r=0.39）；英語リスニング（r=0.26）；
英語（r=0.25）となった。これより，RSTは読解力を
測るテストであるにもかかわらず，読解力と関係の深
そうな国語や英語，英語リスニングとの相関が 0.30
以下と小さいことがわかる。最も相関の大きいのが（特
定の教科学力ではない）センター試験総計スコアで
あることから，RSTスコアがほぼ総合的学力を測定
していることが示唆される。ただしその一方で，明確
な相関を示しているわけでもない。
なおRSTの基本統計量としてクロンバックのα係
数を算出すると0.69となった。センター試験の同様
の指標は科目によるが，おおむね 0.8程度以上ある。
これより試験の内的一貫性はセンター試験における各
科目試験ほどには高くないことがわかる。ちなみに，
この試験について，よく知られた真の得点の 90％信
頼区間の公式，

ただし，Xiは個人 iのRSTの得点，μは平均値，
σは標準偏差，Tiは同じ個人の真の得点とし，ここに
例えば，

という値を代入してみると，

ということになる。これはある人があるとき，偏差値 
60 相当の得点をとったとしても，実際には平均（偏差
値 50）以上の「能力」かどうかさえ確実には言えな
いことになる（あくまでも，α係数をρと等しいとして
の話ではあるが）。これよりRSTは，少なくとも大学
教育レベルにおける個人差の評価には用いられないと
いうことはいってよいだろう。もちろん，同じ大学から
50人程度の学生をランダムに選んで，RSTの平均値
を求めれば，そこからその大学の偏差値をかなりよく
予測することはできるだろうし，集団間の差異を判別
する指標としては有効だろう。もっともRSTは紙筆テ

ストではなくCAT（Computer-adaptive Testing：コ
ンピュータ適合型テスト）を想定して開発を進めてき
ており，CATにすることで限られた時間での信頼性は
紙筆テストよりも向上するものと思われる。

4  「言語運用力」「数理分析力」テストスコアと
RST スコアとの相関分析
大学入試センター研究開発部では（AO入試や推
薦入試などの）志願者の多様化に伴い大学入学後の
履修に必要な基礎的学力を担保する試験を開発して
きた（大学入試センター研究開発部 , 2017）。この試
験は 2006年と2009年のPISAにおける「評価の枠
組み」を参考に「言語運用力」と「数理分析力」の
2つのテストから構成されている。このテストスコア
はセンター試験と緩やかな相関関係があることがわ
かっているので，本節ではRSTと「言語運用力」「数
理分析力」テストとの関係について調査した。
今回，実施した「言語運用力」「数理分析力」テス

トは各 20問，60分である。このテストスコアとRST
スコアとのピアソン相関を示したのが表 2である。
RSTと「言語運用力」「数理分析力」とのピアソン
相関は大きくはなくそれぞれ 0.43と0.42であるが，
両領域との相関はそれよりも大きく0.50である。RST
も「言語運用力」テストのいずれも読解に関するテス
トであるにもかかわらず，相関が大きくないことは興
味深い。

センター試験，RST，「言語運用力」「数理分析力」
3つのテストの関係を相関係数という視点で模式図風
にして示したのが図 2である。3つの試験がお互いに
同じような相関係数で結ばれている。センター試験が
高校学力を測定するという意味で真性な学力と呼ぶ
ならば，RSTも「言語運用力」「数理分析力」のい
ずれもこの学力と緩やかな相関を持つ学力と呼ぶこと
ができよう。

表 2：「言語運用力」「数理分析力」テストと 
RSTスコアとのピアソン相関
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次にRSTの 6領域と，「言語運用力」「数理分析力」
「両領域合計」の 3領域，併せて 9領域のそれぞれ
の相関を図示したのが図 3である。上から「言語運
用力」「数理分析力」「両領域合計」「照応解決（ANA）」
「係り受け解析（DEP）」「推論（INF）」「具体例同定
（INST）」「同義文判定（PARA）」「イメージ同定（REP）」
を示す。対角線上にそれぞれのスコアの度数分布を，
対角線の左下に散布図と回帰曲線を，対角線の右上
に相関係数を示す（大きな値ほど大きく表示される）。

図 2：3つのテストの相関

図 3：言語運用力・数理分析力・両領域（3領域）×RST（6領域）のヒストグラム（対角線），散布図（左
下３角），相関係数（右上３角）
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これを見るに，「言語運用力」「数理分析力」「両領
域合計」の 3つはお互いに大きな相関があるのは当
然だとしても，
◯  RST6領域は，「言語運用力」と強い相関はない
◯ �「数理分析力」とも同様に強い相関はない
◯ �「両領域合計」との相関が最も強くなる
ことがわかる。RSTの 6つの領域での関係を見ると，
回帰曲線のグラフはどれもほぼ横に寝ていることか
ら，互いの相関の無さがわかる。また「係り受け解析
（DEP）」は被験者にとって易しく，モード（最頻値）
が全問正解の J字の形をした分布であることがわか
る。
本稿ではRSTスコアを正解数で表したが，その後，

RSTの統計班より提供された項目反応理論に基づく
領域ごとの能力値（項目反応理論において想定・算
出される受験者の能力水準を数値化した母数の推定
値）を得てこれに置き換え，同様の解析を行ったが，
結果に違いはほとんど生じなかった。

5 因子分析（センター試験７科目＋ RST6 領域 ) 
因子分析は観測変数に影響を与えている共通因子
を抽出する統計的手法である。テストデータ分析にお
いては得点という観測変数が，潜在的な学力の発露
として考えるのが自然であるため（主成分分析ではな
く）因子分析が多用される。本稿でも慣例にしたがい，
RST(6領域 )とセンター試験（7科目）とを合わせて，
これらの得点に関わる因子を抽出する因子分析を試
みた。それぞれ単独の因子分析を試みるのではなく
両テストの科目を合わせて因子分析を行うのは，その
ことによりRSTテストのセンター試験科目との関係が
わかるようになると期待されるからである。
本稿では現在最も標準的とされる，因子の抽出法
に最尤法を，因子軸の回転法にプロマックス法を用い
る因子分析をおこなった。因子分析で因子をいくつ抽
出すればよいかを判断するために，横軸に因子を，縦
軸に固有値の大きさをプロットしたもの（いわゆるス
クリープロット）を図 4に示す。因子数決定の基準に
は従来からも，固有値が 1以上の因子を採用するガッ
トマン基準や，スクリープロットにおいて推移がなだ
らかになる前まで選ぶスクリー基準や，累積寄与率が
ある閾値（たとえば 50～ 60％）以上になる因子まで
を採用する方法などがある。これら基準を勘案すれ
ば因子の数は 2～ 4を抽出すればよいように思われ
る。
因子独自性と因子負荷量を伝統的な表示方法に従
い，表 3に示す。A～ Jまでがセンター試験科目で

あり，α～ζまでが RST領域である。これより第 1因
子は，RST能力にセンター試験の数学を加えた「論
理読解力」のような因子と判断できる。第 2因子は，
センター試験能力を主としつつも数学が逆に作用して
いることから「ある程度の勤勉力＝勤勉に勉強のでき
る能力」を示す因子であろう。第 3因子はセンター試
験の英語力とRSTの具体的同定が高いことから「語
学力」を，第 4 因子はセンター試験の理科系科目と
RSTの同義文判定が高いことから「理科的な能力」
を示しているように思われる。
因子間相関行列を表 4に示す。これより，第 1因
子（論理読解力）と第 4因子（理科的な能力）との
相関が比較的強いこと，また第 2因子（ある程度の
勤勉力）と第 3 因子 (語学力 )との相関も同程度に強
いことが確認できる。これは普段我々の感じる印象と
かなり符合する。
表 3の情報を可視化するために，各変数の因子共
通性（＝1−因子独自性）を図 5に示す。因子共通
性は共通因子によってどの程度まで説明できているか
を示す指標であるが , これよりセンター試験科目の方
が RSTよりも因子共通性が多い（独自の変数に係る
影響が少ない）ことがわかる。逆に言えば，RST6領
域は独自性がより大きいことを示している。図 6には
4つの因子における各変量の因子負荷量を図示する。
また，付録には読者が再分析できるように，13の
変数間の相関行列と，各変数の平均値と標準偏差を
示す。

図 4：スクリープロット（センター試験７科目＋RST6
領域 )
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図 6：4つの因子における各変量の因子負荷量

表 3：センター試験７科目＋RST6領域による因子分析

図 5：因子共通性（1−因子独自性 )

表 4：因子間相関行列

－ 41 －

リーディングスキルテスト，センター試験，「言語運用力・数理分析力」テストの相関および因子分析



6 考察とまとめ
信頼性係数がρ0であるようなテストを，同質な項
目を加えることによって n 倍に引き伸ばしたときの信
頼性係数を与える式として，よく知られた Spearman-
Brown の公式がある。

これは，相互相関がρ0の等質な 6つのテストの総
点の信頼性を与える公式と解釈できるから，この左辺
に（RSTのα係数である）0.69を代入し , n = 6とし
て解くと，ρ0 ≒ 0.27を得る。これを図 3における
RSTの 6つの下位テスト間の相関と比較すると，ほ
ぼ同じであることがわかる（実際に15個の相関係数
の平均値は，ちょうど約 0.27となる）。これがもう少
し低ければ，α係数の低い理由も，異質な下位テスト
を（無理に）加算したからということになるだろうが，
この結果はむしろ6つの下位テストは，区別のつかな
い程度に「漠然とした」共通の成分を反映している
ということがいえる。つまりRSTが定義する6つの（下
位）尺度間の相関は高くないが，この結果はこれら6
つの尺度の信頼性の低さに起因するものであろう。ま
た因子分析における第１因子がセンター試験の数学と
RST能力で代表されることから，RSTは数学で高得
点をとるための処理能力の一端を多く反映しているこ
とがうかがえる。
今回の受検者は都内 8つの国公立大学の１年生と
いう相対的に偏差値の高い層に偏っており，それに対
応して難易度の高い問題を選択して実施したにもか
かわらず低めの相関となった。したがって，彼らを対
象とした場合には，RSTは漠然とした「いわゆる学
力に関係する基礎的な能力」を測定するツールとして
のみ機能するということがいえよう。更に踏み込んで
いえば ,読解力よりもむしろ数学（や理科）などの処
理能力の一端を反映しているようである。もっともセ
ンター試験は読解力そのものを測定する試験ではな
いので，RSTが読解力（reading skill）を測定する
テストであるという証拠は少なくとも本実験からは得
られていない。ただ RSTが「いわゆる学力に関係す
る基礎的な能力」を測定することは，大学入試センター
研究開発部が考案した「言語運用力」「数理分析力」
との緩やかな関係や，大学別のスコアなどからも傍証
されるといってよいだろう。なおRSTの主催元であ
る「一般社団法人 教育のための科学研究所」の
Webページ https://www.s4e.jp/about-s4eにはRST
の例題が示されている。必要に応じて参照されたい。
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付録
付表１：13変数（センター試験７科目＋RST6領域）間の相
関係数 

付表 2：13変数（センター試験７科目＋RST6領域）間の平
均と標準偏差（A～ Jは素点，α～ζは正解数）
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1 はじめに
2020年から始まる大学入学共通テストでは，高大
接続改革の一環として，一部教科への記述式問題導
入が検討された。導入の是非を考えるためには，単
に採点の信頼性や公平性だけでなく，現行の大学入
試センター試験（以下「センター試験」）の出題形式
がいかなる思考過程を引き出しているかの観点での
丁寧な検討が有益である。なぜなら，現行の出題形
式と改変後の出題形式がどのような思考過程を引き
出すかを詳細に検討し，それを通じて測りたい力を測
ることが可能なテストを模索することが改革の参考資
料を提供するからである。
評価とは目に見えない生徒の「認知」過程を探る
ための「観察」を行い，そのデータを「解釈」する
作業だとする「評価の三角形」（Pellegrino et al., 
2001）の考え方に従えば，記述式問題を導入するこ
とは，多肢選択式問題に比べて，生徒の認知を推測
するためのデータをより豊富に得ようとするものだと
考えられる。
今回は，センター試験の国語（現代文）の多肢選
択式問題とその設問を改変した記述式問題を用意し，
出題形式の違いを比較する。そして，思考過程の詳
細を把握する手法として，協調問題解決活動を採用
する。2人以上で一緒に解く協調問題解決活動は，1
人で解く場面と比べて，頭の中で考えていることを相
手に伝えようとするため，より自然な形で思考過程の
データを豊富に得ることができる。今回の認知実験で
は，1人で解かせたあとに 2～ 3人のグループで解か
せることで，評価の三角形の「観察」の窓を広げ，対
話場面の分析から詳細を明らかにすることを狙った。

多肢選択式と記述式の設問形式の違いによる解決プロセスの差異
――大学入試センター試験の国語既出問題を用いた協調問題解決実験――

益川 弘如（聖心女子大学），白水 始（東京大学）

本研究では，多肢選択式問題と記述式問題ではいかなる思考過程の差が生み出されるかを検討す
るために，大学入試センター試験の国語既出問題と同じ問題文と設問内容を用いて，設問形式だけ
変えた思考過程の比較実験を行った。また，一人で解いたあとに 2～ 3人グループで対話しながら
解かせる対話実験を採用することで，思考過程の違いをより詳細に把握することを試みた。結果，
記述式問題では，問題文全体を踏まえながら解答を検討する深い処理，多肢選択式問題では，選択
しなかった解答理由を単語レベルで確認して終わるような浅い処理が多くみられた。このような検
証は，測りたい力を測ることが可能なテストとなっているかを評価する一助となる。
キーワード：大学入試センター試験，思考過程，出題形式，協調問題解決，発話分析

1.1 国語の問題解決における思考過程
Kintsch（1994）は，文章読解の処理の深さにつ
いて，テキストに含まれている単語やその間の関係性
のみから捉えようとする「テキストベース」の理解と，
テキストの内容と自らの既有知識とを組み合わせてテ
キストが指し示す状況のモデルを構成し全体を捉え
ようとする「状況モデル」の理解を区別した。
Marton and Säljö（1997）も「個別の語や事実を記
憶し照合する『浅い処理』」と「意味を求めて読む『深
い処理』」という2種類の分類をしている。
これを適用すれば，大学入試問題でも問題作成者
が受験者に期待する深い処理のプロセスは，（1）問
題文を十分読み込み，（2）その過程で各段落の要旨
を理解し，（3）段落間の内容をつなぎ合わせて問題
文全体の要旨を理解し状況モデルを構成した上で，
（4）問題文の内容理解に沿って各設問の解答を検討
する流れであろう。逆に期待されないプロセスは，問
題文全体を読み込まないうちから，傍線部が出てくる
度に設問を読み，問題文と設問を表面的に比較し，
類似する語を抜き出しながら，解答する流れである。
益川ほか（2018）は，センター試験の現代文（評論，
小説）の多肢選択式問題を対象に，上記の認知モデ
ルに照らして思考発話実験結果を分析した。その結
果，選択肢間を比較した消去法や，傍線部付近の表
面的な語彙の対応付けなど，浅い処理の思考過程が
多く見られ，得点の高かった生徒でも，傍線部の前
後に留まる部分的な読みに限定され，傍線部を互い
に関連付けながら問題文を読む生徒はいなかった。
一方，益川・白水（2019）は，題材の作者が同一
であるセンター試験の現代文（小説）問題と東京大
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学前期日程試験の現代文とを同じ実験参加者に解か
せた。その結果，前者より後者において，問題文全
体を読んだ上で各設問を解釈的に判断して解決した
り，場面（設問）間の関係について統合的に捉えよう
としたりする読解活動が誘発されることを示した。こ
れらは，東大入試における本文の短さや，設問が一
望でき，かつその間の関係を考え易い設問構成，選
択肢がないからこそ自ら考えざるを得ない記述式とい
う出題形式が一体となって高次な思考を誘発するこ
と，反対にセンター試験における本文の長さや，設問
間に選択肢が挟まり自然には設問同士の関係性を考
え難い構成，そして選択肢が見えているからこそ消
去法で解いてしまうという多肢選択式の出題形式が
断片的な読みと表面的・部分的な思考を促すことを
示唆している。しかしこの研究では，問題文が異なる
ため多肢選択式と記述式の出題形式の違いの効果を
直接検証できていない。

1.2 協調問題解決場面における思考過程の把握
前節で取り上げた益川ほか（2018）や益川・白水

（2019）は，思考過程を探るために1人で問題を解か
せ，考えたことを発話させる「思考発話」という手法
を採っている。この手法には 1人の思考過程を多要
因との交絡なく把握できる利点がある反面，「独り言」
を求める点で不自然さがあり，不慣れな実験参加者
から得られるデータ量が少ないという課題もある。そ
こで認知科学等の研究分野では，2人以上で共に問
題を解く「協調問題解決場面」を設定することで，
一人ひとりの思考過程が相手への説明で自然に外化
される利点を活用する手法が採られてきた（例えば
Miyake, 1986）。これをすでに全国学力・学習状況
調査の算数問題に適用して，1人で解かせた後に 2
人で解かせる実験も実施されており，そこから一人ひ
とりの課題理解や解決過程の詳細に関する貴重な知
見も得られている（Shirouzu et al., 2015; 遠山・白水 , 
2017）。

1.3 本研究の目的
本研究では，センター試験の国語の既出問題を用
いて，多肢選択肢式を記述式に変更した設問を用い
て，出題形式の違いによる思考過程の違いを検証す
ることを目的とする。また，最初に1人で解かせた後
にグループで解かせる協調問題解決実験の研究手法
を取り入れ，上記の違いをより詳細に検討する。

2 方法
2.1 対象
実験は 2018年 10～ 11月に，関東圏内の私立大
学の学部学生 16名（内 2年生 9名，3年生 7名）
を対象に，教育学の研究法に関する授業の一環とし
て実施した。なお，データの研究利用に関して事前に
許諾を取るなど，聖心女子大学研究倫理指針の規定
に基づき実施した。
各学生を既出問題通りの多肢選択肢式で解く群と
記述式に変更した設問で解く群の 2群に分けた。表
1に各群の実験参加者の割り振りとグループの割り振
りを示す。学部2年生対象の授業では，記述式群4名，
多肢選択式群を 5名割り振り，学部 3年生対象の授
業では，記述式群 4名，多肢選択式群を3名割り振っ
た。3人組が片方の群に偏らないようにするよう割り
振った結果，記述式群が 9名，多肢選択式群が 7名
となり，同数の確保が難しかった。
扱った問題は，2015年のセンター試験国語で出題
された第 2問の小説『石を愛でる人』である。小池
昌代の作品で，益川ほか（2018）と益川・白水（2019）
でも使用している。実験終了後，実験参加者全員が
高校時代に解いたことがなかったことと，作品を以前
に読んだことがなかったことを確認した。
問題文は 4659字からなり，小問は，語句の意味を
選ぶ設問 1つ，傍線部等に関して 5つの選択肢から
1つを選ぶ設問 4つ，6つの選択肢から 2つを選ぶ
設問 1つの計 6問である。語句の意味を問う最初の
設問と正しい文章表現 2つを選ぶ最後の設問は対象
外とし，残りの問 2から問 5の計 4問を対象とした。

2.2 対話実験の手続き
教室内に距離をおいてテーブルを配置し，グループ
ごとに着席させた。実験者は第一著者が務め，適宜
全体に対して一斉教示を行った。解答と対話の様子
は，すべてビデオカメラと ICレコーダーで記録した。
全体の流れを表 2に示す。最初，一人で問題を解
かせた。時間は，通常の大学入試センター試験問題
の指定解答時間 80分で大問が 4問あることを踏まえ
4で割った 20分に，問 5を全員が解くことを考慮し

表 1 実験参加者とグループの割り振り
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5分加えた 25分を多肢選択群の時間とした。また，
記述式群は記述時間を考慮し，10分長い35分とした。
なお，多肢選択式群は，最初の10分間は別課題（認
知心理学の実験課題）を解かせることで，実験時間
を合わせた。
次に，協調問題解決の時間とした。2人組または 3
人組で，対話させながら改めて問2と問5を解かせた。
時間は十分に対話する時間を確保する目的で 20分設
定した。話し合いの際には，問2と問5を掲載したワー
クシートを用意した。ワークシートは，話し合った考
えを記入できるよう十分な余白スペースがあるA3サ
イズとした。
そして最後は1人に戻り，解答を修正したい者には，
色ペンで解答に加筆させた。その際，話し合い時の
A3のワークシートは参照可能とした。

3 実験で用いた問題文と設問
3.1 問題文
原文全文が問題文として与えられ，それに関する
設問に解答することが求められる。問題文全体を通
して主人公「わたし」と「山形さん」，そして 2人の
間をつなぐ「石」への関わり方の移り変わりが描かれ
ている。場面ごとの要旨をまとめたのが表 3である。

3.2 設問
多肢選択式問題は，表 4の通りの問題であり，問 2
は場面 2, 問 3は場面 3, 問 4は場面 4の一場面内の
要旨を問うている。問 5は場面 5までの場面要旨を
結び付け，文章全体を通じた「わたし」の心情の変
化を捉えられているかを問うている。
記述式は，A4用紙１枚に，表 4の下線部を設問とし，

「～とはどういうことか。」など，多肢選択肢の選択を
求める前の文までで止めることとした。問題の次に，
2～ 3行記述可能な記入スペースを用意した。

1人の場面で，問 2～ 5の 4問を解かせ，協調問
題解決場面では，場面 2の範囲から解答可能な問 2
と問題文全体を踏まえた検討が必要な問 5を解か
せた。
各設問と正答を表 4に示す。

表 2 対話実験の手続き概要

表 3 問題文の要旨
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4 分析の視点と方法
4.1 分析の視点
対話場面において，(1)より妥当な解答を検討する
対話過程で問題文を幅広く見直し，(2)各自の状況モ
デルが再構築され，(3)再構成された状況モデルに基
づいて各設問の解答を検討する流れが期待される。
逆に期待されない解答プロセスは，解答した内容が
同じか異なるかのみの確認や，問題文を幅広く見直
す対話が起きず，状況モデルが再構成されることなく
解答の検討が終わる流れである。分析は以下の視点
で行う。

・何を参照して対話しているかの「行動」
・いかに解答を検討しているかの「方略」

・いかに文章理解をしているかの「解釈」
・行動，方略，解釈が成績とどう対応しているか

4.2 分析の方法
対話時の問題文と設問の参照の仕方の「行動」に
ついては，発話を全て書き起こした上で，ビデオ記録
から問題文用紙か解答用紙のどちらを参照しながら
発話しているか発話単位で確認することによって，注
目していた紙の種類を特定した。
対話時の設問の解き方の「方略」については，発
話データの対話過程から特定した。発話データの分
類は益川ほか（2018），益川・白水（2019）の分析
基準を参考に，一人で解いた後の協調問題解決過程
の対話過程の分析基準を別途作成した（表 5）。表面
的な単語や文節の対応付けで解答を決めようとする
「浅い処理」と，文章や文節等の内容の解釈や意味
理解が伴った「深い処理」とに分けた上で，「浅い処
理」を「表面的対話」とし，「深い処理」を「解釈的
対話：統合型」と「解釈的対話：部分型」に分けた。

また，益川ほか（2019），益川・白水（2019）の研
究では，テストワイズネスと呼ばれる「高い得点を取
るために，テストやテストを受ける状況の特性や形式
を利用する能力」（Millman, et al., 1965）の発揮が
多く見られていた。典型的なものが，消去法によって
解答候補を絞っていく過程である。本研究の対話過
程においても，同様なテストワイズネスが引き出され
ていたかどうか確認をした。表 6が発話データと分
析例である。
解答の正誤判断は，解答用紙やワークシートに書き
込まれたテキストや選ばれた選択肢を基におこなっ
た。記述式の採点は，多肢選択式問題の正答内容を
基準に，その内容が記述に含まれているかどうか，句
読点で文を分けてその単位で点数化した。問 2は 3
つに分かれる構成のため 3点満点，問 5は 5つに分
かれる構成のため 5点満点である。なお，準じた表
現の箇所は 0.5点を加点した。
以上の基準にしたがって，第１著者が分析した。

表 4　多肢選択式・記述式（下線部）の設問と正答

表 5　対話分析における浅い処理と深い処理
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5 結果
5.1 何を参照して対話しているかの行動
対話時の問題文と設問の参照の仕方を分析した結果
が表 7である。多肢選択式群は解答用紙上の選択肢に
注目した対話時間が長かった一方，記述式群は問題文
の内容を踏まえた対話時間が長かった。後者で解答用
紙の注目時間が長かったグループは 3人組で，問題文
での対話と並行して相互に解答用紙も参照していた。

5.2 いかに解答を検討しているかの方略
対話時に問 2と問 5の解答をいかに検討していた
かの分析結果を表 8と表 9に示す。多肢選択肢群の
括弧内の数字は，消去法を用いた対話をしていたグ
ループ数を示している。

多肢選択式群は，統合型の解釈的対話をしていた
グループはいなかった。全グループが消去法で他の
選択肢がなぜ間違っているかを問題文と行き来し確
認していた。G5は問 2で正答だと考えて選択してい
た選択肢②を選んだ理由についての対話は行われな
かった。残りのグループは，選択肢②を選んだ理由
についても対話していたが，他の選択肢の対話と同
様に，問題文と行き来し確認していた。
記述式群は，解釈的対話が多かったが設問によっ
て異なった。場面 2の範囲で解答可能な問 2は，G2
は解答を組み合わせて終了する表面的対話だった。
残りのグループは，解釈的対話が起きたが，下線部
前後に登場する関連語句（石，わたし，混ざりあわな
い，無機質，人間関係の疲労など）の意味解釈に多
くが割かれていた。対して，全場面を踏まえた検討

表 6 発話データの分析例

表 7 注目時間が長かった用紙（グループ数）

表 8　問 2の対話過程パタン別グループ数

表 9　問 5の対話過程パタン別グループ数
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が必要な問 5は，全グループが問題文全体を踏まえ，
2グループ（G3, G4）が問 2と問 3の解答，残り2
グループが問 2の解答に言及する形で，他設問の解
答結果も踏まえながら問題文の各場面や場面をつな
ぎ合わせた解釈を相手と確かめたり，解釈が異なっ
ていた場合には共に解釈を再検討したりしつつ，解
答を検討していた。

5.3 いかに文章理解しているかの解釈
問題文で「山形さん」が男性であることは何度か
登場するが「わたし」の性別は曖昧である。しかし，
山形さんがわたしのことを「小池さん」と呼ぶ場面が
あり「わたし」は本作品の作者の小池昌代で，女性
だと考えられる。性別理解は，文章理解で重要なため，
「わたし」の性別を同定できる発話を分析した。結果
が表 10で，多肢選択式の 2グループは，男性だと捉
えたまま対話が終了していた。
性別に関連する対話がいつ，どのような文脈で登
場しているかを分析したのが表 11である。

表 10 対話時の「わたし」の性別解釈（グループ数）

表 11「わたし」の性別に関する対話
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性別に関する対話の多くは中盤の，問 5の解答検
討時が多かった。記述式群G1・G2は「わたし」の
心情変化を検討する際，女性を前提とした対話が起
きた。G3は，心情変化を検討する場面で解釈の違い
が問題文の見直しに繋がり，理解が再構成された。
多肢選択式群G5・G7は，選択肢を消去法で検討し
ている際，性別の前提を疑わず検討を進めた。G6は
解答確認後時間が余り，性別確認が行われた。

5.4 成績と行動・方略・文章理解との関係
1人で解いたときの解答，グループでの対話後の解
答の得点をまとめたのが表 12である。記述式は 1人
での段階で得点はかなり低く，グループでの対話後は
問 5の点数は若干伸びたが，それでも低い値だった。
問題作成者の選択肢レベルの記述化は厳しかった。
例えばG3のEさんは「自信はある。が，なんか，解
答例とは程遠い気はする。」と言いながら解答を完成
させていた。一方，多肢選択式では，グループでの
対話の結果全てのグループが正答となった。処理の
深さや「わたし」の性別解釈の正誤との関連はみら
れなかった。

6 考察
6.1 全体考察
本研究では，設問形式の違いによる思考過程の違
いを把握するために，協調問題解決場面の対話過程
を分析した。その結果，同じ問題文・設問構成という
条件下では，多肢選択式か記述式かという設問形式
を変えることで，発揮される思考過程に違いが生ずる
ことを確かめた。それは，測ることのできる力の違い
にも通ずるものである。
思考過程について，記述式群では特に，問 5のよ
うな問題文全体を踏まえた内容について問う設問が，
問 2のような場面内に限定した内容について問う設問
よりも，問題文全体の解釈を相互に出し合った上での
検討や，問 5までの設問で解答した内容を生かした
検討など，問題文や設問構成を踏まえた統合的な思
考過程を引き出した。しかし，正答選択肢の内容と
比較した採点方法での解答記述の得点は低く，思考

過程の深い処理がそのまま反映はされないという課
題が残った。
多肢選択式群では，各選択肢の中身が本文といか
に異なるのか，消去法で確認していく対話が主だった。
そこでは，「わたし」が男性であるという誤った文章
理解でも正答しており，文章理解と正答とが相関して
いなかった。選択肢の情報を用いた判断が，本文を
理解するより解決に有利に働く可能性が示唆される。
以上より，測りたい力としては，記述式が設問内容
次第で文章内の諸情報を関連付け，主たる要素（登
場人物や媒介となる事物）間の関係やその変化を把
握する読解力とその結果を明確に文章化する記述力
とを測りうること，多肢選択式が（今回の設問内容で
は）傍線部を中心とした文章の各部分と選択肢を対
応付け，選択肢間の微細な違いを把握する読解力を
測りうることが示唆された。
本来，多肢選択式であっても設問内容が同じであ
れば，受験生が記述式群で見せたような思考過程を
働かせて解答を想定してから選択肢を閲覧してもよ
いはずである。しかし，選択肢が現前しているとそう
はなりにくいということであろう。それゆえ，問題を解
くための時間や行動が多肢選択式という設問形式に
強く依存したものとなる。その一つが，正解でないも
の（本文にそこまでは書かれていないものなど）を削
除することで正解にたどりつくという消去法である。
一方で，記述式は選択肢の手掛かりがないだけに，
主体的に考えざるを得ず，それが自然に統合的な思
考過程を引き出す。しかし，そこから生成される解釈
結果を反映して解答は多様になり，採点に困難さをも
たらす。また理解が記述結果に直結しているとも限ら
ない。
以上より，今後の改革においては，多肢選択式によ
る採点の容易さと公平性と引き換えに従来のテストが
いかなる力の測定を犠牲にしてきたのか，そして記述
式を導入することにより，採点の困難さを増してもど
のような力を新たに測定し得るのかのトレードオフを
慎重に検討していくことが必要だろう。

6.2 今後に向けて
本研究の意義は，出題意図と受験生の思考過程と
が適切に対応しているのかの再考を，広く関係者に
促す資料を提供するところにある。どのような力を測
りたいのか，どのような力が望ましいのかは一義的に
決まるものではない。重要なのは，作問者をはじめと
した関係者が「測りたい力を測ることが可能なテスト
となっているか」を評価しつつ進めていくことであり，

表 12 解答の得点・正誤
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本研究はその資料提供の一手法を示したものである。
しかし今回の研究では，実験参加者数も限られた
中での試行的な試みであったため，限界がある。今
後の課題を二点挙げる。
第一に，記述式の評価方法についての課題である。
記述式が読む力と書く力を合わせて求めるため，今後，
両者の関係や分離可能性など踏み込んで検討する必
要がある。今回の採点は，正答選択肢を基準に設定
したが，誤答選択肢も考慮した形での検討や，実験
参加者が深い処理の読解を行ったからこそ生成され
た記述を拾い上げていく評価方法の検討が考えられ
る。
第二に，選択肢の設問内容の検証である。記述式
群では，問 5のような問題文全体を踏まえた内容につ
いて問われる設問のほうが問題文全体の対話が起き
ていたが，もし多肢選択式群で問題文全体の深い読
解が保証されていれば，読解に基づくかたちでの多
肢選択肢の正答率向上につながるのだろうか。それ
は，記述式でなくとも受験生の深い理解を測る出題に
繋がる。
本研究では，問題を解いた後に協調問題解決場面
を設定したが，最初に協調問題解決などを通して問
題文全体の深い読解を保証した後に多肢選択式問題
を一人で解くと正答率が向上するか，といった視点で
の検討がその参考になると考えられる。
このような検討と検証を通して，受験生の思考過
程をより詳細に把握する方法を開発し，作問者をはじ
めとした関係者に提供していき，高大接続改革を実
効的に進めていく仕組みに貢献していきたい。
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1 はじめに
センター試験の現代文（評論，小説）の多肢選択
式問題について，得点が高い生徒であっても傍線部
の前後に留まった部分読みとなり，傍線部を互いに関
連付けながら全文を読むような読み方になっていな
かったことが思考発話の実験から明らかになっている
（益川ほか，2018）。また，東京大学入学試験の国語
記述式問題とセンター試験の現代文（評論，小説）
の多肢選択式問題を比較したところ，前者の方が，
本文が短いことと，設問が一望できて複数の設問間
の関係を考え易い設問構成になっていることなどか
ら，問題文全体を読んだ上で，場面（設問）間の関
係について統合的に捉えようとする読解活動が誘発
されることが，思考発話により示された（益川・白水，
2019a）。河﨑ほか（2019: 165）は，思考発話法で問
題の解決プロセスを明らかにする意義として「出題者
をはじめとした関係者が『こういう力を測りたいが，
実際それが可能なテストとなっているか』というテス
トで測りたい力と実際に働く問題解決過程との対応を
自覚的に吟味すること」であり，このための資料を提
供することが重要であると述べている。このように，
思考発話は解答者の思考過程を明らかにし，この知
見を提供するために有効な手法と考えられるが，１人
で問題を問いた後に考えたことを発話させる手法で
あるために，「独り言」を求める不自然さが問題点と
して指摘されている（益川・白水，2019b）。
解答者の思考過程を明らかにする方法には，思考
発話法以外にも存在する。文部科学省（2017）は「高
大接続改革の実施方針等の策定について（平成 29
年 7月13日）」において，将来の大学入学共通テス
トにコンピュータベースの試験（CBT: Computer 

CBTによる多肢選択式問題の解決プロセスの解明
――大学入試センター試験問題の国語既出問題を活用して――

北澤 武（東京学芸大学／教育テスト研究センター），白水 始（東京大学）

本研究では，大学入試センター試験問題の国語既出問題を対象に，解答者が読んだり解答したり
している箇所をタップすることで，リアルタイムにログの取得をする CBTを開発した。そして，解
答者が問題の解決に至るまでのプロセスについてログから可視化し，解決プロセスの特徴を分析し
た。その結果，１）本文に記載されている傍線部までを読んでから設問を読み解答する解決プロセス，
２）本文全体を読んでから設問を読み解答する解決プロセスなどが明らかになり，本研究で開発し
た CBTで多肢選択式問題の解決プロセスを解明できることが分かった。
キーワード：CBT，テスト形式，解決プロセス，大学入試センター試験，国語

Based Testing）を含めることを公表した。このこと
から，例えば，理科（化学）を対象に実験のシミュレー
ション問題を可能とするCBTの開発（山下，2017）や，
動的オブジェクトを有する数学のCBTの開発（安野
ら，2018）など，CBTの開発に関する研究が報告さ
れるようになってきた。大学入試センター（2018）も
また，CBTに関する調査研究を実施し，教科「情報」
のCBTの開発に着手している。
益川ら（2018: 69）は，上述した思考発話の限界を
解決する方法の一つとして，「今後 CBTを開発して
いく上で，今回分析したような問題文と設問との間の
行動や解決方略を自動的に記録できるテスト形式を
検討していくことが，より大規模な検証と開発につな
がっていくだろう」と述べている。このような背景を
踏まえ，本研究ではCBTに着目し，コンピュータを
用いて，現代文の多肢選択式問題の解決プロセスが
把握できるシステムを開発することを目的とする。そ
して，開発したCBTを用いたテストを行い，テスト
に参加した者から取得したログの解析を行うことで，
現代文の多肢選択式問題の解決プロセスが判断可能
かどうか検証することを目的とする。

2 開発した CBT の概要
CBTの開発に際し，本研究では先行研究（益川ほ
か，2018; 2019a; 2019b）を基に，2015年のセンター
試験国語で出題された第２問の小説『石を愛でる人
（小池昌代）』を題材に開発を行った。本研究は解答
者の長文読解の解決プロセスを追究することを目的と
していたため，設問の問１（語句の意味）を対象外と
し，問２～６の全５問の設問で構成した。
また，解答者がどの箇所を読んでいるかを調べる
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手法は，アイカメラを用いた眼球運動の測定や（柳
澤ほか，2010），視線追跡技術を活用した分析（中園・
濱川，2018）が行われてきた。しかし，大学入試で
これらのシステムを導入することは困難であるため，
CBTで解答者の解決プロセスを測る仕組みを考案し
た。以下，開発したCBTについて説明する。

2.1 設問画面
図１は，CBTの画面（問題文のリードと本文）を
示したものである。CBTの画面は，解答者がタブレッ
トで操作することを想定して設計した。はじめに，解
答者が画面右上の ID一覧のタブから自分の IDを選
択すると，問題が表示できるように設定した。ID一
覧のタブは，画面のスクロールと合わせて画面から見
えなくなるように設計し，解答者が問題を解く際に目
障りとならないように配慮した。本文は，薄く表示さ
れているが，画面をタップすると，当該の段落が濃く
表示される。本文は，現在濃く表示されている所以
外の箇所をタップすると，その箇所が濃く表示され，
他の箇所は薄く表示される。本文は縦書きで表示さ
れ，左から右にスクロールすることで，本文が確認で
きるようになっている。
図２は，CBTの画面（設問文と選択肢）を示した
ものである。本文をスクロールすると，設問文と多肢
選択問題が表示される。はじめは，本文，設問文，
多肢選択問題は薄く表示されているが，タップをする
と濃く表示される。これにより，解答者はタップした
箇所を読んでいると判断し，タップした箇所をログと
して取得するシステムとした。
本文は，タップするたびに，濃く表示されるが，過
去にタップした箇所は再び薄くなるように設定した。
しかし，解答者は設問文と選択肢を対比しながら問
題解決を行うプロセスが予想されるため，設問文と選
択肢は，復数箇所をタップしても濃く表示されたまま
になるように設定にした。そして，濃く表示された箇
所を再度タップしたり，本文をタップしたりすることで，
設問文と選択肢が薄い表示になるようにした。
ログは解答者が特定の領域をタップして濃く表示し
た時点を取得し，サーバに記録されるように構築した。

2.2 ログの確認画面
表１は，取得したログの一覧の例を示したものであ
る。ログの確認は管理者画面で，ID順，時刻順でソー
トすることが可能である。取得するログは，ID，通し
番号，タップした段落，時刻，解答番号（解答者が
選んだ選択肢）とした。

図１ CBTの画面（問題文のリードと本文）

表１ ログの一覧の例

図２ CBTの画面（設問文と選択肢）
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3 方法
3.1 実験デザイン
本研究の目的は，CBTに着目し，コンピュータを用
いて，現代文の多肢選択式問題の解決プロセスが把
握できるシステムを開発することであった。したがっ
て，システム開発の前提条件として，開発したCBTと，
はじめから全ての文章が濃く表示されているCBTを
比較し，正答率に差異が生じないことが重要である。
そこで，第一に，本研究で開発したCBTで問題を解
く実験群と，はじめから全ての文章が濃く表示されて

いるCBT（図３）で問題を解く統制群に分けて，正
答率の差異を分析した。
第二に，実験群と統制群ともに，導入として約 10
分間，本研究の趣旨説明と，CBTの操作練習を行った。
CBTの操作練習では，本実験（『石を愛でる人（小
池昌代）』）とは異なる練習用の問題文と設問文，多
肢選択式問題で構成した各々のCBTのシステムを体
験させた。
第三に，両群とも各々のCBTを用いて，20分間の
制限時間で本実験を実施した（図４）。ログから１名
のみ問５が無回答であったが，その他の学生はすべ
ての問に回答していたため，概ね，制限時間内に回答
できたと判断した。なお，解答の際，メモ用紙を準備
し，必要に応じて書き込みを許可したが，解答者の
多くは，メモ用紙を必要としなかった。

3.2 対象
対象は，本研究の趣旨に同意した関東圏の大学生

60名（１年生９名，２年生 16名，３年生 14名，４
年生 21名）で，性別と文系理系でできる限り偏りが
生じないように，文系 44名（男性 22名，女性 22名），
理系 16名（男性８名，女性８名）とした。
実験群と統制群の構成についてもまた，性別と文
系理系で偏りが生じないように，実験群 30名（文系：
男性 11名，女性 11名，理系：男性４名，女性４名），
統制群 30名（文系：男性 11名，女性 11名，理系：
男性４名，女性４名）の構成とした。

3.3 期日
2018年 10月21日（日）に，都内の大学施設内で
実験を行った。

3.4 分析
3.4.1 正答率の比較
実験群と統制群の正答率の差異を分析するために，
両群の平均値を t検定（対応なし）で比較分析した。
3.4.2 解決プロセスの特徴分析
実験群のCBTで取得されたログから解答者の解
決プロセスの特徴を分析するために，どの箇所をど
のような手順でタップしたのかを 30名のログを可視
化した。紙ベースの読解問題では，解答者の解決プ
ロセスの特徴として，１）設問から問題文部分を読む，
２）問題文部分から設問を読む，３）問題文全体か
ら設問を読むの３つが挙げられている（益川ほか，
2018）。本研究では，実験群の解決プロセスの特徴
について，上記３つに着目した。

図３ CBTの画面（統制群）

図４ CBTによる解決プロセスの様子（実験群）

図５ 実験群と統制群の正答率の結果

－ 54 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



3.4.3 解決プロセスの特徴別に見た分析
3.4.2の結果を受けて，解決プロセスの特徴ごとに，

１）タップ回数，２）正答率にどのような差異が生じ
るかを明らかにするために，分散分析で比較分析し
た。

4 結果
4.1 正答率の比較
図５は，実験群と統制群の正答率の結果を示した
ものである。実験群の平均値は 58.0（SD = 26.0），
統制群の平均値は 60.0（SD = 25.0）であった。t検
定（対応なし）を行った結果，有意差は認められなかっ
た（t (58) = 0.30, n.s.）。

以上の結果から，本研究で開発したタップしたとこ
ろのみ濃く表示されるCBTと，はじめから全ての文
章が濃く表示されているCBTにおいて，正答率に差
があるとは言えないことが分かった。したがって，本
研究で開発したCBTを活用して問題解決した実験
群においても，紙ベースのような解決プロセスが行わ
れたと判断し，開発したCBTで取得したログを可視
化し，解決プロセスの特徴分析を行うことを試みた。

4.2 解決プロセスの特徴分析
取得したログより，解決プロセスの可視化を試みた。
可視化に際し，縦軸をタップした回数（N回目），横
軸を問題のリード，本文（１～ 42段落），設問文，選

図６ 解決プロセスの可視化の例（本文傍線部まで→設問文→解答→本文，n = 16）
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択肢の順に定義した。これらの軸を基に，N回目にタッ
プした箇所を黒いノードで描画した。黒いノードの濃
淡は，実験参加者がタップした割合の高低に応じて
色を変化させた。
図６，７は，解決プロセスの可視化の例を示したも
のである。図６は，はじめに問題文のリードを確認し
た後，本文を順に読んでいった解決プロセスが理解
できる。しかしながら，最初の傍線部の前後に留まっ
た後，設問文と選択肢を確認している解決プロセス
が認められた。その後，最初の傍線部付近から本文
を読み続け，次の傍線部の前後に留まった後，次の
設問文と選択肢を確認している解決プロセスが理解
できた。このように，本文に記載されている傍線部ま
でを読んでから設問を読み解答する解決プロセスを
行った者は 30名中16名（53.3%）であった。

一方，図７は，はじめに問題文のリードを確認した後，
本文を順に最後まで読み，すべて読み終わった後に
設問文と選択肢を確認しながら解答している解決プ
ロセスであることが理解できた。このように，本文全
体を読んでから設問を読み解答する解決プロセスを
行った者は 30名中 11名（36.7%）であった。また，
その他の解決プロセスとして，テスト開始時に設問文
を確認してから本文を読み解答する解決プロセスな
どが 30名中 3名（10.0%）に認められた。
図６，７の解決プロセスの可視化について，本文と
設問文を行ったり来たりするプロセスが随所に確認で
きた。これについて，選択肢式の問題の場合，解答
者の多くは文章・文節の一部分の解釈をもとに解決
していく「部分解釈型」と，高い得点を取るために，
テストやテストを受ける状況の特性や形式を利用する

図７ 解決プロセスの可視化の例（本文→設問文→解答，n = 11）
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能力であるテストワイズネス（Millman, et al, 1965）
を働かせながら解決していく「テストワイズネス型」
が存在することと合致している（益川・白水，
2019b）。このことから，本研究で開発したCBTのロ
グを用いて解決プロセスを可視化することで，各々の
解決プロセスの特徴が解明できることが分かった。

4.3 解決プロセスの特徴別に見た分析
4.2の解決プロセスの特徴分析の結果から，実験
群の解決プロセスは３つの特徴に分類された。そこで，
これらの分類によって，１）タップ回数，２）正答率
に差異が認められるか，分散分析で比較分析を行っ
た。

4.3.1 タップ回数の比較
図８は，解決プロセス別に見たタップ回数の結果を
示したものである。分散分析の結果，３つの分類に
有意差は認められなかった（F (2, 27) = 0.91, n.s.）。
したがって，統計的にタップ回数は解決プロセス別に
差異があるとは言えない。

4.3.2 正答率の比較
図９は，解決プロセス別に見た正答率の結果を示
したものである。本文に記載されている傍線部までを
読んでから設問を読み解答する解決プロセスの平均
値は 65.0%，本文全体を読んでから設問を読み解答
する解決プロセスの平均値は 54.5%，その他の解決
プロセスの平均値は 33.3%であった。これらの値に
対して分散分析を行った結果，有意差は認められな
かった（F (2, 27) = 2.11, n.s.）。したがって，正答率
は解決プロセス別に差異があるとは言えない。

5 考察
本研究では，現代文の多肢選択式問題の解決プロ
セスが理解できるシステムを開発することを目的とし
た．そして，開発したCBTを用いたテストを行い，
テストに参加した者から取得したログの解析を行うこ
とで，現代文の多肢選択式問題の解決プロセスが判
断可能かどうか検証した。開発したCBTで得られた
ログ分析の結果，図６，７のような解決プロセスを可
視化することで，１）本文に記載されている傍線部ま
でを読んでから設問を読み解答する解決プロセス，２）
はじめに問題文のリードを確認した後，本文を順に最
後まで読み，すべて読み終わった後に設問文と選択
肢を確認しながら解答している解決プロセス，３）テ
スト開始時に設問文を確認してから本文を読み解答
する解決プロセスの特徴が明らかになった。これらの
結果から，本研究で開発したCBTを用いることで，
大規模なテストにおいても現代文の多肢選択式問題
の解決プロセスが判断可能になり，出題意図と受験
者の問題解決プロセスが吟味できる資料が思考発話
法よりも短時間で得られることが期待できる。
紙ベースのテストの先行研究では，18名中，設問
から問題文部分を読んだ者が 13名，問題文部分から
設問を読んだものが５名，問題文全体から設問を読
んだ者が０名であった（益川ほか，2018）。一方，本
研究では，問題文全体から設問を読んだ者が 30名
中11名存在した。設問部分に比較的アクセスしやす
かった紙ベースのテストに比べて，今回のCBTは冒
頭からクリックして読んでいく行動を誘発し易かった
のかもしれない。今後，詳細な分析が求められる。
本研究で開発したCBTは，文章の一部を画像に
変えたり，動画のリンクを埋め込んだりすることが可
能である。本研究では大学入試センター試験問題の
国語既出問題を対象としたが，今後，この問題以外

図８ 解決プロセス別に見たタップ回数の結果 図９ 解決プロセス別に見た正答率の結果
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のCBTを開発し，解答者がどのような解決プロセス
を辿るかの知見を広く提供していきたい。

6 まとめと今後の課題
本研究では，大学入試センター試験問題の国語既
出問題を対象に，解答者が読んだり解答したりしてい
る箇所をタップすることで，リアルタイムにログの取
得をするCBTを開発した。そして，縦軸をタップし
た回数，横軸を問題のリード，本文，設問文，選択肢
の順に定義し，ノードを描画する解決プロセスの可視
化を行った。その結果，次のことが明らかになった。
・ 本研究で開発したタップしたところのみ濃く表示さ
れるCBTと，はじめから全ての文章が濃く表示さ
れているCBTにおいて，正答率に差がなかったた
め，前者のCBTで解決プロセスが測定できた。
・�開発したCBTによる解決プロセスの可視化により，
先行研究（益川ほか，2018）で課題となっていた
問題文と設問との間の行動や解決方略を自動的に
記録できるCBTの開発ができた。
・�本文に記載されている傍線部までを読んでから設
問を読み解答する解決プロセスは，他よりもタップ
回数を少なくし，かつ，高い正答率を取得するとい
うテストワイズネスが働いている可能性がある。
今後，小問間の関係付けプロセスの有無について
分析することが課題である。加えて，本文と設問文
が同時に閲覧できたり，直接書き込みができたりする
システム，及び多様な問題形式でログを取得可能に
するCBTの開発が求められる。
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1 はじめに
近年，大学の多くが入試広報活動を積極的に展開
している。受験者本人のみならず，大学受験に多大
な影響をもつステークホルダーである「高校教員」に
対して，大学は様々なアプローチを行っている。「高
校教員」への入試広報活動として代表的な「高校訪
問」について，これまでに詳細な研究がなされてきた
（例えば永野・門馬 , 2011, 2012, 2014）。大学の立場
からすれば，「高校訪問」は入試広報の絶好の機会と
して捉える。しかし，受け入れる高校の立場にたてば，
有益な情報が得られる場合もあれば，来客対応によっ
て貴重な業務時間が奪われる機会でもある。有益情
報が齎らされない訪問や，挨拶のみの回数重視の訪
問は，高校側にとって “迷惑な行為” となりうる。大
学がいくら訪問人員と予算を集中投下し高校を数多く
訪問したとしても，いわゆる“押し売り”的な訪問となっ
ていてはマイナス効果となる。伝えたい側が一方的に
情報を伝える “PUSH型” ではなく，相手側が求める
情報を柔軟にかつ適切に伝達する “PULL型” の提
案の方が，情報の受け取り側にとって望ましく，情報
を受け止めやすい。“PULL型” の高校教員への情報
提供機会として，訪問形式ではない会場集客型の「高
校教員対象説明会」がある。全国で様々な運営形態
で実施されている事例があることをこれまでに報告し
た（山田・三宅，2017）。
では，会場集客型以外に “PULL型” で高校側が
求める情報提供の在り方はないのだろうか。これを
テーマに，多様な高校教員と接点をもち意見交換をこ
れまでしてきた。高校教員が生徒の進路指導上で抱

地方国立大学の入試広報活動
――鳥取大学の事例――

山田 貴光（鳥取大学）

鳥取大学入学センターは，地方国立大学の立場から，高校の教員が抱える課題を解決・支援する
ために，高校生の「保護者」を対象にした『地方の国立大の魅力』冊子を 2017年度より企画制作し
てきた。提供要望のあった高校に対して，必要部数を揃えて冊子を無料で提供してきた。第 1弾『地
方の国立大の魅力（概要編）』冊子は，1年半でのべ 308校から要望連絡があり，合計約 11万部を
提供した。第 2弾『地方の国立大が就職に強い理由（就職編）』冊子は，10か月でのべ 115校から
要望連絡があり，合計約 3万部を提供した。要望連絡のあった高校のうち，約 3分の 2の高校から
本学へ志願があった。また，要望連絡のあった高校からの本学志願者の「数」は増加傾向にあるこ
とがわかった。
キーワード：地方国立大，高校教員，保護者，入試広報

える課題をヒアリングし，地方国立大学の立場から解
決・支援できることを模索してきた。そして高校教員
が対応に苦慮している「保護者」に焦点を当てた「ツー
ル」を企画し，情報提供を実践してきた。
「保護者」をキーワードとした，鳥取大学における
入試広報活動の事例について，とりまとめる。

2 生徒の保護者に向けた情報
大学に進学する主体は受験者本人であるが，進学
にかかる費用を負担するのは「保護者」であるため，「保
護者」による大学進学への影響度は極めて大きい。
では，「保護者」に向けた “大学進学情報” には，ど
のようなものがあるだろうか。
「高校」から「保護者」に対する直接的な情報提
供の機会に，「保護者会」がある。高校によって開催
の時期・時間・形式は異なるが，多くが集合形式で
行われ，高校での学習面・行事・部活動，家庭での
学習，卒業後の進路・進学に関して，高校側から情
報提供されることが多い。
「高校」からの直接的な情報提供以外では，「進学
情報会社（教育産業）」による「保護者」向けの情報
媒体（Webや冊子）がある。紙媒体であれば「保護
者会」に参加した保護者に配布されることも多いで
あろう。大学入試に関するしくみや全国的な進学動向，
進学にかかる金銭情報等が掲載されている。しかし
ながら，印刷物を制作するには費用がかかる。そのた
め，広告頁（枠）が用意されているが多い。広告を
掲載したい大学は，出稿料を進学情報会社に支払い，
冊子に広告を掲載している。当然ながら，広告主にとっ
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て都合の悪い情報が冊子の紙面に掲載されることは
少ない。
一部の私立大学では，それぞれで「保護者」向け
の「冊子」を作っている。進学相談会等における資
料コーナーで確認することができる。この種の私立大
学の制作物は，個々の大学の宣伝色が強く，あくまで“そ
の大学にすでに関心のある保護者に向けた情報” とい
う位置付けとなっている。「大学進学の検討」段階を
超え，その先の「受験校の検討」段階の内容で構成
されており，客観的な大学情報としての価値は薄い。

3 保護者向け制作物『地方の国立大の魅力』の企画
3.1 第 1 弾『地方の国立大の魅力（概要編）』1)

3.1.1 制作物の概要
鳥取大学の毎年の入試における「志願者実績のあっ
た高校」の数は，毎年 1,000校以上であり，直接全
ての志願実績校へ毎年訪問することは組織人員の都
合上，そもそも不可能である。また高校訪問の効果を
上げるためには，単に訪問だけではなく他の手法も複
合的に用いて，「顧客にとって有益な情報を提供する」
ことで効果が表われると認識している。そこで高校教
員に有益情報を提供することを目標に，入試広報を
検討してきた。高校教員と話をする中で，高校教員
が困っていることは生徒の「保護者」に関することが
多い。「子どもの進学先を自宅からの通学圏内でしか，
保護者が検討しない」「センター試験後に生徒は地方
国立大を受けることを決意したにも関わらず，親から
反対にあい受験に至らなかった」等，保護者が子ど
もの進学先を遮ってしまう話である。そのため，保護
者を対象とした冊子を制作することにした。
「保護者」を読者と想定し，A4サイズ 6頁（巻 3
つ折り）カラーの『地方の国立大の魅力（概要編）』リー
フレット冊子を企画した（2017年 6月）。“意外と知ら
れていない 9つの秘密” と副題をつけ，地方の国立
大学が有する魅力を 9つに集約し，鳥取大学または
鳥取大学生のデータを事例として盛り込んだ。全体
頁や内容構成，原稿作成まで行い，デザインと印刷
のみ制作会社に外注した。掲載データは，鳥取大学
生に関しては「平成 28年度鳥取大学学生生活実態
調査報告」から，他データは公表資料から引用した。
この冊子の特徴は，地方の国立大学に共通する “特
徴” について，コンパクトにまとめ整理している点で
ある。鳥取大学または鳥取大学生に関するデータを“地
方の国立大学（大学生）の例” として一部用いてい
るものの，鳥取大学の受験を全く考えていなくても，
地方の国立大学の良さを知ってもらうことができるよ

うになっている。
この冊子の活用シーンは，高校での「保護者会」
や「三者面談」である。高校の進路指導担当または
クラス担任の先生が，生徒の「保護者」向けに大学
進学講話の際，使えることをイメージした。また，高
校の先生が「生徒」に配布する機会があることも踏
まえ，生徒自身が読んでも理解することができ，かつ
自宅に持ち帰って親子で読むこともできる，わかりや
すい平易な表現とした。そして長期間保管されるよう，
更紙ではなく厚めの用紙（マットコート165K）を用
いた 2)。
印刷は，2017年9月に行い初回で1.5万部を刷った。
その後，高校から要望が相次ぎ，在庫不足となる可
能性があったため増刷した。同年10月下旬に3万部，
12月中旬に 6万部，翌年 2018年 8月上旬に 2万部，
合計 12.5万部を印刷した（2019年 3月時点）。

3.1.2 高校への案内通知
2017年 10月，全国の高校約 3,500校へ案内文書
を付けて見本冊子 1部を発送し案内通知した。案内
文書には「要望連絡をもらえれば，在庫がある限り要
望の必要部数を揃えて冊子を着払いで発送する」旨
を明記した。つまり，冊子そのものは無料で提供し，
発送経費のみ高校側で自己負担してもらう様式とし
た。案内文書を送った高校は，本学志願実績校だけ
ではなく，大学進学希望者がいる高校を対象として
発送した。
毎年の年度末には，高校教員組織の人事異動や担
当変更があるため，2018年度の新年度に入った 4月
に，前回同様の全国約 3,500校へ案内文書を再度発
送し，2度目の案内通知を行った。

3.1.3 高校からの要望状況
1度目の案内文書の発送直後から「資料を提供し
てほしい」という要望連絡が本学に入るようになった。
2017年 10月から 2018年 3月までの約 6か月間で，
のべ 95校から要望連絡があり，合計約 4万部を提
供した。このうち10月に 54校，11月に 30校から連
絡があった。2017年度に要望のあったのべ 95校の
うち9割近くの 84校が，最初の 2か月で連絡があっ
た。この 2か月間で合計約 3万部を提供した。

2度目の 2018年 4月発送の後は，2019年 3月上
旬までの約1年間に，のべ 213校から要望連絡があり，
合計約 7万部を提供した。このうち 4月に 70校，5
月に 40校，6月に 32校，7月に 23校から連絡があっ
た。2018年度に要望のあったのべ 213校のうち8割
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表 1 高校教員からのコメント（一部抜粋）
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近くの 165校が，最初の 4か月で連絡があった。こ
の 4か月間で合計約 5万部を提供した。

2017年度と2018年度の約 1年半では，のべ 308
校から要望連絡があり，合計で約 11万部を提供した。
要望のあった高校の所在地を地方別でみると，「近畿
地方」の高校が最も多く119校（38.6％），次いで「東
海地方」が 61校（19.8％），そして本学にとっては志
願者の少ない「関東地方」が 53校（17.2％），地元
の鳥取県を含めた「中国地方」は 33校（10.7％）だっ
た（全てのべ）。1校からの要望部数は，最少で 10部，
最多で 1,200部だった。最多部数の高校では学年単
位ではなく，全校 3学年分の全員配布を希望する要
望だった。また，1校から1度だけではなく，2度 3
度と複数リピート要望する高校もあった。「高校入学
段階の保護者の意識づけが大事」として「高校入学
式での配布」を希望する高校もあった。

3.1.4 制作物の提供の効果
なぜこのような要望があったのか。2017年の10月
～ 11月，案内文書発送直後に連絡のあった高校教員
からは「表 1」の感想やコメントが寄せられ，多くの
要望に応える制作物だと認識することができた。
高校の現場では，実際にどのように認知され，利用
されているのか。高校訪問した際に『地方の国立大
の魅力（概要編）』冊子について，直接ヒアリングし
て確認した。定量的に確認したわけではないが，本
学への入試実績のある高校を中心に訪問しているこ
ともあり，面会をした進路指導担当の高校教員の多く
が，この制作物を認知していた。また，進路指導室
の外廊下や室内掲示板にこの冊子の各ページを掲示
している高校もあり，進路指導室へ入室前後のタイミ
ングに，目視で確認できるケースもあった。
そしてこの冊子によって，高校側から「地方の国立
大の魅力」に関連する講演の依頼が多くなった。従
前であれば，業者経由の複数大学が集合する形式の
「校内ガイダンス」が中心だったが，冊子を制作した
結果，業者を経由せず，また複数大学ではなく単独
での講演依頼が多くなった。講演の対象は，「保護者」
のみならず「高校生」に対するものもあった。その際，
冊子を保護者・生徒に配布し，手にとって見ている
姿を直接確認することができた。

3.2  第 2 弾『地方の国立大が就職に強い理由（就
職編）』3)

3.2.1 制作物の概要
第 1弾『地方の国立大の魅力（概要編）』冊子の

高校教員の好反応を確認できたものの，高校教員と
話をする中で，更なる意見や要望をもらうことが多く
なった。その中には「国立大学を勧めているにも関わ
らず，保護者は子どもを手元に置いておきたこともあっ
て，通える私立大学に決めさせてしまう。特に保護者
の中には“地方に行ったら就職の時に不利”と強く思っ
ている方がいる。そういう懸念を払拭できないか。」
という意見が都市部に隣接する県の高校から複数
あった。そのため，引き続き「高校生をもつ保護者」
を読者とした“続編”を制作することにした。『概要編』
の 9つのテーマの中の 1つである大学生の「就職」
に焦点を当て，企画することにした。A4サイズ 12頁
（中綴じ）カラーの『地方の国立大学が就職に強い理
由（就職編）』パンフレット冊子を企画し（2017年
10月），5か月かけて制作した。
活用シーンは第 1弾と変わらないものの，就職支援
対策や就職（内定）先，出身地へのUターン就職状
況や地方国立大生に対する企業側の評価等，掲載情
報を「就職」に特化しまとめた。
印刷は，2018年 5月中旬に行い，初版で 0.5万部
を刷った。その後，増刷のため同年翌月に 3万部，
12月中旬に 2万部，合計 5.5万部を印刷した（2019
年 3月時点）。

3.2.2 高校への案内通知
2018年 6月～ 7月に全国 37都市で行った高校教
員対象説明会にて，見本冊子を配布し案内通知した。
443高校から490名の高校教員が説明会に参加して
いたので，500名近くの高校教員に冊子が行き渡たっ
た。第1弾の高校発送に比べて要望の反応が少なかっ
たため，同年 11月下旬の「一般入試直前ポスター」に，
見本冊子 1部を同封し，本学志願実績高校を中心と
した約 2,000校へ発送した。

3.2.3 高校からの要望状況
第 2弾『地方の国立大が就職に強い理由（就職編）』
冊子を要望した全ての高校が，第 1弾の『地方の国
立大の魅力（概要編）』冊子をこれまでに要望した高
校だった。『地方の国立大が就職に強い理由（就職編）』
冊子の要望は，2018年 5月中旬から 2019年 3月上
旬までの約 10か月間で，のべ 115校から連絡があり，
合計約 3万部を提供した。
要望のあった高校の所在地を地方別でみると，「近
畿地方」の高校が最も多く51校（44.3％），次いで「東
海地方」が 23校（20.0％），そして本学にとっては志
願者の少ない「関東地方」が 16校（13.9％），地元
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の鳥取県を含めた「中国地方」は13校（11.3％）だっ
た（全てのべ）。第 1弾『地方の国立大の魅力（概
要編）』冊子の地方別集計と，ほぼ同様の傾向であっ
た。1校からの要望部数は最少 10部，最多 1,100部
だった。

3.3 第 3 弾『地方の国立大の魅力　金銭編』4)

3.3.1 制作物の概要
第 1弾，第 2弾と制作し，高校教員や保護者に提
供していく中で，今まで以上に高校教員から意見をも
らう機会が多くなった。その中で「所得格差」「奨学金」
「大学授業料」「大学無償化」といった金銭に関わる
諸問題が社会的に注目されたこともあり，大学進学に
かかる “お金” に関する要望を，以前にも増して多く
意見をもらった。そのため，今度は「お金」に焦点を
当て，制作することにした。A4サイズ 16頁（中綴じ）
カラーのパンフレット冊子を企画し（2018年 9月），6
か月かけて制作した。2019年3月に4万部を印刷した。
不足となることがすぐにわかったため，5月に 6万部
増刷した。

3.3.2 高校への案内通知
新年度を迎えた 2019年 4月の第 1週目に，全国の
高校約 3,500校に対して，見本冊子 1部と案内文書
を発送した。

3.3.3 高校からの要望状況
4月の第 2週目から要望連絡が，メールと電話で入

り始めた。全国各地の高校から予想よりも多くの要望
連絡があり，1日も止むことがなかった。4月2週目
からGW連休前までの 4月3週間全ての日で要望が
あった。土日も休むことなく連日要望があり，1日最
多で 20校から要望連絡が入った。要望依頼の件数
やオーダー内容を整理する作業が追い付かなくなり，
進捗状況の確認を急いだ。その結果，連絡のあった
要望部数に応えるだけの冊子部数在庫がないことが
判明したため，4月末を過ぎて連絡があった要望は，
断らざるを得なくなった。4月のわずか 3週間で，全
国 200校から合計 8万部を超過する冊子提供の要望
が来ていた。要望をお断りした高校からの部数を含
めると，合計 10万部以上の要望があった。5月中は
対応可能案件に対して，要望部数を順次用意して発
送していった。
要望のあった高校の所在地を地方別でみると，「近
畿地方」の高校が 45校（22.5％），「関東地方」の高
校も同数で 45校（22.5％），次いで「東海地方」が

35校（17.5％），地元の鳥取県を含めた「中国地方」
は 30校（15.0％）だった。『概要編』『就職編』に比べ，
関東地方からの要望が多かった。1校からの要望部
数でみると，最少 15部，最多 1,200部だった。

4 保護者向け制作物『地方の国立大の魅力』の効果
4.1 本学志願への効果
4.1.1 要望高校からの本学志願率
第 1弾『地方の国立大の魅力（概要編）』冊子また
は第 2弾『地方の国立大が就職に強い理由』冊子を
要望した高校は，本学の入試にどのような影響を与え
たのか。単に無料の制作物を取り寄せただけなのか，
それとも本学への志願に結びついているのか，調べ
た。
まず，2017年 10月から 2019年 3月上旬までの 2
年半の間で，制作物を1回でも要望したことのある高
校から重複を除き実集計すると「238校」あった。こ
の高校群からの本学志願を，直近 3か年の入試（平
成 29年度入試，平成 30年度入試，平成 31年度入試）
で調べた。
「要望高校 238校」のうち，本学への志願のあった
高校は，平成 29年度入試で 156校（65.5％），平成
30年度入試で 156校（65.5％），平成 31年度入試で
158校（66.4％）であった。平成 29年度入試と平成
30年度入試では同数ではあるが 29校が入れ替わっ
ていた。また，平成 30年度入試と平成 31年度入試
では 28校入れ替っていた。要望高校からの志願は，
要望受付の前後に関わらず，要望高校内での入れ替
えはあっても，3年間の志願率はさほど変わらず，お
よそ 3分の 2の高校から志願があることがわかった。
「要望高校 238校」のうち，直近 3か年で志願が全
くない高校は 41校（17.2％）で，直近 10か年までさ
かのぼると，志願が全くない高校はわずか 17校
（7.1％）だった。これにより，本学に全く興味がなく
過去の志願実績が全くない高校から，要望連絡が来
ているわけではないことがわかった。つまり，過去の
志願実績があり本学に（若干なりにも）興味をもって
いる高校から要望が来ており，その意味では本学志
願実績高校の保護者や生徒に対して，本学を含めた
「地方の国立大学」の魅力について，伝えることがで
きていると言える。

4.1.2 要望高校からの本学への志願者数
「要望高校 238校」から「志願があったのか，なかっ
たのか」という観点での志願率では，直近 3か年で
変化は見られなかったが，志願者の「数」に変化が
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あるのか，次に調べてみた。
「要望高校 238校」からの直近 3か年の入試にお
ける志願者数は，平成 29年度入試で 1,239名，平成
30年度入試で 1,312名，平成 31年度入試で 1,568
名であった。要望高校からの志願者の「数」は，増
加傾向にあることがわかった。

4.1.3 要望高校の志願者数が総志願者に占める割合
3か年における全志願者総数は平成 29年度入試
が 4,936名，平成 30年度入試が 5,362名，平成 31
年度入試が 5,717名だったので，要望高校の志願者
が志願者総数に対して占める割合を確認すると，平
成 29年度が 25.1％，平成 30年度が 24.5％，平成
31年度が 27.4％であった。平成31年度入試は，前年・
前々年に比べ 2～ 3％上昇していた。要望高校から
の志願者数は，総志願者数の約 4分の 1を占有して
いた。

4.2 「地方の国立大学」への効果
そもそも，これらの保護者向けの制作物は，本学志
願者を増加させることだけを目的として，企画してき
たわけではない。全国各地に位置する「地方の国立
大学」へ，保護者・生徒の視点を向けさせ，進学先
として検討してもらうことを第一に制作してきた。住
居地以外で生活経験がない保護者・受験者にとって，
他県での生活はイメージしにくく，不安要素があるこ
とで大学進学先の選択肢になりにくい。「地方の国立
大学」はその立地県における知名度は十分だが，他県，
特に非隣接県の場合，遠方になればなるほど，その
認知度は皆無に等しい。旧帝大や都市部に位置する
国立大学と違い，「地方の国立大学」が抱える入試広
報上の課題は共通していることが多い。
小さな一国立大学が自学 PRを単独で行うだけで
は，遠方のステークホルダーに強い興味をもってもら
うことは極めて難しい。だからこそ「地方の国立大学」
がひとつのセクターとして “共通する魅力” を表現し
伝え，その上で “個々の大学の魅力” を認知してもら
うことが有効であると考えている。「地方の国立大学
を志望する層」の裾野を広げていかなければ，地方
を目指す受験者自体が減少してしまうおそれがある。
それは本学への志願者層の減少にも繋がる可能性が
高い。「地方の国立大学への志願者層の減少を食い
止めるための制作物」という位置付けで企画してきた。
したがって，“地方の国立大学の志願者層の拡大” こ
そが，最大の目的である。

1つの成果として，遠方の高校の進路指導主事か

ら 2019年 1月末にもらったコメントを以下に記す。
この高校では，受験直前 2018年 11月下旬に高校 3
年生とその保護者に対して，「地方の国立大の魅力」
の講演と制作物の配布を行った。

センター試験が終わり，国公立大学出願のための
面談を，各担任が行っています。保護者や生徒から
先日の地方国立大学の魅力の講演を聞いて，「県内だ
けだと思っていたけど，地方にも目を向けることにし
ました」 とか「地方の国公立でも可能性があればチャ
レンジしてみたい」といった反応がありました。積極
的に地方国公立大学に出願する生徒が，確実に増え
ました。また，地方の国公立大を生徒に進める担任
の先生からも，講演や資料がなかったら「先生は国
公立大の数を稼ぎたいから勧めるんでしょ」と言われ
がちな面談も，それがあったおかげで「地方には魅
力があるから勧めているのだ」と地方の国公立大学
を勧めやすくなり助かった，という意見がありました。
今，講演の効果をとても感じております。

『地方の国立大の魅力』冊子の要望があった高校や
講演を行った高校について，本学への志願だけでは
なく，全国の地方の国立大学への受験状況について
調査し，効果を検証していく予定である。この検証は，
今後の課題としたい。

5 おわりに
入学者選抜は，学生確保のための大学同士の競争
的な意味合いが強いが，現行の入試制度の中で地方
の国立大学を受験してくる志願者の志望理由は，どこ
の大学も大きくは異ならない。そうならば，地方の国
立大学同士が入試広報上で「連携」「協働」していく
ことがあっても良いのではないだろうか。個々の大学
の魅力PRを優先するのではなく，「地方の国立大学
の魅力」をまず先にステークホルダーに理解させるこ
とで，地方の国立大学志願者層を増加させられるの
ではないだろうか。地方大学の予算は，格段に少なく
限られる。1大学の担当者ができることも限られる。
地方の国立大学のアドミッション担当者が相互に連
携協力する中で，今後，新たな入試広報のカタチを
検討していくことが求められる。

注
1）『地方の国立大の魅力（概要編）』冊子は，金銭面，生活面，
学生の特性，教育面，研究面，就職面，課外活動，入試，
大学進学の意味の 9つをテーマとしてコンテンツを構成。
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鳥取大学入学試験情報ホームページの広報物ページに紙面
を掲載。 <http://www.admissions.adm.tottori-u.ac.jp/wp-
content/uploads/2018/05/chihokokuritsu.pdf>  
（2019年 8月27日）

2）その後予算が厳しくなり，3回目の増刷からはマットコート
135Kに変更。

3）『地方の国立大が就職に強い理由（就職編）』冊子は，鳥取
大学入学試験情報ホームページの広報物ページに紙面を掲
載。 <http://www.admissions.adm.tottori-u.ac.jp/wp-
content/uploads/2018/05/syusyoku_pamphlet.pdf>  
（2019年 8月27日）

4）『地方の国立大の魅力　金銭編』冊子は，鳥取大学入学試
験情報ホームページの広報物ページに紙面を掲載。 
<http://www.admissions.adm.tottori-u.ac.jp/wp-content/
uploads/2019/01/chihokokuritsu_kinsen.pdf >  
（2019年 8月27日）
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1 大学の価値決定者としての学生
近年，マーケティング分野において注目される理論
の１つに価値共創理論があげられる。従来，価値と
は企業が決定し，製品やサービスに内包し消費者に
提供すると捉えられていた。しかし，価値共創理論
では企業は価値を提案するのみであり，顧客が製品
やサービスを消費する中で価値を決定すると捉える。
このように，顧客はこれまでの価値の受益者から価値
決定者へと再定義される。また，顧客が主体的に価
値決定をおこなう中で，これまで企業が想定していな
かった新たな価値が新たに創出されるのである。
この価値共創理論に基づくと，大学が提案する教
育や研究，学生生活などの価値は，学生が学生生活
を過ごす中で決定する。学生は大学が提案する価値
の全てを認識する訳ではない。例えば，大学が魅力
的な国際交流プログラムを整備しても，海外に興味の
ない学生はそれらの価値を認識しないであろう。また
学生は，大学が提案する価値を消費する中で大学側
がこれまで想定していなかった新たな価値を創出す
る。学生たちのグループワークの場として開設された
ラーニングコモンズが，異分野の学生たちの新たなコ
ミュニケーションの場となっているなどがその一例で
ある。
このように大学側が提案する価値と学生が実際に
知覚する大学の価値は，おのずと差異が生じるように
なる。このことは大学と受験生の関係性においても同
様である。大学が広報する価値の全てを受験生が価
値として認識する訳ではなく，また，大学が想定して
いなかった価値を受験生が認識することも，大学側
が気付かない中で起きているであろう。

学生が創る学生募集広報
――理論検証型手法から理論生成型手法への転換――

喜村 仁詞，大塚 智子（高知大学）

本研究は，理論生成型手法であるワークショップを用いた学生の主体的な関与に基づく新たな学
生募集広報内容の創出の試みである。これまでの主な学生募集広報に学生の意見を反映する手法と
して用いられてきたのが定量的アンケート調査である。定量的アンケート調査は，事前に広報担当
者が立てた仮説の検証に適した理論実証型手法であり，入学者の全体的な傾向の把握に適している
が，設問項目外の知見の発見に不向きである。そこで本研究では，学生がワークショップにより主
体的に大学の広報内容を検討することで，これまでの大学の広報担当者では思いつかなかった新た
な広報内容の創出を試みる。すなわち，理論検証型手法から理論生成型手法への転換の試みである。
キーワード：学生募集広報，学生，ワークショップ，価値共創理論，理論生成型手法

そこで，本研究では，学生が自身の受験生としての
経験や学生生活での経験に基づき，高知大学が受験
生に向けて広報すべき内容の検討をおこなうことで，
大学側がこれまで気づかなかった高知大学の魅力や
受験生が必要とする広報内容を明らかにすることを目
的とする。

2 理論検証型手法から理論生成型手法への転換
2.1 定量的アンケート調査（理論検証型手法）
これまでの学生募集広報活動の評価や改善に受験
生や学生の意見を反映するための主な取り組みとし
てあげられるのが定量的アンケート調査による分析で
あり，さまざまな先行研究が示されてきた（福島・小田・
鈴木 ,2016; 喜村 ,2018; 吉田・並川・坂本 , 2018.
etc.）。
定量的アンケート調査とは，社会のさまざまな分野
で生じている問題を解決するために，問題に関係して
いる人々あるいは組織に対して同じ質問を行い，質問
に対する回答としてデータを収集し，そのデータを解
析することによって，問題解決に役立つ情報を引き出
していくという一連のプロセスである（辻・有馬
2004）。すなわち，定量的アンケート調査は事前に定
められた課題があり，その課題に対して仮説を立て，
関係している人 （々あるいは組織）の集団についての
全体的な傾向に関する情報を得ることを目的としてい
る。このような課題に対する仮説に対しデータを収集
する仮説検証型手法は，事前に立てた計画に基づき
研究を進めることができる確実な研究方法である。し
かし，既存理論に基づき生成した仮説を検証するた
め，既存の枠組みを大きくブレイクスルーするような
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理論を発見する確率はおのずと低くなる (横澤 
2013)。
すなわち，大学の学生募集広報においては，定量
的アンケート調査は広報担当者がこれまでおこなって
きた広報内容の検証には有効であるが，広報担当者
が気付かなかった新たな広報内容の生成には不向き
であるといえよう。

2.2 ワークショップによる調査法（理論生成型手法）
一方，ワークショップは理論生成型の研究手法であ
る。もちろん，理論生成型の研究手法においても実
施する前におおよその問いは持っているが，それらは
研究の中で大幅に修正され，新たに立て直される。
データ収集・分析の進行につれて変化し，素朴な問
いから理論的な発見が導き出されるのである（箕浦 
2001）。
ワークショップでは，同じ場に集まり，話し合いや
共同作業を行うなどの経験を共有することにより，現
状や新しいものの見方などを知り，互いの立場の違い
や，それぞれに異なる考え方や生まれる背景を理解
し合うプロセスをもつ。そして，共有できることや相
容れないことを確認しながら，社会を共有するものと
してとるべき道筋を選択する。さらに選択された事柄
に対し，自らが主体となって実践していく動機を高め
るという役割をもつ（善積 2010）。
またワークショップとは，PLA（Participatory 

Learning and Action：関係者が参加し，学び，自ら
自分たちの環境を変えていくために活動する）に基づ
くものではある。そのため，「気づき」や「学び」が
重要であり，一人ひとりの「考え」や「願い」をまず
知ることから始める。そこで，初めに参加者一人ひと
りが自分で考える時間を持ち，後のグループ・ディス
カッションで共有し，議論につなげていく。グループ・
ディスカッションにおいて一人ひとりの意見を集約・
整理することで，その後の実践につながる知見を発
見していくのである（平山 2006）。
このように，ワークショップでは参加者が主体とな
り，参加者の経験をグループ内で共有しながら議論
が進められることで，新たな知見が発見される。

3  共通教育科目「初めてのマーケティング」にお
けるワークショップの実施
そこで，ワークショップを用いて学生が大学の広報
内容について検討することで，これまで大学の広報
担当者が気づかなかった新たな広報内容の創出の試
みをおこなった。ワークショップは共通教育科目「は

じめてのマーケティング」において実施したものであ
る。当該科目はマーケティングの初学者を対象とした
講義であり，マーケティングの基本的な概念の修得を
目的としている。
講義の中で企業の環境分析の手法として SWOT
分析を取り上げ，実際に使ってみる課題として「高知
大学の学部や学科における入試」についての分析を
おこなわせたところ，授業後のコメントペーパー（出
席票としてA5サイズのレポート用紙に質問や意見を
書かせている）に，「あまり大学のことを知らないので
書くのに苦労した」などの高知大学についてあまり関
心を持たずに入学したことを示すコメントや，「他の
人の意見も知りたい」などの高知大学への興味を示
すコメントが複数寄せられた。また，私立大学におけ
るブランド構築事例を紹介したところ，「高知大学の
ブランド構築について考えてみたい」との意見が複
数寄せられた。
そこで，「高知大学の学生募集広報内容の検討」を
テーマとしたワークショップを第 10週目以降，計６回
の授業において後半 30分間を利用して実施したので
ある。

3.1 ワークショップの参加者
表 1ワークショップ参加者の内訳である。共通教
育科目であることから1年生が全体の 80％を占めて
おり，とりわけ人文社会科学部の 1年生が参加者の
約 50％を占める。出身地域をみると，県外からの学
生が 77％を占めている。このような県外者比率の高
さは高知大学の特徴であり，大学全体でも毎年約
75％が県外からの入学者である。
なお，グループ分けについては，毎回 30分程度の
短い時間内での議論を円滑に進めるために，なるべく
同一の学部学科や学年ごとに構成しており，1グルー
プ 4～ 5名程度，16グループ編成をおこなった。

表 1 ワークショップ参加者の内訳（学部・学年別）
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3.2 ワークショップの内容
表 2はワークショップの内容である。
第１回のワークショップでは，学生募集広報の検討
対象とする学部学科等を決定し，各自で SWOT分析
（※ 4.2を参照）をおこなった。
第 2回で各自の SWOT分析結果のグループ内で
の共有をおこなった。これにより，「他者の意見を聞く
ことで，これまで気づかなかった高知大学の良さを知
ることができた。」などグループ・ディスカッションの
成果はみられたものの，一方で「広報内容の創出ま
でもっていくのは難しい」との意見も複数みられた。
そこで第 3回では，SWOT分析の内容をより深め
られるよう「受験の時，知りたかった情報」「受験生
に伝えるべき特長」「受験をためらう不安要素と，払
拭する方法」の 3課題を提示し，メンバー各自の受
験時の経験を共有した上で議論を進めた。このよう
に毎回ワークショップが終了するごとに，コメントペー
パーやグループごとのワークショップのメモ等を確認
し，次回の授業で気づいた点についての説明や改善
をおこなっている。
そして第 4回では受験生に影響を与える相談者を
特定することで発信する情報の対象者の検討をおこ
なった。また，第 5回では，これまでの議論のまとめ
や振り返りをおこなうことで，これまでの討議内容へ
の理解を深めている。そして第 6回ではこれまでの
議論にもとづき，高知大学の広報すべき内容について，
各自のレポートおよびグループのまとめを作成した。

4 考察
学生は，SWOT分析により抽出した高知大学の強
み・弱み・機会・脅威を，授業で学んだ消費者行動
やマーケティングの視点からの分析に基づき，それぞ
れの要素を組み合わせることで広報内容の創出をお
こなった。そこで，学生が作成したレポートおよびグ
ループごとのワークショップの討議内容のまとめから
広報内容の考察をおこないたい。

4.1 ＳＷＯＴ分析
SWOT分析とは企業の経営戦略策定に用いられる
分析フレームであり，自社の強み（Strength），弱み
（Weakness）， 外 的 な 脅 威（Threat）， 機 会
（Opportunity）を明らかにし，その上で有効な戦略
を策定するものである。
表 3は，SWOT分析フレームである。はじめに，
分析対象の外部の機会と脅威，内部の強みと弱みの
4項目について整理をおこなう。

しかし，単に強みと弱み，機会と脅威を整理しただ
けでは戦略にはならない。そこで，これらの 4項目を
表 4のとおり組み合わせることで戦略が策定される。

「内部の強み×外部の機会」は，強みにより機会を
最大限に活かすことで，もっとも成長が見込める戦略
である。「内部の強み×外部の脅威」は，自社にとっ
て不利な外部環境を強みにより改善を図るものであ
る。そして「内部の弱み×外部の機会」は弱みによる
機会喪失を外部の機会を用いて避けるための戦略で
あり，弱みの補強の方法が焦点となる。また「内部の
弱み×外部の脅威」は，弱みや脅威による不利益の

表 2 ワークショップの内容

表 3 SWOT分析フレーム（沼上 2010）

表 4 SWOT分析に基づく戦略の策定
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増大を避ける戦略であり，脅威を削減するために弱み
を強みに変えることや，市場からの撤退を検討するこ
となどが考えられる。なお，企業はこれらの戦略を全
て採用するのではなく，自社の特性や市場の環境に
応じて取るべき戦略を選定する。

4.2 学生によるＳＷＯＴ分析
学生によるSWOT分析の内容を集約したものが表

5である。

4.2.1　外部の機会
外部の機会としてあげられたのが，豊富な研究
フィールドと生活環境の良さである。
高知県は，太平洋に面し，県全体の 84％を森林が
占める豊かな自然環境を持つ。また，室戸世界ジオ
パークを有する国内有数の地学研究フィールドであ
る。そして，ワークショップ参加者が「日本の近未来」
と指摘するように過疎や少子高齢化などの地域課題
を有しており，文系理系双方の学生にとって豊かな研
究環境である。
また，キャンパス周辺は大型スーパーなどの商業施
設が多く，物価が安く生活しやすい環境であり，多く
の学生が居住しやすさを指摘する。

4.2.2 内部の強み
内部の強みとしてあげられたのが，教員の先進的な
研究やカリキュラム，生活サポート，卒業後の進路で
ある。特に海洋研究開発機構（JAMSTEC）との共
同研究や地震観測所を有するなど地学分野の研究が
特長であるとの指摘が多い。そして人文社会科学部
における1年次からのアドバイザー教員制度や，2年
次に専門分野を決定する制度への評価も高い。
また学生サポートとしてあげられるのが，大学生協
による定額制度の食事クーポン（ミールプラン）など
の生活支援，そして，就職が決定するまで続けられ
るきめ細かな卒業後の進路への支援である。

4.2.3 外部の脅威
一方，外部の脅威としてあげられるのが，今後発
生が想定されている南海トラフ地震による津波の被
害である。地震の発生予測や津波被害の予測が全国
的に報道されており，もはや周知の事実というべきで
あろう。学生のコメントにおいても「友人の中には，
高知大学は津波の恐れがあるので進学候補から外し
たという人がいた。」など，南海トラフ地震により想定
される津波被害予測が高知大学への進学を阻害する
要因となっていることが指摘されている。
また，地理的環境については，大都市圏から遠く，
鉄道等の交通機関の便数も少ないことがあげられる。
そのため，県外出身者はもちろんのこと，県内出身者
も自宅からの通学ができない学生が多く，入学者の
80％程度が一人暮らしという状況を生み出している。

4.2.4　内部の弱み
内部の弱みとしてあげられるのが，校舎等施設の
古さと大学の知名度の低さである。特に校舎の古さ
を指摘する声が多い。

4.3 学生による広報内容の提案
SWOT分析で抽出した強み・弱み･機会・脅威を
組み合わせた広報内容が表 6で示す 6点である。
＜強み×機会＞に関する広報内容については 2点，
そして＜強み×脅威＞については 3点，また，＜強み
×機会＞については 1点が提案されている。 なお，
＜弱み×機会＞＜弱み×脅威＞については，いずれも
提案がおこなわれなかった。

4.3.1　＜強み×機会＞
①および②については他大学との差別化要素とな

表 5 各グループによるSWOT分析まとめ

表 6 ワークショップ参加者による広報戦略案
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る大学の特長を広報内容としたものである。学生から
指摘が多かったのは，農林海洋科学部におけるキャ
ンパスの内外に有する広大な実験場と，そこで展開さ
れる研究や教育である。とりわけ，暖地農学への取り
組みは高知県の気候風土を活かした研究であると学
生からの評価が高い。また，室戸ユネスコ世界ジオ
パークなどにみられる地質遺産は地学研究にとって貴
重な研究フィールドであり，地方国立大学では珍しい
地震観測所や，JAMSTEC（国立研究開発法人海洋
開発研究機構）と共同運営をおこなう海洋コアセン
ターなど，陸と海の両面からの地学研究が高知大学
の特長だとする指摘が多い。

4.3.2　＜強み×脅威＞
③～⑥については，保護者の不安を低減するため
の取り組みとして不可欠であることが指摘されてい
る。これらは高知大学が持つ固有の課題への対応の
必要性への指摘である。
③および④については，「南海トラフ地震に伴う津
波への心配は，自分が感じていた以上に気にしてい
る人が多い」「高知に住む以上，地震とは切り離せら
れない」などの意見がみられた。そして，「3か所のキャ
ンパスのうち，朝倉キャンパスや岡豊キャンパスは津
波被害がないと想定されている地域である」「津波被
害が予想される物部キャンパスにおいては普段から
防災教育がおこなわれており，備蓄や避難訓練，安
否確認制度が整備されている」「防災を通じた地域と
のつながりも強い」などの津波被害への対応の情報
を積極的に伝達することにより不安を低減する必要が
あることが指摘されている。
これまで，大学側ではネガティブな情報はなるべく
出さない方がよいのではないかとの意見が多かったの
であるが，県外受験生や保護者の南海トラフ地震に
よる津波への不安が高知大学への進学を阻害する要
因となっていたのであり，学生たちは積極的に広報を
おこなう必要性を感じていたのである。
⑤については，「大都市圏から離れた高知県では就
職に不利ではないのか」などの不安を持つ保護者へ
の対応として，就職企業名や就職した地域を具体的
に示すことが提案されている。
また，⑥については，初めての一人暮らしへの不安
を低減させるため，アドバイザー教員制度などの教学
面でのサポートや大学生協による生活面でのサポート
の充実を広報することの提案である。地理的環境等
から，一人暮らしをする学生が全体の 8割程度を占
める高知大学においては，生活面での学生および保

護者の不安の低減が不可欠であることが指摘された
のである。

4.4 既存の広報内容との比較
表 7は，ワークショップ参加者から提案された広報
戦略内容とこれまでの高知大学の広報戦略内容との
比較である。

高知大学における既存の広報内容は①②⑤の 3点
であった。これまでの高知大学の広報は他大学との
差別化要素の創出に視点が置かれてきたのであり，
＜強み×機会＞となる内部の強みである教員の研究
力と，外部の機会である大都市圏にはない自然環境
や地域との密接な関係性により，他大学との差別化
要素の創出に取り組んできた。国立大学は構成する
学部学科系統も類似しており大学間の差別化は難し
いものとなる。そのため，大学入試センター試験の合
格基準得点率が同様のレベル帯に位置する大学群の
中から高知大学が選択されるためには，他大学とは
異なる特長による広報が必要であると考えていたので
ある。
また，卒業後の進路と地理的環境については，進
学説明等での「就職は高知県内でしかできないので
すか？」という多くの保護者や高校教員からの問い合
わせに対応したものである。
このように，これまで大学側が打ち出してきた学生
募集広報の内容は，本学に進学して何ができるのか，
またどのような能力を身につけることができるのか，
卒業後の進路はどのようなものがあるのかなど，大学
での学びや研究の成果を中心としたものであった。
しかし，③④の今後予測される南海トラフ地震がも
たらす被害への対応や，⑥の一人暮らしへの対応な
ど，学生生活の土台となる高知県での生活環境に関
する情報を広報することによる受験生や保護者の不
安を低減する取り組みの必要性が，ワークショップに
より明らかになったのである。

表 7 既存の広報内容との比較
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5　広報媒体への反映
　上記の成果に基づき，2020年度入試に向けた広
報媒体の改訂をおこなった。
これまで主に高校教員や保護者を対象とした高知
大学の特長を簡潔にまとめたA4版（4P）のリーフレッ
トを作成しており，前述の①②⑤に関する情報を掲載
してきた。そこで，リーフレットを8Pに増加することで，
学生から提案のあった広報内容④⑥の情報を新たに
掲載している。なお，南海トラフ地震については，限
られた紙面スペースのため④の生活の安全面のみを
取り上げている。以下は，その変更点である。また，
P7−P8の参考資料を参照されたい。

5.1　既存の広報内容
①研究フィールド×研究内容，②研究フィールド×
カリキュラムに関する内容は従来から記載している情
報であるが，学生からの指摘により，より詳細にカリ
キュラムや教員の研究内容を見ることができるよう，
新たにQRコードを記載し，それぞれの情報を掲載
したWEBページとのリンクをおこなっている。また，
⑤卒業後の進路×地理的環境についてはこれまでの
リーフレットに記載してきたが，学生からの指摘に基
づき，就職先の企業名を新たに追加している。

5.2　新たな広報内容
また，P7−P8の参考資料は，学生からの提案に
基づき新たに作成したページである。④生活サポート
×南海トラフ地震，⑥生活サポート×地理的環境，な
どの高知県における生活情報についての記載を新た
におこなっている。キャンパス付近の生活情報（寮や
賃貸物件情報，スーパー等商業施設），大学までの所
要時間など生活情報および南海トラフ地震への対応
について記述している。

6 おわりに
本研究は，理論生成型手法であるワークショップを
用いた学生による学生募集広報戦略の策定と広報活
動への反映の実際を示したものである。ワークショッ
プにより学生が主体的に学生募集広報を検討するこ
とで，これまで大学の広報担当者が気づかなかった
「生活面」についての広報の必要性を明らかにした。
価値共創理論において価値決定者として位置づけ
られる学生が主体的に広報内容を検討する理論生成
型手法は，従来の大学広報担当者による定量的アン
ケート調査などを使用した理論検証型手法による広
報内容の検討の限界を示唆するものであり，ともすれ

ば陥りがちな “近視眼” に新たな視点をもたらす役割
をもつものとなるであろう。
なお，今後の課題として以下の 2点が挙げられる。
第 1は，本研究が学生の視点に基づくものである点
である。本研究では受験を経験した学生による広報
内容の検討を行ったが，大学生活が未経験である受
験を控えた高校生等への調査を行うことで，大学が
発信する情報と必要とされている情報の差をより鮮明
に示すことが可能となるであろう。そして第 2は，本
研究が単年度の研究であることである。今後継続す
ることでより精度を高めていく必要がある。
なお，ワークショップを通じて，学生の大学への理
解や探求心，愛校心，後輩への推奨意向などが向上
している。顧客満足の視点から考察すると、顧客満
足が向上することでロイヤルティ（愛校心）、推奨意
向が向上することから (Oliver 1980)，ワークショップ
が学生の大学への満足度向上に資することが示され
ている。また後輩への推奨意向の向上は，大学の新
たな広報媒体としての学生の活用につながるものとな
る。これらについては今後の研究課題としたい。
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＜参考資料＞　リーフレットの改訂 1
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1 はじめに
1.1 3 ポリシー
入学者受入れの方針であるアドミッション・ポリシー

（以下 AP）教育課程編成・実施の方針であるカリキュ
ラム・ポリシー（以下CP），学位授与の方針であるディ
プロマ・ポリシー（以下DP）は，今でこそ 3つの方針，
ポリシーといった形でまとめて説明されることが増え
ている。しかし，もともと平成 11年 12月の中央教育
審議会 (以下中教審 )答申で AP制定が提言され，
それから9年の間を置いて平成 20年 12月の中教審
答申でCP，DPを加えた三つの方針の重視が提言さ
れたという歴史的経緯がある。そのため，著名なもの
でも鴫野他 (2004)による各大学へのアンケート調査，
鴫野他 (2006)による高校生，高校教員への調査や山
村他 (2014)によるAPの効果検討など多岐にわたり，
比較的研究が進んでいるAPに比べると，CPやDP
に関する研究はあまり多くはない。
しかし，平成 24年度実施分の大学機関別認証評
価より，大学評価基準にDP，CPが定められている
ことが盛り込まれるようになり，さらに平成 29年 4月
1日から施行された学校教育法施行規則の一部改正
により，CPを定めるにあたってDPとの一貫性が重
視されることとなった。このように，現在では 3つの
ポリシーは不可分なものとなっており，3者の一貫性
についての分析，研究が求められる。齋藤 (2016)では，
3つのポリシーそれぞれの現状を分析し，一貫した
APとDPを持つ大学を抽出することができたが，全
体的にどのような連携が行われているのかを調べるこ
とはできなかった。

1.2 研究目的
そこで本研究では，3つのポリシーの内容面に着目

3 つのポリシーの連携に関する分析

齋藤 朗宏（北九州市立大学）

大学における 3つのポリシーは，それぞれ独立して定めることができるものではなく，相互に連
携した形で定めることが求められている。しかし，まず APを定めることが求められるようになり，
その後 DP，CPが求められるようになったという歴史的経緯もあり，必ずしも元々連携した形で定
められたものではなく，後から連携させることには困難が伴う。そこで本研究では，3つのポリシー
の内容という点からどのような関連性が持たれているのかについて検討を行った。その結果，特に
APから CPについて，内容面で他とつながりの強い部分，弱い部分を発見することができた。
キーワード： アドミッション・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシー，  

テキストマイニング，ベイジアンネットワーク

し，APからCP，CPからDPとどのように繋がって
いるのかを検討する。この研究を通して，他のポリシー
との関連で記述される内容とそうではない内容との違
いを知ることができ，より一貫性の高い 3つのポリシー
を策定するための材料にできると考えられる。
それに関連して，平成 29年に一貫性が重視される
ようになる前と後とで，3つのポリシーがどのように変
化しているのかについても検討する。

2 方法
2.1 データベースの作成
齋藤 (2016)との比較のため，同調査と同様の方法
で各大学における3つのポリシーのデータを集めた。
調査時期は 2019年 5月であり，具体的には以下の条
件でデータ収集を行った。
分析対象は，2つ以上の学部を持つ四年制総合大
学における，全学の 3つのポリシーとする。
総合大学の定義は困難だが，便宜上ここでは，2
つ以上の学部を持ち，少なくとも1つ以上の文科系
課程を持っていることを条件とした。単科大学を条件
から外したのは，単科大学においては，学部のポリシー
と全学のポリシーとの区別が困難なためである。
複数学部であっても，経済学部と経営学部の 2学
部のみという場合のように，類似した教育を行ってい
ることが想像される学部のみで構成されている場合
には，同様の理由で分析対象から除外した。文科系
を少なくとも1学部含むことを条件としているのも，
この点を考慮している。
齋藤 (2016)では国立 50大学，公立 34大学，私立

307大学の 391大学が分析の対象であったのに対し
て，今回の調査の結果では国立 50大学，公立 35大学，
私立 319大学の 404大学が分析の対象となった。
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2.2 頻度集計
分析には，KH Coder 3.00(樋口，2004)を用いた。
分析の対象は名詞とし，「学生」，「大学」，「学科」といっ
た単語は分析の対象外とする。分析に当たっては，
単語の出現した回数 (Term Frequency, TF)ではなく，
単語の出現した文書の数 (Document Frequency, 
DF)を用いる点など，ここでも齋藤 (2016)を踏襲し
ている。

2.3 クラスター分析
単語の分類を目的としたクラスター分析を行った。
この分析でも，齋藤 (2016)との比較のため，単語間
の距離には Jaccard距離を，クラスターの併合には
Ward法を用いた。

2.4 ベイジアンネットワーク 
 クラスター分析の結果から，それぞれのクラスター
の代表的なキーワードが含まれるかどうかの情報を用
いて，個々の大学について，6×3の 18個の内容ク
ラスターの該当，非該当の 2値データ化した。
その上で，あるクラスターに該当していることが，
他のクラスターの該当にどう影響するか調べるために
ベイジアンネットワークを用いて分析を行った。この
分析にはR3.3.1の dealパッケージを用いた。また，
前述の平成 29年 4月1日から施行された学校教育
法施行規則の一部改正より，DPが前提となってCP，
それらが前提となってAPが定められることが求めら
れていることを考慮し，この向きの矢印以外は学習か
ら外した。 

3 結果
3.1 頻度集計

 まず大学全体の 3ポリシーをWeb上で公開して
いる大学の割合がどの程度変化したかを確認した。
その結果は表 1の通りである。

表 1 全学における3ポリシーの公開している大学数

表 2 APの 2016，2019年における頻度集計
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表 3 CPの 2016，2019年における頻度集計 表 4 DPの 2016，2019年における頻度集計

－ 76 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



図 1 ３ポリシーの内容的な関連性を示すベイジアンネットワーク

割合で考えても，すべてのポリシー，すべての設置
者区分において明確に増加していると言える。特に，
前回調査の段階では公開している割合が半数に満た
なかったCP，DPの増加は顕著である。
次に，3ポリシーそれぞれについて頻出のキーワー

ドを抽出した。その結果はそれぞれ表 2，3，4の通
りである。尚，COMはコミュニケーションの略である。
表 2の結果より，APについては教育，知識，貢献，
選抜，思考，技能といった単語が大きく増加した。選
抜については，具体的な試験に関する言及が増えた
ためと考えられる。思考，技能，判断といった単語は，
CP，DPとの関係で言及された可能性がある。
表 3の結果より，CPについては新しく出現した単
語が多く見られた。具体的には科目，編成，体系など
である。これらは具体的な科目内容についての言及を

意味していると考えられ，全学CPは飽くまでも理念
であった 2015年の結果とくらべて，2019年はより具
体的になっていることが示唆される。
表 4の結果より，特に大きな変化があったCPと比
べると，DPの変化はやや少なかった。その中では，
需要，解決，技能といった単語の増加が見られ，や
はり理念の度合いが薄まったことが見て取れる結果と
言える。
全体を通して，ほとんどの単語について言及してい
る大学数の増加が見られ，3ポリシー全体の肥大化
という傾向が見られた。単純にファイルサイズで見て
も，AP，CPは 2倍以上，DPも2倍弱に増加してい
た。特にCPの変化が顕著で，制定・具体化が進ん
でいるようだ。

 3.2 クラスター分析
APに関するクラスター分析の結果は以下の通りで
ある。

1.　 基礎，学力，理解，人，知識，意欲，社会，教
育

2.　�精神，建，自己，実践
3.　�世界，市や，目標，人材，育成，活躍，分野，
専門，教養，発展，国際，地域，貢献，創造，
研究，理念，人間

4.　�主体性，人々，態度，技能，判断，思考，表現
5.　�多様，評価，総合，方法，選抜，入試，実施，
科目，試験，面接

6.　�コミュニケーション，課題，解決，関心，他社，
自分，ポリシー，方針，基本，資質，積極，目的，
意識，修得，文化，活動，内容，主体，学修

1番目のクラスターは基礎学力の話を中心とした定
型的な内容と言える。2番目は精神に関連する内容と
言え，3番目は能力活用に関して，4番目は思考力と
表現力，5番目は選抜方法，6番目は学修の目的意識
をそれぞれ指していると考えられる。齋藤 (2016)と
比較すると，定型文で 1つのクラスターにまとまった
ところ，選抜方法でまとまったところが異なっている。

CPに関するクラスター分析の結果は以下の通りで
ある。
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1.　�精神，建
2.　�活動，力，コミュニケーション，課題，解決，
文化，理解，実践，思考

3.　�基本，理念，構成，目的，養成，技術，貢献，
判断，対応，基盤，創造，人間，人材，育成，
プログラム，地域，国際，形成，外国，情報

4.　�基礎，教養，編成，科目，専門，教育，社会，
知識，分野，カリキュラム，体系，ポリシー，
技能，修得，学修，年次，配置，キャリア，共
通

5.　�内容，方法，授業，学修，成果，評価，実施，
方針，授与，成績，到達，総合，目標，達成

6.　�演習，実習，講義，能動，履修，学び，主体，
活用，関連，教員，指導，少人数，研究

 1番目は建学の精神について，2番目は実践力，3
番目は人材育成，4番目は科目編成，5番目は成果と
評価，6番目は学びの形式を表している。頻出単語の
大幅な変化に伴いクラスターの内容も大きく変化し
た。具体的には成績と評価が加わった点，学びの形
式の中に演習や実習が入った点が特徴的である。

DPに関するクラスター分析の結果は以下の通りで
ある。

1.　�意欲，表現，判断，態度，技能，思考
2.　�他社，文化，理解，分野，活用，主体，行動，
発見，課題，解決，倫理，コミュニケーション，
論理

3.　�実践，力，自己，実現，価値，人
4.　�視野，基礎，総合，学修，技術，情報，分析
5.　�所定，教養，修得，教育，専門，授与，社会，
知識

6.　�発展，貢献，人間，地域，国際，人材，育成，
目的，基本，目標，理念，資質，創造，研究，
用件，精神，建

1番目は思考力と表現力，2番目は課題解決，3番
目は実践力，4番目は分析力，5番目は授与条件，6
番目は教育目標をそれぞれ表しており，クラスター自
体は多少変化しているが，基本的な方向性はあまり
変化していない様子であった。これは，頻出単語の
変化の少なさとも関連していると思われる。

3.3 ベイジアンネットワーク
前節のクラスター分析の結果から，そのクラスター
の意味を象徴すると思われる単語を 2から4つ選び
だし，そのキーワードが含まれるか否かを個々の大学，
3つのポリシーそれぞれについて確認し，6クラスター
×3ポリシーで 18個の内容クラスターの該当，非該

当を 2値データ化した。2値データ化する上で使用し
た単語は前節において下線が引かれているものであ
る。
その上で，あるクラスターに該当していることが，
他のクラスターの該当にどう影響するか調べるために
ベイジアンネットワークを用いた。その結果は図 1の
通りである。
かなり多くのノード同士が結合しており，ある内容
が含まれることは，別の内容が含まれるか否かと関連
性をかなり強く持っていることが確認できた。ただそ
の中では，DPからCPへほとんどの線が通っており，
関係性が深いのに対して，CPからAPに関してはあ
まり線が多くなっておらず，DPとCPほど関連性が
高くないことが見て取れた。
具体的には，APの「精神」に影響を与えているの
はCPの「精神」と「編成」のみであり，これはCP
においてたとえば建学の精神に言及している大学は
APにおいても言及している可能性が高いというよう
な直接的なつながりが主となっているということを示
している。同様に，APの「目的」はCPにおける「成
果」とのみ繋がっている。つまり，CPにおいて成果
や評価の方法について述べている大学は APにおい
て学習の目的に言及しているということであり，APと
CPの関連付けのやり方として特徴的なものであろう。
かなり多くのノード同士が結合していて，特にDP
とCPのかかわりが強い点については，DPが長い大
学はCPもAPも長いことが多く，あるDPのクラスター
に該当していれば，別のCPや APのクラスターにも
該当している可能性も高いということであると考えら
れる。

CPとAPのつながりの弱さについては，APは単
独で定められたケースもまだ多く残っているのに対し
てDPとCPはセットで定められたケースが多いとい
うような，歴史的経緯が影響していると考えられる。

4 まとめと今後の課題
各種分析の結果より，3ポリシーは，どれも単語の
出現の構造において似通っていること，また，経時的
な内容変化という観点では「理念」から「実際」へ
の変化とそれに伴う肥大化が見て取れた。中でもCP
の変化が大きく，普及と具体化が進んでいると言えそ
うである。
ベイジアンネットワークの結果から，CPとAPの内
容的なつながりが少ないことが見て取れ，この部分の
連携が今後関係性の深い 3ポリシーを定める上で課
題となると思われる。
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今後の研究上の課題としては，ベイジアンネット
ワークの改善が考えられる。今回，各クラスターと関
係性の高い単語をピックアップして，その単語の出現
の有無で該当，非該当の 2値データを作成したが，
この方法では，本当に意味上の分類が正しくできてい
るかの疑問が残り，より詳細な内容分類の方法が求
められるものと思われる。また，ネットワーク構築の
際に，DPからAPに至る流れをそのまま制約と置い
たが，この妥当性についても検討が必要である。
さらに，これらの一貫性がどのように実際の大学運
営と関連しているのかの検討も必要と思われる。
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1 はじめに
現在，アドミッション・ポリシー（以後，APと表記）
は，大学入学者選抜試験（以後，大学入試と表記）
において重要な要素となっており，カリキュラム･ポ
リシーやディプロマ･ポリシーとあわせ，受験生の大
学選択の1つの指針としてあげられている（リクルー
ト , 2017）。また，西村らが行ったAPの認知度の調
査（西村ほか , 2016）においては，APについて「聞
いたことがない」と回答している割合が，2007年度
37.4％（n＝ 1552）から，2016年度 15.5％（n＝
1410）と減少していることが報告されている。西村ら
は「APが受験者に十分認知されているとは言えない
であろう」と述べているが，この点からAPの認知度
が向上していると捉えることができる。また，令和元
年の学校教育法施行規則の一部改正により，APの
公表が法令上義務づけられたこともあり，多くのAP
が得られる環境になったことも一因として挙げられ
る。このように，大学入試におけるAPの比重は重く
なってきている。 
一方で，大学入試は高等学校での教育内容を前提
としていることや，『「卒業認定・学位授与の方針」（ディ
プロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カ
リキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（ア
ドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガ
イドライン』（中央教育審議会大学分科会大学教育部
会 , 2016）が示されたことなどから，同一系統の学部
間での類似度が高くなっていると考えられる。
このようなAPに対し，分析が取り組まれるように
なってきている。テキストマイニングを用いたAPの
分析研究として，齋藤（齋藤，2013）は経済学部の
APを対象にテキストマイニングによる分析を行って
いる。 根岸（根岸 , 2013）は教員養成系学部のAP
のうち「求める学生像」を分類・分析している。 こ

テキストマイニング技術を用いたアドミッション・ポリシーの分析

槫松 理樹，天野 哲彦（岩手県立大学）

本稿では，大学情報ポータルサイトである大学ポートレートから入手したアドミッション・ポリ
シー（AP）のうち，一定の条件を満たすものに対し，学部系統・設置者でグループ分けした単位ご
とにテキストマイニング技術を用いて分析を行った。分析では，文字数，文数，語句数，異なり語数，
頻出語等を比較するとともに，近年の入試改革関連資料に出現する語句をキーワードとし，その出
現傾向についても分析した。分析の結果，国立大学の APが公立大学の APより文書量が多い傾向が
あり，頻出語やキーワードの出現傾向には，学部系統・設置者単位での異なりが見いだされた。
キーワード：アドミッション・ポリシー，テキストマイニング，大学ポートレート，学部系統

の際， 医学部や教育委員会が示している「求める教
員像」との比較を行っている。また佐野（佐野 , 
2013）は，大学のWebページから収集したAPを分
析している。 このようにいくつかの研究報告があるが，
多様な学部を網羅的に行っている調査研究は少ない。
現在，各大学はAPを公開しており，大学ポートレー

ト（大学ポートレートセンター , 2015）といったポー
タルサイトも構築され，データを得やすい状況になっ
てきている。
以上の背景から本研究では，大学ポートレートから
入手可能なAPを学部系統・設置者（国立または公立）
単位でテキストマイニング技術を用いて分析すること
で，用いている語句などの表面的な情報からどのよう
な知見が得られるかを考察する。学部系統・設置者
単位で分析するのは，AP記載の求める人物像が，
学部単位や設置者によって差があると考えたためで
ある。

2 データおよび分析方法
2.1 対象とするデータ
本研究では， 2018年 9月から11月にかけて，大学
ポートレートの大学検索より国立大学 429件，公立
大学 170件の APを入手した。これらのうち，「求め
る学生像の記載がある」および「『平成 30年度国公
立大学入学者選抜学部系統別志願状況』（文部科学
省 , 2018）に記載がある」という条件を満たす大学
の APに絞り込んだ後に，学科やコース単位で記載
されているAPを学部単位に統合した。今回収集し
た APのうち，国立大学で約 50％，公立大学で約
30％を統合した。さらに，絞り込んだ APを設置者・
学部系統で分類した。学部系統としては，比較の容
易性から既存の系統である『平成 30年度国公立大
学入学者選抜学部系統別志願状況』を用いる。ただし，
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「その他」については，多様な学部が含まれることから，
今回対象とせず，「人文・社会，理工，農・水産，医・
歯，薬・看護，教員養成」を対象とする。以後，人文・
社会は人社，農・水産は農水，薬・看護は薬看，教
員養成は教員と表記する。表 1に今回分析対象とし
た学部系統・設置者別のAP数を示す。

表1に示すように，今回対象としたAPの数はグルー
プごとに偏りが見られる。また「平成 30年度国公立
大学入学者選抜学部系統別志願状況」で示されてい
る学部数は，国立大 391学部，公立大 191学部であ
ることから，単純計算で約 50％を網羅している。
以後このグループを系統Gと呼び，学部系統・設
置者の組み合わせで表記する。例えば，人社・国は，
人文・社会の国立大のグループを指す。

2.2 分析項目
系統Gごとの APに対し，以下に示す情報を，形
態素解析などを用いて求め，比較する。形態素解析
とは， 文を言語として意味を持つ最小単位である形態
素と呼ばれる単位に分解することである。基本的には
品詞単位に分割することとなる。本研究では，形態素
解析には，プログラム言語の 1つである Javaのライ
ブラリ lucene-gosen-4.0.0-ipadicを用い，各種分析
には独自に開発したプログラムを用いた。 
文字数　APに含まれる文字の数。記号も含む。
文�字種比率　APに含まれる，ひらがな，カタカナ，
漢字，英数字記号，その他の文字の比率。

文�数　句点もしくは段落末の改行までを1文とした
文の数。見出しなどがあると多くなる。

語�句数　形態素解析によって切り出した語句（形
態素）の総数。形態素解析では複合語が分割さ
れる可能性があり，形態素と語句は厳密には異
なるが，本研究では同等に扱う。 
異�なり語数　先にあげた語句のうち，複数回出現
していても1回として数え上げ，全体で異なる語
句がいくつあるか，端的に言えば語句の種類数，
語彙数を示す値。例えば「咲いた，咲いた，桜，
咲いた」であれば，語句数は「咲いた」が 3回，
「桜」が 1回の計 4個であるのに対し，異なり語

数では「咲いた」の出現回数を1回とするため，
計 2個となる。

品�詞割合　APから抽出した語句の品詞の割合。
なお品詞については，形態素解析で得られる品
詞「動詞，形容詞，名詞（形容動詞を含む），副詞，
連体詞，接続詞」を用いる。
頻�出語　出現した語句のうち，一般名詞，サ変名
詞および形容詞の中から，一定の条件を満たす
語句を抽出する。条件については3.5章で述べる。

キ�ーワードの出現回数　独自に定義したキーワー
ドの出現回数。キーワードとしては，近年の入試
改革関連資料である『平成 33年度大学入学者
選抜実施要項の見直しに係る予告』（文部科学省，
2017）および『「卒業認定・学位授与の方針」（ディ
プロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」
（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れ
の方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び
運用に関するガイドライン』において，括弧書き
や選抜方法の記述に含まれる部分から，重要，
特徴となると著者らが判断した名詞，「知識，技能，
思考力，判断力，表現力，プレゼンテーション，
口頭試問，実技，資格，検定試験，主体性，多様，
協働，エッセイ，面接，ディベート，集団討論，
入学前，能力」を用いる。

3 分析結果
3.1 文字数・文数の分析結果
文字数の箱ひげ図を図 1に示す。図において，国
立大は黒と白の箱，公立大は灰色と白の箱で示す。
文字数は，系統Gによって差が見られる。全体とし
て国立大のほうが多い傾向がある。この要因としては，
1つは学科数の違いが考えられる。APは学科やコー
ス単位で記載しているため，学科数が多い場合，自
ずと文字数は増加する。本研究においては 2.1章で
示したように，国立大の半数は複数のAPを統合して
いる。同様のことが，選抜区分が多い学部において
も言える。
文数の箱ひげ図を図 2に示す。文数についても系
統Gごとに差がある。文字数との相関係数は，教員・
国が 0.91と最も低く，医歯・公が 0.99と最も高い。
すべての系統Gで強い正の相関となっている。

3.2 文字種比率の分析結果
文字種比率の平均値は，系統Gに関係なく，漢字
が約 50％，ひらがなが約 35％を占めている。自然科
学系に含まれる学部のほうがカタカナの比率が高いと

表 1 系統・設置者別データ数
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予想していたが，顕著な差はない。これは，求める学
生像や入試科目などを示す APにおいて，学部の専
門性を示すカタカナ語が含まれないためと考えられ
る。

3.3 語句数・異なり語数の分析結果
系統G単位の語句数の箱ひげ図を図 3に示す。す
べての系統Gにおいて，文字数と語句数の相関係数
は 0.99であり，文字数と同様の傾向になっている。
また図 4に，異なり語数を語句数で割った値の箱
ひげ図を示す。値が大きいほど，異なり語数，語彙
が多いことを意味する。語句数と違い，国立大と公
立大との差が少ない。この要因としては，国立大は学
科が多く，学科間で共通した語句が利用されている
ためと考えられる。特に医歯，薬看は国立大と公立
大の差が大きい。公立大は１学部 1学科が多いが，
国立大は１学部複数学科，コースが多いためと考えら
れる。

3.4 品詞割合の分析結果
系統G単位の品詞割合についても文字種同様に系
統Gによる差は小さい。名詞が約 42～ 45%，動詞

が約 9～ 12％程度となっている。今回の形態素解析
では，名詞にはサ変名詞や形容動詞も含むため，高く
なりやすい。読点はすべての系統Gにおいて約 5%
である。
形態素解析に用いられる辞書に含まれない未知語
については約 3%と出現頻度が低く，限定的である。
このことからAPは汎用的な言葉で記述され，学部の
専門性を示す語が含まれない傾向があることが分か
る。また，主な未知語としては「ラーニング，ジェン 
ダー，ディプロマ，バカロレア，リテラシー，バイオ
デンティスト，オーラルエンジニア，オーラルヘルス
マネージャー，スーパーアスリート」などカタカナ表
記の比較的新しい語や造語が抽出されている。

3.5 頻出語の分析結果
出現した語句のうち，一般名詞，サ変名詞および形
容詞の中から，一般的によく利用される語句を除いた
ものを対象に，系統G全体，学部系統単位，設置者
単位，系統G単位ごとに出現頻度の高いものを抽出
する。取り除く語句としては，slothLibプロジェクト
のストップワードリスト（slothlib,2009）を用いた。
抽出した語句数は 2300個である。全 APを対象と

図 1 文字数の箱ひげ図

図 2 文数の箱ひげ図

図 3 語句数の箱ひげ図

図 4 異なり語数／語句数の箱ひげ図
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した場合，第 1四分位数が 1.0，中央値が 2.0，第 3
四分位数が 10.0，最大値が「社会」の 273.0となり，
非常に偏った分布となっている。系統G全体，学部
系統単位，設置者単位，系統G単位のいずれかの分
類において，分類に含まれるAPの 8割以上に出現
した語句は，「社会，基礎，能力，人，関心，意欲，
知識，学力，教育，科学，思考，身，貢献，解決，
理解，学校，分野，地域，学習，人間，表現，研究，
技術，学科，環境，倫理，医療，文化，科学，医学，
薬学，創，薬」の 33語句である。これらの語句の各
分類における出現 APの割合を表 2に示す。セルの
濃さは割合を示し，濃いほど割合が高いことを意味
する。また語句は全 APにおける出現頻度が高い順
に並べている。全体的な傾向として，医歯・薬看は，

抽出した頻出語の頻度が設置者による異なりが大き
い。このことから，設置者による差が大きいと言える。
特に「地域，研究」が異なっており，国立大は研究
より，公立大は地域よりということが分かる。

3. 6 キーワードの出現の分析結果
2.2章で示したキーワードの分析結果として，頻出
語と同様に系統G全体，学部系統単位，設置者単位， 
系統G単位の出現頻度を表 3に示す。セルの濃淡に
ついても，表 2同様に出現頻度の高さを示し，キーワー
ドは全 APにおける出現頻度の高い順に並べている。

4 考察 
文字数，文数，語句数については先述しているため，

表 2 頻出語の出現傾向
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ここでは頻出語，キーワードについて考察する。
今回抽出した頻出語のうち「社会，能力，人，関心，
意欲，知識，学力，教育，思考，貢献，解決，理解，
学校，分野，地域，学習，人間，表現，研究」はど
の分類においても比較的高いことから，これらの語句
は，大学入試全般，求める学生像に関連深い語句と
言える。「人」については求める人物像において用い
られることが多いため，出現頻度が高い。しかし
100%ではない。これは「人材，学生」といった言葉
を利用していることが考えられる。求める人物像に用
いられる可能性が高い「人，人材，人物，者，学生，
生徒」と「求める」とが同一文に出現する割合を表 4
に示す。セルの濃淡は表 2と同様である。「人，学生」
が半数近くを占める。医歯，薬看では「人材，者」
が比較的高い。一方，「人物」は少なく，「生徒」は
国立大の 1校のみである。「生徒」を用いないのは，
学校教育法において高等教育を受けている者への呼
称が「学生」であり，「生徒」は中等教育を受けてい
る者への呼称と規定されているからであると考えられ
る。この点からAPは学校教育法に則って記述され
ていると言える。「学科」についても入試と関連深いが，
学科の数によって左右されるため，系統Gによるば
らつきがみられる。「基礎，身」も出現頻度は高いが，
これらは「基礎学力」や「身になって」など他の言
葉と合わせて利用されていることが多いため，頻出語
となっている。これらの語については語単位ではなく，

成語単位での処理が必要である。「環境，医療，文化，
医学，薬学，創，薬」は系統Gによる差がある。こ
れらの語が学部系統との関連が深いためと考えられ
る。「創」については，「創薬」との関係から薬看での
出現傾向が高い。また「倫理」については医歯，薬
看において高くなっている。また 8割には達していな
いが「コミュニケーション，関わり合い」なども表れ
ていることから，医歯，薬看では，基礎学力（知識・

表 3 キーワードの出現傾向

表 4 「求める」との同一文出現割合
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技能）とは異なる対人関係力を求めていることが分か
る。一方で「技術，科学」については「医学」等よ
りも系統Gによる差は小さい。これは，これらの語が
より広い概念であるためと予想される。「化学」につ
いては，入試科目等に挙げられていることが多いため，
理工，農水で高い。
キーワードについては，頻出語や頻出語を含む「能
力，知識，思考力，表現力」は高い。また「多様」
も比較的高い。これは近年選抜区分が多様化されて
いることと関連があると考えられる。「技能」につい
ては，医歯，薬看において高い傾向がみられる。端
的に言えば，「技術」は方法・手段であり，「技能」は
能力である。このことから，医師，看護師，薬剤師な
ど職に関連深い系統Gは「技能」が使われる傾向が
あることが分かる。「面接」は，推薦入試等で実施さ
れていることもあり比較的高い。特に，医歯，薬看で
高いことから，先に述べたように，これらの系統では
対人関係力を求めていることが分かる。「協働」以降
については出現頻度が低い。しかし，頻出語の中に「関
心，意欲」など「主体性」と関連深い語句が見受け
られる。いくつかのキーワードについては表面的には
出現していないが潜在的に示されている可能性は高
い。また「協働」以降は，『平成 33年度大学入学者
選抜実施要項の見直しに係る予告』に明記されてい
ることから，今後増えていくことが予想される。

5 おわりに
大学ポートレートから入手できるAPのうち，一定
の条件を満たすものに対し，テキストマイニング技術
を用いた分析を行った結果，国立大のほうが公立大
より分量が多い傾向があり，学問系統・設置ごとの頻
出語に差が見られた。また，昨今の大学入試改革に
出現する語句の出現率にも差があることが見出され
た。 
一方，系統間で共通の頻出語が多い。大学入試が
主として高校生を対象としていることからこのような
傾向があると考えられる。言い換えれば，APにおい
て学部の特色を出すことは難しいといえる。むしろ，
ディプロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーに独自
性が現れると予想される。
今後の課題としては，各大学のWebページ等から
の最新の APを収集，分析を行い，APの傾向を把
握するとともに，学科の教育内容の類似性とAPの
類似性の比較などを行うことが挙げられる。
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1 背景
1.1 入学者選抜の妥当性検証における AP の役割
大学にとっての望ましい入学者選抜とは，「大学が
求める能力を備えた学生が入学する」ことであり，入
学者選抜における最大の課題だといえる。大学は入
学者に求める能力をアドミッション・ポリシー（以下，
AP）として示している。ゆえに「APを満たす学生
が入学する」ことが大学にとっての望ましい選抜であ
り，入学者選抜における妥当性の検証課題となる。
入学者選抜の妥当性を検証するには，入学後の成
績と入試結果を比較する方法が一般的である。しか
し，入学後の成績だけではAPを満たしているのかの
判断は難しい。APを満たしているかを判断するには，
やはりAPを調査対象として検証する必要がある。

1.2  入試改革の課題：AP，学力の 3 要素，選抜
方法の関係
今まであまり言及されてこなかったが，各大学の

APの見直しも，2020年度より開始する新たな大学
入学者選抜における課題の1つである。西郡（2014）
によると，APにおいて「高校において身につけてお
くべき教科・科目」及び「求める能力を評価する方法」
の両観点を示す大学は全国立 82大学中 3大学しか
存在せず，こうした観点をAPに含め，評価対象と
評価方法の対応付けを測ることで，検証に耐えうる
AP策定が可能だと提案している。求める能力（評価
対象）については，知識，態度，課題解決能力など
多様な単語が各大学で散見されてきたが，今回の入
試改革により「学力の 3要素」の大枠に集約された。
文部科学省は入試改革の趣旨として「各大学の入学
者選抜において，卒業認定・学位授与の方針，教育
課程編成・実施の方針を踏まえた入学者受入れの方

アドミッション・ポリシーに基づく入学者選抜の妥当性
――入学直後の自己評価による検証――

大塚 智子，関 安孝，喜村 仁詞，武内 世生（高知大学）

「求める能力を備えた学生が入学したか」は，入学者選抜における最大の課題である。アドミッショ
ン・ポリシー（以下，AP）に基づく入学者選抜の妥当性を，入学直後の学生の APに関する自己評
価により検証した。2018年度高知大学医学部医学科入学者を対象に調査した。自己評価結果より，
本学医学科の入学者選抜は，APに合致した受験生を選抜できていることが明らかになった。入学直
後の学生の APに関する自己評価は，入学者選抜の特徴を反映することが示された。
キーワード：アドミッション・ポリシー，自己評価，妥当性

針に基づき『学力の 3要素』を多面的・総合的に評
価するものへと改善する」と示しており（文部科学省 , 
2018: 3），つまり，入試改革においては「APに基づ
き『学力の 3要素』を評価する」ことが公式の課題
となった。「学力の 3要素」とは，「知識・技能」，「思
考力・判断力・表現力」，「主体性を持って多様な人々
と協働して学ぶ態度（以下，主体性・多様性・協働性）」
の 3つを示し，社会で自立して活動していくために必
要な身につけるべき力として定義される（文部科学省，
2016）。今後は，APをこの「学力の 3要素」と紐付け，
更にAPと選抜方法の関係を示す必要がある。
本研究では，高知大学の入学者選抜において AP
に基づいた選抜を実施し，選抜の特徴を反映した学
生が入学しているかを調査することにより，APに基
づく入学者選抜の妥当性を検証する。

2 高知大学における AP の再策定
2.1  「学力の 3 要素」及び「関心・意欲」による

AP の整理（図 1）
本学においては，APは学部もしくは学科ごとに設
定している。本学の AP各項目が，学力の 3要素で
あ る「知識・技能」，「思考力・判断力・表現力」，「主
体性・多様性・協働性」及び「関心・意欲」のいず
れに属するのか整理し分類した。本学では「関心・
意欲」を入学者に求める要素として学力の 3要素に
追加し設定している。これにより，単に列記されてい
た AP各項目が，より上位の要素である「学力の 3
要素」と「関心・意欲」に集約され，APと「学力の
3要素」及び「関心・意欲」との関係が明確となった。
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2.2  「学力の 3 要素」及び「関心・意欲」と選抜
方法の対応（表 1）

APが選抜に際して受験生に参考となるためには，
APを学力の 3要素で分類するだけでなく，APと実
際の選抜との関係を明確にする必要がある。本学で
は，科目試験や面接などの選抜における各評価方法
が，APのどの項目とより関係が深いかを検討し，そ
の上位の要素である学力の 3要素及び関心・意欲と
の関係を「選抜方法と評価する能力の対応表」とし
て集約した。これにより，選抜においてどのような能
力を重視するかという評価の観点が，「学力の 3要素」
及び「関心・意欲」を介してAPと紐付いた。

3 高知大学医学部医学科の入学者選抜
3.1 AO 入試
本学医学科AO入試は，2段階の選抜を行っている。
第 1次選抜では，特に「知識・技能」，「思考力・判
断力・表現力」を重視する。AO入試は大学入試セ
ンター試験を課さないかわりに，第 1次選抜で小論文，
総合問題Ⅰ（数学，英語），総合問題Ⅱ（物理・化学・
生物から 2科目選択）からなる学力試験を課す。こ
の学力試験の評価と出願時の提出書類である自己推
薦書，活動報告書，調査書の評価を合わせて，第 1

図 1 高知大学医学部医学科アドミッション・ポリシー

表 1 選抜方法と評価する能力の対応表（高知大学医学部医学科）
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次選抜の合否判定を行う。募集人員 30名の 2倍で
ある60名を目途に，第 1次選抜の合格者を決定する。
第 2次選抜では，特に「思考力・判断力・表現力」，

「主体性・多様性・協働性」，「関心・意欲」を重視する。
第 1次選抜の合格者 60名を15名ずつに分け，それ
ぞれに対して 1日目に態度･習慣領域評価を，2日目
に面接を実施する。つまり合計 8日間かけて第 2次選
抜を行う。態度･習慣領域評価では，1グループ 5名
の SGD（Small Group Discussion）により，提示さ
れたシナリオ（A4用紙 1枚）から学習すべき問題点
を抽出し，その問題解決を図る PBL（Problem 
Based Learning）と，その成果発表を1日9時間に
わたって繰り返す。5名の評価者が，その過程におけ
るすべての行動を観察し評価を行う。2日目は約 20
分間の個人面接を実施し，主に医学や地域医療に対
する関心・意欲等を評価している。最終合格者は第 2
次選抜における態度・習慣領域評価と面接評価の合
計得点上位者から決定するが，その際，第 1次選抜
の成績は一切考慮せず，完全に分離して判定を行う。

3.2 推薦入試
推薦入試は，高知県内の地域医療に貢献できる人
材を選抜することを目的としており，入学者には高知
県より奨学金が給付される。選抜では，特に「知識・
技能」，「思考力・判断力・表現力」，「関心・意欲」
を重視する。出願は AO入試合格発表後の 11月に
行い，選抜は，大学入試センター試験（5教科 7科目）
と面接を課している。面接は約 15分間の個人面接を
実施し，主に医学や地域医療に対する関心・意欲を
評価する。合否は，大学入試センター試験の成績，
面接に加え，調査書，推薦書，志望理由書を総合し
て判定する。

3.3 一般入試
一般入試では，特に「知識・技能」，「思考力・判断力・
表現力」を重視する。選抜は，大学入試センター試験
（5教科 7科目）の他に，個別学力検査として数学（Ⅰ

A，ⅡB，Ⅲ），理科（物理，化学，生物から2科目選択），
英語，面接を課し，面接では，調査書，履歴書を資料
として用いる。合否は，大学入試センター試験の成績，
個別学力検査の成績を総合して判定する。

4 解析方法
4.1 AP に関する自己評価：自己評価項目
平成 30年度高知大学医学部医学科入学者 110名

（AO入試入学者 30名，推薦入試入学者 20名，一

般入試入学者 60名）を調査対象とした。調査は，
AO入試入学者は入学前学習サイトである「高知大
学入学前moodle1)」において実施した。推薦入試と
一般入試は，入学までの期間が短く入学前学習を行っ
ていないため，調査は入学直後に「高知大学
moodle2)」において行った。いずれも，入学者からは
本研究に関する同意を得ている。入学者は，APに関
する18項目について自身がどの程度あてはまるかを
5段階（かなりあてはまる～ほとんどあてはまらない）
で評価した。評価項目は表 2のとおりである。回答
結果は「かなりあてはまる」を5点，「ややあてはまる」
を 4点，「どちらともいえない」を 3点，「あまりあて
はまらない」を 2点，「ほとんどあてはまらない」を1
点に換算し，これを自己評価スコアとして，AO入試
入学者，推薦入試入学者，一般入試入学者の 3群間
で比較した。

4.2  AP に関する自己評価：「学力の 3 要素」及び
「関心・意欲」
APに関する自己評価スコアについて，「学力の 3
要素」及び「関心・意欲」の各要素の平均スコアを
算出し，AO入試入学者，推薦入試入学者，一般入

表 2 APに関する自己評価項目
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試入学者の 3群間で比較した。解析は，いずれも
SPSS ver.20を用い，Kruskal-Wallis 検定の後，
Mann-Whitneyの U 検 定で多 重 比 較を行い
Bonferroni補正を行った。

5 結果
5.1 AP に関する自己評価：自己評価項目
平成 30年度高知大学医学部医学科入学者 106名

（AO入試入学者 30名，推薦入試入学者 20名，一
般入試入学者 56名）が回答した。各自己評価項目
のスコアをAO入試入学者，推薦入試入学者，一般
入試入学者の 3群間で比較した結果を表 3に示す。
多くの項目で AO入試入学者が高いスコアを示した
のに対し，推薦入試入学者は低いスコアを示している。

AO入試入学者が推薦入試入学者より高いスコア
となったのは，以下の 7項目だった。「知識・技能」
に関する1項目：「高校で学んだ『英語』について十
分な知識がある（p=0.030）」。「思考力・判断力・表
現力」に関する2項目：「学習及び生活の中で自ら積

極的に問題点をみつけ，解決方法を探求することが
できる（p=0.003）」，「科学的根拠に基づいて問題を
分析的，批判的に考え，解決することができる
（p=0.003）」。「主体性・多様性・協働性」に関する2
項目：「周囲と良好なコミュニケーションをとることが
できる（p=0.012）」，「他者と同じ目標に向かって協働
することができる（p=0.012）」。「関心・意欲」に関す
る2項目：「生命科学に対する強い関心・意欲を持っ
ている（p=0.048）」，「自分の発言や行動に責任を持
つことができる（p=0.030）」。

AO入試入学者が一般入試入学者より高いスコア
となったのは，以下の 3項目だった。「主体性・多様性・
協働性」に関する2項目：「周囲と良好なコミュニケー
ションをとることができる（p=0.024）」，「他者と同じ
目標に向かって協働することができる（p=0.015）」。「関
心・意欲」に関する1項目：「医学･医療に対する強
い関心・意欲を持っている（p=0.039）」。
一般入試入学者が AO入試入学者より高いスコア
となったのは，以下の 1項目だった。「知識・技能」

表 3 APに関する自己評価：各自己評価項目の選抜別平均スコア
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に関する1項目：「高校で学んだ『社会』について十
分な知識がある（p=0.030）」。
一般入試入学者が推薦入試入学者より高いスコア
となったのは，以下の 3項目だった。「知識・技能」
に関する2項目：「高校で学んだ『数学』について十
分な知識がある（p=0.030）」，「高校で学んだ『理科』
について十分な知識がある（p=0.030）」。「思考力・
判断力・表現力」に関する1項目：「科学的根拠に基
づいて問題を分析的，批判的に考え，解決すること
ができる（p=0.027）」。

5.2  AP に関する自己評価：「学力の 3 要素」及び
「関心・意欲」
APに関する自己評価スコアを「学力の 3要素」及
び「関心・意欲」の 4要素に分類し，各要素の平均
スコアをAO入試入学者，一般入試入学者，推薦入
試入学者の 3群間で比較した結果を表 4に示す。
「思考力・判断力・表現力（p=0.009）」，「主体性・
多様性・協働性（p=0.024）」，「関心・意欲（p=0.003）」
において，AO入試入学者が推薦入試入学者より高
いスコアとなった。同要素の一般入試入学者との比
較では，統計的な差はなかったものの平均スコアにお
いて，AO入試入学者が高い結果を示した。

6 考察
6.1 AP に関する自己評価は選抜の特徴を反映する

AO入試は，第 2次（最終）選抜において，特に「思
考力・判断力・表現力」，「主体性・多様性・協働性」，
「関心・意欲」を重視している。学生の APに関する
自己評価も同様の結果を示したことから，「学生のAP
に関する自己評価」と「選抜で重視する要素」との
関連性が強く示された。「知識・技能」については，
いずれの選抜も学力試験を課しているため，3群間に
有意な差が見られなかったと推察する。

AO入試は第 2次選抜において長時間の課題解決
型 SGDを行っているが，推薦入試及び一般入試と
の比較で有意差があった「周囲と良好なコミュニケー
ションをとることができる」と「他者と同じ目標に向かっ
て協働することができる」は，いずれも他者との協働
的な関係を築く能力に関連する。また「学習及び生
活の中で自ら積極的に問題点をみつけ，解決方法を
探求することができる」と「科学的根拠に基づいて
問題を分析的，批判的に考え，解決することができる」
は，課題解決能力といえる。APに関する自己評価結
果は，選抜の詳細な特徴も反映することが明らかと
なった。
また，一般入試は個別学力検査において数学，理
科を課しており，同教科の能力をより重視して評価し
ている。AO入試では，社会を課さない。APに関す
る自己評価結果もこれらを反映しており，各選抜にお
ける試験教科の特徴がそのまま自己評価スコアに表
れた結果となった。ちなみに英語については，過去に
もAO入試入学者の英語能力について優れるとする
報告があり（八木ほか , 2005），本学の他の追跡調査
においても同様の事象を確認している。
以上より，入学直後の学生の APに関する自己評
価は入学者選抜の特徴を反映することが明らかと
なった。

6.2 自己評価のバイアス
今回の調査では，多くの自己評価項目において推薦
入試入学者のスコアが低い値となった。これについ
ては，自己評価に関するバイアスの影響が考えられる。
自己評価は，客観試験の結果と異なり，評価に際し
ては評価者本人である学生の主観が影響を与える。
つまり，自身に対する評価が厳しければ，その分自己
評価スコアも低くなる可能性がある。また，自己肯定
感も自己評価に影響を与えると推測する。推薦入試
の出願時期は AO入試の合格発表後であり，志願者
には AO入試の不合格者も含まれる。本学医学科
AO入試は，協働性など態度面を評価する選抜であ
ることが知られており，本選抜の合否が合格者・不
合格者双方に対し少なからず影響を与えた可能性も
ある。

6.3 選抜直後の自己評価：検証時期と評価者の提案
本研究は，入学者選抜の妥当性の検証に関して新
たな視点を提示している。従来多くの調査研究では
入学後の成績を比較対象としているが，これでは調
査時期が実際の選抜時より数か月もしくは数年後とな

表 4 APに関する自己評価：各要素の選抜別平均スコア
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るため，選抜時の様態と調査時の様態が異なる可能
性が出てくる。つまり，検証結果の解釈にあたり，入
学後の教育による効果を無視できなくなる。本研究の
ように選抜直後に調査・検証することにより，更に選
抜時の様態を反映した結果が期待できる。
また選抜直後の調査においては，評価は当然教員
ではなく学生本人が行うことになる。学生自身という
新たな評価者（視点）が誕生するが，例えば，大学
が求める能力に関して学生本人の自己評価が高けれ
ば「正当な評価を受けた」という学生本人の満足度
も高くなる。これはつまり選抜に対する満足度であり，
大学に対する満足度でもある。また，自己評価は学
生が己を知り自己研鑚するきっかけにもなる。こうし
た側面を考慮しても，学生の自己評価という新たな視
点は有用である。
本研究は，APに基づき入学者選抜をとらえ，その
妥当性について学生の自己評価という観点で検証し
た。今後も調査を継続し，更に教員による評価につ
いても検討したい。

注
1）「高知大学入学前moodle」に関する詳細は，大塚ほか（2019）
を参照されたい。

2）高知大学は，入学後の学生と教職員が利用できる高知大
学moodleを設置し授業等で活用している。
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1 はじめに
高校では，2022年 4月の入学者から新しい学習指
導要領が適用される。2019年 4月の高校入学者から
は新しい学習指導要領が，一部先行実施されている。
その中には，これまでよりも探究的な活動を重視する
視点から，総合的な学習の時間を総合的な探究の時
間として実施することが含まれる。これまでの総合的
な学習の時間は，課題を解決することで自己の生き方
を考えていく学びとされていた。それに対して，総合
的な探究の時間は，自己の在り方生き方と一体的で不
可分な課題を自ら発見し，解決していくような学びを
展開していくこととなる。したがって，総合的な探究
の時間には，課題を解決するための質の高い探究（探
究過程の高度化，自律的な探究活動）が行われるこ
とが求められている。
一方，高等教育では，すべての学修者が自らの可
能性の伸長を実感できる高等教育改革の実現がメッ
セージとして発せられている（「2040年に向けた高等
教育のグランドデザイン」，2018年 11月26日付中央
教育審議会答申）。この教育改革を実現するために，
高等教育機関が初等中等教育機関と連携すること，
受入れ可能な学生の再定義をすること，学び続ける
ことが価値づけられ，得られた学修成果を活かすこと
ができる社会を創出することが求められている。
島根大学では，高校で探究的な学習活動を経験し
た入学者の割合の変化や，高校で身に付けた力等に
ついて把握するために，入学時アンケート（以下，入
学時調査と記す）を用いて整理しているところである。
昨年度は，①高校で探究的な学習活動 1)を経験した

探究のプロセスに対する自己評価と
大学入学後の授業での指導希望の関係

――高校時代に探究的な学習活動を経験した島根大学の入学者についての考察――

和久田 千帆（島根大学）

今後，探究的な学習活動を経験する高校生は増加する。したがって，島根大学としては高校で探
究的な学習活動を経験した入学者の状況を整理しておく必要がある。そこで本稿では，本学で行っ
ている入学時アンケートを用いて，探究的な学習活動の経験者の探究のプロセスに対する自己評価
と大学入学後の授業での指導希望の関係について考察した。その結果，探究のプロセスの自己評価
が低い者ほど，大学入学後の授業での指導を希望していることがわかった。また，探究のプロセス
の自己評価が高い者を対象とすると，大学入試センター試験を課さない入試による入学者の方が大
学入学後の授業での指導希望が高い質問項目が複数存在することがわかった。
キーワード：探究的な学習活動，探究のプロセス，自己評価，大学の授業への期待 

者の割合が増えており，その増え方は，大学入試セ
ンター試験（以下，CTと記す）を課さない入試での
入学者の方が，CTを課す入試での入学者よりも大き
かったこと。②高校で探究的な学習活動を経験した
入学者の探究のプロセス（【課題の設定】【情報の収集】
【整理・分析】【まとめ・表現】）の自己評価から，【情
報の収集】【まとめ・表現】についての取組が十分で
はない可能性があること。③【まとめ・表現】について，
CTを課さない入試での入学者はCTを課す入試での
入学者よりも自己評価が高いとはいえなかった（調査
対象年度及び検定方法の差はあるが，山口大学の類
似の調査では，CTを課さない入試での入学者の方が，
CTを課す入試での入学者よりも自己評価が高かった
（林，2015））ことを報告した（和久田，2019）。
上述した高校の次期学習指導要領，中央教育審議
会答申どちらにおいても学びの接続について触れて
いる。本学における学びの接続について考える上では，
入学者の変化（高校での学び方の変化）を本学が蓄
積しているデータを用いて示すことが必要となる。こ
のことは，本学での教育と入試の改革を進める上で，
学内の理解を得ていくためにも必要である。そこで，
本稿では，本学入学者のうち，高校で探究的な学習
活動を経験した者を対象とし，探究のプロセスの自己
評価と大学入学後の授業での探究のプロセスの指導
希望の関係から，学びの接続について考察する。対
象年度の始めは昨年度の報告と同じ 2015年度とし
た。また，今後本学ではCTを課さない入試での募
集人員を増やす予定であることから，入学時調査を
用いて，次の 2つの仮説を検証した。
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（１） 探究のプロセスの自己評価が低い入学者は，
探究のプロセスの自己評価が高い入学者より
も，大学入学後の授業での探究のプロセスの
指導希望が高い。

（２）�探究のプロセスの自己評価が高い入学者を対
象とすると，CTを課さない入試での入学者は，
CTを課す入試での入学者よりも，大学入学
後の授業での探究のプロセスの指導希望が高
い。

仮説（１），（２）で用いた自己評価の高低，大学入
学後の授業での指導希望の高低については，「2.3 表
記について」で述べている。

2 方法
2.1 調査対象者
本学では，毎年 4月に編入学生，帰国生，社会人
入学生，私費外国人留学生を除く入学者全員に対し
て，2012年度から大学教育センターが入学時調査を
行っている 2)。2015年度から 2018年度の回収率は，
2015 年 度：98.4 ％ (n=1193)，2016 年 度：97.8 ％
(n=1175)，2017年度：97.6％ (n=1186)，2018年度：
98.2％ (n=1190)であった。本稿の調査の対象とした
のは，2015年度から 2018年度の入学時調査の回答
者で，高校で探究的な学習活動を経験した者のうち，
本稿で考察の対象とする質問項目の回答に不備がな
い者である 3)。

2.2 調査方法と入学時調査の構成
入学時調査は記名式で，共通教育科目の授業時間
に行っている。質問項目は，回答者の属性，高校での
経験，受験に関すること，高校で身につけた力とその
ことについての大学入学後の授業での指導希望等で
ある。本稿の考察では，探究のプロセスに着目する。
探究的な学習活動に関する先行研究では，例えば初
等中等教育におけるカリキュラム開発，探究のプロセ
スにおける【まとめ・表現】に該当するプレゼンテーショ
ンをルーブリックで評価するもの，特定の教科・科目
についてのもの等は存在する。しかし私の浅識では，
教科・科目を限定せず，探究のプロセス全体を評価
するものや中等教育と高等教育の接続の観点からの
ものは存在しなかった。そこで，本学が実施している
入学時調査の質問項目のうち，高校で身につけた力と
そのことについての大学入学後の授業での指導希望
に対する質問項目の中から，探究のプロセスに該当す
ると判断した以下の質問項目を考察の対象とした。

これらの質問項目それぞれについて，4件法で問う
た（高校では「1. 全く身につかなかった」「2. あまり
身につかなかった」「3. ある程度身についた」「4.か
なり身についた」。大学入学後の授業では，「1. 指導
の必要はない」「2. あまり指導は必要ない」「3. ある
程度指導してほしい」「4. 指導してほしい」）。

2.3 表記について
本文に用いた用語とその説明は以下の通りである。
学生B：CTを課さない入試での入学者
学生C：CTを課す入試での入学者
学生 1：高校で探究的な学習活動を経験した入学者
高校で身につけた力について，
自 己評価が低い者：「1.全く身につかなかった」「2.あ
まり身につかなかった」と回答した入学者
自�己評価が高い者：「3. ある程度身についた」「4.か
なり身についた」と回答した入学者
大学入学後の授業での指導希望について，
指�導希望が低い者：「1. 指導の必要はない」「2. あ
まり指導は必要ない」と回答した入学者
指�導希望が高い者：「3. ある程度指導してほしい」
「4. 指導してほしい」と回答した入学者
以上のことから，学生B1は，高校で探究的な学習
活動を経験したCTを課さない入試での入学者を指
す。

3 結果と考察
仮説（１）「探究のプロセスの自己評価が低い者は，
探究のプロセスの自己評価が高い者よりも，大学入学
後の授業での探究のプロセスの指導希望が高い」に
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ついて考察する。帰無仮説を「質問項目の自己評価
の高低と大学入学後の授業での質問項目の指導希望
の高低は独立である」とし，探究のプロセスに該当す
る質問項目それぞれに，Pearsonのカイ2乗検定を
行った。紙面の関係で【まとめ・表現】についてのみ
表 1に示す。
表 1によると，検定の結果，「自分の知識や考えを
図や数字を用いて表現する」（2017年度）以外のす
べての質問項目・年度において有意差が認められた
（すべての年度で df=1，P値は，質問項目や年度によ
りP<0.05，P<0.01どちらの場合も存在した）。したがっ
て，高校時代に探究的な学習活動の経験がある対象
年度の入学者は，仮説（１）の通りといえた。また，
すべての質問項目・年度において，自己評価が高い
者においても，73.4％以上が大学入学後の授業で質
問項目についての指導を希望していた。【まとめ・表現】
においては，高校で身につけた力を本学入学後に更
に伸ばすことを希望しているといえる。
掲載を省略した探究のプロセスについても，すべて
の質問項目・年度で有意差が認められ，仮説（１）の
通りであった。但し，自己評価が高い者における，大
学入学後の授業での指導希望が高い者の割合は，【課
題の設定】では 71.1％以上，【情報の収集】では
37.8％以上，【整理・分析】では 62.2％以上となって
おり，ばらつきがあった。高校生は，スマートフォン
等で情報を収集することが多いと考えられる。自分が
収集した情報の信用性を確認すること，情報の出所
を正確に記載すること等を本学入学後に指導する必
要があると推察する。
次に，仮説（２）「探究のプロセスの自己評価が高
い者を対象とすると，学生 B1は学生C1よりも，大
学入学後の授業での探究のプロセスの指導希望が高
い」について考察する。帰無仮説を「CTの受験 4)と
大学入学後の授業での質問項目の指導希望の高低は
独立である」とし，探究のプロセスに該当する質問項
目それぞれに，Pearsonのカイ2乗検定を行った。
検定の結果を表 2から表 5に示す。
表 2は探究のプロセスの【課題の設定】「現状を分
析し，課題を見いだす」についてである。検定の結果，
2015～ 2017年度では有意差は認められず，2018年
度では有意差が認められた（df=1，P＜0.05）。したがっ
て，対象年度で探究のプロセスの自己評価が高い者
については，2018年度のみ，仮説（２）の通りであっ
た。

表 1 【まとめ・表現】に該当する質問項目
自己評価と大学の授業での指導希望との関係
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表 3は探究のプロセスの【情報の収集】「わからな
いことを図書館等で調べる」についてである。検定の
結果，2015～ 2016年度では有意差は認められず，
2017～ 2018年度では有意差が認められた。（どちら
もdf=1，P<0.05）。したがって，対象年度で探究のプ
ロセスの自己評価が高い者については，2017年度以
降は，仮説（２）の通りであった。2017年度以降の
学生 B1は，本学入学時点で二次情報の信用性を確
認することの必要性を意識できているのかもしれない。

表 4は探究のプロセスの【整理・分析】に該当する。
1つ目「本に書かれている文脈を正しく理解する」に
ついては，検定の結果，2015年度では有意差は認め
られず，2016～2018年度では有意差が認められた（ど
の年度もdf=1，P値は，2016年度のみ P<0.01，他
の年度はP<0.05）。

2つ目「ものごとを批判的・多面的に考える」につ
いては，検定の結果，すべての年度で有意差は認め

られなかった。
3つ目「情報や知識を論理的に分析する」につい
ては，検定の結果，2015～ 2017年度では有意差は
認められず，2018年度では有意差が認められた（df=1，
P<0.05）。

4つ目「多様な情報を適正に判断し，効果的に活
用する」については，検定の結果，2015～ 2017年
度では有意差は認められず，2018年度では有意差が
認められた（df=1，P<0.05）。
したがって，対象年度で探究のプロセスの自己評
価が高い者の【整理・分析】についての検定結果は，
質問項目によりばらつきがあった。しかし，2018年度
は，「ものごとを批判的・多面的に考える」を除いては，
仮説（２）の通りであった。

表 2 【課題の設定】に該当する質問項目で自己評価が
高い者について，CTの受験と大学入学後の授業で
の指導希望の関係

表 3 【情報の収集】に該当する質問項目で自己評価が
高い者について，CTの受験と大学入学後の授業で
の指導希望の関係

表 4 【整理・分析】に該当する質問項目で自己評価が
高い者について，CTの受験と大学入学後の授業で
の指導希望の関係
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表 5は探究のプロセスの【まとめ・表現】に該当
する。1つ目「あるテーマに関して小論文にまとめる」，
2つ目「自分の知識や考えを形式に従って文章で書く」
については，検定の結果，2015年度，2017～ 2018
年度では有意差は認められず，2016年度では有意差
が認められた（どちらもdf=1，P<0.05）。

3つ目「コンピュータを使って文書や資料を作成し，
表現する」，4つ目「自分の知識や考えを図や数字を
用いて表現する」，6つ目「自分の知識や考えを口頭
で論理的に相手に伝える」については，検定の結果，
すべての年度で有意差は認められなかった。

5つ目「自分の知識や考えを相手にわかりやすく伝
える」については，検定の結果，2015年度，2017年
度では有意差は認められず，2016年度，2018年度
では有意差が認められた（どちらもdf=1，P<0.05）。
したがって，対象年度で探究のプロセスの自己評
価が高い者の【まとめ・表現】についての検定結果は，
質問項目によりばらつきがあった。しかし，2016年度
は 6つの質問項目のうち半分の質問項目で仮説（２）
の通りといえた。また，探究のプロセスにおける質問
項目は，互いに関連するものもある。【整理・分析】
と【まとめ・表現】で例をとると，「情報や知識を論
理的に分析する」と「自分の知識や考えを口頭で論
理的に相手に伝える」，「多様な情報を適正に判断し，
効果的に活用する」と「自分の知識や考えを図や数
字を用いて表現する」がある。この例については【整
理・分析】では 2018年度のみ有意差が認められ，【ま
とめ・表現】では有意差は認められなかった。2018
年度の学生B1は学生C1よりも，高校での探究的な
学習活動で，「情報や知識を論理的に分析する」「多
様な情報を適正に判断し，効果的に活用する」こと
の必要性を意識することができているが，そのことが
「自分の知識や考えを口頭で論理的に相手に伝える」
こと，「自分の知識や考えを図や数字を用いて表現す
る」ことまでには反映されていないのかもしれない。

表 5 【まとめ・整理】に該当する質問項目で自己評価
が高い者について，CTの受験と大学入学後の授業
での指導希望の関係
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4 まとめ
探究のプロセスの自己評価が高い者を対象とした
場合，対象年度のどの年度においても有意差が認め
られなかったものは，【整理・分析】「ものごとを批判的・
多面的に考える」，【まとめ・整理】「コンピュータを使っ
て文書や資料を作成し，表現する」「自分の知識や考
えを図や数字を用いて表現する」「自分の知識や考え
を口頭で論理的に相手に伝える」であった。他の質
問項目については，対象年度のいずれかの年度にお
いて，学生B1が学生C1よりも大学入学後の授業に
おいて，探究のプロセスの指導を希望していた。学
生Bは本学への合格が決定してから入学するまで 3
か月という時間がある。現在本学ではこの期間を利用
した入学前教育として，入学予定学部・学科からの
課題，1泊 2日の入学前セミナー，英語 e-Learning
を課している。学生Bの中には高校で探究的な学習
活動を経験していない者も存在することから，入学予
定学部・学科からの課題を探究的な学習活動を伴う
ものとし，学部教員から探究のプロセスを意識したア
ドバイスが得られるようにしてもよいと思う。入学前
教育は，基礎学力の補強を意識して行う場合が多い
が，探究的な学習活動を通して，入学予定学部・学
科で必要とされる基礎学力を自ら高めるような取組に
なると理想的ではある。
入学時調査は間接評価であることから，回答者の
ダニング＝クルーガー効果等が存在することには注意
を払う必要がある。しかし，入学時調査から示された，
大学入学後の授業での指導希望が高い質問項目は，
入学者自らが希望する学びである。本学で提供する
授業の中で，これらのことについて学生自身が身につ
いたと自覚できるようにしていくことが，入学者自身
が求める学びの接続を実現することとなる。特に，全
学共通教育や初年次教育の授業については，シラバ
スにおいて，個々の授業を通して探究のプロセス全
体が身に付く（または強化される）という示し方では
なく，探究のプロセスのどの段階に力点をおいた授業
であるかを学生に対して示す等の工夫も必要であろ
う。中等教育も改革の途中であることから，今後も調
査を続け，高校生が身につける力の変化に注意を払
い，入学者自身が求める学びの接続を実現できる入
学者選抜，高等教育となるように努めることが必要で
ある。

注
1)本稿で記述する探究的な学習活動は，本学の入学時調査に
おける，高校の授業の一環としての「課題研究・発表・討論」

を指す。
2)入学時調査は，教育開発センター（今年度から大学教育セ
ンター）が初年次教育プログラムを構築するにあたって，学
修動機や，各種能力・資質の自己評価と成長ニーズ，学生
生活に係る意識などを問うものとして作成し，2008年度か
ら始めた。その後，年度ごとに改修し，2012年度からキャ
リアセンター，入学センター（共に今年度から大学教育セン
ター）が個別に行っていたアンケート調査と統合して実施し
てきた。その後も年度ごとに改修し現在の形に至っている。

3)質問項目によって回答に不備のある者が異なるため，使用し
た質問項目ごとに該当者が異なる場合がある。

4)本稿で記述するCTの受験は，本学への入学につながる入
試でのCTの受験を指す。したがって，学生Bで本学への
合格が決まった後に，高校の進路指導の方針としてCTを
受験した者は，CTを受験しなかった者として扱う。 

参考文献
高等学校学習指導要領解説　総合的な探究の時間編（平成

30年 7月）
中央教育審議会 (2018)「2040年に向けた高等教育のグランド
デザイン（答申）」  
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/
toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/20/1411360_1_1_1.
pdf（2018年 12月18日）
林寛子（2015）「入学後の成功と資質・能力自己評価にみる入
試の評価―山口大学入学者追跡データ分析より―」『大学
入試研究ジャーナル』，25，151-156
和久田千帆（2019）「探究的な学習活動を経験した入学者が
得た力―入学時アンケートから見えること―」『大学入試研
究ジャーナル』29，144-149
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1 はじめに
「平成 33年度大学入学者選抜実施要項の見直しに
関する予告」（文部科学省 , 2017）では，「各大学が
受け入れた入学者に対して，高等学校段階の学習・
活動歴の多様性や選抜方法の違いを踏まえる」等の
記載があり，大学教育へ円滑に移行させるための入
学前教育や初年次教育を充実させるよう求めている。
そのため，高等学校段階の履修・学習状況等を把握
するための調査書活用について近年活発に研究がな
されている。
しかしながら，学校間格差がある等のいくつかの問
題から，調査書をそのまま活用することは難しい（平
井 , 2017, 2018）。既報 A（平井ほか , 2019a）では，
この立場に立ち，高等学校段階の履修・学習状況等
を把握する方法の例として 3報（久保ほか , 2008; 大
久保ほか , 2011; 大河内・山中 , 2016）について述べ，
入学時にアンケート調査やプレースメントテストを実
施することにより，それまでの履修・学習状況等を調
査する方法があることに言及した。
本研究の目的は入学時のアンケート調査による高等
学校段階の履修・学習状況の把握である。その上で，
アンケートで回答された高等学校各科目の理解度（後
述）を活用できる可能性について考察する。既報 A
では，平成 21年度から平成 28年度に実施したアン
ケート調査（以下，先行アンケート）について学科等
の単位で分析し，主に次の 4点を報告した。
•  平成 26年度以前（以下，旧課程）および平成

27年度以降（以下，新課程）それぞれで見れば，
各科目の履修率に大きな変化は見られない。

高等学校における数学および理科の履修状況
に関するアンケートの分析（2）
――個人単位による分析結果の考察――

平井 佑樹，高野 嘉寿彦，小山 茂喜（信州大学）

信州大学では，平成 21年度より共通教育科目における基礎科学科目（数学，物理学，化学，生物学，
地学）を履修要件として課している学部・学科等の新入生を対象として，標記アンケート調査を 4
月初旬に実施している。既報では，平成 21年度から平成 28年度の調査結果を報告し，学科等の単
位で分析した結果を報告した。本稿では，個人単位で分析可能なアンケートを実施した平成 30年度
調査の結果を報告し，入試情報との関係について分析した結果を報告する。分析の結果，当該年度
に入学した学生の「アンケートへ回答した高等学校各科目の理解度」と「大学入試センター試験各
科目の得点」との相関係数が最大で 0.4程度であったこと等を明らかにした。
キーワード：高大接続，高等学校段階での履修状況，科学教育

•  各科目の理解度は，各課程最終年度の理解度が
他年度より高くなる可能性がある。
•  （平成 23年度以降の結果について）入試区分
別理解度の比較においては，信州大学（以下，
本学）の入試特性が影響している可能性が高い。
•  （平成 24年度以降の結果について）アンケート
で回答された高等学校各科目の理解度と大学入
試センター試験各科目の得点とに一定の正の相
関が見られた（新課程のみに限定すると相関係
数は，数学Ⅰ・数学 Aで 0.34，数学Ⅱ・数学 B
で 0.51，物理で 0.68，化学で 0.72）。

これらの結果に加え，今後の課題として，個人単位で
も分析できるように改良した平成 30年度アンケート調
査の結果を分析することを述べた。これを受け，既報
B（平井ほか，2019b）において，平成 30年度までの
10年間の調査結果について，その概略を述べた。
本稿では，個人単位で分析可能な平成 30年度調
査結果の概略を述べる。その上で，既報 Bで言及し
ていない入試情報との関係について分析した結果を
報告し，改めて本アンケート結果の活用可能性を述
べる。

2 アンケート調査の概要
表 1に平成 30年度アンケートの質問項目を示す。
質問は大きく表 1に示す 5項目である。次に，先行ア
ンケートから変更した 3項目について説明する。
学籍番号については，先行アンケートで在籍学部
等を問うた項目から変更した。これにより個人単位で
分析可能になるとともに，大学入試センター試験の受
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験番号等と結びつけることで入試情報との関係を分
析できる。各科目の理解度については，先行アンケー
トで 5段階評価（段階 1, 3, 5のみ評価基準を提示）
であったものから 4段階評価に変更し，各段階で評
価基準を示すようにした。学びの質問については，学
力の 3要素の1つである「主体性を持って多様な人々
と協働して学ぶ態度」に関連する項目として試行的に
導入した。質問内容や選択肢は文部科学省で実施し
ている全国学力・学習状況調査の質問紙調査を参考
にした。
以上のように質問項目を設計し，平成 30年 4月初
旬にアンケートを実施した。調査に用いた質問紙等の
詳細は既報 Bで示している。図 1にアンケートの回
収数等を示す。本アンケートの対象者は表 1で示し
た対象学部・学科等の入学者 1500名であり，そのう
ち回答した学生は1477名（回収率 98.5%）であった。
この 1477名のうち，学籍番号の記入ミスや未記入
（105名分）等があった者を除き，大学入試センター
試験を受験した回答者は 1185名であった。3章以降
で示す調査結果において，アンケートの回答結果に
加え，大学入試センター試験結果を利用する項目に
ついては，上記 1185名分の回答を用いて分析してい
る。

3 調査結果
3.1 各科目の理解度
図 2および表 2は数学に関する科目の理解度分布，
図 3および表 3は理科に関する科目の理解度分布を
示しており，いずれのデータも既報 Bで示した。平
成 30年度調査では，各科目に対する理解度が 4段
階になったこと，また各段階に基準を設けたことから，
段階 2と3を境にして，「理解している側」と「理解
しているとはいえない側」に区別することができる。

表 1 平成 30年度アンケートにおける質問項目の概要

図 1 アンケート回収数と大学入試センター試験の結
果を用いた分析を行う場合の対象
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3.2 大学入試センター試験成績との関連
次に，入試情報として大学入試センター試験成績
との関係について述べる。表 4は 2章で述べた大学
入試センター試験受験者 1185名の受験状況を示し
ている。理科各科目については，他科目の選択状況
も示した。本アンケートの対象者は，本学共通教育
科目のうち基礎科学科目が履修要件となる学科等に
所属していることから，ほとんどの者が大学入試セン
ター試験において「基礎」が付されていない科目を
受験した。

表 5は本アンケートで回答された各科目の理解度
（各科目履修者に限る）について，大学入試センター
受験者と未受験者間の平均値を比較したものである。
数学Ⅲについては，学習内容が近い数学Ⅱ・数学 B
の受験状況で分割した。表 5の最右列には，受験者
および未受験者の理解度平均値について，Welchの
t検定を行った際のp値を示している。この結果から，
物理基礎および化学基礎を除くすべての科目につい
て，1%水準で有意差が認められ，多くの科目で受験
者の方が，有意に理解度の自己評価が高いことが認
められた。
図4から図11は受験者が比較的多い科目について，
各科目の成績とアンケートで回答された理解度との関
係を示した散布図である。各図の縦軸が大学入試セ
ンター試験における得点であり，図の上にいくほど高
得点である。各図の標本数（人数）は表 5で示した
受験者数と同じであり，回帰直線を除いて色が濃い
ほど多くの点があることを示している。

図 2 数学各科目の理解度分布

表 2 数学各科目の理解度分布（数値データ）

図 3 理科各科目の理解度分布（凡例は図 2に同じ）

表 3 理科各科目の理解度分布（数値データ）

表 4 大学入試センター試験受験者数

表 5 大学入試センター試験各科目受験者と未受験者
間の理解度平均値比較
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図 4 センター数学Ⅰ・Aと数学Ⅰ理解度 [r=0.16] 図 8 センター数学Ⅱ・Bと数学Ⅲ理解度 [r=0.32]

図 5 センター数学Ⅰ・Aと数学 A理解度 [r=0.18] 図 9 センター物理と物理理解度 [r=0.41]

図 6 センター数学Ⅱ・Bと数学Ⅱ理解度 [r=0.34] 図 10 センター化学と化学理解度 [r=0.41]

図 7 センター数学Ⅱ・Bと数学B理解度 [r=0.32] 図 11 センター生物と生物理解度 [r=0.35]
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各散布図についてPearsonの積率相関係数 r（以
下，相関係数）を算出したところ，すべての相関関係
において無相関検定結果が 1%水準で有意となり，
かつすべての相関係数が正の値となった。このことか
らすべての相関関係において，一定の正の相関があ
ることが認められた。

3.3 学びの質問に対する回答との関連
最後に，平成 30年度アンケートで新たに導入した
学びの質問に関する結果を述べる。図 12および表 6
は，学びの質問に対する回答の分布を示しており，こ
れらは既報 Bで示した。また既報 Bにおいて，「学
びの質問各項目に対する回答」と「学生が回答した
各科目の理解度」との相関係数の絶対値が高々0.4
であったことを報告した。
表 7および表 8は，学びの質問各項目への回答と，
比較的受験者が多い大学入試センター試験各科目の
得点との相関係数を示している。これらの結果から，
相関係数の絶対値は高々0.2であることが示された。
表 9は，学びの質問各項目への回答に対し，比較
的対象者（N）が多い入試区分について，それぞれ
の平均値を示したものである。また，入試区分間の比
較として，Steel-Dwass法による多重比較の結果を

最右列に示した。質問項目により回答の傾向が異なる
ものの，いくつかの項目で入試区分間に有意差が見ら
れた。

4 アンケート結果の活用可能性
3章で述べた調査結果等を用いて，改めて本アン
ケート調査結果の活用可能性について考察する。

表 9 学びの質問に対する回答の入試区分別結果

表 8 学びの質問とセンター試験得点の相関（理科）

表 7 学びの質問とセンター試験得点の相関（数学）

図 12 学びの質問に対する回答の分布（図中左側の
M1からS5については表 1参照）

表 6 学びの質問に対する回答の分布（数値データ）
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(1)  アンケートに回答された理解度を回答者の学力と
認めることができるか

3.1節で述べたとおり，平成 30年度アンケートから，
回答する理解度の各段階に基準を設けたため，「理解
している側」と「理解しているとはいえない側」に区
別できる。そのため，図 2や図 3で示したように，各
科目の理解度分布を相対的に見ることで，各科目に
対して「理解しているとはいえない側」の回答者がど
の程度いるのかを判断することが可能になる。
しかしながら，回答された理解度をそのまま回答者
の学力と認めることは難しい。理由の 1つは，回答さ
れた理解度と入試成績とに強い正の相関があるとは
いえないことである。実際に図 4から図 11で示した
とおり，大学入試センター試験各科目の得点との相関
係数は高々0.4程度であった。また，試験得点が高
い回答者でも理解度 3と回答する者が多かった。も
う1つの理由は，各理解度の基準の定め方による影
響である。例えば，理解度 4の基準は「他者に説明
することができる」であり，他者とのコミュニケーショ
ン能力の良し悪しも含まれていると考えられるため，
これが回答に影響している可能性がある。
(2)  アンケートに回答された理解度から大学入試セン
ター試験得点を推測できるか

1章で述べたとおり，既報 Aでは学科等単位で分
析したことで，特に物理や化学では，回答された理
解度と大学入試センター試験得点との相関係数が 0.7
程度となり，比較的強い正の相関関係が認められた。
しかしながら，個人単位で分析を行った本稿では，
既報 Aでの分析結果よりも相関が弱まった。この理
由として，(a)学科等単位の分析から個人単位の分析
に変更したこと，(b)理解度評価が 5段階から4段階
になったこと，(c)理解度評価の基準が変わったこと
など，複数の要因が考えられる。
そのため現状では，回答された理解度から大学入
試センター試験得点を推測できるか否かについて結
論を出すことは難しい。継続的に調査を行うことで，
上記 (a)から (c)などについて検討をすることが今後
必要となる。
(3)  学びの質問は「主体性を持って多様な人 と々協働
して学ぶ態度」を評価する判断材料となるのか
この疑問に答えるためには，翌年度以降も継続的に
調査を行ってデータを増やす必要があるものの，平成
30年度の調査からいえることは次の 2点であると考
えられる。
•  学びの質問各項目と大学入試センター試験各科
目の得点との相関関係は弱い可能性が高い（表 7，

表 8）
•  入試区分別に集計することにより，回答内容を相
対的に比較することで，各区分に所属する回答
者の特徴を推測することが可能になる（表 9）

 　当然ながら，今回のアンケート質問項目が「主体
性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」を評
価できるか否かについて議論をする必要がある。
仮にそれが評価できるとなれば，上述の 2点以外
に次の 2点について確認することも可能になる。
•  現行の大学入試センター試験では，学力の 3要
素のうち「知識・技能等」や「思考力・判断力・
表現力等」を評価することが中心になっていると
考えられるから，学びの質問と大学入試センター
試験得点との相関は弱いこと
•  例えば，推薦入試において「主体性を持って多
様な人々と協働して学ぶ態度」に重きをおいて
選抜するのであれば，表 9のような結果を見るこ
とで，一般入試（前期日程／後期日程）合格者
よりも推薦入試合格者の方の平均値が高いこと

(4)  今後の課題は何か
本章でこれまで述べたことに加え，既報 Aや既報

Bでも分析していない，入学後の成績情報との関連
について調査する必要があると考えられる。この調査
において，例えば，入学後の成績と学生が回答した
理解度との相関が強い場合，理解度を低く回答した
回答者に対して何らかの学修支援を行うことや，その
回答者に注目して授業等を展開できる可能性がある。
これに加え，アンケート質問文やその選択肢等が回答
に与える影響について議論を行う必要もあり，既存研
究やその成果を参考に十分な検討を行う必要がある。

5 おわりに
本稿では，本学で平成 21年度より実施している「高
等学校における数学及び理科の履修状況に関するア
ンケート」について，個人単位で分析可能なアンケー
トを実施した平成 30年度調査の結果を報告した。本
稿では，特に入試情報との関係に着目して結果を述べ，
本アンケート結果の活用可能性について論じた。

3章や 4章で述べたとおり，本アンケート結果と入
試情報との関係について幾つか明らかになったことが
あるものの，両者に強い相関がある結果とはならな
かった。しかしながら，入試区分間の比較や，大学
入試センター試験受験者と未受験者間等，アンケー
ト結果を相対的に見ることで活用できる可能性がある
ことが平成 30年度調査で分かった。
今後は 4章で述べた未解決事項について調査を進
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めることが課題となる。これに加え，本アンケートを
次年度以降も継続的に実施することで，経年的な変
化を調査していくことも課題となる。
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1 はじめに
多くの大学においては多様な学生を求め様々な入
試区分を持つが，それらは学力試験を中心とする一
般入試と面接による人物評価を重視する推薦入試と
に大別される。一般に一般入学生と推薦入学生には
基礎学力，勉学意欲，将来像等に差があると言われ
ている。
実際，国立大学に関しては，林（2012）の山口大
学での調査により，推薦入試入学者の TOEIC最高
スコア平均点が低いこと，卒業時の学業成績を全体
GPA，TOEIC最高スコアで見るとセンター試験を課
さない入試区分の入学者が相対的に低いことが示さ
れており，石井（2012, 2014, 2017）のある一つの文
系学部における調査により入試区分による学生の特
性として，一般入学生には学習意欲の低い学生がい
るが推薦入学生にはいないこと（石井 , 2012），推薦
入試受験者の高校偏差値分布は一般入試受験者の
分布より低い位置にあり，推薦入試が相対的に学力
の低い志願者のための入試となっていること（石井 , 
2014），卒業後の進路については公務員等になる割合
が一般入学生において大きく，留学する学生の割合
は推薦入学生において大きいこと（石井 , 2017）など
が示されている。
私立大学に関しては，中規模私立大学教員養成学
部における入試区分と卒業後の進路との関連につい
ての調査報告（竹内 , 2019）がある。教員養成を目
的とする学部においては，入学者はほとんどが卒業
後に教員として社会に貢献することを目指しており，
その目標である教員採用試験の合格状況を学生の質
を測る指標として利用することで，入試区分を中心に
学生の質について考察した結果，採用試験合格状況
は入試区分との関連よりもむしろ大学での学業成績と

私立大学保育者養成学部における入試区分と卒業後の進路との関連

竹内 聖彦（椙山女学園大学）

都市部中規模私立大学教育学部の保育者養成コースにおける学生の特性の入試区分による違いを
学業成績，進路選択の観点から検証した。その結果，所属学生全体では高等学校評定平均値と大学
での GPAとには中程度の相関があるが，指定校制推薦入試による入学生のみ相関の程度が低く，推
薦入学生は一般入学生より評定平均値が高いものの GPAでは差が見られなかった。職業選択に関し
ては，国公立大学受験者の受け皿となるような入試による入学生は私立保育園・幼稚園への就職を
避ける傾向があることが見出された。また，保育職採用試験は GPAで評価される特性とは異なる点
を重視している可能性が示唆された。
キーワード：追跡調査，保育者養成，入試区分，進路選択

の関連の大きさが示唆されている。
教員養成を目的とする学部学科と同様，保育者養
成を目的とする学部学科においても，入学者は卒業
後に保育職に就き社会貢献を目指すものがほとんど
であり，その進路選択が学生の質の一面をとらえてい
ると考えられる。本研究では，中規模私立大学教育
学部の保育者養成コースの学生を対象として入試区
分による学生の質について進路選択を中心に考察す
る。

2 調査対象学部と学生の状況
2.1 調査対象と調査方法
調査対象学部は，名古屋市東部の文教地区に位置
する中規模私立女子大学（2019年 5月現在の収容
定員 5473名，在籍学生 6082名）の教育学部であり，
2019年現在の入学定員は 170名（保育・初等教育
専修 90名，初等中等教育専修 80名）である。保育
士資格取得を目指す「保育・初等教育専修」は幼稚
園教諭免許状取得が，「初等中等教育専修」は小学
校教諭免許状取得がそれぞれ卒業要件となっており，
卒業後は大多数が保育士・幼稚園教諭・小学校教諭
としての就職を希望する。
調査対象学生は 2013年度入学 2016年度卒業

166名（保育・初等教育専修 81名，初等中等教育
専修 85名）および 2014年度入学 2017年度卒業
161名（保育・初等教育専修 86名，初等中等教育
専修 75名）である（いずれの年度も入学定員は両専
修とも80名で，卒業生数には編入学生及び留年学
生は含んでいない）。このうち本研究では保育者養成
を目的とする「保育・初等教育専修」（以後対象コー
スと呼ぶ）の学生 167名（2013年度生 81名，2014
年度生 86名）を調査対象とし，出身高校での評定平
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均値，大学での学業成績（GPA）等を入試区分ごと
に比較し，卒業後の進路選択との関連も含めて入試
区分による学生の特徴を探る。

2.2 調査対象学部の入試区分
調査対象学部の入学試験には，推薦入試区分とし
て指定校制推薦入試と併設校制推薦入試 1)が，一般
入試区分 2)として一般入試 A（2教科型），一般入試
A（プラスセンター型），一般入試 B（1教科型），一
般入試 B（2教科型）が，大学入試センター試験利
用入試区分としてセンター利用入試 A（3教科型），
センター利用入試 A（5教科型），センター利用入試
B（2教科型），センター利用入試 B（3教科型）が
ある。これら以外に社会人特別選抜枠 1名が両専修
にあるが，これまでこの入試区分での入学者は殆ど
いない 3)。対象コースのこれら入試区分別の募集人員
と併せて 2013年，2014年の入学者数及びその 4年
後の卒業者数を表１に示す。
国公立大学あるいは他の私立大学との併願受験者
の多い私立大学においては，合格者の他大学への流
出を想定して入試区分ごとに歩留まり率に見合った
合格者を出すのが常であり，区分によっては募集人
員の 10倍を超す合格者を出すことも珍しくない。歩
留まり率を見誤った結果として，追加合格による補充

が間に合わず欠員を生じたり逆に極端な定員超過と
なったりする事態も起こりうる。
そのため対象コースは，ほぼ確実に学生の確保で
きる推薦入試区分の募集定員を 50%とし，残りの一
般入試・センター利用入試は試験時期だけでなく受
験科目数等も細分化して個々の入試区分の募集定員
を小さくすることで，歩留まりの読み違いの影響を抑
える工夫をしている。調査対象である 2013年度，
2014年度入学者の場合は，入試区分ごとの定員充足
の偏りはあるものの入学者全体としては幸い適度な人
数となっている（表 1括弧内）。留年退学などの事情
でこれらの学年の 4年後の卒業者はそれぞれ 81名，
86名となっている（表 1）。

2.3 調査対象学生群の入試区分
2.2節で述べたように対象コースの入試区分は細分
化されているが，一般入試 A（プラスセンター型），
一般入試 B（1教科型），一般入試 B（2教科型），
センター利用入試，社会人特別選抜の各入試区分の
募集定員を合計すると20名で他の 3区分それぞれ
と同数の定員となるため，これら6区分を一括して「一
般 B他」と呼ぶこととし，本研究調査対象である対
象コース学生の入試区分は「併設校制」「指定校制」
「一般 A」「一般 B他」の 4つと考えることとする。
ここで「一般 A」は一般入試 A（2教科型）の略称
であり，推薦入試区分もそれぞれ略称を用いる。「一
般 B他」に統合した各入試区分は，センター試験受
験を前提とするものと国公立大学入試の後に入学試
験を実施するもの 4)であり，調査対象大学の上位大
学である国公立大学への進学を希望する受験生が主
な対象である。これら4区分の対象学生は「併設校制」

表 1 入試区分別募集人員及び卒業者数（入学者数）

表 2 入試区分別高等学校学業成績
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40名，「指定校制」29名，「一般 A」64名，「一般 B
他」34名である。

3 入試区分別学業成績
3.1 高等学校での学業成績

2.3節で示した 4つの入試区分それぞれについて
入学者の高等学校での学業成績一覧を表 2に示す。
表 2から明らかなように推薦入試区分での入学者
の評定平均値が一般入試区分での入学者のそれより
高い。この差は各入試区分入学者の評定平均値の平
均値の信頼水準 95%の信頼区間（m±2SE）を示
すと一層明白になる（図 1）。推薦入試区分では大学
が受験資格として評定平均値の基準値を設けている
ため，受験者の評定平均値には一定の水準が保たれ
ている。一方，一般入試区分においてはそのような基
準がないため下方値が無制限であることに加え，評
定平均値上位層は上位大学に進学するため入学者に
は含まれにくくなる。このような理由でこれらの入試
区分において高等学校における評定平均値に明瞭な
差が生じるのである。

3.2 大学での学業成績
各入試区分入学者の卒業時のGPA5)の平均値の一
覧を表 3に示す。
大学での学修成果の指標であるGPAについては，
評定平均値と異なり入試区分による差がほとんど見ら
れない。指定校制推薦入試による入学者の値が若干
高く，併設校制推薦入試による入学者（特に 2014年
度生）の値が若干低く見える程度である。実際，各
区分のGPA平均値の 95%信頼区間を示した図 2か
らも，指定校制推薦入試による入学者に若干高い傾
向が確認できるのみである。

3.3 学業成績の高等学校と大学間の相関
評定平均値とGPAとの相関を見ると，全学生では
相関係数が 0.47であり，中程度の正の相関がみられ
る。それぞれの入試区分では「併設校制」0.60，「指
定校制」0.29，「一般 A」 0.46，「一般 B他」0.65で
あり，「指定校制」による入学者については相関が際
立って低い。これは指定校制推薦入試区分の学生の
高等学校での評定平均値と大学でのGPAとの関連
が薄いことに他ならない。指定校制推薦入試区分に
おいては，入学者の大学での学業成績はその所属し
た高等学校の水準に左右され，同じ評定平均値であっ
ても学力的には大きな差のあることを示唆している。
一方，併設校制推薦入試区分では評定平均値と
GPAという異なる指標によるものの同一集団の相対
的な学力比較のため相関が高くなる。

4 入試区分別進路選択状況
前章では入試区分と高等学校・大学での学業成績
の関連をみたが，本章では入試区分ごとの卒業後の

図 1 入試区分別入学生の評定平均値平均

表 3 入試区分別大学学業成績

図 2 入試区分別入学生のGPA平均
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進路状況をみる。調査対象コースは保育者養成を目
的とするため，入学者の多くは卒業後に保育士・幼
稚園教諭などの保育職として社会貢献することを希
望する 6)。実際，表 4に示すように，3年次年度末の
進路調査では，対象学生 167名のうち120名（71.9%）
は公私立の幼稚園，保育園などの教職員として保育
職への就職を目指しており，15名（9.0％）は公立小
学校教諭志望である。残り32名の中には一般的な業
種の企業だけでなく，海外幼稚園，障害児施設の教
職員など実質的に保育職を目指すものも若干含まれ
ている 7)。
実際の就職先は表 5に示す。公立園の幼稚園教諭
あるいは保育士を目指して希望の叶えられなかった学

生の多くは私立園に就職する 8)。
これら就職（志望）先に関して，入試区分「一般

B他」での入学者は，私立園への就職を望まず一般
企業への就職を望む傾向があることが特徴的である。
入試区分「一般 B他」は先述したように国公立入試
後の 3月入試とセンター試験を課す入試区分であり，
国公立大学志向であった学生が主となることが私立
園への関心の低さに現れているのかもしれない。

5 大学での学業成績と職業選択
調査対象学部は保育者養成を主目的とする調査対
象コースの他に小学校教員養成コースを持っている。
その学生に関しては，卒業後の職業選択に大きくか
かわる小学校教員採用試験の合格率と入試区分や学
業成績との関連についての調査結果があり，そこでは
小学校教員採用試験合格率は入試区分や高等学校
での評定平均値との関連よりもむしろ大学での学業
成績との関連が強いことが示されている（竹内 , 
2019）。調査対象コースにおいても同様の状況が生じ
ているのであろうか。教員採用試験という一経路しか
持たない小学校教員養成コースの学生の就職活動と
は異なり，保育職への就職を実現する過程は公立保
育園・幼稚園の他に多数の私立保育園・幼稚園が階
層的な受け皿となって希望者ほぼ全員が保育職を得
る。従って採用試験の合否のように明確な区分けが
ないため，「公立園志望者」，「公立園就職者」，「私立他」
（公立園を志望したが就職できなかった者あるいは 3
年次末の進路調査後に志望先を変更した者），「私立
園志望者」，「私立園就職者」の 5群について評定平
均値とGPAを比較する（表 6）。「公立園志望者」96
名は「公立園就職者」72名と「私立他」24名の 2
群に分かれ，「私立他」の一部の 15名と「私立園志
望者」のうち 23名（残り1名は一般企業）が「私立
園就職者」40名（当初の志望先が一般企業の者 2
名を含む）となる。「私立他」の残り9名は一般企業
への就職の他，公私立園の保育職（非正規採用）に
就くか，公立小学校教員（正規採用・非正規採用含む）
となっている。
私立園への就職を初めから望む学生は公立園への

表 4 入試区分別就職志望先

表 5 入試区分別就職先

表 6 就職志望先・就職先別学業成績
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就職を希望する学生より高等学校での学業成績の高
い傾向がみられる。また，公立園への就職が叶わな
かった者，すなわち保育職の公務員試験に合格しな
かった者あるいは志望先を変更した者は，保育職公
務員試験合格者より高等学校においても大学におい
ても学業成績が高い。これは公立園の採用者側が採
用の段階で，高等学校での評定平均値や大学での
GPAで評価されるような学業成績以外の特性を志願
者の職業適性として重視していることを物語る。

6 入試区分別の小学校教員免許状取得状況
調査対象コースは，保育士資格・幼稚園教諭免許
状を取得し幼児保育及び教育に携わる人材を養成す
ることを目的とするが，必要単位を追加修得すること
で小学校教諭免許状の取得も可能となっている。そ
の際，調査対象コースの学生は最低 22単位の追加
が必要である 9)。調査対象とした 2013年度生，2014
年度生合計 167名のうち，2013年度生 70名，2014
年度生 72名の合計 142名（85.0%）が小学校教諭
免許状を取得して卒業したが，それらの学生の修得
総単位数は卒業必要単位数 126単位より平均で 31.0
単位多い157.0単位である。
履修単位数が多いと学修が散漫になって学業成績
が落ちるのではないかと危ぶまれるが，実際には表 7
のようにそうではない。小学校教諭免許状取得学生
群と未取得学生群とでは総修得単位数に 20単位か
ら23単位（科目数にして10科目から12科目）の開
きがあるが，GPAについてはむしろ小学校教諭免許
取得学生群の方が 0.2程度高くなっている。特に入
試区分「一般Ｂ他」の学生群においては 0.6近い開
きがある（対象が少数のためのばらつきの可能性も否
めない）。これは意欲の高い学生が総じて小学校教諭
免許状の取得を目指している結果と考えられる。
各入試区分の小学校教諭免許状取得者の比率を見
ると，一般入試区分は 90%以上の取得者がいるのに

対して，指定校制推薦入試区分の入学者は取得者が
65.5%とそれ以外の入試区分の入学者と比べて極端
に少ない（併設校制推薦入試区分でも80%）。これは
指定校制推薦入試区分での入学者が高等学校時代
から保育職への就職について強い意志を持っていた
ことの表れでもあろう。いずれにせよこの小学校教諭
免許状取得率の高さは，その学修が保育職において
も有用であると充分理解されている結果である。
最後にこれら小学校教諭免許状を取得した学生の
就職志望先を入試区分ごとに表 8 に示す 10)。表 4と
比較すると推薦入試区分で私立園への就職を希望す
る学生の割合が特に小さくなっている。私立園保育
職志望の学生は大学入学以前に将来設計している可
能性も考えられる。

7 まとめ
保育士・幼稚園教諭の養成を主目的とする私立大
学教育学部保育者養成コースにおいて，各入試区分
の学生の特性を学業成績，進路選択の観点から検証
した。1）推薦入試区分入学生は一般入試区分入学
生に比べて高等学校の評定平均値は高いが，GPAに
より評価される大学での学業成績には大きな違いはな
いこと，2）しかしながら，全学生に関しては評定平
均値とGPAとの間には中程度の相関がみられること，
3）ただし，指定校制推薦入試区分においては評定平
均値とGPAの相関は薄いこと，4）卒業後の進路選
択については入試区分「一般 B他」に私立園への就
職を避ける傾向がみられること，などの特性が確認で
きた。入試区分との関連ではないが，5）保育職採用
試験は大学でのGPAによる評価とは異なる視点によ

表 7 小学校教員免許状取得の有無と学業成績

表 8 小学校免許取得者入試区分別就職志望先
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る学生評価によって実施されている可能性が高いこ
と，6）小学校教諭免許状を追加取得しようとする学
生はGPAが高いこと，なども示唆された。
進路選択は学生個人の将来設計と直接関係してい
る。各入試区分の入学者に自身の思い描く将来像の
違いがどの程度あるか，またそれが進路選択に与え
る影響はどの程度か等，今後検討の余地がある。
最後に，教育職員免許法等の改正に伴って教職課
程認定基準が改正されたことによって，幼稚園教諭
免許状取得に必要な科目と小学校教諭免許状取得に
必要な科目に隔たりが生じ，これまでのような10数
科目の追加履修では同時取得が困難になるため，こ
のような保育者養成コースを持つ大学は，どのような
形で意識の高い学生の学修意欲に応えられるかカリ
キュラム編成等の検討が必要となろう。

注
1)併設校制推薦入試とは当該学園の有する系列高等学校から
の推薦枠である。

2)一般入試と大学センター試験利用入試は試験時期の違いに
より2月初旬実施のA入試と3月初旬実施のB入試とがあ
る。それぞれの入試は試験科目数により複数の教科型に分
かれている。「一般入試 A（プラスセンター型）」受験者は，
大学独自試験を「一般入試 A（2教科型）」受験者と同様
に 2科目受験し，事前に受験した大学入試センター試験の
高得点科目をそれに加えた 3科目の合計点により合否判定
する複合型入試であり，大学入試センター試験を課す国公
立大学との併願受験に適している。国公立大学の下位に位
置する私立大学では他の入試区分よりも受験者の学力レベ
ルの高いことが多い。

3)平成 31（2019）年度に，学部開設以来初めて社会人特別
選抜枠での入学者 1名があった。

4)本稿の入試区分「一般 B他」は，形式的には国公立大学
進学を目指してはいない「社会人特別選抜」を含むが，対
象年度にはこの入試区分の入学者がない。

5)調査対象学部の成績評価はS，A，B，C，Dの 5段階でC
以上が合格，Dは不合格である。GPAは S，A，B，C，D
を 4，3，2，1，0として単位数を荷重して平均をとったもの
を用いる。不合格以外に試験の欠席，失格があるがDと同
じ扱いである。

6)保育職への就職の特殊事情として，私立保育園・幼稚園が
階層的な受け皿として作用し，就職希望者は必ずいずれか
の園への就職が実現する。これは他業種との大きな違いと
考えられる。それぞれの地域に多数存在する小規模私立園
は職員数が少なく，余剰人員を保持することが難しい。そ
のため就職希望者が複数の園への就職を併願して複数の園

での合格を得た場合，いずれかの園での欠員が生じ，その
後の人員確保が困難となる。これを回避するため，就職希
望者は複数園への就職活動を同時期に行わず，1園で採用
可否の結果が出てから次の園に臨むという協定が結ばれて
いる。こうして私立園は人材を確保し，保育職志望の学生
はいずれかの園に職を得る。

7) 2014年度生には海外私立幼稚園教員1名，2013年度生に
は幼児向け学習教室職員1名，障害者支援施設職員1名，
私立こども園 1名が職種「その他」に含まれている。

8)公立園希望者 96名中 24名は希望が叶わず，そのうち15
名は私立園に就職した。また 3年次末には一般企業への就
職を希望していた学生のうちの 2名も最終的には私立園に
就職した。

9)免許法上は各教科に関する科目追加 1科目2単位（幼稚園
教諭免許状は 3科目6単位以上，小学校教諭免許状は 4
科目8単位以上），各教科の指導法 9科目18単位，道徳の
指導法 2単位，特別活動の指導法 2単位，生徒指導及び
進路指導 2単位の合計 26単位の追加履修が必要となるが，
幼稚園教諭だけでなく保育士資格取得も対象コースの必修
となっているためいくつかの科目が保育士資格科目で代用
できることと学部として必修科目に設定している科目がある
ことにより，11科目22単位で対象年度の学生は十分となっ
ている。しかし免許法改正のため幼稚園教諭教職課程と小
学校教諭教職課程とで共通開講できる科目が減少するため
新カリキュラムでは小学校教諭免許状を追加取得するため
に必修な科目がかなり増加する。

10)小学校教諭免許状未取得学生の入試区分別就職志望先は
表 9の通りであり，免許を取得しない理由は一般入試区分
入学生は一般企業等への就職が希望のため，推薦入試区分
入学生は保育職への就職しか念頭にないためと推察できる。

表 9 小学校免許未取得者入試区分別就職志望先
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1 研究の目的
本研究は，CBT (Computer-Based Testing) の特
性を活かした教科・科目ベースの問題を試作し，
CBT で測れる能力を明確にすることを目的として実 
施してきている (安野 , 2017, 2018 ; 安野ほか , 2018 ; 
Yasuno et al., 2019)。2017 年度までは，解答用紙に
よる解答方式を採用してきたが，今回，解答形式が
選択肢式と短答式の設問について，解答入力システ
ムを試作し，タブレット端末に解答を入力する方式を
試みた。そこで，本研究では，開発したCBT を用いて，
小規模パイロット調査を実施し，解答入力に関して有
効性を確認するとともに，入力システムと入力方法を
検討することを主目的とする。特に，用語，数字，数式，
化学式等を答えさせる短答式については，手書き認
識入力 1) を試み，有効性と問題点を探った。

2 システム開発
これまでに開発してきた問題冊子は，作題委員で
作成できる環境として，既存の (フリーあるいはOS
に付随している ) アプリケーションを組み合わせて，
以下の手法をとってきている。問題冊子は，紙媒体の
ものは用いず，冊子自体をApple Inc. が提供する電
子書籍アプリケーション iBooks2) による電子冊子とし
た。作成においては，Apple Inc. が提供するツール
iBooks Author (iBA) を用いている。iBA には電子
書籍に簡単にインタラクティブオブジェクトを追加す
るためのさまざまなウィジェット (widget) が用意され
ていて，これらを活用し，画像は「ギャラリー」，映像
は「メディア」，動的オブジェクト部分は，動的数学
ソフトウェア「GeoGebra」で作成し，HTML5 ウィ

高大接続を視野に入れたタブレット端末利用型CBTの
解答入力システムの開発と検討
――手書き認識入力を中心に――

安野 史子（国立教育政策研究所）

本研究は，CBT の特性を活かした教科・科目ベースの問題を試作し，CBT で測れる能力を明確に
することを目的として継続的に実施してきている。2017 年度までは，解答用紙による解答方式を採
用してきたが，今回，解答形式が選択肢式と短答式の設問について，解答入力システムを試作し，
タブレット端末に解答を直接入力する方式を試みた。特に，用語，数字，数式，化学式等を答えさ
せる短答式については手書き認識入力を試みた。本稿では，小規模パイロット調査の実施結果まで
の報告を行う。
キーワード：CBT，手書き文字（数式）認識入力，数式，化学式，タブレット端末

ジェットに変換して「HTML5」として埋め込んでいる。
本研究では映像や動的オブジェクトを含む問題を
開発 (安野 , 2017, 2018 ; 安野ほか , 2018 ; Yasuno 
et al., 2019) し，それらの問題を従来型の PBT 
(Paper-Based Testing) の電子冊子版にすることを目
指している。したがって，CBT の特徴として挙げら
れる問題の順番や時間の制御は行わず，受験者は決
められた試験時間内に，任意の順番で解答すること
ができたり，解答した問題に戻って解答を修正したり
することができる。
そこで，我々は，これまで開発した電子書籍版の問
題冊子を活かすことを前提に，前述の目的のためにど
のような解答入力システムを組み込むべきかについ
て，検討を重ねた。その結果，継続して電子書籍ア
プリケーション iBooks を利用し，問題提示と一体で
解答入力システムを組み込むことにした。ただし，我々
は．これまでディスプレイサイズが 7.9 インチのタブ
レット端末 (OS:Apple Inc. の iOS9) を用いることを
前提に問題を開発してきたが，解答入力も同一画面
上で一体で行うことを考慮すると , ディスプレイサイ
ズが 7.9 インチでは小さいと判断し，9.7 インチを想
定して開発することにした。問題の解答形式としては，
具体的には，開発問題の設問の中で，選択肢式と短
答式について試作することとし，選択肢式はHTML 
のセレクトタブ <SELECT> によるプルダウンメ
ニュー，短答式については手書き認識入力を採用し，
どちらも iBA のウィジェット (widget) の中の
「HTML5」で組み込んだ。本研究では，選択肢式，
および用語，数字，数式，化学式等を答えさせる短
答式についての解答入力についての検討を行うこと
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を目的としているため，入力した解答の収集に関わる
部分はできるだけ簡便であることを重視し，オンライ
ンで解答収集することにした。

2.1 端末とサーバ間のデータのやり取り
iBA では，HTML5 ウィジェットを作成し，埋め込
むことができる。これにより，HTML で JavaScript
を呼び出せば動的なこともある程度可能となる。それ
を活用して，受験者情報や解答データをオンラインで
やり取りをすることとした。
解答者のデータは，インターネットを通じてオンラ
インでやり取りをし，基本的にすべてサーバ側で管理
を行う。解答前に，受験者は受験者情報 (受験番号，
学校コード，クラスコード，出席番号 ) を入力し，そ
の情報を登録 (サーバに送信 ) してから，解答を開始
する。受験者情報が登録完了していないと，選択肢
式設問も短答式設問も解答できない状態となる。他
の受験者と受験者情報が重なった場合は，登録でき
ない。
試験中のトラブルを考慮して，解答データは基本的
にサーバで保持する仕組みとした。選択肢式ではセ
レクトタブのプルダウンメニューで選択がなされたタ
イミングで，短答式では手書き認識が実行がなされ
たタイミングで，サーバにデータ送信される。解答を
変更した場合には，その都度同様にデータが書き換
えられる。入力した解答は，一定時間が経過すると
電子書籍上に表示されなくなるが，その場合でもその
部分をタップすると，その受験者の解答がサーバから
送られてきて再表示される。端末に不具合が発生し，
途中から他の端末を使って解答する場合も，再度同
一の受験者情報を入力すれば，それまでに解答した
データが新しい端末に表示される。

2.2 選択肢式の設問
単純に，HTML のセレクトタブ (属性でプルダウ
ン形式のメニューを指定 ) による作成とした。ただし，
選択肢の内容がテキストで，かつ 1 行以内に表現可
能であれば図 1 に示すようにプルダウン形式のメ
ニューに含めるが，選択肢の内容に数式が含まれる
場合，あるいはすべてテキストで表現可能であっても
選択肢の内容が長い場合は，図 2 に示すようにメ
ニューは選択肢番号のみとし，内容は問題文中に別
途表示した。

2.3 短答式の設問
用語 (テキスト )，数字・数式，化学 (反応 ) 式等

を答えさせる短答式の設問に関して，手書き認識入
力を試みた。日本語テキストの手書き文字認識は , 紙
筆の記述により近いという特性がある。例えば，受験
者が漢字がわからなければ，平仮名あるいは片仮名
の表記のままとなる。
数字・数式，化学 (反応 ) 式については，キーボー

ド入力 (フリック入力 ) では煩雑な分数，記号，添え
字などの入力が手書き数式認識入力により容易とな
る。また，手書き認識入力は，ストロークデータによ
る認識であるため，紙筆の手書きの解答を後から
OCR で電子化するよりも，認識率は各段に高い。さ
らに，本研究では，受験者が認識されたテキストを確
認しながら解答入力する方式を採用したため，誤認
識トラブルは大幅に軽減される利点がある。
今回は，プロトタイプとしての開発であるというこ
ともあり，できるだけ容易に，できるだけフリーの環
境で開発できることを目指し，手書き認識の部分は，
MyScript社のMyScript CDK (Cloud Develop-ment 
Kit) を使って，クラウドベースの認識サービスによる
手書き認識を電子書籍に統合させた。
図 3 は，問題を解き始める前の入力ガイダンスの画
面の一部である。手書きで入力し， 緑色 ボタンを
タップして認識させる。正しく認識されなかったり，
解答を修正したい場合は , 赤色 ボタンをタップし
て，書き直す。書き直しは，一筆ごとに戻ることも可
能であるが，今回は短答式のみを扱うことから，入力
方法を煩雑にするよりも，単純化することを優先し，

図 1 選択肢式の設問例 (化学 )

図 2 選択肢式の設問例 (数学 )
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修正するときは全て書き直すという仕様にした。なお，
解答枠が小さい場合は，解答枠をフルスクリーンにし
て入力することも可能とした。
図 4 は，数学の短答式の設問の手書き認識入力の
部分の画面である。また，図 5 は，化学の短答式の
設問の手書き認識入力の部分の画面である。前者は
数式認識で，後者はテキスト認識である。

3 パイロット調査
3.1 調査目的
選択肢式と短答式の解答入力方法および解答入力
システムの改善に資する。

3.2 調査対象者
高等学校の学習内容を履修し終え，入学試験で理
科が試験科目となっている理系学部の大学生を調査
対象とし，本稿での報告は，首都圏の私立 S 大学工
学部での結果のみを扱う 3)。

3.3 調査問題
これまでに開発してきた数学，物理，化学の問題の
中から，選択肢式と短答式の設問のみで構成されて
いる問題を選び出し，短答式は，正解例が数字・数
式の表記にバリエーションを持つように織り交ぜ，化
学では用語，化学 (反応 ) 式を含めるという方針で，
数学と物理を合わせた数理 A 冊子と数学と化学を合
わせた数理 B 冊子を作成した。表 1 はそれぞれの冊
子の問題の構成を示したものである。手書き認識入
力による設問は，表 1 の「短答」の列に○が付して
ある問題に含まれ，最右列に正解例が示してある。
このように，数値 (整数，小数，分数，平方根 )，数
式 (文字式，不等式，絶対値を含む式 )，テキスト (用
語 )，化学式を含めた。
解答時間はいずれの冊子も60 分とした。

3.4 質問 ( アンケート ) 項目
手書き認識入力がうまくいかなかった場合に備え，
解答用紙も別途作成し，そこに，手書き認識入力に
ついて，4 択 (ア簡単に入力できた イ何度か書き直
して入力できた ウ入力できなかった エ問題が解け
なかった) で尋ねる質問項目と，気が付いたこと(特に，
手書き認識入力 ) についての自由記述を付与した。

3.5 調査実施
① 調査日 : 2018 年 7 月12 日および 16 日
②�調査人数 :  

図 4 短答式の設問例 (数学 )

図 5 短答式の設問例 (化学 )

図 3 手書き認識入力問題の練習画面
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7 月12 日A 冊子 5 人B 冊子 4 人 (3 年生 )  
7 月16 日A 冊子 13 人B 冊子 5 人 (2 年生 )
③�調査方法 : 問題冊子 (iBooks による電子冊子 ) が
取り込んである9.7 インチのタブレット端末 (Apple 
Inc. の iPad, OS : iOS11)，スタイラスペンを配付し，
学生の所属大学の講義室で実施した。入力がうま
くいかなかった場合に備え，解答用紙 (含 : 質問項
目 ) も配付した。各端末は，WiFi ルータ経由 (通
信事業者 : Softbank) でインターネットに接続した
状態で実施。調査終了後スタイラスペンを除く全
ての配付物を回収した。監督者は実施中，Apple 
Inc. のアプリ「クラスルーム」にて，受験者の画面
をモニタし，受験者の進み具合を確認可能とすると
ともに，Web 経由でサーバにアクセスし，その時点
の解答状況も確認可能としている。また，調査終
了後に，受験者に対して簡単なインタビュー調査を
行った。

4 調査実施結果
システムのトラブルはなく実施できた。通信状態も
モニターしたが，選択肢のデータ及び手書きのスト
ロークデータのやり取り合わせて，通信データの量は
1 受験者あたり数十MB 程度であった。
受験者側の入力については，選択肢式の設問では
問題が発生しなかったが，受験者登録と手書き認識
入力については問題点が明らかになった。

受験者情報を登録する部分では，登録ボタンをタッ
プしないまま，問題の解答に進んだ受験者が 1 人い
た。受験者登録情報の画面上にボタンはあるものの
タップしなさいという指示が記載されていなかったこ
とに起因するかと思われる。実施開始直後に，監督
者のサーバでの確認で判明し，タップするよう指示し
たため，実施への影響はなかった。小規模によるパ
イロット調査であるため参考程度になるが，図 6 に 4 
択の質問項目の結果を示した。B 冊子は，第 1 問を
除くすべての設問で，「問題が解けなかった」と「無
回答」の合計が半数を超えているが，受験者が解答
入力にまで至った問題については，大方，「簡単に入

表 1 パイロット調査冊子の構成

図 6 質問：手書き認識入力について

－ 115 －

高大接続を視野に入れたタブレット端末利用型 CBTの解答入力システムの開発と検討



力できた」あるいは「何度か書き直して入力できた」
であった。
テキスト (用語 ) での手書き文字認識入力について
は，日本語の認識率が高く，受験者には好評であった。
B 冊子第 5 問で，器具名を尋ねる設問があり，正解
例はホールピペットであるが，駒込ピペットという誤
答が多かった。この誤答は，こまごめピペット，コマ
ゴメピペット，駒込ピペットの 3 通りの表記があり，
手書き文字認識入力が，漢字変換辞書を用いたCBT 
よりも紙筆の記述に近い解答を可能にすることが再確
認できた。
数値・数式については，何度か書き直して入力し
た受験者が目立つ。解答入力欄に触れてしまった結
果，細かい点が付き，それも一緒に数式認識され，
書き直しになるという指摘が複数あった。実際，数式
認識された解答結果の中に，「1,21」，「0・3907」等
が観察され，小数点が「,」(コンマ ) や「・」(中点 ) 
と認識された事例が複数見受けられた。また，(数字
の )「1」と「|」(パイプ , 縦棒 ) と「 /」(スラッシュ ) 
の間の誤認識が複数見受けられた。例えば，A 冊子
第 2 問の数式の係数「111」が「///」「N」と誤認識
されている。
前出のMyscript 社のMyscript CDK は，テキス

ト認識サービスと数式認識サービスの 2 種類が提供
されている。化学式の認識サービスはないが，本研
究では，数式認識サービスを利用して化学式の認識
を試みた。その結果，「Cl」がうまく認識されないと
いう指摘が非常に目立った。「Cl」と書いても，「cl」
と認識される事例が多発した。図 7 に示すように，微
妙な違いで異なる認識結果となる。特に，c 以外にも
大文字と小文字の形が同じアルファベット，例えば k, 
o, p, s 等は同様の結果が発生する。これは，数式認
識で化学式を認識させたことに起因していると考えら
れる。

5 まとめと今後の課題
本研究では，CBT の特性を生かした教科・科目ベー
スの問題で，解答形式が選択肢式と短答式の設問に
対するものへの解答入力システムを開発し，タブレッ
ト端末に解答を入力する方式を試みた。その結果，
手書き認識入力は，キーボードで入力が困難な数式
記号などを受験者が容易に入力できるという点にお
いて，CBT の解答入力として，非常に有効な方法で
あると確認できた。今回は，汎用的なクラウドベース
の認識サービスを利用したが，認識エンジンを日本語
テキスト用，数値用，数式用，化学式用といったよう
に分ければ誤認識は相当軽減させることができると考
えられ，実現可能であると言っても過言でないであろ
う。数式については，小数点に「,」(コンマ ) を用い
る国もあるため，日本人の表記にしたがった認識エン
ジンとする必要がある。
ただし現時点で，数式とテキストが混在する解答に
ついての自動認識，「5C2」のように添え字から始まる
数式の認識ができないという問題点があることを付け
加えておく。
今後，本パイロット調査で得られた情報を踏まえて
改修し，高校生及び大学生を対象にした数百人規模
のモニター調査を実施予定である。引き続き問題開
発を行いながらCBT で測れる能力を明確化していく
ことを目指し，併せて，タブレットへ直接入力する解
答方法の改善等も進めていく予定である。

注
1) 近年，手書き文字認識が実用化されるようになり，漢字の
みの手書き入力の資格試験 (例えば，漢検 CBT) や比較的
単純な数字手書き入力を用いた算数・数学教材などが挙げ
られる。本研究と同様に，認識結果を提示する教材として，
ベルリン工科大学による算数教材のアリスプロジェクト
(<http://www.doc.ma.edu.tum.de/tabletpc/index.en.図 7 手書き認識による認識例
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html> (2019 年 11月20 日 )) などがある。
2) iPad, iBooks は，米国および他の国々で登録されたApple 

Inc. の商標である。
3) 同時期に，物理問題冊子を用いて，国立 T 大学において調
査を実施している。そこで，一部の問題において解答入力
についても試みている。調査の主目的を問題の改善に資す
ることとしているため，ここでは割愛するが，入力部分に関
してはほぼ同様の結果であった。
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1 はじめに
1.1 目的
本研究は，国立大学一般入試前期日程において，
配点の複数パターンの設定が安定的な志願者数の確
保に効果をもたらす可能性について，高校の進路指
導現場に対するインタビュー調査から検討することを
目的とする。

1.2 問題の所在
国立大学の募集人員で，最も多いのが平成 31年
度入試の場合，全体の 67.1％を占める一般前期日程
である (文部科学省 ,2018)。その一般前期日程の選
抜は，1989年度に分離・分割方式が導入されて以降，
約 30年に渡って基本的に共通テストの得点と，各大
学の個別試験の合計得点によって合否が決定される
仕組みとなっている。しかし，実際には，出願校決定
における大学入試センター試験自己採点の影響は大
きい（高木 ,2013:56）や，工学部のケースとして，入
学者の半数以上が大学入試センター試験の結果に基
づいて出願校を決定している (高地 ,2014:10)，(鳥
取大学 ,2004)などの指摘からは，自己採点結果に基
づく事後出願方式である共通テストの受験結果が出
願校の選定を左右してきたことが窺える。また，共通
テストと各大学の個別試験の配点比率を見た場合，
各大学の個別試験よりも共通テストの方が高い募集
単位が前期日程で約 75％，後期日程で 80％以上と圧
倒的に多い (竹内 ,2014:37)ことも，共通テストの自
己採点による出願校の選定の影響力を大きくしている
こととして考えられるだろう。

配点の複数パターン化は志願動向に変化をもたらすか
――高校の進路指導現場へのインタビュー調査より――

竹内 正興（鹿児島大学）

本研究は，国立大学一般入試前期日程において，配点の複数パターンの設定が安定的な志願者数
の確保に効果をもたらす可能性について，高校の進路指導現場に対するインタビュー調査から検討
することを目的とする。配点の複数パターンの設定は，先行実施大学の分析からは安定的な志願者
数を確保する施策として有効であることが示されていたが，インタビュー調査の結果，高校の進路
指導現場でも，センター試験の結果に関わらず，志望大学に予定通り出願できる等の理由から肯定
的に捉える割合が高いことがわかった。ただし，肯定的に捉える判断基準として，合格の可能性が
高まるのかどうかがあると考えられ，指導する生徒たちの学力レベルや志望大学群等によって，各
高校にもたらすメリットは一律ではないことが示唆された。
キーワード：配点の複数パターン，志願者確保，一般前期日程 ，進路指導

鈴木 (2009)は自己採点による選抜機能を自己選抜
と呼び，「自己選抜によって低得点者による志願断念
を決意させ，志願者と大学とを円滑に接続する上で
欠かすことのできない重要な役割を果たしている」と
現在の共通試験制度のメリットとして指摘している。
また，内田ほか (2018)も「受験者の私的な自己採点
結果の利用は，マクロに捉えた場合には，受験者を
分散配置する社会的なフィルタとしても機能している
可能性がある」と現制度の肯定的な面として捉えて
いる。一方，肥田野 (1990)は，「大学・学部別の出願
者の共通テストの成績が均質化するという，いわゆる
輪切り現象と大学間の序列化が顕在化した批判が起
こった」という否定的な側面を指摘している。
表 1は 2015～ 2019年度入試までの国立大学一般
前期日程の志願者数・志願倍率の推移である。志願
倍率は過去 5年間とも3.0～ 3.1倍となっており，国
立大学全体における志願状況は安定していることが
わかる。

一方，志願状況を各大学や学部・学科等の単位で
捉えた場合，例えば，全国の国立大学一般前期日程

表 1 国立大学一般前期日程　志願者数・志願倍率推
移（2015～ 2019年度入試）

－ 118 －

【原著】 大学入試研究ジャーナル第 30号，118-124，2020．



の志願者数 (2016～ 2018年度入試，および，2017
～ 2019年度入試 )において，揺り戻しが発生した大
学数とその割合を見ると，60％以上の国立大学が，
志願者数が増加した翌年度は減少，または，志願者
数が減少した翌年度は増加していることが確認でき
る (表 2)。また，20％以上の国立大学が 100人以上
の規模での揺り戻しを起こしていることがわかる。

つまり，国立大学の志願状況をマクロに捉えた場合，
鈴木 (2009)や内田ほか (2018)の指摘にあるように，
自己採点制度によって受験生が自己選抜を行い分散
配置することによって１段階選抜による不合格者数を
減少させるメリットがあることが考えられる。しかし，
各大学・学部等別にミクロの単位で捉えると，前年
度に志願者数が増加した，または減少した大学・学
部等は自己採点結果に基づき予備校各社が算出する
合格判定ライン等によって志願者の揺り戻しによる志
願者変動という経営的視点から見た場合のリスクを
抱えていることが考えられる。先﨑 (2010)は，自己
採点結果後の出願行動おける受験生を取り巻く環境
について，予備校の強い影響力が介在していること
を次のように述べている。

予備校に共通する特徴は，共通一次試験に対応し
た数十万規模の模擬試験の実施と，そこから得られ
た情報と共通一次本試験の自己採点結果の収集・分
析とによって大学の合格判定の精度を向上させようと
したことにある。受験生，保護者，高校はもとより大
学にとっても，こうした予備校のデータが入試戦略上
不可欠な存在となるまでに至ったことは，その是非は
ともかく，もはや否定できない。

2 一般前期日程における配点の複数パターンの事例
では，現在の自己採点結果に基づく事後出願方式
において予備校が算出する合格判定ラインに対する
影響度を縮小し，志願者数の揺り戻し幅を抑え安定

化を図る方法としてどのような施策が考えられるだろ
うか。
本稿では，竹内 (2014)の国立大学の一般入試にお
いて共通テストの配点が高い募集単位が多いという
調査結果を踏まえた上で，2次配点比率が高いことが，
志願倍率を高めていた (岩本・星 ,2000:21)という指
摘に対する一般化の可能性に着目した。具体的には，
一般前期日程において，現在の一募集単位を，共通
テストの配点が個別試験よりも大きいパターンと個別
試験の配点が共通テストよりも大きいパターンの複数
パターンを設定することで，現在の自己採点後の出願
という画一化した選抜スケジュールに対して，受験生
の出願に際しての裁量を拡大し，志願者数の安定的
な確保に効果をもたらす可能性を検討する。
表 3は，平成 31年度入試における国立大学の一
般前期日程で，センター試験重視型と個別試験重視
型の複数配点パターンを設定している主な募集単位
である。また，これらの募集単位について，募集単位
を分けているのかどうかと受験生が配点パターンを選
択できるのかどうかという二つの観点から募集方法を
整理・分類したのが表 4である。
このうち山口大学では，理学部数理科学科前期日
程において５つの配点パターンから受験生が個別試
験後に選択できる入試方式を採用している。林 (2016)
は配点の自己申告制について，「志願者は満足のいく
実施状況等の公表資料が入手できなくとも，センター
試験に失敗しても挽回可能性が高いというメリットが
恐らく上回っているのであろう」と述べ，志願者にとっ
てメリットが大きい入試方式であるとしている。また，
個別試験の配点重視型の配点を選択し合格する受験
生が例年 2割程度いることや，配点の複数パターン
を導入している学科は 4倍以上の倍率を揺り戻しなく
維持できている一方で，配点の複数パターンを導入
していない学科は，実質倍率が 2倍を切る年度もあ
ることを指摘した上で，配点の自己申告制は志願者確
保という点で十分機能を果たしていると評価してい
る。
一方，富山大学では，工学部前期日程と理学部の
一部の学科の前期日程において，センター試験重視
型と個別試験重視型の 2種類の配点パターンを設け，
それぞれの方式で募集している。船橋 (2018)は，複
数の配点パターンの設定が志願者数を増加させる施
策として有効であることを指摘している。
このように，先行実施大学の分析からは配点の複
数パターンの設定は一般前期日程の志願者数の増加
につながる施策として評価されていることがわかる。

表 2 国立大学一般前期日程の志願者数で揺り戻しが
発生した大学数とその割合
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また，表 3からは理工学部系統，その中でも特に
理学部での実施例が多いことが確認できる。では，
大学側から見た場合，志願者数を安定的に確保する
施策として効果があると考えられる配点の複数パター
ンの設定に対して，受験生を指導する高校の進路指
導現場は，配点の複数パターンの設定を肯定的に捉
えているのだろうか。また，肯定的に捉えていたとし
た場合，どの学部・学科等の受験生にとってメリット
があると考えているのだろうか。加えて，表 4の分類
から見た場合，どの募集方法が望ましいと考えている
のだろうか。これらの点を問いとして設定し，受験生

表 3 平成 31年度一般前期日程で配点の複数パターンを設定している主な募集単位と選抜内容

表 4 配点の複数パターン　募集方法の分類
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を指導する高校の進路指導への半構造インタビュー
調査から検討する。

2 調査概要
2.1 調査時期・対象・方法
本研究では第１章で設定した問いを解明するため， 

2018年度入試において国立大学一般前期日程で合
格者を輩出した高校の進路指導担当教員への半構造
化インタビュー調査 (2018年 12月～ 2019年 3月 )
を分析対象として取り上げる(表5)。高校教員を調査・
分析の対象としたのは，進路決定に影響した人とし
て高校教員の割合が高い調査が複数あること (経済
産業省，2016；ベネッセ教育総合研究所，2015)に
依拠している。また，本研究のインタビュー調査の対
象地域は，国立大学志向が強い地域の一つである九
州・沖縄地区の高校とした１）。

2.2 質問項目
インタビュー調査では，国立大学一般前期日程にお
ける配点の複数化に対しての賛否とその理由，賛成，
すなわち肯定的に捉えていた場合，どの学部・学科

等を志望する受験生にメリットがあると考えるのか，
また，表 4の分類例を見てもらいながら，どの募集方
法が望ましいと考えるのかについて意見を伺った。

3 結果と考察
3.1 配点の複数化に対しての賛否とその理由
調査対象校 20校のうち，賛成が 11校，反対が 2校，
どちらともいえないが 7校となり，賛成という意見が
過半数を占めた。まず，賛成の理由として最も多かっ
たのが，「個別試験重視型の配点があることによって，
センター試験で多少失敗しても，センター試験前に志
望していた大学・学部等にそのまま出願できる (K1
～ K3，K5，K8，K10，K12～ K14，K16～ K18)」
であった。また，「出願の選択肢が増える (K5)」や，「国
立大学の入試が，センター試験が失敗したら終わり，
というところから脱却できるのでは (K13)」，「理系は
数学、理科、文系は国語、英語がそれぞれ強いが５
教科の学力がそろわない受験生にとってチャンスが
増える (K18)」などの理由が見られた。
一方，賛成としながらも高校の進学状況によって異
なるのではという指摘もあった。下記はＫ10の高校
の先生からのコメントである。

高校の進学レベルによって賛否が分かれると考え
る。本校のような難関国立大志望者が多い高校は，
センター試験対策よりも個別試験対策を中心に指導し
ており，かつ，センター試験の点数によって志望校を
変更する生徒が少ないため，センター試験重視型の
国立大学で個別試験重視の配点パターンができるこ
とは非常にありがたい。一方，センター試験対策を中
心に行っている高校にとっては，個別重視の配点パ
ターンができることで，今までであれば，センター試
験で逃げ切れていた生徒が不合格になるケースが出
てくることが考えられるので不安に感じる面があるの
ではないか。
　
次に，反対の理由である。下記は，反対の立場を
取る２校の先生方のコメントである。

本校の学力レベルだとセンター試験対策までで一
杯一杯で個別試験対策まで手がまわらない。そのた
め，できるだけセンター試験の配点が高い逃げ切り型
の方が出願しやすい（K6）。

予備校が算出するデータから合否を読むことが難
しくなり，記述力のない生徒への出願指導が難しくな

表 5　調査対象高校の属性　ｎ＝20
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る。この場合，個別試験で逆転されるのではという不
安要素が大きくなる。学校としては，特に，県外の大
学への出願者については出来る限り合格率を高めた
いため，データから合否が読みやすい方がありがたい
（K11）。

2校のコメントの共通点として挙げられているのは，
個別試験で記述力に不安がある受験生が逆転される
ことへの懸念であった。

一方，どちらともいえないと回答した理由について
は，メリット，デメリットがそれぞれあるため，一概に
賛成，または反対の意見が示せないという下記のコメ
ントが見られた。

記述力がある生徒や，絶対にこの大学しか受験し
ないと決めている生徒にとっては合格のチャンスが拡
大するのでメリットがある。一方，センター試験対策
まででしかできずに記述力がない生徒にとっては不利
になるのでデメリットが大きい。要するに，生徒個々
の学力レベルによってメリットになるか，デメリットに
なるのかが異なり，全体的な見地から賛成，反対の
立場を示すことは難しい (K7)。

メリットとしては，センター試験で失敗しても志望
変更をせずに，個別逆転を狙ってそのまま出願できる
ことである。一方，デメリットとしては，第１志望でな
い生徒の，出願変更先としての指導が難しくなる。と
いうのも，予備校のデータだけでは読みにくくなるの
で合格の押さえとしては生徒に勧めにくくなるからで
ある (K9)。

募集枠の設定によって賛否が異なる。募集枠がも
ともと少なくない学部等で個別試験重視型の配点の
募集人員が全体の1～ 2割程度であれば個別逆転狙
いの受験者の合格可能性が高まるため賛成できる。
一方で，個別重視型の募集人員の割合が高くなるこ
とには反対である。理由は，センター試験，個別試験
とも毎年度難易度や標準偏差が異なるため，ギャン
ブル性（不確実性）が高まってしまうためである(K16)。

また，指導する教員側と受験する生徒側の立場に
よって賛否が分かれるという下記のコメントが見られ
た。

指導する教員側としては，配点の複数パターンは合

否が読みにくくなるため反対だが，受験する生徒の立
場になると，最後まで合格の可能性を信じて高いモ
チベーションで勉強できるので賛成である。ただし，
その場合でも配点のパターンは合否が辛うじて読める
2パターン程度に留めてほしい (K18)。

一方，指導する教員側の経験年数によって賛否が
異なるという下記のコメントが見られた。

現在，大量退職の時期に差し掛かっており，ベテラ
ン教員が減少している。この中で，進路指導の経験
が豊富な教員であれば，予備校の判定は参考程度に
留めて各生徒の成績伸張度や個別試験内容との相性
などの状況に応じて指導するため，配点の複数パター
ン化は歓迎である。一方，進路指導の経験が浅い教
員の場合，予備校の判定ありきで指導してしまうケー
スが多いため，配点を複数パターン化しても，予備校
が複数パターンのそれぞれの配点での判定を出さな
い限り，従来の出願指導と変わらないことが考えられ
る (K4）。

3.2  どの学部・学科等を志望する受験生にメリット
があると考えるのか
次に，配点の複数パターンの設定がどの学部・学
科等を志望する受験生にメリットがあると考えるのか
については，「特に難易度が高くセンター試験の配点
が高い傾向にある医・歯・薬・獣医学部で個別試験
重視の配点があるとありがたい (K2)」という意見が
見られた。一方で，入試科目から見た下記の指摘が
K16の高校の先生からあった。

数学や理科の記述・論述式問題は他の科目と比較
して点数の差がつきやすい印象があるので，数学や
理科が個別試験で課されている学部・学科の受験者
にメリットがあると感じる。

3.3 望ましいと考える募集方法
最後に，望ましいと考える募集方法について，表 4
の分類を参考にご意見を伺ったところ，配点の複数
パターンの設定に賛成と回答した高校のうち，募集単
位を分けずに大学側で集計が 7校，募集単位を分け
るが 1校，どちらともいえないが 3校という結果となっ
た。このうち，7校が望ましいとした募集単位を分け
ずに大学側で集計という理由について，募集単位を
分けない方がよいとした理由としては，「募集人数は
多い方が，実力があれば合格圏内に確実に入れるの

－ 122 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



で分けないほうがありがたい (K14)」，「募集人員はで
きるだけ多い方が，合否が読みやすく安心感がある
(K13)」，「分割募集は募集人員が少なくなり合否が読
みにくくなるため反対である (K17)」など，募集人員
が多いことが合格の可能性を高める，または，合否
が読みやすいという理由が目立った。また，「募集単
位を分けると，結局，入試倍率を読みながらどちらの
募集単位の方が合格させやすいかという受験戦略の
勝負となってしまう (K18)」という受験生の希望を生
かす本来のメリットから離れてしまうことを危惧する
意見もあった。一方，大学側で集計した方がよいとし
た理由としては，「集計は受験生の選択ではなく，大
学側が行った方が正確な集計によって合否判定の精
度が増し公平感が高まるので，大学側が行った方が
よい (K14，K16)」というコメントが見られた。

3.4 考察
問いの設定とインタビュー調査の結果を踏まえ，配
点の複数パターンの設定について受験生側にも大学
側にもメリットをもたらす観点から検討したい。
大学側から見た場合，先行実施大学の分析からは，
配点の複数パターンの設定は志願者の安定的な確保
という観点から有効であることが示されていたが，高
校の進路指導現場においても全体的には肯定的に捉
えている割合が高く，配点の複数パターン化は，大学
側，受験生側双方にメリットをもたらす可能性が示唆
された。また，高校の進路指導現場では個別試験の
科目に数学や理科がある点がメリットとなるというコ
メントがあり，個別試験で数学や理科を課すことが多
い理系学部のうち一定の募集人員を持つ募集単位で，
配点の複数パターンを設定する有効性が示唆された。
ただし，高校の進路指導現場が肯定的に捉えるかど
うかの判断基準として，インタビュー調査からたびた
び出た合格の可能性が高まるのかどうかがあると考
えられ，指導する生徒たちの学力レベルや志望大学
群等によって，各高校にもたらすメリットは一律では
ないといえる。　
以上の点を踏まえると，大学側が，例年志願者数
が多い各高校のニーズを調査しながら配点の複数パ
ターンの設定を検討することは，安定的な志願者数
確保につながるのと同時に，高校の進路指導現場に
も一定のメリットをもたらす施策となることが考えら
れるだろう。

注
1）文部科学省 (2017).『平成 29年度学校基本調査高等教育
機関編　16.出身高校の所在地県別入学者数　2.国立』，
128-131より，所在する高校を卒業した者の国立大学への
進学率を調べたところ，上位 10都道府県のうち，九州地区
が 5県を占めていたこと，また，全国平均 15.8％に対して
九州・沖縄地区の 8つの全ての県が全国平均を上回ってい
たことから九州・沖縄地区の高校をインタビュー調査の対象
とした。
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1 問題の所在　
1.1 入試改革に向けた調査書活用
文部科学省（以下，「文科省」と表記する）から，

2017年 7月13日に発表された「大学入学共通テス
ト実施方針」，および「 平成 33年度大学入学者選抜
実施要項の見直しに係る予告（以下，「H33実施予告」
と表記する）」において，大学入学者選抜の志願者に
対し「学力の 3要素」を多面的・総合的に評価する
ことが求められている。
この高大接続改革における大きな特徴は「学力の

3要素」について全ての入学者選抜（AO，推薦，一般）
において調査書の活用を求めたことであろう。一般入
試では，「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」
の評価に加えて「主体性を持って多様な人々と協働
する態度（以下，「主体性等」と表記する）」につい
て調査書や志願者本人が記載する資料等の評価を促
している。高大接続改革における「主体性等」の位
置づけは「学力の 3要素」において 1番目の要素に
掲げられており１），未来を担う子どもたちに，グロー
バル化・情報化が進むこれからの社会に新たな価値
を創造していく力を育てられるよう，他要素も含めて
その実現に向けた努力が示されている。

1.2 調査書「主体性等」の評価とは
調査書等を活用した多面的・総合的に評価する一
連の検討の中で，主体性および「主体性等」とは具
体的に何を示し，そして大学入学者選抜においてど
のように評価するのだろうか。
文部科学省（2017）は，「主体的な学び」として「学
ぶことに興味や関心を持ち，自己のキャリア形成の方
向性と関連付けながら，見通しを持って粘り強く取り
組み，自己の学習活動を振り返って主体的な学びを

「主体性等の評価」新しい調査書に関する一考察

永野 拓矢，橘 春菜，寺嶌 裕登，石井 秀宗（名古屋大学）

2021年度大学入学者選抜より「学力の 3要素」を多面的・総合的に評価することで高校調査書（以
下，「調査書」と表記する）の活用が促されている。同時期に調査書の記載内容が見直され，とりわ
け自由記載項目の「指導上参考となる諸事項」には具体的な記載を求められる等，新しい評価方法
に対応した様式に変更される。本論では，主体性等の評価において調査書を利用することの問題点
を明らかにするため，実際に大学に提出された現行調査書について分析を試みた。その結果，現行
版では自由記載項目において学校単位で記載内容や字数に質的・量的な違いが存在することが明ら
かになった。現行版の問題点に基づき，調査書の扱い方や改善について論じた。
キーワード：高大接続改革，調査書，主体性等の評価，学校差

実現する」と説明し，「学ぶことに興味や関心を持ち，
毎時間，見通しを持って粘り強く取り組むとともに，
自らの学習をまとめ振り返り，次の学習につなげる」
と例を挙げた。また，安西と倉元２）は主体性とその
評価について，安西は「主体性があるというのは目標
を持っていること。eポートフォリオは，これから何を
目標にしていこうかと考える時に役に立つ。」と述べ
る一方で，倉元は「主体性が重要ということはみな賛
成するが，どう定義し，評価するかとなると意見が分
かれ難しい。入試の現場では評価すべきでないとの
声が根強い。」との見解を示している。
「H33実施予告」には，「一般入試の課題の改善」
にて「主体性等」の資料例として「エッセイ，面接，ディ
ベート，集団討論，プレゼンテーション，各種大会や
検証等の記録，総合的な学習の時間などにおける生
徒の探究的な学習の成果等に関する資料やその面談
など。」と付記している。これらは主体性だけでなく，
他者（多様性）との協働が不可欠な項目であり，「主
体性等」全般に及ぶ評価の期待等も含まれることが
推測される。それらについて主体性等を持って行動し，
得た知見や成果を調査書等で示すためには，関わっ
た物事のプロセスについて本人の役割を明示する，ま
た必要に応じてそれらのエビデンスを提示する等，ク
ラス担任等における記載（補足）が必要であろう。
さらに，これらの「プロセス」を評価するには紙面ベー
スでは限りがある。現在検討が進む調査書の電子化
によって，より多面的・総合的に，そして時間的制約
がある一般入試にも迅速な評価が可能になることが
期待されよう。
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1.3 先行研究から考察した調査書に関する論点
調査書に関する主な論点について先行研究から概
観した。現在の大学入学者選抜は，「知識の暗記・
再生や暗記した解法パターンの評価に偏りがち」との
批判があり（高大接続システム会議，2016），入試改
革の提言等からそれらの課題を解消するために「学
力の 3要素」の定義に基づいた調査書の活用が促さ
れているが，これまでの先行研究によれば，調査書
は大学入学者選抜としての機能を有しているとは言
い難い。その要因のひとつとして，同書表面の「学習
成績概評に対する不評」がある。倉元・西郡・石井
（2010）は「調査書には，選抜資料としての構造的欠
陥がある」と指摘し，評価結果として与えられる評定
値の算定基準が曖昧であり，同じ数値が学力の透過
性を保証できない，と述べている。
そのほか，同書裏面の「出欠の記録」「特別活動の
記録」「指導上参考となる諸事項」等，生徒の所見に
関する記載欄に関する先行研究においてもその評は
低調である。大久保（2008）は同書「指導上参考と
なる諸事項」の記載と大学のアドミッションポリシー
を比較したところ，記載率が高い文言について大学
のアドミッションポリシーが求める内容とは乖離して
いることを示した。同様に記載された文章について，
岡本（2015）は調査大学の入学者選抜における過去
5年間の同書「指導上参考となる諸事項」の各項目
を分類してテキストマイニングよる分析を試みたが，
頻出した品詞には情緒的な表現に終始する傾向があ
り，記載責任者（クラス担任等）が生徒個々の特徴
を記載する表現が画一化されていると指摘した。また，
並川・吉田・坂本（2018）は調査大学の入学者選抜
に提出された同書「指導上参考となる諸事項」のテ
キストデータから，記載されているパーソナリティに
関する記述に着目した集計を行ったところ，「真面目」
「誠実」等の「誠実性」に関する記述が，全体の
85％と多く見られることを示し，さらに「誠実性」「調
和性」「外向性」の 3因子に言及されるケースが多く
見られることも併せて示唆している。
以上をまとめると，同書「指導上参考となる諸事項」
の記載内容は人物評価中心であるが，記述方法は概
して紋切り型であり，現行調査書は大学入学者選抜
の活用に耐えうる内容とは言い難い報告であった。勿
論，「主体性等」への評価を示唆する文言等も確認出
来なかった。倉元（2015）は，「『指導上参考となる
諸事項』等といった学力以外の要素を顕す項目が，
実際問題として何を評価する指標になっているのか，
また，どの程度，信頼に足るものなのか，といった測

定の妥当性・信頼性という側面からの構造的な問題
点に対する疑念も払拭しがたい」，と述べており，改
正版において本項目から主体性を引き出すには，原簿
となる高等学校生徒指導要録（以下，「指導要録」と
表記する）も含めた全般的な改善の必要性が窺えた。

1.4 調査書の改正による項目変更
現行調査書の自由記載項目「指導上参考となる諸
事項」について概観する。本項目は，指導要録の同
欄の記載事項から（１）各教科・科目及び総合的な
学習の時間の学習における特徴等，（２）行動の特徴，
特技など，（３）部活動，ボランティア活動等，（４）
取得資格，検定等，（５）その他特に必要と認められ
る事項等の各項目について適時記載する旨が記述さ
れている（文部科学省，2018）。
また，今般の高大接続改革において，改正調査書
が現行版に比べて大きく変更となる項目が「指導上参
考となる諸事項」である。項目数は現行から1増となっ
て 6項目となり（「表彰・顕彰等の記録」の追加），さ
らに記載枠も拡大する３）。加えて，記載内容も改善が
図られ具体的な記述が求められる。生徒が取得した
客観的な情報（学級および委員会活動や部活動，さ
らにボランティア活動および各種資格・検定等）の記
載については，「特別活動の記録」および「指導上参
考となる諸事項」（３）～（６）)項目が該当する。そ
れらを主体的に行動した等の言及は，「H33実施予告」
の「指導上参考となる諸事項」（１）（２）項目が改正
されて「特徴（積極性など）」の文言が加わることで，
同欄にて記載することが想定される。「積極性」と「主
体性」は同義語ではないが，新しい入試制度における
主体性等の評価を踏まえた変更と言えよう（表 1）。

表 1　改正調査書「各項目の役割と期待」イメージ
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2 調査書の調査と分析　
2.1 調査の背景
現行調査書の「特別活動の記録」と「指導上参考
となる諸事項」の２項目において，どの程度の量的な
記載があるのか。実際に大学入学者選抜で提出され
た調査書から字数調査を行い，上述の先行研究で指
摘されなかった諸課題について考察したところ，改正
版で「主体性等」の評価項目のひとつとして目される
「指導上参考となる諸事項」（１）（２）項目において，「特
記事項無し（無記載）」と記した調査書が幾重にも確
認された。これは現行および改正版とともに「（記載
事項が無ければ）その旨を明記」とあるため記載の
不備ではないが，改正後の同（１）（２）項目の拡充
に伴い（表 1），「1.1」で述べた通り同項目への量的な
記載は 2021年度以降の各入学者選抜の評価に影響
を与えることに鑑みて），現行調査書の同（１）（２）
項目と同（３）（４）項目の記載量に注目し，それぞれ
分析を試みた。

2.2 調査の対象および方法
国立 A大学 B，C学部のX年度入学者選抜（前期
日程）の志願者が提出した調査書「指導上参考となる
諸事項」（１）（２）項目に記載された文字数から「上
位群」「下位群」と分類し，生徒の客観的な情報を記
載する「特別活動の記録」および「指導上参考となる
諸事項」の（３）（４）項目の記載状況（延べ数）との
関係について，「県」および「学校」別に分析を行った。
全国的な傾向を測るため，対象は教員間の異動が生じ
る公立の高校や中等教育学校出身者の調査書に限定
し，また保存期間（5年）を過ぎた調査書は対象外と
した。なお，本論では都道府県や学校（高等学校，中
等教育学校等）の特定を避けるため，名称を「県」お
よび「高校」に統一した。
以上の絞り込みを行い，対象は669件となった（表2）。
それらの調査書から同項目(1)(2)において，112件が「無
記載」または「特記事項なし（0字扱い）」の記載であっ
た（2県 22校）。この「0字」112件を「下位群」と
括り，字数が多い上位 112番目（重複を含めて113件）
までを「上位群」として抽出した（20県 51校）。この
中で上位群と下位群に同一県内の高校が複数存在し
ているが，これは，字数の多寡については県レベルで
はなく学校毎の傾向（方針）であることが示されたと
言える。このほか，卒業年度が異なる既卒生について
は別途の扱いを検討したが，いずれの高校でもクラス
担任等が記載する傾向は現役学年と似通っていたた
め，年度に拘わらず同一校として扱った。

2.3 記載字数と地域特性の関係
記載字数の多寡による全体および「上位群」に属
する県の特徴について概観した（Ｘ年度）。図 1は，
縦軸に「財政力指数」，横軸に「国公立大学進学率」４）

とした分布図であり，そのうち「上位群（20県）」は
黒プロットで，それ以外については白プロットで示し
た。「財政力指数」は指数が 1に近づくほど財政が裕
福な県といわれ（当該地方公共団体の税収が高い），
人口が集中する大都市の県が高く位置する傾向にあ
る。なお，当該年度の当指数の平均は 0.52であり，
上位群では半数（10県）が該当した（点線円内）。
一方で国公立大学の進学率が高い県は同指数が概ね
平均以下で地方に立地している（実線円内）。なお，
財政力指数と国公立大学進学率の間には，全県全体
で強い負の相関（r = -.84）が認められた。
図 1より「上位群」は同指数および国公立大学進
学率の高低に関係なく存在することが示された。近
年の国立大学はAOや推薦入試の募集枠を拡大する
傾向にある５）。この傾向に合わせ，上記の 2つの指標
とは関係なく，国公立大学への志願を勧める高校では，
クラス担任が調査書の自由記載項目を含めた出願資
料を量的に記載する機会が増えているのだと推察さ
れる。
なお，「下位群」については県数が少なく特定を避
けるため，図 1においては白プロットに含めた。

表 2「全体」「上位群」「下位群」データ

図 1　財政力指数と国公立大学進学率比較（Ｘ年度）
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2.4 調査書「主体性等評価」データ分析の比較と考察
表 3は，集計した「主体性等」評価に関する項目
毎の一覧である（「特別活動の記録」および「指導上
参考となる諸事項」の（１）（２）と（３）（４）に分類）。
このうち，「特別活動の記録」での比較では（最小，
最大，平均，中央値，標準偏差），上下位群の差は小
さく概ね同程度だったことから，学校内における生徒
会やクラス内の係活動等の客観的な情報の記載差は
見られなかった。一方で，部活動やボランティア，資格・
検定等を記載する「指導上参考となる諸事項」（３）（４）
項目については，上位群が最大値・平均・中央値を
いずれも上回るなどの相違点が窺えた。

続いて，上下位群を含む全体のデータ比較につい
て検討を試みた。図 2は「指導上参考となる諸事項」
（１）（２）と（３）（４）および「特別活動の記録」の
分布図である。同（１）（２）項目と（３）（４）項目の
間には弱いながらも有意な相関が見られた（全体①，
r = .27, p < .001）。一般的に「指導上参考となる諸事
項」項目において，生徒の行動や特徴等を示す主観
的記録を記述する（１）（２）項目と，クラブ活動や資
格取得等，客観的な情報を記録する（３）（４）項目
は記載に関する趣旨や役割が異なるが，傾向として（１）
（２）項目の字数が多いほど（３）（４）項目の記載数

も多くなっている。前述の考察の通り，（１）（２）項目
は自由記載のため記載側のクラス担任等による差が大
きいものの，量的なこと（字数の多さ）が，質的なこ
と（生徒への理解度）に換言可能であれば，日頃の
生徒との接し方が調査書等において量的に反映され
るとの見方もありえよう。（１）（２）項目の字数の多い
クラス担任等が，客観的事実の（３）（４）項目もしっ
かり記載しているということは，記載字数が熱意や面
倒見の良さといった，クラス担任等の生徒との接し方
に実際に依存することを示している。記載に制限が設
けられた現行版でもこのような差が存在するのであれ
ば，記載が無制限になる改正版においては，クラス担
任等の個人差がより明確に反映されるようになり，記
載字数の差がより大きなものとなる可能性がある。
一方で，「指導上参考となる諸事項」（１）（２）項
目と委員会や学級活動の係等の実績を記録する「特
別活動の記録」とは無相関（r = .00, n.s.）であった（全
体②）。この項目はクラス担任等が確認可能な校内や
学級内活動の範囲のため，目が行き届きやすく誤差が
生じにくいことが背景にあると考えられる。

さらに，生徒の客観的情報を記載する「指導上参
考となる諸事項」（３）（４）と「特別活動の記録」の

表 3  調査書「主体性等」に関係する集計データ

図 2 「全体」「指導上参考となる諸事項」（１）（２） 
項目と（３）（４）項目，「特別活動の記録」の比較
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相関関係について，上下位群別に分析を行った（図 3）。
相関係数は両群において負の相関を示したが，ほぼ
無相関の上位群（上位群，r = -.06，n.s.）に対し下
位群は弱いながらも有意な負の相関が認められた（下
位群， r = -.28，p < .001）。この理由として，提出され
た調査書の記載が「同（３）（４）項目と『特別活動
の記録』のどちらかに記載あり」といった状況が挙げ
られよう。これは実際に生徒の校内，クラス内活動の
実績等に偏りがあったことが推測される一方で「一
般入試では（現行の）調査書はほとんど使われない
から」といった，同書を重視しない側面が一部の高校
に潜在することも考えられる。

2.5 小括
本論では，調査書「指導上参考となる諸事項」の
各項目に関する先行研究において，これまで見過ごさ
れてきた同（１）（２）項目（学習や行動の特徴等の記載）
に係るひとつの論点（無記載校の特徴・傾向）に着目
して分析と考察を行った。先述の通り，同 (1)(2)項目
の改正版では「積極性など」の具体的な記載が求め
られているため，2021年度大学入学者選抜以降の「主
体性等」評価の重点項目になりうる可能性がある。本
論で指摘した同（１）（２）項目が無記載の調査書は，

調査したA大学 B，C学部入試では調査対象の 18％
（112件）が該当するなど決して小さな数ではなかった
が，県レベルでは 2県だったことから全国的な傾向と
は言えず，しかも「無記載県（下位群）」の一部に「上
位群」が含まれる高校もあったことに鑑みて，（無記載
は）県の方針や傾向ではなく，高校単位の特徴といっ
た解釈が適当であることが示唆された。
筆者は，確認のため同（１）（２）項目で「無記載」
だった当該県の教育委員会に問い合わせを行ったと
ころ，「個人の見解」と断りがあったうえで，「原則は
指導要録に書いてあることを調査書の形式に合わせ
て書く。大学の求めに応じて書く，書かない，の違い
はあるが，指導要録そのものに記載がないことはあり
えない」との回答であった。

2.6 補足「Ｘ＋ 1 年度」
A大学入試の調査書分析において，補足として

「X+1」年度の情報を追加した（表４）。X年度と比べ，
全体の件数減少に伴い，県数や学校数および「上下
位群」がやや減少したものの，最大値などに変化は
見られなかった一方で，「指導上参考となる諸事項」
（１）（２）の無記載県が倍増し 4県となった。X年度
にも当該県からの志願はあったが，無記載校はそれと
は別の高校であり，記載校が無記載校に転じたわけ
ではない。ここでも高校間による違いが確認された。

表 5は，X年度とX＋1年度の相関係数比較で
ある。概ね同様の傾向を示しているが，客観的情報
の記載比較である「図 3上位群」では，係数が負（-.06）
から正（.01）に転じる等，微動ながら無相関を跨い
だ変化が認められた。これは，クラス担任等が実績
を把握しやすい「校内」活動と（特別活動の記録），
生徒の申告が時には要する「校内外」活動との比較
であるため（指導上参考となる諸事項（３）（４）），
記載には担任による生徒の観察力のほか，生徒の個
人差そのものが反映されることから生じたと考えら
れる。

図 3「上位群・下位群」　調査書「指導上参考となる 
諸事項」（３）（４）項目と「特別活動の記録」比較

表 4「全体」「上位群」「下位群」データ（X＋1年度）
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3 まとめ　
前述の通り「平成 33年度実施予告」にて新旧調
査書の主な変更点が掲載されているが，「指導上参考
となる諸事項」（１）（２）に「積極性など」といった
文言が追加された。新制度の「主体性等」に係る表
現と考えられるが，本項目は「生徒が直接見られない」
調査書内であり，まさに担任が生徒の行動を適切に
把握して（１）（２）項目に記載できるかが今後の高
校運営，担任活動の重要事項と考えられよう。
本論では 2021年度以降の大学入学者選抜におい
て，「主体性等」の実質的な評価項目として期待され
る調査書「指導上参考となる諸事項」（１）（２）にお
いて，現行版では学校単位で記載内容や字数に質的・
量的な違いがあることを明らかにした。この項目は上
述の通り生徒が直接確認できない箇所であるため，
改善が図られたかを確認することが難しく，本項にて
不合格にされた場合は「結果に対する納得性が得ら
れない」（西郡，2019）ことを意識しておく必要があ
るだろう。
これらの課題を解消すべく，生徒自らが記載する「活
動履歴書」やインターネットサイトを活用した
JAPAN e-Portfolio等，学習歴を入力するコンテンツ
等の開発が推進され，一部は既に稼動している。こ
れらの取り組みは，従来の一般入試において重視さ
れる機会が少なかった「（高校時代に培った）生徒個々
の経験や実績」の多面的・総合的評価に繋がること
であり，大学入学者選抜で評価に加えることは，今
後「学力の 3要素」を重視するわが国の教育政策に
合致することであり，入試対策や学力向上など「知識・
技能」の指導に重きを置いていた高校に対しては，
ひとつの転換を促す契機になることが考えられよう。
しかしながら，大学は高等教育機関であり，学生自身
にも研究活動が伴い，そして成果が問われる。その
前提に「学力」がある。よって知識・技能，思考力・
判断力・表現力などを軽視することは避けなければな
らない。それを関連づける表記が「H33実施予告」
の「推薦，総合型（AO）選抜の学力検査の追加」
にある６）。「学力の 3要素」は一般，推薦，AOの全
ての選抜方式に適用されることを意識しておく必要も

あるだろう。
「主体性等」の評価は重要項目になる一方で，その
評価を目的として学校の行事等が企画されるのでは
本末転倒である。前出の倉元の指摘２）にあるように，
「主体性評価等の対策のために実績・経験作り」にな
ることが懸念される。そのため大学も2021年度以降
の大学入学者選抜（一般選抜）の予告において「同
点者のみ，あるいは合否ラインの○％前後について調
査書等の評価を加えて選抜する」等，決して本評価
を主役に置くことはない措置を講じているが（例えば
東北大学，2018；徳島大学，2019），高校側の見解
として「入試で『主体性等』の評価を実施すると公
表した大学において，対象がごくわずかとしても，該
当する可能性がある以上は対応せざるを得ない」と
小さな扱いとは捉えていないことも認識しておく必要
があるだろう７）。
いずれにしてもこの改正調査書の各項目における
記載の質量的な充実は，現行版における「学校間格差」
を是正し，活用度を高める契機として，大学入学者
選抜だけでなく生徒個々の活動を把握し，主体性等
も含めて多面的に評価すること全てにおいて一連の
高大接続改革の枠組みであることが窺え，期待され
ている事項と言える。

注
1)中央教育審議会（2014）.「新しい時代にふさわしい高大接
続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者
選抜の一体的改革について（答申）」において，(ⅰ)これか
らの時代に社会で生きていくために必要な「主体性を持っ
て多様な人 と々協働して，学ぶ態度（主体性・多様性・協
働性）」を養うこと，とあり「主体性等」を「学力の 3要素」
の第 1要素に掲げている。

2)中日新聞社 .（2019年 1月27日）. 「主体性評価とは−4識
者に聞く」ウォッチ大学入試  
<http://edu.chunichi.co.jp/smp/sp/entryexam/newexam/
newexam_07.html>（2019年 3月6日）

3)現 A4サイズ表裏 1枚の制限を撤廃。
4)文部科学省発表の学校基本調査「卒業後の進路」から筆
者が加工して作成した。

5)国立大学協会（2017）.「2020年度以降の国立大学の入学
者選抜制度−国立大学協会の基本方針−」によれば，2021
年度までに国立大学全体として AO ・推薦入試の占める割
合を入学定員の 30％とすることを目標にしている。

6)「H33実施予告」の「2．各区分の在り方の見直し（1）内
容面」の課題として「一部のAO入試や推薦入試について，
「知識・技能」や「思考力・判断力・表現力」を問わない性

表 5「図２，図３」相関係数の 2ヶ年比較
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格のものとして受け取られ，本来の趣旨・目的に沿ったもの
となっていない面があり，入学後の大学教育に円滑につな
げられていない。」とあり，AOや推薦入試についても，出
願書類の提出だけではなく各大学が実施する評価方法（各
教科・科目に係るテスト等）や「大学入学共通テスト」を
課すことを必須化する，との記載がある。

7）筆者による高校進路指導担当教諭のヒアリングから。
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1 問題・目的
2020年度（令和 2年度）より導入が予定されてい
る大学入試改革においては，英語の運用能力評価の
基準として欧州で広く用いられているCommon 
European Framework of Reference for Languages
（CEFR; Council of Europe, 20011)）を援用し，英語

4技能の運用能力の測定装置として英検やGTECな
どの民間の英語資格認定試験を活用することが計画
されていた。しかし，民間試験の実施体制面での公
平性が担保されないとの理由から，2019年 11月1日
付で計画の 4年間の延期が決定された。
その一方で，目的の異なる複数の民間試験の結果
を統一的に評価する基準としてCEFRを援用するこ
との学術的な妥当性に関しては，議論が不十分であ
ると考えられる。そこで，CEFRに準拠した自己評定
型の英語運用能力尺度を項目反応理論（Item 
Response Theory, IRT; Lord and Novick, 1968; 
Lord, 1980; 芝 , 1991; van der Linden, 2018 etc.）
およびテスト等化（Holland and Rubin, 1982; von 
Davier, 2011; Kolen and Brennan, 2014 etc.）の枠
組で構成し，英語の運用能力評価の基準として，
CEFRが日本で機能するかを検討するための基礎
データを作成する。大学新入生を対象としたアンケー
ト調査を実施し，英語運用能力の自己評定反応の基
礎的集計を行う。評定反応の分布を観察し，IRTに
よる尺度化の適否を検討する。

自己評定型のCEFR英語運用能力 IRT尺度を構成するための
尺度候補項目の選定および評定反応データの基礎的分析

大澤 公一（京都大学）

自己評定型の英語運用能力 IRT尺度を構成するため CEFRおよび英検 Can-doリストより 66項
目の能力記述文（共通参照レベルおよび言語 4技能・領域）を選定した。X大学の平成 30年度およ
び 31年度入学者を対象として共通項目デザインに基づく 2版の尺度等化計画を作成し，各年度の入
学者集団に 2版の冊子のうちいずれかが配当された。研究協力者は，自身の英語運用能力の程度を 4
段階で自己評定するように求められた。各能力記述文の評定反応の基礎的集計を行い，IRT尺度化
の適否に関する検討が行われた。
キーワード：CEFR，英語運用能力，自己評定，項目反応理論，アドミッション・ポリシー

2 方法
2.1 尺度候補項目の選定

CEFR（Council of Europe, 2001）および英検
Can-doリスト（日本英語検定協会 , 2006）より言語
4技能・領域および共通参照レベルの計 66項目の能
力記述文（Can-do descriptor）を選定した。共通項
目デザインに基づく2版の尺度等化計画により，平成
30年度版（H30）および令和元年度版（R01）とい
う2種類の冊子を構成した。冊子別に，能力記述文
の内容を表 2および表 3に示した。ここで，表中の白
黒反転 IDはH30とR01に共通する項目であること
を示す。

2.1.1 平成 30 年度版 H30【読む・書く】中心
以下の (1)～ (4) に示す合計 36項目の能力記述文
をH30の尺度項目として選定した。

(1)  CEFRの共通参照レベルで A2からB2までの能
力記述文 9項目

(2) �CEFRの自己評価用の能力記述文「読む」2項目，
「書く」3項目

(3) �CEFRの技能・領域別の能力記述文「読む：要
点把握」5項目，「読む：情報検索」4項目，「書く：
レポート記事」3項目，「書く：作文」3項目

(4) �英検 Can-doリストから準 1級（B2相当）「読む」
「書く」各 2項目，2級（B1相当）「読む」1項目，
「書く」2項目
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2.1.2 令和元年度版 R01【聞く・話す】中心
以下の (5)～ (8) に示す合計 39項目の能力記述文
をR01の尺度項目として選定した。9項目は等化の
ためのアンカー項目（R01とH30との間で共通する
項目 ; 以下「共通項目 2)」）で，新規項目は 30項目であっ
た。

(5)  CEFRの共通参照レベルで A1からC2までの能
力記述文 13項目（うち6項目が共通項目）

(6) �CEFRの自己評価用の能力記述文「聞く」6項目，
「話す：遣り取り」3項目，「話す：表現」4項目，「読
む」1項目（共通項目）

(7) �CEFRの技能・領域別の能力記述文「聞く」3項
目，「話す」1項目，「話す：遣り取り」4項目，「読
む：検索」1項目（共通項目），「書く：作文」1項
目（共通項目）

(8) �英検 Can-doリストから3級および 4級（A1相当）
「話す」各 1項目

H30，R01共にCEFRの能力記述文の和訳は吉島・
大橋（2004）に準拠した。ただし，翻訳文の読み易
さを考慮して著者が字句に編集や改編を適宜施した。

2.2 研究協力者・手続き
X大学の平成 30年度および平成 31年度の入学者
を調査の対象とした（内訳；平成 30年度 2,961名，
平成 31年度 2,948名）。4月に実施された新入生ガ
イダンスのアンケート調査の一部として，平成 30年
度の入学者にH30が，平成 31年度の入学者にR01
が配当された。項目の提示順序は一様乱数によって
冊子毎に無作為に割り当てられた。研究協力者は提
示された能力記述文について以下の教示に従い，自
分自身の英語運用能力の程度を 4段階で自己評定す
るよう求められた。

『英語を使って，以下の言語活動がどの程度 「でき
る」と思いますか。経験のない活動については場面
を想像して回答して下さい。』

　　　　　　1. ほとんどできない
　　　　　　2. あまりできない
　　　　　　3. ある程度できる
　　　　　　4. 十分にできる

3 結果
3.1 データの回収
新入生ガイダンスのアンケート調査に対する回答者
のうちで，本研究における調査項目群への回答者数
は平成 30年度が 2,398名で，平成 31年度が 2,473
名であった。X大学の全入学者に対する回収率は，
平成30年度が80.99%，平成31年度が83.89%であっ
た。

3.2 自己評定データの基礎的集計
図 1-1～図 1-7にH30に含まれる36個の能力記
述文に対する評定反応カテゴリ別の反応比率（%）を，
図 2-1～図 2-8には R01に含まれる39個の能力記
述文に対する評定反応カテゴリ別の反応比率を示し
た。評定反応の基礎的集計結果から「十分にできる」
「ある程度できる」を合わせた反応比率の順序が，
CEFR（Council of Europe, 2001）における共通参
照レベルの順序とは完全一致しないことが読み取れ
る 3)。

4 考察
図 1-1～図 1-7および図 2-1～図 2-8を観察すると，
全 66項目の能力記述文について，すべての評定段
階において評定反応が観測されている。カテゴリの
合併が発生しないことは，多値型 IRTによる尺度化
を行うに際して都合がよい。本研究で整備された基
礎データに対しては，一般化部分得点モデル
（Muraki, 1992）を適用することを基本方針とする。
多値型データを取り扱う IRTモデルには段階反応モ
デル（Samejima, 1969）もあるが，CEFRの尺度化
モデル（Rasch, 1960; Linacre, 1989）と整合性を取
るため，リンク関数が divided by total型である部分
得点モデル族を採用する。ところで，CEFRの能力
記述文は多様な人種や文化，教育制度等の交互作用
を背景に開発されている。そのため，能力記述文が
物理刺激ではなく精神刺激であることは明白である。
しかしながら，CEFRにおいて項目識別力を考慮しな
い（あるいは一定とする）ラッシュモデルによる尺度
化がなされた根拠は，明確にされていない。そのため，
今後の研究ではモデルは行動の記述のために存在す
るという考え方に立脚し，能力記述文の項目識別力も
パラメタとして推定対象とする。 
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H30および R01に共通して配当されている9項目
に関して，カテゴリ別反応比率を表 1に示した。項目
の掲示順序（Anchor ID, AID）は，カテゴリ別反応
比率ではなく，R01集団における一般化部分得点モ
デルに基づく達成困難度の昇順で並び替えてある。
共通項目に関しても，CEFRにおける共通参照レベル
（CRL）の順序とは完全一致しないことが分かる。例
えば，AID-2『非常によく使われる日常言語で書かれ
たテキストなら理解できる。出来事や感情，希望が書
かれている私信を理解できる』のCEFR共通参照レ
ベルはB1であるが，本研究における反応は他のA2
レベルの能力記述文よりも達成困難度が低いと解釈
されたようである 3)。
共通項目について，H30とR01の間で反応傾向に
差が見られたのかどうかを見てみると，両群の間で反
応比率に .100以上の差が観測されたのはAID-7『広
範な話題について，根拠を提示しつつ一定の視点に
対する支持や反対の理由を挙げ，様々な選択肢の長
所や短所を示しながら自己の視点を説明できる』のカ
テゴリ1のみであった。その他の項目カテゴリにおい
ては，概ね同等の反応傾向を示している。このことか
らは，H30とR01の集団の等質性がある程度推測さ
れ，等化係数の安定的な推定に寄与し得るものと考
えられる。
今後は，本研究において整備された項目反応データ
に対して一般化部分得点モデルによる尺度化を行い，
共通項目デザインに基づくIRT項目パラメタおよび潜
在特性値の等化を行うこととする。本研究において

IRTを採用する理由は，X大学の新入生を対象とし
た調査を経年的に行う中で項目プールを拡張する計
画であること，また各年度で項目構成の異なる尺度に
回答した研究協力者の年度ごとの潜在特性値の分布
の直接比較を行うという等化デザインである。

IRT尺度化に際しては，まずは共通参照レベルを
軸とした1次元モデルの適否を検討する。H30の α
係数（Cronbach, 1951）および ω係数（McDonald, 
1999）は共に 0.969であり，R01では共に 0.975であっ
た。項目間相関行列から得られた第 1固有値と第 2
固有値の比は，7.94（H30）および 6.21（R01）であっ
た。更に，項目の内的整合性の指標として item-
remainder correlationの平均をH30（.672）および
R01（.698）について求めた。以上の結果をもって，
両版の項目反応データの一次元性（一因子性）が推
認された。

注
本研究の内容に関する責任は，論文の著者にすべて帰属す

るものである。本研究は著者による個人研究であり，その内容
は著者の所属先である国立大学法人京都大学としての見解や
立場とは無関係である。なお，研究計画の適否については京
都大学高大接続・入試センター会議において審議を行い，研
究計画の遂行方針の承認を受けた。

1) CEFRは 2018年に companion volume（補遺版 ; Council of 
Europe, 2018)が出版されている。補遺版では共通参照レベル
Pre-A1の追加，既存の共通参照レベルの上位・下位分割（plus 
level, criterion level），Mediation機能の顕在化などをはじめ，
2001年の初版に様々な改訂や更新が加えられている。しかし
ながら，2019年 9月1日現在でCEFRと民間英語検定試験 

表 1 H30・R01共通項目におけるカテゴリ別反応比率

－ 134 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



との対照表（2019年 7月8日改定版 ; 文部科学省 , 2019）
は 2001年版のCEFRを基に作成されており，内容的妥当
性に問題があると考えられる。

2) 等化のための共通項目の選定においては，H30および R01
に共通する，特定の言語 4技能に依らないCEFRの因子で
ある共通参照レベルの能力記述文を中心に採用する方針を
とった。また，等化の技術的な理由から，H30の項目反応デー
タから推定された一般化部分得点モデルに基づく項目達成
困難度の推定値の分散が大きくなるような 9項目の共通項
目群をH30で予め構成し，R01に挿入するという手続きを
とった。

3)このことの理由の一つとして，本研究における研究協力者
のほとんどが日本人であるため，日本の中等教育課程に基
づく英語教育を受けていることが挙げられる。また能力記
述文の内容解釈の個人差が大きく，Council of Europeが
当初に想定していた操作的定義に従って本研究の協力者が
能力記述文を解釈していたとは限らないことが考えられる。

4)一般化部分得点モデルによって母数化される，能力記述文
の期待評定確率が「あまりできない」から「ある程度でき
る」に推移する能力（英語運用能力の自己評価レベル）の
閾値をもって，本研究以降の一連の研究における能力記述
文の達成困難度を操作的に定義する。本研究では，Mixed 
Coefficients Multinomial Logit Model（Adams and Wu, 
2007; Macaskill and Adams, 2016）の枠組で項目パラメタ
を推定した。数値計算はBock-Aitkin EMアルゴリズム
（Bock and Aitkin, 1981）による周辺最尤推定法で行われ
た。パラメタの推定には ConQuest 4.14.2（Wu et al., 
2017）を用いた。
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表 2 尺度H30の能力記述文（Can-do descriptor）
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図 1-1 共通参照レベル（4技能）

図 1-2 自己評価（読む，書く）

図 1-3 読む；要点把握

図 1-4 読む；情報検索

図 1-7 英検 2級；読む，書く（B1相当）

図 1-6 英検準 1級；読む，書く（B2相当）

図 1-5 書く；レポート・記事・作文
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表 3 尺度 R01の能力記述文（Can-do descriptor）
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図 2-1 共通参照レベル（4技能，共通項目6項目）

図 2-2 読む，書く（共通項目）

図 2-3 自己評価（聞く）

図 2-4 聞く

図 2-8 話す；英検 3級・4級（A1相当）

図 2-7 話す；遣り取り

図 2-6 自己評価（話す；表現）

図 2-5 自己評価（話す；遣り取り）
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1 はじめに
18歳人口が減少し続けている中，大学にとって受
験生の確保は大きな課題の一つである。特に，オー
プンキャンパスのような高校生に直接接触する入試
広報活動の重要性に関しては論を持たない。これま
でに著者らは，直接接触の入試広報活動として鳥取
大学におけるオープンキャンパス参加者の入試動向
について調査した。2010～ 2014年のオープンキャ
ンパス参加者の翌年度入試の志願率は 28％だった。
このことから，オープンキャンパスは入試広報活動と
して有用であると考えられた。また，入試区分によっ
て状況が大きく異なり，早期に実施され，第一志望の
割合が高いAO入試や推薦入試では，入学者に対す
るオープンキャンパスへの参加率は 65％以上ときわ
めて高いが，後期入試では，合格者の 5％しか参加
していなかった（森川ほか , 2017）。
オープンキャンパス以外で高校生に直接接触する
入試広報活動としては，高校からの直接依頼，または，
業者を介した依頼により，大学担当者が高校内で生
徒や保護者に教室内で各大学の学部や学科の教育・
研究内容や入試情報の説明をする大学説明会（以下，
「高校内ガイダンス」と省略）が全国各地で数多く行
われている。これまで，鳥取大学も高校内ガイダンス
には，入学実績の多い高校はもちろん，それ以外の
高校においても鳥取大学を目標にして欲しいとの考え
で，できる限り多くの高校へ出向いてきた。さらに，
生徒と一緒に聴講する高校教員に認知してもらい，そ
の教員が「他校へ異動した際にも効果的である」と
の考えで，対象高校を広げて参加してきた。
これまでに，多くの高校内ガイダンスへ参加したが，
その状況は高校によって大きく異なっていた。鳥取大

高校内ガイダンスが入試動向に及ぼす影響
――鳥取大学の事例――

森川 修，山田 貴光，小山 勝樹，小倉 健一，古塚 秀夫（鳥取大学）

2009～ 2017年に鳥取大学が参加した高校内ガイダンスにおいて個人情報を得た高校生の鳥取大
学への志願状況を調査した。高校内ガイダンスで鳥取大学の説明を聴講した高校生の 25.5%が，次
年度以降の入試で鳥取大学を志願した。また，3年生に限定して次年度入試の志願率を調査すると
28.9％だった。これらの結果から，高校内ガイダンスは，入試広報活動として一定の効果があった
と考えられる。2010～ 2018年度入試の志願者のうち，高校内ガイダンスでの参加者の割合は，2.7%
で，入試区分別による志願率に大きな差はみられなかった。
キーワード：入試広報，高校内ガイダンス，効果測定，入試動向

学への入学者が多い高校では，生徒が自分の志望す
る学部や学科の情報収集をするためにしっかりと聞い
ていた。
一方で，業者から送られる開催案内のFAXで鳥取
大学へ依頼している 1）にも関わらず，部屋に居る担
当の高校教員からのお礼の言葉がない場合があった。
さらには，説明する教室への案内などすべてを業者に
任せて，高校教員と会うのは最初に全体挨拶だけで，
その後の名刺交換や大学担当者との個別面談がない
高校もあった。これらは，特に，高校からの直接依頼
でなく，業者から依頼されたケースでは度々みられた。
また，授業時間を利用して行われることが多い高校
内ガイダンスでは，受け身で仕方なく聞いている生徒
の割合も一定数存在すると思われる。したがって，高
校内ガイダンスでの入試広報としての効果は高くない
ことが予想された。そのため，数年前から鳥取大学
では，高校内ガイダンスへの比重をやや下げていると
ころである。
鳥取大学では，合格者に対して「鳥取大学への志
望に関するアンケート調査」を毎年実施している 2）。
2018年度入試合格者へのアンケートで「受験を決定
するための情報源」として 20項目を列挙し，そのう
ち参考にした情報源を複数回答可で尋ねたところ，
「高校内ガイダンス」を挙げた者が 2.8％（14位）だっ
た。これは，「高校の先生」57.9％（2位）や「ホー
ムページ」52.2％（3位）と比較して圧倒的に低かった。
この傾向は，他の国立大学でも同様だった。新潟
大学の2010年度新入生対象とした入試広報アンケー
トで「新潟大学に関する情報を得るために13項目の
中で何を利用しましたか（複数回答可）」の問いに「高
校内で開催の大学参加の進学説明会」（高校内ガイ
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ダンスと解釈）が 10％弱の回答率で，他の項目より
低かった（佐藤ほか , 2012）。
また，別の地方国立大学（大学名を伏せている）
では，2013年度入学生アンケートで「入試広報で最
も参考になったもの」を15項目（そのうちその他を1
項目としている）から選択させており，「大学教職員
による高校訪問」（高校内ガイダンスと解釈）は 0.8％
（13位）ときわめて低い順位だった（雨森 , 2016）。
入学者を対象とした調査の報告では，大学によっ
て調査方法や問いかけ方が異なるため，単純に比較
できないが，総じて当該大学の入試に関する情報源
として，高校内ガイダンスをあまり活用されていない
という結果だった。ところが，高校内ガイダンスで大
学の説明を聴講した者が，その後に当該大学を志願
したかどうかに関する報告例は少ない。
そこで，直接接触の入試広報活動である高校内ガ
イダンスの効果測定を行うため，鳥取大学が参加し
た高校内ガイダンスで，鳥取大学の説明を聴講した
生徒を接触者と定義し，その後の鳥取大学への志願
状況について調査した。
高校内ガイダンスは，高校へ出向くために費用が発
生する場合があることと，マンパワーがかかることが
大きな問題である。そのため，高校内ガイダンスによ
る接触者の志願率の調査は，今後の入試広報活動の
方針を立てる上でも重要である。

2 先行研究について
高校内ガイダンスでの接触者の志願状況を報告し
ている例を挙げる。
地方国立大学であるY大学の事例では，2008年

3月から 2009年 2月まで接触者のうち，2009年度
入試を対象に高校内ガイダンスについて調査してい
る。ただし，グラフで記載されているために正確な志
願率は不明であるが，志願率と受験率は 15％程度，
合格率と入学率は 5％程度だった。これを，接触時
期により2008年 3月から8月までの前半と2008年
9月から 2009年 2月までの後半に分けたところ，前
半のほうが志願率と受験率で 5％程度高い結果が得
られている（福島ら , 2011）。
なお，接触者のマッチングではなく，新入生へのア
ンケート調査では，吉村・木村（2010）が長崎大学
での「大学外における大学説明会・相談会に参加した」
学生の割合は，2008年度が 14.0％，2009年度が
13.6％と報告されている。
例は少ないが，これらから判断すると，国立大学で
は，高校内ガイダンスでの接触者の約 15％が志願に

つながっていると判断できる。

3 調査の概要
3.1 調査対象とした接触者
今回の調査対象とした接触者は，高校内ガイダン
スのうち，鳥取大学の概要説明（学部説明も含む）
に限定し，学問分野別（例えば，工学や農学など）
の説明や進路講演（「大学進学の意義」について，「理
系での学び」について，「地方国公立大学の魅力」に
ついてなど）は対象に加えなかった。
対象とした期間は，2009年 4月から 2018年 3月
まで 9年間に行われたものとした。
高校内ガイダンスでの接触者には，鳥取大学独自
のアンケート 3），または，業者が指定したアンケート
で「氏名，学年」の 2項目を記入した高校生を対象
とし，そのうち1つの項目でも未記入の者は除外した。
また，保護者は対象としなかった。
今回の調査で，すべての高校内ガイダンスの全接
触者から情報を取得できていない。アンケートに氏名
か学年，または，どちらも記載されていない者のほかに，
近年，特に多いのが，個人情報の収集を禁止すると
して，アンケート自体を行わない高校の存在である。
すべての高校内ガイダンスで接触者数をきちんとカウ
ントしてないが，おおむね半数程度の接触者から情
報を得ていると推定される。

3.2 調査対象とした入試の種類と実施年度
現在，鳥取大学で学部学生を募集する入試として，

AO入試，推薦入試Ⅰ（大学入試センター試験を課さ
ない），推薦入試Ⅱ（大学入試センター試験を課す），
一般入試前期日程，一般入試後期日程，帰国子女特
別入試，社会人特別入試，私費外国人留学生入試の
合計 8種類を実施している 4）。高校内ガイダンスの
接触者には，帰国子女特別入試，社会人特別入試，
私費外国人留学生入試の出願者がほとんど存在しな
いと考えられる。そのため，今回の対象は AO入試，
推薦入試Ⅰ，推薦入試Ⅱ，一般入試前期日程，一般
入試後期日程の 5種類の入試での志願者である。な
お，一部の学部で実施している 2年次，および，編
入学試験志願者も，今回の調査対象から除外した。
また，入試の実施年度は 2010～ 2018年度の 9年
間とした。

3.3 調査方法
福島ら（2011）は，市販のデータベース・サービス

「進学アクセスオンライン」を利用したと記載されて
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いたが，マッチングの詳細については明らかとされて
いなかった。
マッチングに関しては，オープンキャンパス参加者
の入試動向を調査した時と同じく，真鍋ら（2008）に
よって開発された「大学接触・志願・入試・卒業時
成績の一元管理・分析システム」を用いて調査を行っ
た 5）。マッチングには，接触者情報と志願者情報のう
ち，「氏名，高校名，学年」の 3つがすべて合致する
ことで，同一人物であると判定した。

4 調査結果
4.1 接触以降の志願状況
表 1に接触年度毎の高校内ガイダンスでの接触者
数，接触者中の鳥取大学志願者数と志願率（接触者
中の鳥取大学志願者数を接触者数で除した）を掲載
した。

2009～ 2017年度の 9年間における高校内ガイダ
ンスでの接触者の合計は 5,637名で，そのうち，のべ
1,436名（25.5％）が鳥取大学を志願した。この表で
は，接触年度の翌年度入試だけでなく，それ以降に
志願した者も含んでいる。例えば，ある生徒が 3年
生で接触して翌年度入試に志願し，さらに既卒生と
して接触した翌々年度に志願した場合は，それぞれ
でカウントするため，志願者は 2名となる。同様に，
同一年度で AO入試と前期日程など複数の入試区分
に志願した場合は，それぞれでカウントした。
この 9年間合計での接触者中の志願率（25.5％）
は先行研究で紹介したY大学よりも高い値だったが，

本学で先に調査したオープンキャンパス参加者の志
願率（28%）よりやや少ない値だった。高校内ガイダ
ンスでは，必ずしも生徒の志望大学が参加していな
い場合もあると思われる。また，高校内ガイダンスは，
多くの場合に授業中に行われるため，生徒はいずれ
かの大学等の説明を聞かざるを得ない。このことを考
慮すると，高校内ガイダンスでの接触者の志願率が，
オープンキャンパス参加者の志願率に匹敵する値
だったことは，高校内ガイダンスは入試広報として有
用であると考えられる。
なお，いずれの年度においても，接触者の学年は 3
年生が半分弱であるため，2017年度の接触者での志
願率が極端に低くなった。それにしても，接触年度に
よって大きな違いが現れた。2009年度の接触者では
約 1/3以上が志願しているのに対して，2013年度は，
7名に1名しか志願していない。これらの要因につい
ては単純ではないが，高校の進学実績や所在地の他
に，依頼先による違いなどを考慮する必要があると思
われ，4.3節，4.4節で説明する。
また，表 2に入試年度をベースとして集計した結果
をまとめた。2010～2018年度入試の9年間の合計で，
全志願者からみた高校内ガイダンスの接触率は 2.7％
だった。

4.2 接触翌年の志願状況
4.1節で述べたように高校内ガイダンスでの接触者

（5,637名）のうち，翌年度に出願が可能な高校 3年
生の割合は，2,654名と約 47%である。そこで，翌

表 1 高校内ガイダンスでの接触年度と接触者数，
接触者中の鳥取大学の志願者数と志願率

表 2 入試年度の全志願者数，高校内ガイダンス
での接触者数と接触率
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年度入試に志願が可能な高校 3年生だけに着目して，
その志願率を表 3にまとめた。
これも年度により大きな違いが現れた。2010年度
入試（2009年度接触者）では，半数近くが志願に結
びついたのに対し，2014年度入試（2013年度接触者）
では，15.4％だった。これに関しても先ほど述べたよ
うに，4.3節，4.4節で説明する。

4.3 高校所在地別での志願状況
次に高校の所在地による志願状況について調査し
た。表 4に 2010～ 2018年度入試での高校所在地

別での志願者数，志願者中の接触者数と接触率をま
とめた。
今回の調査でデータを得た府県は，表 4に掲載し
た2府7県がすべてであり，接触率の高い順に並べた。
大学の所在地に近いところから接触率が圧倒的に高
くなった。接触者数は重複してカウントしているとは
いえ，鳥取県では高校内ガイダンスでの聴講者の半
数以上は志願していた。
これは，2009～ 2012年度には，入学センターが
主導して，当該年度当初に鳥取県と島根県の進学実
績の多い 11校へ 6～ 7月に実施する「出前大学説
明会」の案内を送っていた。これにより，毎年 3校程
度で説明会を行っていたことが，このような結果に
なったと考察される。現在，入学センターでは 6～ 7
月には高校教員対象説明会へ注力している（山田・
三宅 , 2017）。そのため，入学センターで実施せず，
継続している高校では，各学部の教員が説明を行っ
ている。現在は，接触者データを得ていないため，表
1や表 3における2013年度以降の志願率の低下につ
ながっていると推察している。

4.4 高校内ガイダンスの依頼先別での志願状況
これまでに，会場形式進学相談会においては，主
催団体別で対応者所属高校の偏差値属性を調査した
報告もある（高木 , 2014）。今回の場合，接触者高校
の偏差値属性まで考慮しなかったが，主催団体別調

表 3 高校内ガイダンスにおける翌年度出願可能接触
者数と接触者中志願者数，志願率

表 4 高校所在地による志願者中接触者数，接触率
（2010～ 2018年度入試の合計）

表 5 依頼先による志願者中接触者数，接触率
（2010～ 2018年度入試の合計）
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査を参考にして，高校内ガイダンスの依頼先による志
願状況について調査し，表 5に示した。
高校内ガイダンスを依頼してくる業者は非常に多

く，鳥取大学では 9年間で 10の業者からの依頼を受
けていた。すべての高校内ガイダンスで個人情報を
得ている訳ではないため，一概にどの業者が良いと
は言い難いところもある。例えば高校側も特定の業者
ばかりと契約ができないため，学年ごとに業者が変わ
る場合もある。いずれにせよ，業者によるばらつきは
非常に大きいことが明らかとなった。これらの結果か
ら業者の選定も行っている。
例えば，B社は特定の地区を基盤とする業者である。
同時に説明を実施する国公立大学の参加も多く，さら
に聴講者数も多く，一見良さそうに思えるが，接触者
高校の偏差値属性からすると，やや厳しいところが多
かった。そのため，志願をしてもAO入試や推薦入
試Ⅰくらいまでで，一般入試では少ないケースが多
かった。そのために 2017年からは，B社の高校内ガ
イダンスにはほとんど参加していない。
接触率がもっとも良かったのは，直接依頼（運営
が業者であっても，最初に依頼したのが当該高校の
教員の場合も含む）のケースで，当然の結果だった。
高校教員が本当に来て欲しいと思うのであれば，直
接，大学の担当者に連絡をするであろう。もし，業者
が運営するガイダンスであっても，本当に来て欲しい
場合，依頼は直接行うのが当たり前と思われるし，実
際にも連絡して来られる先生も存在する。
これらの結果から，さらに，業者からの依頼校での
対応を考えると，今後の高校内ガイダンスを引き受け
るに当たり，直接依頼を中心にシフトする，あるいは，
直接依頼以外は受けなくても良いかも知れない。

4.5 入試区分別の志願状況
高校内ガイダンスでは，オープンキャンパスなどと
比較すると自発的とは言い難いが，志望順位の高い
学校を聴講していると考えられる。そこで，表 6に
2010～ 2018年度入試での入試区分別の志願者数，
志願者中の接触者と接触率をまとめた。接触者の志
願者数は，一般入試が圧倒的に多くなったが，接触
率では，AO入試と推薦入試Ⅰが 6.5%程度，推薦入
試Ⅱが 4.6％，一般入試が 2.5％程度で，入試区分に
よる差は，鳥取大学のオープンキャンパス参加者のよ
うに大きくなかったが（森川ら , 2017），志望度の高
いと考えられる入試区分の順に接触率は多かった。

5 おわりに
2009～ 2017年に高校内ガイダンスで接触した高
校生の志願から入学への動向について調査した。高
校内ガイダンスでの接触者のうち，25.5％が鳥取大学
を志願した。この結果から，入試広報活動として一
定の効果があったと考えられる。
一方で，全志願者の 2.7％しか接触しておらず，入
試広報活動としての効果に疑問を持つかも知れない。
高校内ガイダンスへの出席回数を増やせば，当然，
接触者数，接触後の志願者数，接触率も増えると予
想される。しかし，高校内ガイダンスへの出席回数の
増加は，それに伴って大学側の人員が多く必要となる
などのマイナス面もあるため，どの程度増やせば適切
であるかの判断は難しい。
また，接触者が大学の情報を聞いたため，鳥取大
学を志願先に選ばなかったケースも考えられる。例え
ば，本学には教育学部がないために，いくつかの教
員免許を取得することができない。これらの情報は志
望校を選択する前に，ぜひとも知っておくべきことと
思われ，このケースでは，事前にミスマッチを防ぐこ
とに寄与している。このようにまったく志願につなが
らず，効果測定ができない事例も存在する。
さらに，一般入試の場合，大学入試センター試験
の結果だけ判断し，まったく情報を得ずに大学を志願
するよりも，事前に説明を聞いて少しでも大学を理解
して志願する方が，合格後に入学辞退が減少すると
も考えられることから，単に志願率の高さだけを重視
することには注意が必要である。
あと，高校内ガイダンスで幅広く参加する理由とし
て，当初期待した高校教員への影響である。「他校へ
異動した際にも効果的である」との評価をどのように
測定するか困難であるが，鳥取大学の合格者アンケー
トで「受験を決定するための情報源」として「高校

表 6 入試区分による志願者中接触者数，接触率
（2010～ 2018年度入試の合計）
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の先生」は，57.9％（2位）であったことから，高校
内ガイダンスが間接的であれ，少しでも寄与したと考
えても良いかも知れない。
このように，入試広報を効果的に行うためには，さ
まざまな条件を検討しなければならない。本当にその
高校が鳥取大学に来て欲しいと考えているかを見極
めなければ，大学，高校生のお互いが無駄な時間と
なってしまう。今回の結果を参考として，高校内ガイ
ダンスへ参加する高校を選択することで有用な入試
広報活動をしたいと考える。

注
1）FAXの文面には，「高校学校からの指名です」，「高校の先
生より貴学にぜひお越しいただきたいという強い希望がござ
います」や「生徒からのご希望です」などの記載が散見さ
れる。

2）鳥取大学への志望に関するアンケート調査は，合格者へ合
格通知とともに発送し，入学手続の際に回収する方法で行っ
ている。2018年度入学手続き者は 1,166名で 1,159名から
アンケートを回収した。回収率は 99.4％だった。

3）鳥取大学では，2009年 4月以降，高校内ガイダンスでの
接触者に対し，ふりがなを含む氏名，高校名，学年，性別，
高校での文理選択，志望する学部や学科（専攻・コース），
受験を考えている入試区分をアンケート用紙に記入しても
らっている。このアンケートに書かれた情報を接触者情報と
して活用した。

4）2013年度入試までは，中国引揚者子女特別入試も実施し
ていた。

5）「大学接触・志願・入試・卒業時成績の一元管理・分析シ
ステム」は市販されており，それを購入して利用した。
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1 研究背景と目的
2019年現在，日本人 18歳人口は約 120万人となっ
ているが，2030年には約 100万人にまで減少するこ
とが見込まれている。このため，政府は 2008年に，「留
学生 30万人計画」を提唱し，2020年までに留学生
30万人の受け入れを目指している。また文部科学省
が 2014年に，「スーパーグローバル大学創成支援事
業（以下，SGUと呼ぶ）」1)の公募を行い，採択校
において英語で学位取得可能な学部の設立や，英語
による授業科目の増加などの国際化成果指標として
国際的大学環境の充実及び，外国人留学生 2)の積極
的な受け入れのための入試広報が推進されている。
本研究で対象とする広島大学は，SGU採択校で，

2018年に英語で学位取得可能な総合科学部国際共
創学科（IGS）を設立し，現在，そのほかの学部にお
いても英語プログラムの整備を進めている。これに伴
い，これらの学部（IGS除く）の大半の学生は現在，
日本人学生であるが，今後は外国人留学生の受け入
れも増やしていくことが想定される。現状における広
島大学への外国人留学生の志願ルートとしては，日本
語学校経由者が最も多くなっており（IGS除く），例年，
12学部の私費外国人留学生入試において約 60名前
後 3)の志願者がいる状況となっている（IGS含まず）。　
以上の研究背景から，本研究では日本語学校外国
人留学生の広島大学への志望形成に寄与している要
因について明らかにすることを目的とする。なお本研
究では広島大学を対象としているが，多くの大学の私
費外国人留学生入試では，渡日しての受験を課して
いるため，広島大学と同様に，日本語学校経由者が
多いと考えられる。よって本研究の課題を明らかにす

日本語学校外国人留学生の広島大学志望形成にかかわる研究
――国際的大学環境と入試広報効果に着目して――

三好 登，杉原 敏彦，永田 純一（広島大学）

日本人 18歳人口の減少により，政府は 2020年までに留学生 30万人の受け入れを目指している。
このため，SGU採択校を中心に，英語で学位取得可能な学部の設立などの国際的大学環境の充実及び，
外国人留学生の積極的な受け入れのための大学説明会など入試広報を行っている。このことから本
研究では，日本語学校外国人留学生の広島大学への志望形成に寄与している要因を明らかにする。　
分析結果から，文系学部では「外国人教員・留学生の量的拡大」「国際的な大学設備・学生支援環
境の質的充実」が，理系学部においては「英語による大学教育環境の質的拡大」の効果がそれぞれ
明らかとなった。また全ての学部で「直接型入試広報」「間接型入試広報」の効果が確認された。
キーワード：日本語学校，留学生，進学アスピレーション，国際的大学環境，入試広報

ることは，広島大学のみに資するものではなく，その
ほかの多くの大学における私費外国人留学生の学生
募集を行う上においても極めて有用であると考えられ
る。

2 先行研究と課題の設定
2.1 先行研究
これまでの日本語学校外国人留学生の大学志望形
成にかかわる研究としては，岡・深田（1995），浅野
（1997），久村（2002），山田（2010）や，張（2012a，

2012b）があり，その多くは「進路プロセス」につい
て焦点が当てられてきたという特徴がある。
日本語学校の中国人留学生を対象とした岡・深田

（1995）の研究では，経済的問題や心理的問題を抱え
ながらも，日本語学校卒業後は，日本の大学及び専
門学校に進学したいという強い意志があることが示さ
れている。また同様に，日本語学校の中国人留学生
を対象にインタビューを行った浅野（1997）は，中国
で高校を卒業した日本語学校留学生の関心は，大学
進学やそれに向けた日本語学習に収斂していることを
明らかにしている。そして渡日直後の日本語学校の中
国人留学生にインタビューを実施した久村（2002, 
pp. 119-128）の研究では，「第一希望は 4年制大学，
次は専門学校，それでもだめなら日本留学経験をテコ
に，帰国して就職」といったように，渡日してきた時
点から明確であることが解明されている。さらに山田
（2010）の研究において，大学を受験する場合には，
一大学のみを受験しており，複数の大学は受験しな
いという傾向にあることがわかっている。ただこれら
の先行研究では，留学生を一律に捉えすぎているとし，
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渡日前の学歴をもとに留学生を類型化した張（2012a，
2012b）の研究では，高卒大学未受験タイプは，それ
以外のタイプと比べて，日本の大学に順調に進学し
て いることが明らかにされている。

2.2 課題の設定
これまでの研究では，日本語学校外国人留学生は，
渡日当初から大学を志望しており，高卒大学未受験
タイプほど，大学に順調に進学する傾向にあるという
「進路プロセス」まで明らかになっている。しかし，日
本語学校外国人留学生の大学志望形成に寄与する
「規定要因」は明確になっていない。現状その一つと
してSGU採択校を中心に各大学は外国人留学生の
入学を促すため，外国人専任教員等の増員や，外国
人留学生の学生支援体制の充実などといった国際的
大学環境の充実が行われている 4)。また海外での大
学説明会の開催，大学案内パンフレットや，ホームペー
ジの充実という入試広報も行っている。
本研究ではこれら国際的大学環境と入試広報の効
果に着目して検証を試みるが，文系学部 /理系学部
といった学部における専門分野の特性によって，国際
的大学環境の効果は異なると思われる。文系学部で
は座学が中心で，様々な授業科目から留学生自身で
履修する授業科目を決めていく必要があり，その授業
の課題も寮・下宿先などにおいて自身で進めていくこ
とが求められるため，留学生の境遇を理解し得る外
国人教員及び留学生の有無や，国際的な大学設備・
学生支援環境によって，志望形成をしていると考えら
れる。その一方で，理系学部では授業で使う教科書
は英語で書かれたものが指定され，研究室に配属と
なれば英語で書かれた学術論文を読む機会が多いと
考えられることから，英語による大学教育環境の有無
によって，志望形成が行われていることが想定される
（仮説 1）。
次に入試広報に関しては，全学部で，その効果が
いずれも認められると考えられるが，留学生の場合は
言語面から大学ホームページや大学案内からのみで
は理解が困難なことが多いことが想定されるため，直

接質問することができる大学説明会での効果によっ
て，より志望形成が行われていると考えられる（仮説
2）。

3 理論枠組み
これまでの外国人留学生の海外大学進学に関する
研究では，Lulat & Altbach（1985）の Push-Pull
モデルの理論枠組みに基づいて進められてきた。本
研究では，それを発展させ，送出し国のPush要因に
加え，受入国のPull要因について，「国レベル」での
Pull/macro，「大学レベル」での Pull/microに分け
て検討を試みる。そして本研究において，このことを
分析するに当たり，日本人学生の大学志望形成にか
かわる研究（中澤・藤原，2015など）を参考に，
Push要因として 5.1で本人の社会・経済的状況，5.2
で学習状況，これに加えて本研究で着目するPull/
macro要因及び，Pull/micro要因に関して 5.3で希
望国・選択理由・志望大学，5.4で志望大学選択理
由とした上で，5.5で規定要因分析を行い，検証を試
みる。

4 研究方法
2018年 8月～ 11月にかけて，近畿地方，中国・四
国地方及び九州地方の日本語学校に通う外国人留学
生を対象に実施した広島大学説明会において，780
名にアンケートを配布し，その場で記入してもらい，
652名 5)から回収した。回収率は 83%であった。
またそのアンケート調査に協力いただいた 652名
で，任意で電子メールアドレスの記入をいただいた
39名に，インタビュー調査の協力を依頼した。その
結果，4名から協力を得て，2018年 12月に，Skype
でそれぞれ約 1時間に渡ってインタビューを行った。
インタビューは，半構造化形式にて実施した。インタ
ビュー対象者プロフィールは，表 1の通りである。

5 分析結果と考察
5.1 本人の社会・経済的状況との関係
本節では，本人の社会・経済的状況（性別，出身国・

表 1 インタビュー対象者プロフィール
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地域，家庭の経済状況）と広島大学志望者（321名）
との関係について検証を行う。まず性別（「あなたの
性別はどれですか」と尋ねた上で，「1. 男性」「2女性」
で回答を求めている）についてであるが，女性（60.5%
＜ 194名＞）の方が，男性（39.5%＜ 127名＞）と
比較して，広島大学志望者が多いことが確認できた。
これを学部別にみると，学部によって状況が大きく異
なり，特に経済学部で女性（73.9%＜ 38名＞）の方
が多い傾向が顕著である一方で，工学部においては
反対に男性（91.3%＜ 67名＞）の方が多いことがわ
かった。ただしこの傾向については，外国人留学生に
限定したことではなく，日本人学生においても少なか
らず同様のことが言える。
次に出身国・地域（「あなたの出身国・地域はどれ
ですか」と尋ねた上で，「1. 中国出身」「2. 中国以外
出身」で回答を求めた）についてであるが，中国出身
（84.9%＜ 273名＞）が，中国以外出身（15.1%＜

48名＞）と比べて，広島大学志望者が多いことが確
認できた。これを学部別にみると，学部を横断して中
国出身が極めて多い状況となっており，学部による違
いはみられなかった。
また家庭の経済状況（「あなたの家庭の経済状況は
どれですか」と尋ねた上で，「1. 豊かではない」～「4. 
豊か」の4段階で回答を求めた）についてであるが，「や
や豊か」な学生層（59.2%＜190名＞）が，「豊か（22.3%
＜72名＞）」「やや豊かではない（11.3%＜ 36名＞）」
「豊かではない（7.2%＜ 23名＞）」という学生層と比
較して，広島大学志望者に多いことがわかった。これ
を学部別にみると，この傾向に学部による違いはみら
れないことがわかった。学部による差が少ないのは，
広島大学は国立大学であることから，授業料が安価
で，学部によって一律であることがこの背景の一つと
してあるように思われる。

5.2 渡日前の学習状況との関係
本節においては，渡日前の学習状況と広島大学志
望者との関連性に関して検討を行うこととする。　
まず高校の学業成績（「あなたの高校での学業成績
はどれですか」と尋ねた上で，「1. 劣っていた」～「4. 
優れていた」の 4段階で回答を求めた）に関してみ
ると，「やや優れていた（60.3%＜ 194名＞）」学生
層が，「優れていた（11.3%＜ 36名＞）」「やや劣って
いた（20.5%＜ 66名＞）」「劣っていた（7.9%＜ 25
名＞）」学生層と比べて，広島大学志望者に多いこと
が確認できた。これを学部別にみると，特に理学部
及び工学部で，「やや優れていた（69.8%＜ 57名＞・

68.9%＜ 50名＞）」学生層が顕著な傾向にあること
がわかった。
次に日本語能力試験スコア（「あなたの日本語能力
試験のスコアはどれですか」と尋ねた上で，「1. N5」
～「5. N1」の 5段階で回答を求めた）に関してであ
るが，N2（49.9%＜160名＞），N1（18.9%＜ 61名
＞），N3（18.4%＜ 59名＞）の順で，広島大学志望
者に多いことが明らかとなった。これを学部別にみて
も，すべての学部で同様の傾向がみられることが確
認できた。広島大学の私費外国人留学生入試では，
どの学部においても日本語能力試験スコアの提出は
求めていない。だがセンター試験や，面接は日本語
で行われ，必然的に日本語能力は必須となることから，
日本語能力試験で高いスコアを取得していることが
志望の前提条件になっていると考えられる。

5.3 渡日前の希望国・選択理由・志望大学との関係
本節では，渡日前の渡航希望国・日本選択理由・
志望大学の有無と広島大学志望者との関係を検討す
る。　　
まず渡航希望国（「あなたは渡日前，渡航希望国は
どれでしたか」と質問した上で，「1. 日本」「2. 日本以
外」の 2段階で回答を求めた）についてであるが，
日本（84.5%＜ 271名＞），日本以外（15.5%＜ 50
名＞）となっており，広島大学志望者は当初から渡日
を希望していた者が大半であることがわかった。これ
を学部別にみると，全学部を通じて，日本を渡航希望
国とするものが最も多いことがわかった。
次にその日本選択理由（「あなたは渡日前，留学先
として日本を選択した理由はどれですか＜複数回答
＞」と回答を求めた）について，送り出し国の Push
要因及び，受入国としての日本のPull/macro要因に
分けて検討した。まず Push要因についてであるが，
母国の大学への進学競争が厳しく進学が難しかった
ため（68.2%＜ 219名＞），母国の高校での先生や両
親の勧めがあったため（63.4%＜ 204名＞），母国の
大学教育の質が低かったため（61.1%＜ 196名＞）
の順で，広島大学志望者に多いことが明らかとなった。
これを学部別にみても，学部によって順番は異なるも
のの，その傾向は同様であることが確認できた。中国
における大学入試は，「普通高等学校招生全国统一
考试（高考）」と呼ばれ，日本のセンター試験の受験
者が約 50万人であるのに対して，約 950万人であり，
入学定員も少ないことから，受験競争が激しいという
ことが背景の一つとしてあるように考えられる。この
こともあり，高校の先生や両親が子供を渡日させ，進
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学させることも視野に入れて検討していると思われ
る。
またPull/macro要因に関しては，日本が経済や技
術が発達した国であったため（64.8%＜ 208名＞），
日本の大学教育の質が高かったため（61.8%＜198
名＞），日本でのアルバイト時間が長かったため（60.1%
＜193名＞）の順で，広島大学志望者が多いことが
確認できた。これを学部別にみると，すべての学部に
おいて順番は違うものの，その傾向は同じであること
が明らかとなった。国民総生産（GDP）でみれば，
中国の方が，日本と比較し，高い水準にあるが，中国
は省によって格差が大きいため 6)，そのような印象を
日本に対して持ち，志望してきている可能性がある。
また日本では外国人留学生に対して原則，資格外活
動として週 28時間のアルバイトを認めているが，こ
れは諸外国 7)と比べて，長くなっていることが背景と
してあるように考えられる。
そして志望大学の有無（「あなたは渡日前，志望大
学は決まっていましたか」と尋ねた上で，「1. 決まっ
ている」「2. まだ決まっていない」の 2段階で回答し
てもらった）であるが，「まだ決まっていない（79.3%
＜ 255名＞）」方が，「決まっている（20.7%＜ 66名＞）」
と比較して，広島大学志願者に多いことがわかった。
これを学部別にみても，傾向は同じであることが明ら
かとなった。このことから，まずは渡日して，日本語
学校に入り，そこで色々な大学の入試情報を収集し，
在学中に大学を決定していることがわかる。

5.4 渡日後の志望大学選択理由との関係
本節では，本研究において着目する渡日後の志望
大学選択理由と広島大学志望者との関係について，
5.4.1ではアンケート調査から，5.4.2ではインタビュー
調査からそれぞれ明らかにする。

5.4.1 アンケート調査から
志望大学選択理由（国際的大学環境 8)）（「あなた
は渡日後，志望大学を選択した理由はどれでしたか
＜複数回答＞」と回答を求めた）との分析結果から，
Pull/micro要因（国際的大学環境）については，外
国人留学生の割合が多かったため（69.8%＜ 224名
＞），外国人教員の割合が多かったため（61.3%＜
197名＞）といった言わば「外国人教員・留学生の
量的拡大」，日本人学生と外国人留学生の混在型宿
舎が充実していたため（63.9%＜ 205名＞），外国人
留学生の学生支援体制が充実していたため（63.9%
＜ 205名＞）という「国際的な大学設備・学生支援

環境の質的充実」の順で，広島大学志望者に多い一
方で，英語のみで卒業できるコースがあったため
（30.2%＜ 97名＞），英語による授業科目が多かった
ため（30.2%＜ 97名＞），英語によるシラバスがあっ
たため（29.8%＜ 96名＞）といった「英語による大
学教育環境の質的拡充」が少なくなっていることが
明らかとなった。だがこれを学部別にみると，学部に
よって大きな違いがみられ，経済学部（前述の順番
同様に記載：67.2%＜ 34名＞・60.2%＜ 31名＞・
63.7%＜ 32名＞・63.7%＜ 32名＞），法学部（66.9%
＜ 33名＞・60.1%＜ 29名＞・62.9%＜ 31名＞・
62.1%＜ 30名＞），総合科学部（70.3%＜ 27名＞・
65.2%＜ 25名＞・65.2%＜ 25名＞・65.2%＜ 25名
＞），文学部（69.2%＜ 13名＞・60%＜ 11名＞・
63.5%＜ 12名＞・63.5%＜ 12名＞）という文系学
部については「外国人教員・留学生の量的拡大」及び，
「国際的な大学設備・学生支援環境の質的充実」が
広島大学志願者に多い一方で，理学部（前述の順番
同様に記載：50.2%＜ 41名＞・50.2%＜ 41名＞・
50.1%＜ 40名＞），工学部（53.9%＜ 39名＞・
56.2%＜ 41名＞・57.2%＜ 42名＞），生物生産学部
（52.4%＜ 5名＞・52.4%＜ 5名＞・55.5%＜ 6名＞）
といった理系学部では「英語による大学教育環境の
質的拡大」が多いというように，違いがあることが明
らかとなった。
広島大学は SGU採択校であるため，英語による
大学教育環境の質的拡充を行い，外国人留学生の受
入れを促進させることは重要なミッションであるが，
広島大学の現状として，私費外国人留学生入試を志
願する学生の大半は，日本語学校の留学生である。
日本語学校は，日本語の学習を主な目的として来日し，
滞在する外国人を対象に日本語教育を行う教育機関
である。したがって，大学側で，英語による大学教育
環境の質的拡充をいくら進めても，日本語を学習して
くる志願者との間にミスマッチが生じているという状
況があるように考えられる。だが理系学部では，その
専門分野の特性から，日本語学校の志願者でもある
程度の英語能力の素養が求められることから，英語
による大学教育環境の質的拡大が重要となっている
と考えられる。
次にPull/micro要因（入試広報 9)）（「あなたは渡
日後，志望大学を選択した理由はどれでしたか＜複
数回答＞」と回答を求めた）に関してであるが，広島
大学説明会や相談会に参加したため（65.3%＜ 210
名＞）といった「直接型入試広報」，広島大学案内や
パンフレットをみたため（55.3%＜178名＞），広島
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大学のホームページをみたため（52.3%＜168名＞）
という「間接型入試広報」の順で，広島大学志望者
に多いことが明らかとなった。これを学部別にみても，
すべての学部において，同様の傾向にあることが確
認できた。

5.4.2 インタビュー調査から
このことについて，本研究では広島大学志望者 2名，
広島大学以外志望者 2名に，以下の通り，それぞれ
インタビューを行った。まずは広島大学志望者に対す
るインタビューからみていくこととする。

（Aさん） 広島大学は国立大学の中において，中国
からの教員・留学生が多く，留学生が多
いことからその学生寮やサポート体制も
充実していると考えたため，入りたいと思
いました。英語での授業やシラバスがあ
るかどうかということは，今，日本語学校
で日本語を学んでいますし，文系の学部
を志望しているため，私にとってはそんな
に重要な要素ではないです。広島大学の
ことは，パワーポイントを使い，説明して
いただき，質問も直接することができるの
で，ホームページや大学案内をみている
よりも，良いかと思いました。

（Bさん） 今，日本語学校に通っていますが，英語
の方が得意ですし，将来的にエンジニア
になりたいので，英語の授業やシラバス
があることから，広島大学に入りたいと思
いました。広島大学の説明会について，
来てくれる大学がほとんどない中で，説
明してくれて良かったです。ホームペー
ジや大学案内は，日本語版の方は詳しく
書かれており，英語版だと情報が限定さ
れているということから，大学説明会では
分からないことを直接尋ねることができる
ので助かりました。

広島大学志望者に対するインタビューから，経済学
部という文系学部ではSGUの取り組みの中でも外国
人教員・留学生の量的拡大や，国際的な大学設備・
学生支援環境の質的充実が求められている一方で，
工学部といった理系学部では英語による大学教育環
境の質的拡大によって志望していることがわかった。
このことは，SGUによる国際化は大学全体で取り組

んではいるものの，実際にはその対応は学部によって
変えていかなければいけないことを物語っている。
また入試広報については，日本語学校を訪問し，説
明会を実施する大学が少ない中で，パワーポイントを
使用して説明し，大学のことについて質問できるとい
う機会が，学部を通じて，広島大学に志望するかどう
かを左右していることがわかった。ホームページや大
学案内も重要ではあるものの，日本語版と英語版とで
は内容が異なっているということに加え，留学生にとっ
ては日本語版であったとしても言語の問題があるた
め，より丁寧な対応が必要であることもわかった。
ここまで広島大学志望者に対するインタビューにつ
いてみてきたが，これと比べて，次に広島大学以外
志望者に対するインタビューをみていくこととする。
　
（Cさん） 本当は広島大学に入りたいですが，学部

における私費外国人留学生入試の定員枠
が少なく，留学生が多いと言っても大部
分は大学院生であることから，関西にあ
る私立大学を志望することにしました。そ
の私立大学は，各学部で 10名前後の定
員枠があり，試験は日本留学試験（EJU）
のみです。今，日本語を学んでいますが，
エンジニアになりたいので，英語での授
業があるかどうかも重要な要素でした。

（Dさん） はじめは広島大学を考えましたが，私費
外国人留学生入試の試験で，センター試
験，個別試験，日本留学試験（EJU），
英語外部試験，面接を課していて，どれ
も日本語での受験のため，難しいと思い，
あきらめました。東京にある私立大学に
入ろうと考えていますが，そこは日本で留
学生の受け入れ人数が最も多く，中国の
有名な政治家の留学先の大学であったた
め，中国人の間で人気が高いです。私は
文系学部に入ろうと思うので，英語の授
業やシラバスが充実しているかというこ
とは重要ではありませんでしたが，留学
生の寮はもちろんのこと，留学生それぞ
れに対して教員及び，学生チューターが
つき，学習生活のサポートを行うという制
度があるので，これに魅力を感じて志望
した。

Dさんの語りからわかるように，その私立大学にお
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いては留学生に対するチューター制度が存在してお
り，より充実している様子がうかがわれる。またDさ
んのように文系学部を志望している場合は，外国人
教員・留学生の量的拡大や，国際的な大学設備・学
生支援環境の質的充実が左右しているのに対して，
Cさんのような理系学部を志望している場合について
は，英語による大学教育環境の質的拡大が影響を及
ぼしていることが明らかとなった。そしていずれの語
りからも，当初は広島大学を志望していたが，私費外
国人留学生入試制度の定員枠が限定的で，試験の内

容が難しいため，断念したという課題があることも確
認できた。
　

5.5 広島大学志望形成の規定要因
本節では，広島大学志望者（広島大学志望者 =1，
広島大学以外志望者 =0）を規定する要因について，
ロジスティック回帰分析を行い，検証を行う。このロ
ジスティック回帰分析の結果は表 2に示している。
まず本人の社会・経済的状況についてであるが，
全体では女性ダミー，中国出身ダミー及び，家庭の経

表 2 広島大学志望者に関するロジスティック回帰分析
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済状況が有意な影響を与えていることがわかった。ま
た学部別では経済学部で女性ダミーが正の効果，工
学部においては負の効果を及ぼしており，学部を通じ
て中国出身ダミー並びに，家庭の経済状況がそれぞ
れ有意な影響を及ぼしていることが明らかとなった。
次に渡日前の学習状況に関してであるが，高校の
学業成績，日本語能力試験スコアが有意な影響を与
えていることが確認された。また学部別では理学部
及び，工学部において高校の学業成績が有意な影響
を与えていた一方で，全学部を通じて，日本語能力
試験スコアが有意な効果を及ぼしていたことがわ
かった。
また渡日前の渡航希望国・日本選択理由・志望大
学の有無についてであるが，日本渡航希望ダミーが
正の効果，志望大学決定ダミーが負の効果を与えて
いた。これを学部別にみても，同様の傾向がみられた。　　
そしてPush要因については母国の大学への進学
競争が厳しく進学が難しかったため，母国の学校で
の先生や両親の勧めがあったため，母国の大学教育
の質が低かったためで有意な影響が認められた。ま
た Pull/macro要因については日本が経済や技術が
発達した国であったため，日本の大学教育の質が高
かったため，日本でのアルバイト時間が長かったため
で有意な影響を及ぼしていることが明らかとなった。
これらすべてを学部別にみても，学部を通じて規定力
は異なるものの，同様の傾向がみられることがわかっ
た。
さらに本研究において着目しているPull/micro要
因（国際的大学環境）に関しては，外国人留学生の
割合が多かったため，外国人教員の割合が多かった
ためという「外国人教員・留学生の量的拡大」，日本
人学生と外国人留学生の混在型宿舎が充実していた
ため，外国人留学生の学生支援体制が充実していた
ためといった「国際的な大学設備・学生支援環境の
質的充実」がそれぞれ有意な影響を及ぼしているこ
とが確認できた。これについては学部によって違いが
みられ，経済学部，法学部，総合科学部，文学部と
いう文系学部では「外国人教員・留学生の量的拡大」
及び「国際的な大学設備・学生支援環境の質的充実」
が有意な影響を与えていたのに対して，理学部，工
学部，生物生産学部といった理系学部においては「英
語による大学教育環境の質的拡大」がそれぞれ有意
な影響を及ぼしていることが明らかとなった。このこ
とから，本研究で示した仮説 1が支持されたと言える。
最後にPull/micro要因（入試広報）としては，広
島大学説明会や相談会に参加したためといった「直

接型入試広報」，広島大学案内やパンフレットをみた
ため，広島大学のホームページをみたためという「間
接型入試広報」がそれぞれ有意な影響を与えていた
ことが明らかとなった。これを学部別にみても，すべ
ての学部を通じて，「直接型入試広報」「間接型入試
広報」が有意な作用を及ぼしていたことが確認され
た。ただしいずれの場合についてもそのオッズ比の値
に着目すると，すべてにおいて直接型入試広報のオッ
ズ比の方が高いことがわかる。よって，「直接型入試
広報」「間接型入試広報」の両者が有意な影響を与
えてはいるものの，より「直接型入試広報」の及ぼす
影響が強いと言え，本研究で提示した仮説 2が支持
された。

6 結論
本研究では，日本語学校外国人留学生の広島大学
への志望形成を規定している要因について，アンケー
ト調査及び，インタビュー調査から検証を試みた。
分析結果から，文系学部では「外国人教員・留学
生の量的拡大」「国際的な大学設備・学生支援環境
の質的充実」が，理系学部においては「英語による
大学教育環境の質的拡大」の効果がそれぞれ明らか
となった。またいずれの学部においても，「直接型入
試広報」「間接型入試広報」の効果が確認された。
そしてそれら両者のオッズ比の値に注目すると，すべ
てにおいて，より「直接型入試広報」の与える影響
が大きかった。
日本語学校から広島大学への志望者を獲得する上
で，全学において国際化を推進することは望ましいこ
とである。特に文系学部において多くの外国人留学
生を獲得するに当たっては，その大学の教育・研究
レベルの高さが求められることは言うまでもないが，
それらに付随する「来日前」「来日中」における体系
的で盤石なサポート整備が重要である。具体的に「来
日前」については，日本語以外の多言語Webサイト
の充実，留学生獲得を目的とした奨学金の設立など
が必要であり，「来日中」は，宿舎の確保，総合的な
サポート，Webサイトの開設（日本語学習，保健・医
療，子育て，奨学金，ビザなど）が重要である。そ
の一方で，とりわけ理系学部では，英語でのコースや
授業を増やすため，新規に大学教員を採用する面接
のときに，事前に英語でシラバスを提出してもらい，
英語で模擬授業を行うといった工夫も必要であると
考えられる。
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注
1)世界トップレベルの大学との交流・連携を実現，加速する
ための新たな取り組みや，人事・教務システムの改革，学
生のグローバル対応力育成のための体制強化など，国際化
を徹底して進める大学を重点支援する事業である。（https://
tgu.mext.go.jp/）

2)外国人留学生とは，出入国管理及び難民認定法によると，
大学（大学院を含む），短期大学，高等専門学校，専修学
校（専門課程），大学に入学するための準備教育課程を設
置する教育施設及び日本語教育機関において教育を受ける
もののことを指す。

3) 2019年度の広島大学 12学部の私費外国人留学生入試に
おける入学志願者数は 62名（前期：20名，後期：42名）。

4)本研究の対象である広島大学では，2023年までに外国人専
任教員等の数を 901名（全教員の約 53%）とすることを目標
としている（https://tgu.mext.go.jp/universities/hiroshima-u/ 
index.html）。そして池ノ上学生宿舎という日本人学生と外
国人留学生が住むことができる学内寮を拡張し，外国人留
学生の定員を増やすことに加え，外国人留学生のために日
本語ライティング相談（https://www.hiroshima-u.ac.jp/
wrc/tutoring）などの学生支援体制を整えている。

5)広島大学志望者は 321名，広島大学以外志望者は 331名。
広島大学志望者を学部別にみると，理学部（81名），工学
部（73名），経済学部（51名），法学部（49名），総合科学
部（39名），文学部（18名），生物生産学部（10名）。広島
大学志望者の出身国・地域は，中国（292名），台湾（9名），
ベトナム（8名），ネパール（6名），韓国（6名）。

6)加藤・陳（2002）によれば，最も一人あたりのGDPが高
いのは上海（46,718元）であるが，最も低いのは貴州（3,603
元）で，中国省間GDP格差が激しいことがわかる。

7)アメリカでは週 28時間キャンパス内でアルバイト可能であ
り，イギリスでは週 20時間となっている（岡 , 2004）。

8) SGUの国際化関連指標に基づき作成した。
9)横田（2013）に基づき入試広報効果の項目を作成した。
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1 はじめに
2018年を境に，日本における18歳人口は減少する。
それに伴い，各大学では，入試広報においても，優
秀な学生を確保するために，どのような対象に対して，
どのような広報を行なうのか，戦略的な取り組みを行
なう必要がある。その戦略を考えるために，まず，琉
球大学の現状と，琉球大学の所在地である沖縄県が
推進している取り組みを述べる。
沖縄県中頭郡西原町にある琉球大学は，7学部 （人
文社会学部，国際地域創造学部，教育学部，理学部，
医学部，工学部，農学部） を有する総合大学である。
琉球大学の学生構成の特徴は，学部によって差はあ
るものの，全体としては，沖縄県の高等学校出身者
が全学生の約 6割以上を占めている点にある （令和
元年5月現在）。志願者に関しても，同様の割合である。
このことから，優秀な学生を確保するためには，県外
出身の生徒の入学を促して学生の多様性を保つ，も
しくは高めると同時に，県内出身の優秀な生徒の確保
も必要となる。そのため，県内の生徒に対してもどの
ような入試広報を行なっていくのかを考えなくてはな
らない。
沖縄県 （2018） によると，沖縄県の高校生の大学・
短大進学者の割合は全国平均よりも低くなっている。
沖縄県では大学・短大進学者の割合を上げるための
事業の一環として，進学力グレードアップ事業，県外
進学大学生奨学金の給付，グローバル・リーダー育
成海外短期研修事業等が推進されている。進学力グ
レードアップ事業は，高校 1，2年生に県外の大学を
訪問・研修させ，県外国公立大学への進学を推進す
るものである。高校生にとっては，沖縄県以外の大学

高校生が進路選択時に相談する相手
――アンケート結果に基づいた保護者向け説明会の実施――

山田 恭子，盛山 泰秀，鹿内 健志，廣瀬 等（琉球大学）

本稿では，高校生が進路を選択する際に，誰に相談しているのかを明らかにし，その結果と沖縄県，
琉球大学の現状を踏まえて実施した入試広報イベントの報告を行なう。まず，沖縄県内の高校生に
実施したアンケート調査により，主な相談相手は保護者であることが明らかになった。さらに高等
学校へ聞き取り調査を実施し，イベントの内容を検討した。これらの結果を踏まえて，保護者・高
等学校教職員向けの入試広報イベントを全学部と学生部協力のもと実施した。実施後には参加者の
アンケート，参加した高等学校の教員からの聞き取りをし，課題を明らかにした。その課題に対応
して次年度以降も同様の入試広報イベントを実施する予定である。
キーワード：入試広報，保護者，説明会，進路相談

を知ることができる数少ない機会であり，進学意識の
高い生徒にとっては励みとなる事業と言えるだろう。
県外進学大学生奨学金は，グローバル社会で活躍で
きる人材育成のために，スーパーグローバル大学の認
定を受けている大学へ進学する生徒に対して給付さ
れる奨学金である。グローバル・リーダー育成海外
短期研修事業では，世界各国に高校生を派遣し，英
語力と国際性を身に付けた人材の育成が目的とされ
ている。
これらの事業の特徴としては，高校生の目を県外・
海外の大学に向けさせているという点が挙げられる。
沖縄県内にある大学の数とその定員は限られており，
沖縄県全体の大学進学率を上げるためには，県外の
大学を目指さなくてはならない。そこで沖縄県内の高
等学校は，県外の大学の情報収集を行ない，保護者
や生徒に対して情報提供し，県外への進学も勧める
ようになっていると考えられる。
しかしながら，進路を決める際には，沖縄県内の大
学と沖縄県外の大学両方の選択肢を持ち，高校生自
身の興味関心や学力，保護者の意向や経済的な状況
を考慮して，その多くの選択肢の中からどの進路を選
びとるかを本人が様々な相手と相談して決めるという
のが本来の進路選択の姿であると考えられる。現在，
琉球大学アドミッションセンターでは，高校生に向け
ての情報提供として，様々な事業を行なっている （山
田ほか， 2019）。すでに大学進学を決めつつある生徒
に向けて入試の情報や琉球大学について説明する琉
球大学説明会，進路が未定の生徒に向けて，大学進
学の意義，文理選択等の情報を提供する大学進学支
援講座，医療系，エンジニア系を目指す生徒の後押
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しを行なう琉大にぬふぁ星 （北極星） 講座等である。
これらの講座を通して，高校生に琉球大学や大学の
情報提供を行なっている。また，夏には年に一度オー
プンキャンパスも実施している。
以上のような琉球大学と沖縄県の現状を踏まえ，
琉球大学アドミッションセンターでは，高校生に限ら
ず，広く様々な対象に対して入試広報イベントを行な
い，琉球大学の現在の状況や実際のところを知って
もらう必要性があると考えた。上述したように，高校
生にはある程度の情報提供ができているといえる。そ
のため，高校生以外にも対象とすべき相手がいるの
ではないかと考えた。その対象を特定するために，高
校生に対し進路について誰に相談しているのかを調
査することとした。その結果を踏まえて，新しい入試
広報イベントの対象を決定する。その後，琉球大学
に多く志願者を出している沖縄県内の高等学校の校
長，教頭，進路指導担当教諭に対して聞き取り調査
を行ない，イベントの内容を決定することとした。本
稿では，これらの調査の結果に加え，実際に行なった
イベントの内容，イベント後のアンケートの結果，見
えてきた課題を明らかにし，今後の入試広報イベント
のあり方を考察していく。

2 高校生の進路相談に関する調査
本調査は，高校生が進路を決める際，誰に相談す
るのかを明らかにすることを目的として実施した。こ
れによって，生徒に向けてはもちろんであるが，その
他に入試広報イベントを行うべき対象を特定すること
ができると考えたためである。

2.1 方法
2.1.1 調査参加者と調査方法
調査は，琉球大学に多くの進学実績がある沖縄県
那覇市内の県立普通科高等学校 2校にて実施した。
調査参加者は，高校 1年生が 336名，高校 2年生が
260名，高校 3年生が 50名の計 646名であった。
このうち，高校 1，2年生が A高校の生徒，高校 3
年生はB高校の生徒であった。調査を実施した高等
学校と人数が異なるのは，大学進学支援講座の機会
を活用したためである。講座が終了した後，講座開
始前に配布していたアンケート用紙に答えるように指
示した。なお，調査時期は，A高校が 5月，B高校
が 7月であった。

2.1.2 調査項目
上述したように，本調査は大学進学支援講座の機

会を利用したため，講座の内容についての項目も多く
含まれていた。本調査の目的である進路相談に関す
る項目は「卒業後の進路について，誰かに相談しま
すか。（する・しないで回答）」「「する」と答えた人に
お聞きします。主に誰に相談しますか。（保護者・きょ
うだい・高校の先生・塾の先生・親戚・友人・その
他から選択。複数回答可）」の 2問であった。

2.2 結果
質問紙の回収率は 100%であった。進路相談に関
する項目については，回答の不備もなかったため，回
収した全ての調査参加者のデータ646名分を分析対
象とした。
「卒業後の進路について，誰かに相談しますか」と
いう質問に対しては，全体の 91%にあたる591名の
高校生が「相談する」と回答した。学年別で見ると，
1年生で 88%，2年生で 94%，3年生で 100%となっ
ている。
次に，卒業後の進路について誰かに相談している
と回答した 591名に対して，誰に相談しているのかを
聞いた結果は以下の通りであった （複数回答可）。最
も多かった回答は，「保護者」の 92.2%であった。続
いて「友人」60.7%，以下，「きょうだい」25.4%，「高
校の先生」16.1%，「塾の先生」9.1%，「親戚」8.8%，「そ
の他」0.5%であった（図 1）。また，「友人」「高校の
先生」を選択した回答者のほとんどが同時に「保護者」
も選択していた。

学年別に見ても，「保護者」が最も多く，次に「友人」
という結果は同じであった （表 1）。学年別に内訳を見
ていくと，1年生では，「相談する」と回答した 297

図 1　高校生が進路について相談する相手
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名のうち 93%にあたる生徒が「保護者」に相談して
いた。「友人」は 54%であった。2年生では，「相談
する」と回答した 244名のうち92%が「保護者」に，
64%が「友人」に相談していた。1，2年生では，こ
れ以外の人に相談する割合は低かった。3年生 （50
名） になると，「保護者」（90%） と「友人」（84%）と
の差は小さくなった。特徴としては， 1，2年生では
30%未満であった「きょうだい」「高校の先生」「塾
の先生」の割合が上昇していた。「きょうだい」より
も「高校の先生」が多くなり，「きょうだい」と「塾の
先生」がほぼ同数となっていた。

2.3 結果のまとめと考察
これらの結果から以下のことがわかった。まず，高
校生は，1年生の 5月という入学間もない時期から，
卒業後の進路について誰かに相談していることがわ
かった。誰かに相談をする割合は学年が上がるに従
い，徐々に上昇していた。
次に，相談相手についてである。進路については，
ほとんどの生徒が保護者に相談しており，その割合
は高等学校教員を大きく上回っていた。高等学校教
員に相談する割合は， 1，2年生よりは高いものの，3
年生になっても，保護者，友人と比較して低いままで
あった。調査前には，保護者よりは少ないものの，あ
る程度の生徒が高等学校教員に相談をしているので
はないかと予測をしていたが，その予測とは大きく異
なった結果が得られた。その理由としては，沖縄県内
の高等学校の校務分掌の現状が挙げられる。沖縄県
では，原則として，2年で学級担任もしくは他の分掌
へ配置が変わることが多い。学校の活性化につなが
る反面，変化の激しい昨今の入試制度への専門性を
有する教員が育ちにくい状況も生じていると考えられ
る。高等学校の校務分掌の現状を踏まえた上で，入
試制度への専門性を有し，さらに生徒に対して適切
なアドバイスをすることができる教員を養成していく

ことが高等学校での課題の１つとなるだろう。このよ
うな教員を養成していく上で，高等学校と大学との連
携は不可欠であると考えられる。大学としても，高等
学校教員とどのような関係性をどのように作っていく
のか，検討すべきであると考える。
以上の調査結果から，企画する入試広報イベント
は保護者を主な対象とすることとした。また，保護者
に相談する割合は 1年生の入学直後の段階でかなり
高くなっているという結果から，大学進学を見据えて
いる中学生も保護者と進路について話をしている可
能性が考えられる。そこで対象を中学生の保護者ま
で広げることとした。
相談相手に友人が多く挙ったという結果からは，高
校生は友人同士で情報交換していることも推察され
る。その割合は学年が上がると大きくなっていた。そ
れぞれがオープンキャンパスや相談会に参加したり，
大学案内や大学のサイトを閲覧したりして情報を得，
その得た情報を交換しているのであろう。一緒に頑
張るという意識も高まっているのかもしれない。
また，3年生になると志望校も具体的になってくる
ので，それを踏まえて，自分が志望校に合格できるの
か，そのためにはどのようなことが必要なのか等，具
体的な内容を高等学校教員に相談し始めると考えら
れる。その一方で，高等学校教員に相談していると
回答した高校生のほとんどが同時に保護者や友人に
相談していることから，相手によって相談内容や集め
る情報が異なっている可能性も考えられる。これらの
結果と考察から，やはり高校生自身はあらゆるツール，
機会を用いてある程度の情報を得ていると考えられ
る。そこで，今回企画するイベントでは，すでに情報
収集の機会がある高校生よりも保護者を優先するこ
ととした。具体的には，生徒だけでの参加は不可とし，
保護者と参加する場合に限り，参加可能とした。生
徒だけでの参加を制限したのは，上述した理由以外
に，生徒が参加するとどうしても生徒が主役になって
しまい，保護者に対して的確に情報が提供できない
可能性もあると考えたためである。
以上をまとめると，調査の結果，高校生の主な相談
相手は保護者であることが明らかになったことから，
その保護者に対して本学の情報を提供するためのイ
ベントを企画・実施することとした。このイベントによっ
て，保護者が本学について正確で有効な情報を得る
ことができるよう企画する。そうすると，生徒が保護
者に相談した時に，生徒に対してより的確なアドバイ
スができるようになると考えた。また，保護者として
も安心して生徒の受験勉強を支援したり，入学させ

表 1 進路について相談する相手（学年別）
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たりすることもできるだろうと考えた。

3 高等学校への聞き取り調査
調査の結果を踏まえて，保護者に向けた入試広報
イベントを行なうこととしたが，実際にどのようなイベ
ント内容が求められているのか，そのニーズを具体的
に把握することが必要であった。そのため，アンケー
ト調査を行なった高等学校 2校に加え，沖縄県内で
琉球大学に進学実績がある高等学校 7校に出向き，
校長，教頭，進路指導教員等に聞き取り調査を実施
した。聞き取り調査は，保護者へ向けたイベントを行
なう意義はあるのか，求められる内容，対象は保護者
だけでいいのか，どのように保護者に周知するのかと
いった内容について行なわれた。
聞き取りの結果，以下のことがわかった。まず，保
護者へ向けたイベント自体を行なうことの意義につい
て聞き取った。高等学校からは，生徒に向けての情
報提供の場は，比較的多く設定されている一方で，
保護者向けの情報提供の場は少なく，保護者が大学
についての正しい情報を得ることは現段階では困難
であるとの意見が多く得られた。また，高等学校が生
徒や保護者に向けて行なう進路指導にも限界がある
という意見が得られた。具体的には，先述した沖縄
県が推進している進学力グレードアップ事業等，県
外大学の情報を提供することも求められており，なる
べく多くの大学についての情報提供を行なう必要が
あることが指摘された。その結果，その中で琉球大
学に注力した指導を行なうことはできず，「地元の大
学だから，みんな知っているだろう」という前提の元，
指導が手薄になっている可能性もあるとのことであっ
た。また，最終判断をするのは生徒自身と保護者で
あるため，教員はそこまで深入りできないことも指摘
された。以上のことから，保護者に向けて琉球大学
の「現在」や「実際のところ」についての的確な情
報提供を行なうイベント開催の意義はあると判断し
た。イベント開催のキーワードは「琉球大学の実際の
ところ」とすることも決定した。
次に，イベントの内容についてである。当初，琉球
大学の全体説明と，いくつかの学部の説明と個別相
談，キャンパス内を見て回るツアーを行うことを企画
していた。しかしながら，高等学校からは，全 7学部
の参加を求める声や，沖縄県の経済状況について考
えると，授業料，奨学金等の学生生活についての説
明を求める声も挙がった。そこで，全学部および学生
部に協力依頼をすることとした。
対象については，高等学校から保護者に限定せず，

生徒や教員にも広げるように求める声もあった。現場
にいる教員も琉球大学の実際のところを知る機会は
決して多くないとのことであった。このことは，先述
した，校務分掌の入れ替わりが激しいことも要因と
なっているであろう。そこで，主な対象は保護者とし
つつも，教員も対象とすることとした。また，生徒を
主な対象から外し，保護者を主な対象とすること自体
に反対意見はなく，生徒は保護者と共に参加する場
合に限り参加を認めることに決定した。また，どの高
等学校から何人，できれば誰が参加したのかを把握
するために，事前申込制とすることも決定した。
最後に広報の方法である。いかに多くの保護者に
このイベントを知ってもらい，参加を検討してもらう
かが課題となる。その方法として，まずは，高等学校
に協力を依頼することとした。聞き取り調査を行なっ
た高等学校だけでなく，琉球大学に進学実績のある
県内全ての高等学校に開催を通知する文書を送付し，
担任を通してチラシを配布してもらうこと，高等学校
のメーリングリストやホームページに情報を掲載して
もらうこととした。さらに沖縄県 PTA連合会に協力
を依頼することとした。具体的には，PTAの会合等
にてチラシを配布したり，学校単位で実施される
PTAの勉強会に参加し，チラシの配布とイベントの
告知を行なったりした。琉球大学では，大学のホーム
ページのトップにイベント情報の掲載を行なった。こ
のように多方面からの広報を行なった理由としては，
担任を通してチラシを配布したとしても，そのほとん
どが保護者に渡ることがないという現状があるためで
あった。

4  保護者・高等学校教員向け VISIT CAMPUS の
概要
調査を踏まえ，琉球大学の全学部，学生部，大学
生協の協力を得て，保護者向けのイベントを以下の
通り企画・実施した。イベント名は，「保護者・高等
学校教職員向けVISIT CAMPUS」とした。文字通り，
保護者や高等学校の教職員に琉球大学のキャンパス
を訪問してもらい，「実際のところ」を知ってもらうた
めのイベントである。

4.1 対象者と時期
主な対象は保護者とした。生徒が参加を希望する
場合には，保護者とともに参加する場合のみ可能とし
た。また，高等学校教員も対象とした。参加は事前
申込制とした。参加者数は176組 297名であった。
イベントは 11月23日 （金，勤労感謝の日） に実施
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した。高等学校の行事，大学の行事等を考慮して，
この日に決定した。

4.2 内容
イベントは琉球大学の千原キャンパスで実施した。
約 300名を収容できるホールと別室に，各学部，学
生生活等のコーナーを設置した。

図 2は，当日の様子である。まずは全体に向けて，
琉球大学の歴史，学部の簡単な紹介，アドミッション・
ポリシーの紹介等を含むプレゼンテーションを行なっ
た。その後，参加者各自が椅子を持って，各コーナー
に移動した。準備したコーナーは，琉球大学の全 7
学部の教員による教育内容・研究内容の紹介プレゼ
ンテーションと個別相談，アドミッションセンターによ
る入試相談，奨学金・授業料・学生寮等の学生生活
に関わる個別相談，留学に関する個別相談，就職に
関する個別相談，琉球大学で実施されている中高生
向けのプロジェクトの説明のコーナーであった。参加
者はコーナーで説明を聞いたり，自由に質問をしたり
した。最後に大学生協の学生が引率してキャンパス
ツアーを実施した。キャンパスツアーでは，学生と話
をしながら琉球大学の各学部 （医学部はキャンパスが
離れているので除く） の建物の外観を見て回り，図書
館，キャンパス内にある博物館の内部を見学した。
参加者は，受付時に大学案内，キャンパスマップ，
各学部の紹介と入試の概要を記したリーフレット，ア
ンケート等を受け取った。イベント参加後には，アン
ケートの提出を依頼した。

4.3 VISIT CAMPUS 終了後
4.3.1 参加者アンケートの結果
参加者には，会場を出る際にアンケートの記入を依
頼した。しかしながら，キャンパスツアーからそのま
ま帰宅する参加者も多く，アンケートの回収率は 59%
であった。
参加者は，参加の多い順に高校 2年生の保護者 

（40%），高校 1年生の保護者 （33%），高校 3年生の
保護者 （17%），中学生の保護者 （9%） であった。ほ
とんどの参加者が学校からの告知でこのイベントを
知った （93%） と回答した。

78%の参加者がイベントに対して「満足」もしくは
「まあ満足」と回答した。イベントに参加した結果，
琉球大学に対する関心度がどのように変化したか聞
いたところ，96%の参加者が「高まった」もしくは「や
や高まった」と回答した。
感想の自由記述の内容は大きく2つに分けられる。
まずは，イベントの必要性を述べ，継続を求めるもの
である。「入試が変わっていき，考えないといけない
ことも多いので続けて欲しい」「親子で共通の情報が
持てるのでよいと思う」「学校は県外を勧めることが
多く，琉大の情報が入りにくかった。地元もしっかり
検討したいので，ありがたかった」「琉大を訪問して，
目標を定めることができれば，努力する力になると思
う」「教員から直接話を聞くことができて，すごく進学
への意欲が高まった」等である。その一方で，「もっ
とたくさんの学部の話が聞けるように工夫してほしい」
「もっといろいろな情報が欲しかった」「教室が狭く，
隣のコーナーの声が混ざって聞き取れなかった」等，
改善を求める声も聞かれた。

4.3.2  高大接続改革推進ワーキンググループでの
意見交換

高大接続改革推進ワーキンググループにおいても，
県教育庁進学担当主事，県内の高等学校の教頭，進
路指導教員約 10名に意見を聞いた。この場は，高等
学校の進路指導教員と琉球大学の教員で構成されて
おり，高大接続における様々なテーマについて対話を
行なう場である。このワーキンググループに参加して
いる高等学校の教員はすべて今回のイベントに参加
した保護者が生徒を通わせている高等学校の教員で
あった。参加者からは概ね好意的な感想が来ている
こと，次回の日程はいつがよいか今後も調整を行ない
たいといった意見が得られた。これらの感想・意見を
基に，来年度以降，どのように改善をしていくかを述
べていく。

図 2 保護者・高等学校教職員向け VISIT CAMPUS
当日の様子

注）各コーナーに分かれて説明を聞いているところ
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5　イベントの改善点と今後
今回，企画・実施した保護者・高等学校教職員向
け VISIT CAMPUSは，今後も継続を予定している。
それは参加者から継続の声があったことだけでなく，
今後も広く伝えるべき情報があるからである。広く伝
えるべき情報の筆頭は，入試改革の内容であろう。
明らかにできる情報はできるだけ早く伝える必要があ
るし，大学のホームページに掲載するだけでは，保護
者等，学校現場にいない人々には正しく伝わらない恐
れがある。正しくかつわかりやすく伝える場として，
今回のイベントを活用することができると考えている。
入試改革の内容だけでなく，琉球大学で行なわれ
ている研究や教育カリキュラム，そして就職先・就職
率等，保護者が欲している情報はまだまだ開拓の余
地があると考えている。そこで，次回の開催に当たっ
ては，保護者からアンケートを取り，どういった内容
を求めているのかを情報収集する。そうすれば，より
的確に情報提供することができるようになると考えて
いる。
次に開催方法である。イベント終了後の参加者ア
ンケートでは，いろいろな学部の情報を得たい，声が
隣のコーナーの声と混ざり，聞き取りにくかったといっ
た意見が得られた。これらの意見の背景には「もっと
聞きたかった」という参加者の意図があると考えられ
る。そこで開催方法を工夫する必要がある。参加者
数に応じた場所の確保はもちろん，各学部に 1教室
を割り当てる，説明がなくてもわかるようなポスターを
作成し，見てもらうことで情報収集をしてもらう等で
ある。開催方法を工夫することでより「実際のところ」
を知ってもらえるだろう。
今回のイベントでは，事前に高校生にアンケートを
実施して，高等学校に聞き取りを行なった上で対象を
決定したため，こういったイベントを求める層に情報
を提供することができたと考えている。その一方で，
高等学校の教職員も対象としたにも拘わらず，教職
員の参加はなかった。つまり，教職員が求める内容を
提供することができなかったか，広報に問題があると
考えられる。さらに，先述したように入試制度に専門
的な知識を有する人材自体が高等学校に少なく，本
イベントに興味を持てなかった可能性もある。まずは
対処法として，高等学校の教職員が求めている情報
について精査し，教職員に向けた内容についての説
明会等のイベントを，教職員のみが参加する形で催
すことを計画している。このような説明会を開催する
にあたっては，開催に先立ち，その情報を有しておく
ことの必要性を高等学校や教職員に伝えておくことも

必要だろう。
以上，今回のイベントの課題を述べ，その対処法を
考察したが，すべてにおいて高等学校と連携し，そ
のニーズを把握することが基本にある。琉球大学ア
ドミッションセンターでは，高大接続改革推進ワーキ
ンググループや，高等学校への訪問を通して有益な
情報の交換を行い，生徒や保護者にその情報が波及
していくよう，より深い連携をしていく予定である。

参考文献
沖縄県  （2018） .  「平成 29年度高等教育を受ける機会の創出・
環境整備等に係る調査　報告書【概要版】」

山田恭子・保坂雅子・盛山泰秀・山田美都雄・天野智水・鹿
内健志・高山千利・多和田実・山城新 （2019） .「琉球大学
アドミッションセンターが進める高大接続事業――北米・ハ
ワイ調査の知見を踏まえて――」『大学入試研究ジャーナ
ル』， 29， 183-187.
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1 序論
2021年度入試におけるセンター試験に代わる新テ
スト（ここでは，アンケート実施時に使っていた新テ
ストという名称を用いていく）については，英語 4技
能外部試験の導入など大きな変更が含まれている。
各大学で 2年前告知を行う必要があるが，昨年の全
国大学入学者選抜研究連絡協議会（以下，入研協と
する）の時点では，そのための判断材料がほとんどな
かった。そこで，昨年の入研協の会場において，いく
つかの大学と協議して，国立 12大学として高校教員
にアンケートをとって，その結果を共有していこうと
いう方針を決定した。これまでに、国立 12大学とし
ては紙媒体のアンケートを実施したことはあるが，あ
まり時間がないということもあり、集計結果のリアル
タイムな共有が可能であるweb アンケートを採用す
ることにした。プログラミングの素人で情報を専門と
するわけではない人間にとってwebアンケートが気
軽に利用可能であるのか，そして有効な手段となり得
るのかについての検証を行うことも目的とした。高校
へのアンケートの協力依頼は，各県内の大学から高
校の進路指導宛ての依頼文の形で郵送した。ただし，
アンケート実施時点で，信州大学と富山大学はすでに
方針が決定していたため，混乱を避けるために長野
県と富山県の高校には依頼文は送らなかった。

2 調査方法
webアンケートは，国立 12大学のHPの中に cgi
を置くという形式で行った。アンケートサイトに，パ
スワードを設定することも可能であったが，パスワー

国立 12 大学「新テストに対するアンケート」結果より
――高校が望んでいるものは何なのか――

高木 繁，林 篤裕（名古屋工業大学）

英語 4技能外部試験の導入・調査書の積極的な利用と 2021年度入試では大きな変革が起こる。ガ
イドラインは提示されているものの，利用法は各大学に任されている状態である。国立 12大学とし
ては，高校側がどのような利用法を望んでいるのかを知ることが重要であると考え，国立 12大学ホー
ムページに webアンケートを設置した。webアンケートの可能性と有効な手段となりうるのかの検
証を行うことも目的とした。アンケート結果では，高校側はあまり大きな変革は望んでいないと言
うことは確認できたが，変革を歓迎している意見もあり，高校間の温度差が大きいことが確認された。
また，短期間で 200校以上からの回答を得ることができ，集計も比較的容易に行えたので，webア
ンケートは有効な手段であることが確認された。
キーワード：webアンケート，2021年度入試，新テスト

ドが伝わらなかったために参加できなかったと言うこ
とを避ける（さらに，荒らしのような行為が実際に行
われるのかどうかを確認する）ために，自由にアクセ
スできるようにした。特に荒らしのようなことは起きて
いなかった。使用した cgiは「フリー cgi 提供サイト
CGIKON」

http://cgikon.com/free_file/file_308.html
の anketo.cgi を使用した。実際の運用に当たって，
言語を perlに書き換えて使用したが，プログラムの
内容は同じになるようにした。このソフトには，設置
が容易であること，設置後に質問項目を自由に追加・
変更できること，ラジオボタン，スクロール，自由記
述など回答形式の自由度が大きいという特色がある。
アンケート依頼文の送付時期は 7月中旬で，8月中
に回答してもらうように依頼した。各高校の意見を進
路指導室としてまとめた結果を提出してもらったの
で，1高校で 1回答になっている。

3 アンケート項目
今回のアンケートでの質問項目は，全部で 16の質
問になっており，表１にアンケート質問項目のまとめを
示す。表 1のあとに，各アンケート項目の具体的な内
容を示すが，ラジオボタン形式の場合，webアンケー
ト上では，a，bはつけていないが，わかりやすくする
ために，各項目に a, bを付けて示してある。アンケー
ト内では，英語 4技能外部試験は質問の中では「4
技能試験」と略しているので，以下「4技能試験」
と表記することとする。
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【質問 1】高校の所在地を選んでください
a愛知　b岐阜　c三重　d静岡　e福井　f石川　
g富山　h長野　iその他
【質問 2】質問 1でその他を選んだ方は，都道府県名
をご記入ください。
【質問 3】国公立か私立かを選んでください。
【質問 4】高校名をご記入ください。
【質問 5】4技能試験の活用法で好ましいものを選ん
でください。
a受験資格（レベル関係なし）b受験資格（A1以上）
c受験資格（A2以上） d点数化して加点する
【質問 6】点数化について，旧センター試験英語の

200点に加点する場合の 4技能の加点は何点が好ま
しいかを選んでください
a 0点（加点無し）b 10点 c 20点 d 30点 e 40点　
f 50点 gその他
【質問 7】 質問 6でその他を選んだ方は，どのような点
数が好ましいかをご記入ください。
【質問 8】加点をする場合、各レベルの配点について、
どのような配点が好ましいかをご記入ください。例え
ば、どのレベルでも同じ点を加点する、1つレベルが
上がるごとに一定の点数を積み増して加点する、A2

～B2までとC1・C2では異なる点数を加点する、等
の方法が考えられます。
【質問 9】４技能試験の採用について，他にご意見が
ありましたら，自由にご記入ください。
【質問 10】調査書の点数化について，個別試験にお
いて評定平均を点数化して用いることの賛否をお答
えください。
　a賛成　b反対　cどちらでもない
【質問 11】調査書の点数化について，個別試験にお
いて評定（AA，A，，Bなど）を点数化して用いると
いう考え方もあります。賛否をお答えください。
　a賛成　b反対　cどちらでもない
【質問 12】学習の履歴（ポートフォリオ）を個別試験
で点数化して用いることについて，好ましいものを選
んでください。
　a賛成　b反対　cどちらでもない
【質問 13】学習の履歴の利用について，推薦入試や

AO入試では佐賀大学が示しているように，利用する
という方向性も出されています。逆に，0または 1以
外の評価は不可能であるという意見も多くあります。
何か，ご意見があれば，お願いいたします。
【質問 14】調査書の活用方法について，このようなも
のが欲しいというご希望があれば，自由にご記入くだ
さい。
【質問 15】2024年度入試からは，英語の試験そのも
のが共通テストでは廃止になるという話もあります。
このことに関する，ご意見もいただければと思います。
【質問 16】こういったことも考えて欲しいというご意
見がありましたら，自由にお書きください。

4 アンケート結果
アンケート結果については以下の通りである。自由
記述以外のアンケートでは，未回答を入れると，全て
の回答数がN=209になっている。また，国立大学協
会は「国大協」と略して表記する。

【質問 1～ 3について】　愛知 73，岐阜 55，静岡 48，
石川13，福井 12，三重 7，香川1であった。香川県
には特に案内をだしていなかったが，国立 12大学の
HPをみて回答してくれたものであった。公立高校が
75％，私立高校が 25％であった。

【質問 5について】ここでは，出願資格と受験資格は
同一のものとしている。アンケート結果を図 1に示す。

表 1 アンケート質問項目
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結果としては，当時，東大が発表していた「レベル
は関係無しで受験資格とする」と「点数化して加点」
が 39％（81校）と38％（80校）でほぼ同数になっ
ている。受験資格として，レベルを指定する場合には
A1以上とA2以上が共に 25校前後とそれなりの数
になっている。ただし， CEFRのA1レベルが最低レ
ベルと考えている高校も多いので，事実上，A1以上は，
「受験資格レベル関係無し」と同様に考えていると想
定され，51％（全体の半分）が受験資格化を望んで
いるということが確認される。「A2以上を受験資格」
と回答している高校は，国大協が A1を足切り対象と
する例も示していたため，それを受けた結果だと考え
られる。「点数化して加点」も国大協が示した例の 1
つであるが，それなりに支持が多い点が特色である。
しかし，「点数化して加点」を選んだ高校でも，自由
記述を見ていると「せっかく4技能を取り入れるのだ
から，ある程度差がつくようにして欲しい」という肯
定的な意見よりも，「1つの方策としてやむを得ない」
「全員に同じ点数を加点」などの否定的な意見の方が
多かった。

【質問 6・7について】
加点方式にした場合の点数に関するアンケートであ
る。図 2に，質問 6の結果を示す。

40点と50点は解釈が難しいが，国大協が例示し
た 20％を加点という表現の解釈の違いが混在した結
果だと思われる。センター試験の英語（マーク式）を
200点に換算したものをベースにすると20％だと40
点，リスニングを合わせた 250点をベースとすると
50点になる。おそらく，40点と50点と回答した高校
は，20%という国大協の提示したラインに従った回答
のつもりだと考えられ，全体の 29%になる。

「0点（加点無し）」と回答した高校はすべて，質問
5の「受験資格（レベル関係なし）」を回答した高校
であった。逆に，質問 5で「受験資格（レベル関係
なし）」と回答した高校 81校のうち10点が 3校，20
点が 11校，40点または 50点が 13校と結構わかれ
ていた。低い点数（20点以下）のところは，使うに
してもなるべく影響を少なくして欲しいという要求で
あると考えられる。単純に整理すると，0点から 20
点の間で，なるべく影響を少なくして欲しいという回
答が約 6割（59％），国大協の示す 20％のラインに
合わせる（40点または 50点）が約 3割（29％）と，2：
1になっている状況である。どちらを重視するか，各
大学での判断が難しいところである。20％ラインの回
答の高校の自由記述を見ると，3校ではあるが「4技
能を採用するのだから，せめてそれくらいの点数で評
価して欲しい」という意見もあった。「その他」の回
答に関しては，学部によって変えるなど自由裁量に任
せるという意見が多かったが，高い点数を求める意見
は特になかった。

【質問 8について】大まかに区分して整理した。
結果を表 2にまとめる

図 1 質問 5の回答 図 2 質問 6の結果

表 2 質問 8の自由記述のまとめ
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【質問 9について】単純に整理すると表 3のようになっ
た。

そもそもCEFR（民間実施の外部試験と捉えてい
る高校も沢山ある）の段階評価が信用できるのかわ
からないという意見がかなりあった。この回答には 2
つの側面があり，CEFRの段階評価そのものに意味
が無いという意見（英語の専門家の間では，CEFR
は英語の能力を測る基準ではないという意見がある
ので，それに基づいたものだと思われる）と，当時は
認可される前だったので様々な試験が存在しており，
「レベルの統一が出来ていない（東大が指摘している
点と同じ内容と思われる）のに，それを入試に使って
良いのか」という意見にわかれている。公平性に何
らかの問題があるという回答が 65校であったが，そ
の中で金銭的問題，地域間格差による試験会場・試
験回数の制限が問題であるとしたものが 21校あった。
そもそも，英語だけ，何故重視するのかわからないと
いう回答が 4校あった。その中には，質問 8でも見ら
れたように，統一試験を行うべきと言う意見も見られ
た。これは，現行のセンター試験の中に組み入れれ
ば良いという意見と考えられる。

【質問10～12について】調査書の点数化とポートフォ
リオの利用について

図3に質問10の結果，図4に質問11の結果を示す。

調査書の点数化については，評定平均の数値そのも
のを使うにしろ，評定 (Aなど )を点数化するにしろ
反対が６割近くになっている。図 5に質問 12の結果

を示すが，ポートフォリオの利用に関しても、評定の
点数化同様に反対のものが多い。
この３つの質問の回答では，反対の割合がいずれ
も57％と同じであり，賛成の比率は異なっている。反
対を選んだものに関しては，３つとも反対という高校
が多かったが，賛成については同じ高校が常に賛成
と言うわけではなく，ある質問では「どちらでもない」
になっているところがそれなりにあった。

4 残りの質問（自由記述）のまとめ
自由記述についてはテキストマイニングの手法を用
いたわけではなく，キーワード分類だけでの分析の結
果になっている点はご了承いただきたい。
【質問 13について】　0または 1以外の評価，の意味
がわからないというコメントもあったが，記述のある
なし（あれば 1で，なければ 0）だけの判定は可能で
あるが，「ある」という場合に，得点を標準化するこ
とは，不可能ではないかという意味で用いている。　
公平性について心配する記述が多く，推薦入試や
AO入試ならとにかく，個別試験での利用は無理では

表 3 質問 9の自由記述のまとめ

図 3 質問 10の結果

図 4 質問 11の結果

図 5 質問 12の結果
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ないかという意見が 3割以上あった。公平性は学校
間格差と明記してあるものが多く見られたが，単純に
公平性としか書いていないものも同一に扱った。また，
普段の活動の点数化は不可能ではないのかという意
見が十数校から出ていた。公平性と重なるものも数
校含まれている。一方で，学習の振り返りや学習の
成果を行うことは重要だという記述もあり，高校教育
においてポートフォリオを取り入れていくことそのもの
は肯定的に捉えていて，教育改善の手段としては有
効であるとする高校も，それなりの数があることが確
認された。入試にどう使うかに関しては，様々な意見
があり，まとめることはできなかった。
【質問 14について】　質問 13での回答と重複するも
のが多かった。基本的には，学校間格差などから出
てくる「公平性の担保が無理ではないか」という意
見が 3割程度見られた。学校間格差と明記してある
高校が質問 13よりも増えていた。質問 13で単純に
公平性と言っている場合も質問 14では学校間格差と
書いている高校が結構見られた。それ以外で 10校
に満たない程度ではあったが，大学側で基準の透明
性を担保することへの要求，大学側で基準を統一し
て欲しい，大学側の基準がはっきりしない，といった
指摘もあった。
調査書の利用に関して，推薦入試や AO入試での
積極的利用については賛成するという意見が 20校以
上あった。いわゆる受験校ではないところが多かった
が，たとえ学校間格差によって評定平均の値が違っ
ていたとしても，面接の際に純粋に受験生どうしを比
較すれば，学校間格差で評点平均の違いは吸収され
るはずであるという意見，また，主体性の記述に関し
ても面接の中で確認していくことにより，どの程度頑
張ったかは評価できるはずだという意見が合わさった
ものであった。
【質問15について】　単純に共通試験の中に残すべき，
または残して欲しい，という意見が約 30校であった。
ただし，この中には現行のセンター試験の英語の内容
を見直すというものも含まれている。残すかどうかは
明記していないが，民間に委託と言うことそのものに
反対（本当に公平なのか，金銭的な負担が大きい，
が理由）が約 20校であった。民間試験でもかまわな
いという回答が 15校であったが，あくまで公平性が
担保できて，金銭的な負担増が解決するのであれば
という付帯条件がついているものが，その中の半数以
上であった。
【質問 16について】　ものすごく多様な記述だったの
で整理することは出来なかったが，「働き方改革」と

いう記述は多かった。高校教員にとって，どのような
変更にしても負担が大きく増えるだけであり，何が働
き方改革だ・・という趣旨のものが大部分であった。
受験生にとって，その苦労が必要であればやむを得
ず，という内容の記述が半数以上であったことは，明
記しておく。

5 まとめ
今回のアンケート結果については，すでに各大学で
方針を発表した後のものなので，結果そのものについ
ては今更になってしまった。ただし，各高校に依頼文
を送付してから40日足らずの間に，これだけの高校
から回答があったという点は重要である。それだけ関
心が高かったと言うこともあるが，紙媒体ではここま
で集まらなかったのではないかと思われる。特に，自
由記述欄は字数制限がなかったので，相当長い記述
を入力した高校も多々あった。筆者に，もっと優れた
自由記述の解析手法があれば，有用な情報を引き出
すことができたのではないかと思われる。4技能試験
について 6年一貫の高校から，「大分前に中学入試で，
英語 4技能試験への対応をうたって募集したのに，
今更トーンダウンされると困る」という意見もいくつ
かあった。高校名を明記しているのに，本当に忌憚の
ない回答が得られた現れと考えている。大学側として
は，そのような観点を持っていなかったので，その点
では大変良い勉強になった。全体を通して感じたのは，
このアンケートを採った時点で，高校の温度差が予想
以上に大きいという点である。県ごとにまとまった意
見という傾向も見られなかったので，県教委からの統
一見解のようなものはなかったと思われる。それ故に，
ますます温度差が大きくなったのかもしれない。この
アンケート結果が各大学の決定にどの程度影響を与
えたのかは不明であるが，依頼の手紙を送っただけで，
かなり迅速に対応してもらえると言うことが確認でき
ただけでも，十分な成果だと考えている。静岡県はこ
ちらの手違いで，送付がかなり送れてしまったが，一
週間以内に約 40校から回答を得ることができた。

Webアンケートは，設置が難しいのではという危惧
もあったが，それほどのことはなかった。アンケート
の回答状況を見ていると，1日に100件近くは処理可
能であり，短期間に沢山の結果を集めることができる
有用な手段であることが確認できた。些末なことでは
あるが，今回のシステムでは，データは tsv（タブ区
切り形式）で出力されている。一般的なカンマ区切り
の csvだと，自由記述を英語で答えられた場合，予
想外のところで区切られてしまう危険がある。これを

－ 164 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



回避するのに，有効な形式であることは留意するに値
すると思われる。
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1 はじめに
1.1 大学の入試広報活動における動向等
日本における18歳人口の減少，あるいは，情報化
やグローバル化の進展といった社会的背景に加え，
教育の質の保証という観点からも，より詳細かつ多様
な教育情報の公表を大学に義務付ける方向で議論が
進んでいる。このことについて，たとえば本間（2018）
は，中央教育審議会の『2040年に向けた高等教育の
グランドデザイン（答申）』が示す情報公表促進の方
針について，「大学教育の質を維持・改善する」との
意義にとどまらず，「高校生と大学をうまく「マッチン
グ」することが可能になる」との意義もあると指摘する。
そもそも国立大学法人化前から，大学の評価との関
連で大学情報の公開に関する議論は存在するが，と
りわけ教育情報の公表の更なる義務化は，高校生の
大学選択や大学の学生獲得戦略にも影響を与える政
策といえるだろう。
このように，情報公表を促進する政策動向を横目に，
名古屋大学では，2016年度に運営支援組織 1)として
発足した教育基盤連携本部アドミッション部門（以下
「アドミッション部門」という）に専任教員 2名が配
置され，従来，入試事務の一環として入試広報業務
を担ってきた事務局の教育推進部入試課（以下「入
試課」という）との間で，教職協働が開始された 2)。
この取組は，入試に関わる教員と事務職員が，入試
広報が適切な学生獲得につながる有効な方策である
との認識を高め，特に入試課職員にとっては，アドミッ
ション部門とその業務への理解を深めるとともに，自
大学の強み・特長を発信する技能・ノウハウを習得
できることとなり，絶好の実践的 SD（Staff 

大学の入試広報活動における教職協働の実践
――名古屋大学の取組と課題――

武藤 英幸，永野 拓矢（名古屋大学）

法人化前の国立大学による学外での入試広報活動は，事務職員を中心に受験産業主催による進学
相談会等への参加が一般的であった。近年，アドミッション組織の設置に伴い専任教員を配置する
ことで，高校訪問や高校教員向け入試説明会など，多様な活動が展開されている。本稿では，名古
屋大学の入試広報活動において，教員と事務職員とが目標を共有しつつ協力して働くこと（以下「教
職協働」という）を通じて，入試課職員の育成と課題について考察した。その結果，大学の入試広
報には幅広い知識を有する事務職員の優位性が示される一方，人事異動が早く組織として安定性に
欠けるという課題も明らかになった。
キーワード：入試課職員，人材育成，教職協働，入試広報，高校訪問

Development）の機会にもなり得るものである。
本稿では，こうした名古屋大学の入試広報活動に
おける教職協働の実践事例を紹介することで，国立
大学入試担当課職員の育成の一助となるよう，職能
開発のあり方を探る。

1.2 大学における教職協働に関する先行研究
文部科学省は，2018年 3月に，先進的大学改革委
託事業として「大学等における「教職協働」の先進
的事例に係る調査」の報告書を公表した。先進的な
教職協働を展開する国公私立 13大学を対象にヒアリ
ング調査を実施した結果，教職協働による業務には，
(1)従来の教員業務を事務職員が行うケース，(2)大
学における新しい業務，(3)事務職員が行っていた業
務に教員が参加するケースの 3形態があることを示
している。
この報告書では，従来の大学運営（特に国立大学
を中心とした）は，教員が全体的な方針を決め，それ
に従って事務職員が実行する形態が一般的であった
という認識に立っている。山本（2014）は，教員と事
務職員との学歴差が大きいほど教員中心の大学運営
に結びつきやすく，その傾向は私立大学と比して国立
大学の方が顕著であると指摘しているが，2017年 4
月の大学設置基準の改正によってSDが義務化され
たことで，FD（Faculty Development）と併せて，
大学運営に係る教職員の能力開発と教職協働の進展
につながっている。
バブル経済崩壊後の 1990年代以降，各大学で教
職協働の動きが活発化してきた背景として，大学教
育改革の推進やグローバル化によって，次第に大学
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が社会の中で果たすべき役割が変化することとなり，
業務の守備範囲・量の拡大が起こるのと並行して，
業務内容も多岐にわたることとなったことが挙げられ
る。その結果，相互の業務範囲に重複が生じ，教職
員間の業務領域にも重複が見られるようになった（伴
仲ほか ,2018）。すなわち，これを契機として，元来教
員の仕事として位置づけられてきたものを引き受けて
支援するという受け身的な教職協働から，それぞれ
に機能を発揮して教育研究を協働して担うという位
置づけに変化してきた（西川 ,2014）。その過程で，
事務職員にも権限と責任が与えられ，積極的に大学
運営に参画するケースが見受けられるようになったの
である。
また，前述の報告書では，各大学の先進的事例を
分析した結果，教職協働を推進するポイントとして，(1)
学内の体制づくり，(2)教職員への働きかけの仕方，(3)
事務職員の育成機会の創出といった 3点を挙げてい
る。さらに，その推進を阻害する決定的な要因として，
伴仲ほか（2018）は，教職員間のコミュニケーション
不全を挙げており，それを克服するためには，日常的
に教職員が集う「場」の設定とそこに行き交うメンバー
を介在するファシリテーターの存在，そしてチームビ
ルディングに不可欠なコミュニケーションツールの開
発などが必要な要素であると指摘している 3)。

1.3 国立大学の入試広報のあり方に関する先行研究
各大学における教育理念や学生獲得の方針によっ
て，取組内容の詳細あるいは優先度に多少の差異は
あろうが，寺下（2007）は，大学の入試広報を発信
型広報，対面型広報，学内型広報の 3分類に整理し
ている。
なお，入試広報の目的について，倉元（2007）は，
大学の教育理念の達成基盤をつくることであり，アド
ミッション・ポリシーの実現に向けた条件整備である
と指摘している。加えて，いたずらに志願者数の確
保に走るならば，逆に「求める学生像」に合致する
潜在的な志願者層の期待を裏切り，離反させてしまう
とも述べている。また，平尾ほか（2011）は，入試広
報が志望順位に与える影響を統計的に検証した上で，
高校生に少しでも多くの入試広報に触れてもらえるよ
うに，その機会の拡大を図る必要性を指摘している。
すなわち，多くの大学で，概ね (1)大学情報の発信，

(2)受験者及び関係者との面談，(3)学内イベントの
実施が入試広報の主な手段となっており，教育・研
究といった諸活動を広く周知し，アドミッション・ポリ
シーに基づいて，より多くの受験生を集めて質の高い

学生を選抜し，入学定員を満たそうとすることが，大
学の側から見た入試広報の立場であろう。

1.4 国立大学が入試広報を教職協働として行う意義
1997年の行政改革会議『最終報告』の後，1998
年の大学審議会答申『21世紀の大学像と今後の改
革方策』，2002年の国立大学等の独立行政法人化に
関する調査検討会議による最終報告『新しい「国立
大学法人」像について』では，大学入試に係る担当
事務組織の業務専門性を認めるとともに，教職協働
を促している 4)。
これと並行して，1997年の中央教育審議会答申『21
世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第
二次答申）』を機に，アドミッション・オフィスの必要
性とAO入試導入に関する議論も活発化し，1999年
に東北大学，筑波大学，九州大学の 3大学でアドミッ
ション・センターが設置されたのを皮切りに各国立大
学でも同様の組織が次第に設置されていった。2003
年には「国立アドミッションセンター連絡会議」が活
動を開始するほか，2006年には従前の「国立大学入
学者選抜研究連絡協議会」が現在の「全国大学入
学者選抜研究連絡協議会」へと再編され，センター
間のネットワーク構築も充実していった。
国立大学法人化以後も，中央教育審議会による

2008年の『学士課程教育の構築に向けて』，2014年
の『新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向け
た高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の一体
的改革について』などの答申において，アドミッショ
ン人材や教職協働の必要性に関する指摘がある 5)。
このように，国立大学におけるアドミッション・セン
ター設置に関する動きは，法人化への移行期に始まり，
法人化を経て，このたびの高大接続システム改革に
よって加速してきたのである（表 1参照）。そして，
各大学におけるアドミッション・センターと入試担当
課との業務所掌関係規程を見比べてみると，総じて(1)
入学者選抜，(2)入試広報，(3)それらの業務改善に
資する統計調査を主たる業務フィールドとしているこ
とが分かる 6)。
これらのことから，名古屋大学においても，アドミッ
ション部門と入試課との間で，入学者受入に関する業
務（とりわけ入試広報）において，教職協働の糸口を
探ることに無理はないという判断に至った。
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2 名古屋大学の入試広報
2.1 入試広報の定義と担当部署
上述のとおり，名古屋大学では，2016年度にアドミッ
ション部門（アドミッション・センター）が設置され，
専任教員 2名が配置された。多くの大学では，事務
局の入試担当課が自大学のアドミッション・センター
に係る庶務を担当する場合が多い中，名古屋大学で
は，昨今の高大接続・入試改革を円滑に乗り切るべく，

図 1のとおり，アドミッション部門を擁する教育基盤
連携本部の庶務を含めて，入学者受入に係る事務の
「企画立案機能」部分を事務局の教育推進部教育企
画課が，一方，「実施機能」部分を入試課がそれぞ
れ分担するよう棲み分けている。
それ以前の入試広報は，一部の学部を除き，大学
経営の観点から戦略的な学生獲得について積極的に
議論される機会は少なく，入試課が手探り状態で長
年実施してきた。その理由として，法人化前の国立
大学が「政府・文部科学省の庇護の下」，国立として
の設置形態の恩恵を受けてきた経緯があることは否
定できないであろう 7)。
しかしながら，2016年度にアドミッション部門が設
置され，専任教員が配置されたことが一つの転機と
なり，適切な学生獲得を意識した戦略的な入試広報
が推進されるようになった。最近における入試広報実
績は図 2のとおりである。このうち，従前，入試課が
独自に取り組んできたものは，大学案内の冊子の編集・
印刷，オープンキャンパスの運営統括，学外における
受験産業主催による進学相談会への参加といった程
度である。

表 1  国立大学アドミッション・センターの設置数

図 1  名古屋大学のアドミッション部門と入試課の組織関係図
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2.2 学内理解と人事管理の課題
名古屋大学における入試広報に対して，これまで
学内の理解度は決して高いとは言えない。それは，
長年，入試広報を目的として積極的に学外へ出向くと
いう活動意識が希薄であったことが原因の一つに挙
げられても不思議ではない。少なくとも，事務職員と
学生との関係は，入学後の教育や研究の場で日常的
に接点を有する教員と学生との関係に比して，直接的
に接する機会が圧倒的に少ないため，どちらかと言え
ば，相互に馴染みの薄い存在と言えるだろう。そういっ
た教員と学生との近しい関係性は，大学卒業後にお
いても継続されることさえあり得る。そのため，学生
の入口から出口までに関わる業務の多くは，教員が事
務職員に優先して行われるべきものという認識が組
織文化として根付いている可能性が大きい。
また，そのような組織文化は，事務職員の人事管
理とも大きく関係している。法人化後の国立大学事
務職員の雇用は，法人化前と同様，一斉に行われる
職員選抜試験に基づき一括採用され，その後の人材
育成は，OJT やジョブローテーションを通じて，業務
に必要となる専門性が磨かれていくという形態を採っ
ている。そのため，入試広報の業務を理解し，当該
業務に関する専門的な知識・技能を有する職員が育
成されるには随分時間がかかる。まして，一般に国立
大学の事務職員の異動周期は短く，3年程度で入試
広報部署の全職員が入れ替わるため，業務の継続性
が必ずしも担保されず，業務承継が途切れてしまう
（永野 ,2012）。事実，この点について，名古屋大学の
『事務職員の人事異動（配置）方針』の一節には，「採

用後 3回程度の異動においては，多様な職種を経験
させる視点から，系列を固定せず，原則 2年で異動
とし，学務系の経験及び医学部・医学系研究科特有
の業務の経験を最大限考慮する」と記されており，
事務職員に広範な経験を積ませるに当たり，必ずしも
3年という配置期間に拘泥せず，それ未満の早い人
事異動周期も想定されている。
このことは，国立大学の事務組織の中に，入試広
報はじめ特定業務に係る専門職が早期には養成され
にくい環境となっていることを裏付けている。

2.3 入試広報に関する学内教職員のスキル
前述のとおり，入試広報は，大学の教育・研究といっ
た諸活動を広く周知し，アドミッション・ポリシーに
基づいて，より多くの受験生を集めて質の高い学生を
選抜し，入学定員を満たすための活動である。すな
わち，その業務に携わる者には，いかに受験生やそ
の関係者に対して自大学の魅力を伝え，評判管理を
するのかという観点が，まずもって求められる。
ところで，大学の入試広報を担う者は，教員であれ
ば各学部又はアドミッション組織に所属する者，一方，
事務職員であれば入試担当課職員である場合が多
い。名古屋大学における入試広報活動に際して，こ
れら三者の情報発信・提供に資する得意分野を整理・
区分すると，表 2のような職務特徴が見える。専門
的な研究や学部学科の特徴をよく把握しているのは
学部所属の教員であろうし，学内全般のことに明るい
のは，定期的に異動を経験して広範な知識・情報を
有する事務職員と言えよう。ただし，いずれも一長一
短がある。その双方の短所を補い得る立場にいるの
が，アドミッション組織に所属する教員ということに
なる。
永野（2018）は，入試広報に携わる教員に係る専
門性や資質に関連して，学術系（アカデミック）出身
者と実務系（非アカデミック）出身者の経歴・背景等
を比較し，双方の立場から広報活動に対する意欲・
関心のある教員が必要であると述べた上で，「それ以
上に重要なことは学内（執行部，学部，事務組織）
の理解と協力であり，それをサポートする学内組織の
支援が必要」と指摘している。その役割の一端こそ，
まさしく入試担当課に求められているものであろう。
それは，本稿 1.4で述べたとおり，奇しくも国立大学
法人化への移行期以降，入試業務に専門性を認め，
専門的職員の配置の必要性を指摘してきた審議会答
申等と同趣旨である。
以上のことから，国立大学におけるアドミッション

図 2 名古屋大学における入試広報の状況（2018年度）
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組織との親和性の高い入試担当課となるための組織
像と職員像を見出すことを企図して，次章のとおり，
実践的な教職協働を実施した。

3 入試広報活動における教職協働の実践
3.1 教職協働のあり方
教職協働は，教員と事務職員との間で，どのような

目的・目標等を設定して共に働くのかが肝である。相
互に得意分野を持ち寄り，事前に必要な情報を共有
するほか，技能・ノウハウの習得に係る相互支援を心
掛けるとともに，手薄な分野の相互補完と日常業務の
相互理解に努めることが重要であろう。いわば異なる
職種間における双方向型OJTであり，現実的で無理
のない教職協働のスタイルの一つである。
最近の名古屋大学の例で言えば，表 2の網掛け部
分をイメージするものである。アドミッション部門教
員が入試課と行動をともにすることとなった業務とし
て，大学案内冊子のリニューアルに向けた編集・企画
の強化を図った（2017年度～）。また，入学者の地
元偏重の傾向が見られるため，進学相談会（受験生・
保護者対象）の訪問地域を北海道から沖縄まで全国
へ拡大し，アドミッション部門教員も入試課職員とと
もに現地へ出向くこととした（2016年度～）。一方，
入試課職員がアドミッション部門と行動をともにする
こととなった業務として，入試説明会（高校教員向け）
を新たに開始することに伴い，その企画調整に加わる
こととなった（2017年度～）。また，アドミッション部
門教員が実施する多数の高校訪問について，入試課
職員も分担することとなった（2018年度～）。
教職協働とは，各々の目的意識と職務意欲を相互
に理解した上で，業務改善と職能開発に係る自主性・
自律性に基づき進められるのであれば有効であろう
が，決して，つながりのないもの同士を強制的につな

ぎ合わせるものではないことに留意する必要がある
（武藤 ,2018）。

3.2 周辺高校の訪問を兼ねた進学相談会
このアドミッション部門教員と入試課職員との教職
協働における特徴的な活動として，全国各地で名古
屋大学主催による入試説明会を実施したり，あるいは
受験産業主催による進学相談会へ参加する際，これ
を機に，近隣地域における高校訪問も併せて行うこと
としたことが挙げられる。すなわち，1回の出張にお
いて入試説明会・進学相談会等の実施・参加だけで
なく，高校訪問も一緒に行うという，2つの用務を遂
行して業務の効率化を図ったところである。
しかしながら，この両方を一緒に遂行可能なスキル
を有する人材は決して多いわけではない。まして，多
くの私立大学で事務系職員による高校訪問が実施さ
れているが，教育研究に関する説明内容が必ずしも
十分ではなく，高校側では必要十分な情報が引き出
せない場合もある（大作 ,2009）。そのような意味では，
高校訪問は事務職員の職務に馴染まない可能性を含
んでいる上に，その必要性に関する考えと意欲・関心，
またコミュニケーション能力や学内事情の理解度など
に個人差があることも否定できない。したがって，名
古屋大学の入試課が 2018年度から開始した高校訪
問については，その点を踏まえて人選し，アドミッショ
ン部門の専任教員1名を中心に，入試課職員は課長
と係長の 2名という計 3名体制のプロジェクトでこの
任務を分担・遂行することとなった。

3.3 高校訪問時の情報交換諸事項
大学職員としては，これまで直接的に馴染みのない
高校訪問を実施するに当たり，自大学の強み・特長を
強調して伝えたいところではあるが，訪問校に関する
諸データを事前に確認し，相手のことを知った上で話
題を振らなければ，訪問時に関心を持たれることはな
く，むしろ逆効果になる場合も想定される。また，地
方によっては，地域の歴史的背景・地理的条件・産
業構造など話す内容も大きく異なる部分があろう。地
元民であれば当然に知っていることも遠隔地へ行け
ば初耳となることは珍しくないため，たとえば持参す
る資料等の検討も必要である。
名古屋大学では，入試広報活動として高校訪問を
実施する場合は，表 3に沿って情報収集・交換を行い，
その結果を報告書にまとめ，入試課職員及びアドミッ
ション部門の全教員のほか，入試担当執行部までの
業務ライン上に在る者と情報共有を図っている。話の

表 2  名古屋大学の入試広報担当者 （三者） の職務特徴
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流れと予定時間に応じて，表 3の項目を上手く組み
合わせながら，最終的には入試に係る政策動向（た
とえば入試改革）への対策・対応などの深い内容に
も触れられるレベルとなるよう，インタビュースキルを
磨きたいところである。

4 まとめ
4.1 実践の含意
本稿では，大学の入試広報活動における教職協働
の実践として，名古屋大学の取組を紹介した。その
成果は，入試課職員の育成手法の開発だけでなく，
名古屋大学の進学相談会への参加数の伸びを見て
も，活発化が顕著である 8)。もちろん，進学相談会の
増加は，本稿 3.2で述べたとおり，1回の出張で 2つ
の業務を遂行するという趣旨から，高校訪問の件数も
増えることとなる。
名古屋大学のアドミッション部門教員と入試課職
員との教職協働は，入試広報活動を活発化させただ
けでなく，相互に組織的な存在意義を認め合い，と
りわけ，入試課職員にとっては，従前，全く関与して
こなかった入試説明会（高校教員向け）の企画・実
施や入試課職員単独による高校訪問を経験し，アド
ミッション組織が行う業務の一端を垣間見ることが
でき，その有用性を知ることができた。そして，その
教職協働の実践を通じて，大学職員に求められる汎

用的能力を養う契機を得たということは，OJTや
Off-JTはじめ，一般に事務職員の研修等では得がた
いであろう実践的な成果の獲得にも繋がったと見て
差し支えないだろう。

4.2 今後の課題
このたびの教職協働を通じて，次のような課題が判
明した。
第 1に，今回の教職協働は，入試課職員の人材育
成の観点から名古屋大学の取組を紹介したが，新た
な教職協働で生じる業務は，基本的に新規の業務で
あることが多い。今回の事例は，双方の組織とも増員
せず，現有メンバーを維持したまま，相手方業務につ
いて協働するものであったが，この取組が活発化す
れば業務量も増大し，組織的な疲弊を招きかねない。
また，頻繁に人事異動がある組織では，人事異動周
期と業務の継続性に留意する必要がある。そのため
には，業務内容，業務量，組織規模，構成員のスキ
ル等を総合的に勘案して進める必要があるだろう。
第 2に，今回の教職協働の紹介において，とりわ
け特徴的活動として取り上げた高校訪問については，
本来，大学側から見た入試広報の立場だけでなく，
高校側からの視点も必要であろう。中島（2019）は，
高校は大学の訪問を基本的に歓迎するが，大学が伝
えた情報が校内で共有されることはほとんどないこ
と，さらに，訪問の中で教育・学習活動に関する強み
や特色を示されないことに強い批判があることを指摘
している。そして，これらの背景には，高校教員自身
が持つ大学や進学に関する価値観，および同僚教員
や生徒の進学に対する考え方が強く影響しているとも
述べている。高校訪問の際には，高校側の要求事項
や内部事情を理解して訪問する必要がある。
また，第 3として，このたびの取組を今後も継続す
ることで，組織的な人材育成手法の開発や入試に特
化した全学組織の必要性に関する検討の進展が期待
される。
最後に，現在，名古屋大学は岐阜大学と一法人複
数大学化に向けた協議が進んでいるところである。
今後，そのような観点からも入試広報のあり方に変化
が生じるかもしれない。法人統合に伴って両大学の
入試広報活動の足並みを揃えるとすれば，また新た
なる課題への対応が求められるであろう。

表 3  高校訪問時における情報収集・交換の内容
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注 
1)運営支援組織とは，戦略的大学経営を具現化するため，学長・
執行部がつかさどる大学運営に資するスタッフ組織のこと
である。

2)名古屋大学の入試課は，総勢 8名（課長，課長補佐，係長
2名，係員，非常勤 3名）体制で，全学入試（学部）の実
施とその広報，ならびに入試関係データを用いた調査等の
対応をしている。

3)チームが課題解決へ向けた目的や現状分析を共有し，一丸
となるためには，チームビルディング（組織開発）の手法が
不可欠であるが，立川（2013）は，組織開発を「ヒューマ
ニスティックな価値観に基づいた，計画的で，行動科学を
用いた長期の働きかけ（介入）である」と定義づけている。

4)倉元 (2016) は，国立大学のアドミッションセンターは入学
者選抜研究を担う組織として構想されたものであると述べ，
入試関連組織ではあっても，専任教員が配置されない単な
る事務組織におけるアドミッション機能の存在については否
定的である。

5)文部科学省は，2015年 11月に『大学における専門的職員
の活用の実態把握に関する調査』報告書を発表した。その
対象職務の中には，「入学者受入」も含まれている。この報
告書では，そもそも多くの大学で専門的職員の位置づけが
明確ではなく，新たな大学経営スタッフとしての存在意義や
その特異性が示されていないという人事政策上の問題点が
見える。

6)文部科学省のスーパーグローバル大学創成支援事業，運営
費交付金の重点支援などの施策で，世界トップ大学と伍し
て卓越した教育研究を推進することが期待される北海道，
東北，筑波，千葉，東京，金沢，名古屋，京都，大阪，神戸，
岡山，広島，九州の13大学を対象とし，各大学の規則集を
Web閲覧した結果である。

7)天野（2006）は，国立大学の設置形態の変更あるいは法人
化の問題がそれまでもたびたび提起されながらも，国立大
学自らが本格的な検討対象としてこなかった理由について，
「国立大学は「国立」大学である限り，政府・文部科学省の
直接・間接の「統制」を免れないが，裏を返せばその統制は，
政府・文部科学省による「庇護」を意味している」と述べ
ている。

8)名古屋大学では，アドミッション部門が設置された 2016年
度の進学相談会への総参加件数は 14件であったが，2018
年度には45件に増加し，3倍以上の伸びを見せた。このうち，
地元愛知県以外での参加件数を見ると，2016年度が 7件
であるのに対し，2018年度は 36件と3年で 5倍以上に増
加した。
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1 高等学校訪問
1.1 学外での広報活動の概要
本学入試センター1)では，高等学校の進路指導担
当者を対象とした入試説明会と大学進学希望者およ
びその保護者を含む関係者を対象とした進学説明会・
相談会を各地で実施している。この説明会や相談会
そして企業主催の相談会への参加に合わせ，会場近
辺の学校を訪問して本学の入試制度への要望や高等
学校における進学指導上の課題などについて意見交
換をおこなっている。この訪問で得られた情報は A4
サイズ 1，2枚の報告書としてまとめられ，その電子
データを入試センター担当の教員に配布し，情報の共
有をおこなっている。
本学は，例年，入試説明会を 21会場，進学説明会・
相談会を 6会場で実施し，企業主催の進学相談会で
は 11会場に参加している。また，これらの説明会，
相談会に合わせて訪問した高等学校の数は，2017年
度と2018年度の２年間では 99校であった。このう
ちの 13校には 2年連続で訪問した。このほかの取り
組みとして，本学では，入試センター教員が学校へ
出向いての入試説明会や学部が取り組む出張講義を
おこなっている。

1.2 訪問先の決定の手順
訪問する高等学校を決めるために参照している資
料を表 1に示す。これらの資料をもとに，訪問先の高
等学校を決めている。訪問校が決まれば，住所や電
話番号をWeb上で確認して連絡を取り，訪問の日時
を調整している。

高等学校訪問データベースの開発
――高等学校訪問の戦略的展開に向けて――

樫田 豪利，宮本 友弘（東北大学），泉 毅（桜美林大学），庄司 強（東北大学）

本学入試センター 1)では，毎年度，高校訪問を実施している。2017年度と 2018年度では 99校の
高等学校を訪問した。そのうちの 13校については２年連続での訪問であった。高校訪問は本学主催
の入試説明会や進学説明会・相談会，企業主催の進学相談会への参加に合わせて実施している。そ
の目的は，本学の入試制度への理解を得ることと高等学校における進路指導上の課題についての意
見交換である。訪問する高等学校を選ぶ過程において種々の資料を参照しているが，資料の形態が
さまざまであるため，十分に活用し切れていない。そこで，保有する資料を有効に活用し，学校訪
問を戦略的に展開するためのツールとなることを目指したデータベースの設計と構築，そして試行
をおこなった。
キーワード：高等学校訪問，高校訪問，入試広報，データベース

表 1の資料は統一された様式や同じ種類の媒体に
保存されたものではないため，訪問候補の学校を決
めるにあたり資料を準備する作業が煩雑である。例
えば，高等学校の進学状況は雑誌や各校のWebペー
ジを参照しなければならない。また，以前の訪問実績
や本学への受験実績については，Wordで作成され
た訪問報告やExcelで作成された受験状況一覧，
PDF形式の資料などを参照することになる。電子的
に保存されている複数の資料ファイルから必要な資
料ファイルを選び出す検索には，学校名や訪問教員
名などによる文字検索をおこなっている。その際，利
用するツールはFinder（Macの場合）やエクスプロー
ラー（ Windowsの場合 ）である。

2 データベース作成
2.1 ねらい

1.2で述べたように，訪問校を決定するために情報
を整理する作業が単純ではない理由は，必要なデー
タが，電子情報や印刷物など様々な形で保存されて
いるためである。そのため，資料を揃える作業に時間
が必要であり，情報の取りこぼしも起こりやすい。

表 1 訪問校を決めるための資料
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そこで，訪問先の学校に関する情報をまとめて提示
するデータベースを持つことによって，高等学校が取
り組む課題などの聞き取り情報を教員間で共有し，本
学への理解を深めていくための取り組みに寄与する
有効な学校訪問を戦略的におこなうことができると考
え，データベースの構築をおこなった。作成したデー
タベースの評価と改善は，本年度の高校訪問をおこ
ないながら実施する。

2.2 データベースの機能
2.2.1 公開の範囲と役割
昨年度，入試センターの教員 3名をデータベース
の作成を担当する管理者とした。管理者３名は，必
要なデータの決定や表示画面のレイアウトの検討，過
年度のデータの入力，使い方の講習会を企画するな
どのデータベース活用に向けた準備を担った。
本年度はデータベースの利用者を入試センター教
員に限定し，管理者は継続してデータベースの管理
にあたることとした。本年度以降の役割分担を表 2
に示す。

2.2.2 必要な機能
データベースに求める機能を表 3に示す。データと
して文字，数値，画像を扱いたい。文字は報告書や
学校名，住所などのデータであり，数値は志願者数
や合格者数などの値である。また，訪問した学校の
立地の状況などについては，画像データが適している。

データの検索は，キーワードによる検索ではなく，
文字データに含まれる文字列での検索とする。文字
列による検索とすることで，例えば，ある学校の進路
指導部長と以前に何度か懇談をする機会を持ってい
る場合，その教員の氏名での検索によって，その教
員とのこれまでの懇談の内容を知ることができる。ま
た，「ＡＯ」という文字列で検索することで，蓄積さ
れた訪問報告書から，ＡＯ入試に触れている報告を
抽出することができる。このように，集めたデータを
柔軟に活用するためには任意の文字列による検索が
できることは欠かせない機能である。
以上のことや自前での改良をおこないやすいこと，
そして，複数の教員が同時に閲覧や書き込みができ
ることという条件から，データベースを作成するにあ
たり，ファイルメーカー社のFileMakerプラットフォー
ムを採用し，FileMaker ServerとFileMaker Pro 
Advancedを使用した。データベースの作成手順の
理解には，解説書（野沢・胡 , 2018）やFileMaker
社のサイトなどを利用した。データベースへのアクセ
スにはパソコンからはFileMaker Pro Advancedを，
iPadや iPhoneからはFileMaker GOを使用するこ
ととした。

2.3 表示画面
図 1から図 6にパソコンで使用したときの表示画面
を示す。図 1はこのデータベースのスタート画面であ
る。この画面で「高等学校基本情報」を選択すると
図 2が表示される。検索は「検索条件」ボタンを押し，
図 3のように検索したい項目の欄にテキストを入力，
「検索実行」ボタンを押すと該当するテキストを含む
情報に絞り込まれる。図 3では所在地の都道府県を
指定しているが，他の項目でも検索ができる。
複数回の訪問がある学校では，「訪問者・年度・対
応者」の欄と「年度・概要」の欄に訪問ごとの情報
が表示される。右下の「概要」に表示された事項を
クリックすると図 4のように入力されているデータが

表 2 役割分担

表 3 データベースの機能

図 1 スタート画面
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表示される。高等学校の情報とそれを表示する画面
のレイアウトを含めて，以下，シートと表記する。
「訪問記録詳細表示・入力」を選択すると図 5が表
示される。このシートでも，所在地や学校コードでの
検索が可能であり，該当する高等学校の情報が表示
される。高等学校コードで絞り込んだ場合は訪問ごと
のシートが検索される。このシートでは図 5に示した
概要以外に「写真」や本学への「進学状況」のタブ
を選択することで，それぞれに格納された情報を表
示させることができる。また，新規のデータは図 5「訪
問記録詳細表示・入力」の「新規データ入力」から
おこなう。
本学では，主に，前期，後期，ＡＯⅡ，ＡＯⅢの４
つの入学者選抜を行なっている。これらの入試にお
ける志願者数と合格者数を高等学校別に示す「進学
情報」シートを図 6に示す。このシートでは，全ての

入試方式を合算した値とＡＯⅡ，ＡＯⅢでの値を表示
し，出願状況，合格状況を知ることができる。

 
2.4 データベースの構造
2.4.1 データの関連
次の 4つのテーブルで学校訪問データベースを構
成した。

(1) 高等学校基本情報一覧
(2) 高校訪問
(3) ＡＯⅡ受験状況
(4) 一般・ＡＯⅢ受験状況
各データは「高等学校基本情報一覧」にある高等学
校コードによって参照し，「高等学校基本情報」「訪
問記録詳細表示・入力」「進学情報」の 3つのシート
で表示する。シートでは，表示データの背景は元にな
るテーブルごとに色分けしてある。

図 2 高等学校基本情報（1）

図 3 高等学校基本情報画面での検索準備

図 4 高等学校基本情報（2）

図 5 訪問記録詳細表示・入力

図 6 進学情報

図 7 データの関連図
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それぞれのテーブル内の項目を図 7に示し，詳細を
以下に記す。

2.4.2 高等学校基本情報一覧
「高等学校基本情報」には各高等学校の固有の情
報を登録した。

(1) 高等学校コード
（大学入試センター試験で使用するコード）
(2) 住所（都道府県，市町村名と番地）
(3) 設置者
(4) 名称（漢字）
(5) 名称（カナ）
(6) 高等学校種別
これらは基本的に年度による変更がない情報である。

2.4.3 高校訪問
「高校訪問」には過年度の報告が収納されている。

2015年度以降の資料を入力する作業を行なってい
る。

(1) 高等学校コード
(2) 年度
(3) 訪問者
(4) 対応者
(5) 概要（テキスト）
(6) 写真（3枚まで）
入試説明会については会場ごとに新しくコードを振
り，「高校訪問」のテーブルに収録した。
これらのデータは，本年度分からは各訪問者が入
力することになる。データの入力は，図 5に示した「訪
問記録詳細表示・入力」において「新規データ入力」
を選択し，高等学校コードなどの文字データを直接ま
たはWordなどの編集画面からのドラッグ＆ドロップ
によっておこなう。また，写真もドラッグ＆ドロップに
よって入力する。
なお，概要の記載はテキストに限定し，そのレイア
ウトは訪問者の自由な記載を許している。テキストで
の記載であるため，どのような順番，箇条書きであっ
ても指定した用語などの文字列による検索が可能で
ある。

2.4.4 ＡＯⅡ受験状況
最近の 5年間のＡＯⅡ出願数と合格数の総計の
データが入力されている。

(1) 高等学校コード
(2) ＡＯⅡ出願人数（全学）
(3) ＡＯⅡ合格人数（全学）

毎年，５年分の集計を計算して入力するようにしてい
るが，データの更新が速やかにおこなえないことが難
点である。

2.4.5 一般・ＡＯⅢ受験状況
最近の 5年間のＡＯⅢ出願数と合格数の総計の
データが入力されている。

(1) 高等学校コード
(2) 進学先順
(3) ＡＯⅢ出願人数（全学）
(4) ＡＯⅢ合格人数（全学）
(5) 全入試出願人数（全学）
(6) 全入試合格人数（全学）
　総数を表示するようにしているが，推移が見られる
ように，年度ごとの推移をグラフで表示するかどうか
を検討している。

3 マニュアル作成と講習会
昨年度はサーバーへの接続方法についてのマニュ
アルとデータベース利用のためのマニュアルを作成
し，入試センター担当教員に対しての講習会をおこ
なった。また，本年度４月の入試センター教員FDで
も，再度，講習会をおこなった。
なお，無料の File Maker Go は iPadや iPhone
にインストールして使用できることから，講習会では
iPhoneでの設定と使い方も取り扱った。

4 期待される効果
このように，学校訪問などの記録を閲覧するデータ
ベースを活用することによって，ある地域に所在する
複数の高等学校への訪問記録を比べることや複数年
の訪問記録を比較することによって，高等学校におけ
る課題を理解し，また，本学の取り組みの成果を確
認することができる。
それとともに，高大接続における高等学校と大学の
接点である入試についての高校教員や高校生が意識
する課題を確認しやすくすることは，大学入試を多面
的に理解した大学教員の養成に役立つ。
このような機能を持つように設計された学校訪問の
データベースを活用することによって，一方通行の情
報提供になり易い大学教員による学校訪問が，訪問
する教員に関わらない双方向の交流のある有効な訪
問に変わることが期待できる。

5 今後の取り組み
本年度は，自由度の高い検索機能と画像の統合を
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実現した。検索については，いずれの画面において
も「検索条件」のボタンを押すことによって，各項目
に検索する文字列を入力して行う。文字列には，県名，
学校名，氏名など任意の文字列が指定できる。学校
名では，その一部の設定でも，その文字列を含むデー
タが検索される。
現在のところ，画像データは３件だけ登録できるよ
うにしてあるが，早急に，PDFデータを格納，表示
できるようにする。このことによって，高校の発行し
ているパンフレットや教育課程表などの資料もPDF
化して取り込むことができ，種々の資料を一括して保
管，提示できるデータベースとなる。
なお，高校訪問の概要の記載方法や内容について
は訪問者に任されている。これは，本学の高校訪問
の目的の一つが志願者の継続した確保にあり，本学
の入試制度や提供する学びの機会への高校教員の理
解と信頼を深め，維持することを大切にしているから
である。そのためには，忌憚のない意見を高校教員と
の間で交換することが必要であり，その記録を引き継
ぐことが大切である。このような考えから，高校訪問
データベースは，高校の現状に対する我々の視点か
ら見た情報の集積であり，いわゆるポートフォリオで
あると考えている。このような観点から，今後は，次
の点を検討したい。
・ 各高等学校のWebサイトのアドレス情報の登録
・�PDF化されたデータの格納と提示の機能の追加
・�受験状況について，文理別，学部別といった単
位での状況を登録する必要があるかどうかの検
討
・�データをグラフで表示するなどの表示方法の検
討
・�概要等に使用する用語について，指定した方が
よい用語リストの検討と作成
・�記入例の作成
また，作成したデータベースを実際に使用する中で，
訪問校決定の流れを整理することで次に示す 3つの
事例集を作成したい。
・�ノートパソコン，タブレット，スマホの活用事例
　　　　例）訪問時における有用性
・情報共有の事例
　　　　例）登録情報を活用した報告会の実施
・データベース活用の成果
　　　　例）学校訪問の戦略的展開の手法
そして，情報の共有については，入試センター担当
教員の間のみの状況から入試課や各学部との情報共
有に向けた取り組みの企画を立て，全学での情報共

有の道を確立したい。
戦略的に学校訪問を行うためには，その理念を支
える有用なツールが必要と考える。しかし，学校訪問
を支援するツールについては，あまり公表されていな
い。そこで，支援ツールについての情報交換を積極
的に行なっていきたいと考えている。本取り組みがそ
のきっかけの一つとなれば幸いである。

注
1) 東北大学入試センターは，東北大学高度教養教育・学生支
援機構の所属教員が担当する11の業務センターの 1つで
あり，2019年 12月現在，9名の教員が割り当てられている。

参考文献 
野沢直樹・胡正則 (2018).『FileMaker 17 スーパーリファレン
ス』ソーテック社
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1 問題設定
1.1 はじめに
本研究は，2016年度以降の私立大学入試にトリク
ルダウン現象（定義は1.4節で述べる）が生じたのか，
東京 23区に立地する私立 A大学を事例に検証する。

2015年 7月10日，文部科学省高等教育局私学部
長と日本私立学校振興・共済事業団理事長が連名で，
「平成 28年度以降の定員管理に係る私立大学等経常
費補助金の取扱について（通知）」と題する通知（以
下，通知と呼ぶ）を，学校法人理事長に宛てて行った。
まず，通知のねらいと影響を説明する（1.2）。次いで，
その通知が求めた私立大学の定員管理厳格化が緩和
されたことと，その背景で生じていた入試上の混乱を
述べる（1.3）。その混乱と共にトリクルダウン現象が
生起していた可能性を指摘し，その検証を本研究の
課題として位置付ける（1.4）。事例研究という方法で
課題にアプローチするにあたり，研究上の限界をあら
かじめ検討する（1.5）。

1.2 通知のねらいと影響
通知は，定員管理の厳格化を各私立大学に求めて
いる。私大の定員管理の厳格化は，私立大学等経常
費補助金（私学助成）が全額不交付となる入学定員
充足率の基準を，2016年度から段階的に，私立大学
の収容定員別に引き下げることを指す（表 1）。
私大定員管理厳格化のねらいは何か。通知によれば，

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2014年 12月27
日閣議決定）を受け，教育条件の維持・向上及び地方
創生の観点を踏まえて検討されたものだという。
定員管理の厳格化により期待できる効果として教
育条件の維持・向上が挙げられるのは，自然である。
しかし地方創生の観点を踏まえた定員管理の厳格化

私大定員管理の厳格化に伴う「トリクルダウン現象」の事例研究

日下田 岳史，福島 真司（大正大学）

私立大学の定員管理の厳格化を求める文部科学省と日本私立学校振興・共済事業団の通知が，
2015年に発せられた。それ以降，東京 23区に立地する私立 A大学の入学者の学力が上昇している
こと，入学者の A大学の志望順位が低下したこと，A大学の受験を決定した時期が遅くなっている
ことが，明らかとなった。これらの事例は，入試難易度により序列化されている私立大学の入試に
トリクルダウン現象が生じた可能性を示唆している。今後，他の私立大学の事例研究の成果の蓄積
が求められる。
キーワード：私立大学の定員管理の厳格化，トリクルダウン現象，学力

とはどういうことか。通知の別紙に示された「定員管
理の適正化に関する提言等」の 1つである，「『学び
続ける』社会，全員参加型社会，地方創生を実現す
る教育の在り方について（第 6次提言）」（2015年 3
月4日教育再生実行会議）が，端的に述べている。「大
学進学時には，地方から都市部への大きな人口流出
が生じているが，その背景には，都市部の大学等に
おいて定員を上回る学生を受け入れている実態があ
り，教育環境を改善する観点からも，この状況を是正
する必要がある」という。その記述に係る表題は，「教
育がエンジンとなって『地方創生』を」である。
その後，教育がエンジンとなって「地方創生」が
進んだのかどうかはともかく，私立大学の入学定員充
足率に変化が生じたことは事実だ。『私立大学・短期
大学等入学志願動向』（日本私立学校振興・共済事

表 1 2015年の通知における，
私学助成が全額不交付となる入学定員充足率
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業団）によれば三大都市圏（埼玉・千葉・東京・神
奈川・愛知・京都・大阪・兵庫）の入学定員充足率
が 106.2%（2014年度）から 102.5%（2019年度）
に減少したことが分かる。

もっとも，詳細に見れば各都府県の動向はかなり異
なる。入学定員充足率が 2016年度を境に顕著に減少
したのは東京（図 1）と京都（図 2）だけだ。その京
都では 2018年度に 97.7%にまで減少した。翌年度は
99.2%に増加したが，学生募集上の混乱 1)が窺える。
他方，三大都市圏以外の地域ではどうなったか。
私立大学の入学定員充足率は 95.9%から103.2%に
増加したことは確かであり，一見，私大の定員管理厳
格化は成功しているように思われる（図 3）。
しかし，三大都市圏以外の入学定員充足率を地域
別に腑分けしていくと，その動向にはかなりのバラつ
きがある。例えば近畿（京都・大阪・兵庫を除く）は
2016年度以降急増し，3年間で 98.7%から110.7%
に達した（図 4）。入学定員充足率は，定員管理厳格
化を経て超過方向に推移している。中国（広島を除く）
を見ると，2015年以降の減少傾向に歯止めがかかっ
たのは 2019年度であった（図 5）。図 3に現れる傾
向は，地域別の凸凹を均した姿であることを強調して
おきたい。

1.3 私大定員管理厳格化の緩和とその背景
文部科学省と日本私立学校振興・共済事業団は

2018年 9月11日付けで新たな通知（「平成 31年度
以降の定員管理に係る私立大学等経常費補助金の取
扱について（通知）」）を学校法人理事長に宛てて行っ
た。入学定員充足率が 1.0倍を超える私立大学には，
入学者数に応じて学生経費相当額を 2019年度から
減額するという2015年の通知で示された方針の実施
が，当面の間見送られることになった。その理由とし
て挙げられているのが，第一に，「三大都市圏におけ
る入学定員超過や三大都市圏以外の地域における入
学定員未充足の改善，三大都市圏に所在する大・中
規模大学における入学定員を超える入学者数の縮減
といった効果が見られること」，第二に，入学定員充
足率が 1.0倍以下の私立大学に対する私学助成の増

図 5 中国（広島を除く）の私立大学の入学志願動向
【出典】 『私立大学・短期大学等入学志願動向』より

それぞれ作成。

図 4 近畿（京都・大阪・兵庫を除く）の私立大学の
入学志願動向

図 3 三大都市圏以外の私立大学の入学志願動向

図 2 京都の私立大学の入学志願動向

図 1 東京の私立大学の入学志願動向

図 6 私立大学数に占める入学定員未充足校の比率
【出典】 『私立大学・短期大学等入学志願動向』各年

度より作成。
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額措置を拡充することである。2015年に出された私
大定員管理厳格化の方針それ自体に変化はないもの
の，厳格化の程度が緩められたと言える。
文部科学省が言うように三大都市圏，特に東京と京
都の私立大学で入学定員超過が改善されたことは確
かだ。入学定員未充足校の比率も減少している（図6）。
しかし，三大都市圏以外の全ての地域で入学定員
未充足の改善が見られたと考えてよい訳ではない。
三大都市圏以外の地域での「入学定員未充足の改善」
（図 3）は，入学定員が超過傾向にある地域（図 4）
や未充足傾向がしばらく続いた地域（図 5）を均した
結果に過ぎないという見方も可能だからだ。このよう
な地域差は，高校の進学指導や大学の学生募集に何
らかの混乱を与えた可能性を示唆している。
進研アドによれば，「大規模大学を中心とする合格
者の絞り込みで 4月に入っても追加合格を出したり，
追加募集が間に合わず結果的に定員割れになったり
といったことが発生。高校からも『安全校含め，受
験校全てで不合格になった生徒がいる』『浪人する者
が急増した』との声が聞かれ，こうした状況を『入学
定員管理厳格化の弊害』という論調で報じるメディ
アもあった」とのことだ。高校によっては大学進学浪
人が急増しているという事例が，筆者の 1人（福島）
の訪問調査でも明らかになっている。大学側の混乱
が顕著に窺われるのが京都である。京都の私立大学
では入学定員充足率が 2016年度を境に105.39%か
ら97.74%に大幅に落ち込んだ（図 2）ということは，
既に述べた通りだ。もしかすると，高校や大学におけ
る混乱が，私大定員管理厳格化の程度の緩和をもた
らした，隠れた理由の1つなのかもしれない。

1.4 入試の混乱とメリット―都市部の私立大学に
おけるトリクルダウン現象―
私大の定員管理厳格化が高校や大学に混乱を生み
出したことはおそらく事実である。しかし，少なくとも
都市部の大学にはメリットをもたらした可能性もある。
それは，私立大学入学者の学力の向上に他ならない。
私大の定員管理厳格化に伴い都市部の入学者の学
力が向上すると考えられるのは，次の理由による。私
立大学が入試難易度により序列化されていることは，
大学志願者にとって周知のことがらである。その序列
における最難関校は都市部に立地する大規模校でも
あり，定員管理厳格化の影響を強く受けるから，合格
者数を抑制するはずだ。すると，定員管理が厳格化
する以前ならば合格できたはずの学力の持ち主のう
ち学力が下位の者が不合格となる。この影響を受け

て，最難関校の入学者の学力は上昇すると予想され
る。学力のバラつきも小さくなるだろう。
そうすると，その最難関校の不合格者は，都市部
の併願校，すなわち最難関校よりも少し下の序列に位
置付く難関校に進学する。難関校から見れば，定員
管理が厳格化する以前ならば入学してこなかった高
い学力の持ち主が入学してくることになる。同時に，
その難関校も合格者数を抑制して，以前は合格でき
たはずの学力の持ち主のうち下位の者が不合格とな
る。その結果，難関校の入学者の学力も上昇すると
予想される。
そしてその難関校の不合格者は，都市部の併願校，
すなわち難関校よりも少し下の序列に位置づく中堅上
位校に進学する。すると同じ理由で中堅校でも入学
者の学力が上昇すると予想される。その他の大学で
も同様の現象が起きるものと予想される。
このような一連の現象は，トリクルダウン現象 2)と
呼ぶことができる。トリクルダウン現象は，巷間でし
ばしば囁かれているかもしれない。東京（図 1）では
志願倍率（志願者数／入学定員）が 2016年度を境
に上昇に転じたことから，入試の選抜性が高まってい
ると解釈できる。しかし個別の大学に注目した実証研
究は，管見の限り見当たらない。
トリクルダウン現象は，文部科学省や日本私立学校
振興・共済事業団が意図するものではないだろう。個
別の大学のデータを用いて意図せざるトリクルダウン
現象の存在を確認することは，各私立大学の学生募集
施策の立案に資する事実を解明する基礎研究である。
そこで本研究は冒頭で述べた通り，東京23区にキャ
ンパスを持つ私立 A大学を事例に，トリクルダウン
現象が発生しているのか検証するものである。
ところでトリクルダウン現象には，志望順位を下げ
て不本意入学するという受験生の選択が含まれてい
る。このため，トリクルダウン現象に関連して予測さ
れる現象として，A大学進学者の志望順位の低下や
入学満足度の低下といった諸現象を挙げることがで
きる。こうした諸現象を支持するデータが得られたと
すれば，トリクルダウン現象の存在がいっそう裏付け
られたことになる。

1.5 本研究の限界
本研究の限界を二つ挙げたい。第一に，受験生個
人を追跡したデータは取得できない。このため，「少
し下の序列に位置付く大学に進学する」という個人の
行動を直接記述できる訳ではない。
第二に，トリクルダウン現象の存在を示唆するデー
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タが得られたとしても，その結論は消極的に支持され
るに過ぎない。その理由は上述の第一の限界がある
ことに加えて，本研究は A大学 1校のデータしか利
用できないためだ。トリクルダウン現象の存在を検証
するには，入試難易度により序列化された，難易度別
の大学群を研究対象とする必要がある。しかしデー
タの制約のため，そうした研究を個人の研究者が行う
のは現実的でない。複数の研究成果が蓄積されたあ
と，その研究蓄積に基づいて，トリクルダウン現象が
存在すると言えるのか検討することが期待される。本
研究は，将来期待される研究蓄積の一つとなる成果
を探求するものである。

2 先行研究
私学助成を梃子にした私大の定員管理の厳格化の
ねらいは，1.2で述べたように，大学進学時に人口が
地方から都市部に流入する状況を是正することにあ
る。この政策手法は都市部を中心に大学の量的抑制
を目指す，古典的なものである。このように考えるこ
とで，本研究は，大学立地政策をテーマとする先行
研究群の中に位置付けることができるようになる。以
下では大学立地政策と私学助成について簡潔に振り
返っておく。
首都圏とくに東京都心部における大学新増設は，
工場等制限法が制定された1959年から2002年の同
法廃止に至るまで規制の対象とされ，特に1970年代
後半は，文部省による大学の地方分散政策の推進を
受けて，東京都心部では定員管理が厳格化されてい
た（末冨，2008）。教育行政に加えて国土行政をも巻
き込む大学立地政策が，都市部への大学の集中やそ
れに伴う大学生の集中を抑制するために，展開されて
いたのである（前掲書）。1970年代後半は，大学政
策が量的拡充から抑制へと大きく舵をきった時期にあ
たり，こうした転換を促したのが 1975年成立の私立
学校振興助成法を巡る議論（橋本，2012）であった。
私学助成は，文部（科学）省が私立大学の量的規模
を制御するための重要な政策手段として，かねてより
位置付けられてきたと言える。
本研究との関連が強い先行研究として挙げておき
たいのが藤村（1999）である。藤村（1999）は，
1981年度から1997年度にかけての都道府県別デー
タを用いて，学力・所得・大学収容力が大学進学率
に対してどのような影響を与えているのか，探索的に
検討している。その結果，大学の量的抑制期は学力
が大学進学率を規定していたのに対して，量的拡充
期になると所得が大学進学率を規定するという知見

を得たという。
大学進学率の規定要因の変化に基づいて，藤村

（1999）は，学力データの妥当性や入試の多様化の影
響を考慮に入れながらも，「学力による選抜の不可視
性を示唆しているとも読める」と述べている。裏を返
せば，大学の量的規模の抑制は，学力による選抜を
強化したと解釈できる。都道府県別データから得られ
た知見が個人の進路選択に当てはまるかどうか必ずし
も自明でないが，大胆に推論すれば次のように言える。
すなわち，量的抑制前ならば大学に進学できたであろ
う学力の持ち主のうち低学力の者が，量的抑制の影響
を受けて大学に進学できなくなるということだ。個別
の大学ではトリクルダウン現象が生じると予想される。

3A 大学の特徴と用いるデータと仮説
本研究が事例として取り上げるA大学は東京 23
区にキャンパスを構え，人文・社会科学系の学部を
擁する私立大学であり，入学定員は約1,000人である。
1.4で述べた入試難易度に基づく私立大学の序列の
中では，中堅校として目されていると思われる。

A大学は，入学式直後の 4月上旬に，全 1年生が
受検する基礎学力調査を実施している。この基礎学力
調査は国語・数学・英語の 3教科から構成されている。
3教科のうち国語と数学の試験問題は 2014年度から
毎年同一であり，学力の経年変化を厳密に測定するこ
とができる。このような特徴は，本研究の目的に適合
するものである。ただし数学は 2014年度のみ配点が
異なるため，2015年度以降のデータを用いる。
以上のデータを用いて検証する仮説は，1～ 2節の
議論を踏まえて以下のように図示することができる。

図 7  トリクルダウン現象
（A大学のデータで検証できるのは③）
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4A 大学入学者の学力の変化
入学者の基礎学力調査（国語）の得点の変化を図 8
に示した。既に述べたように国語の試験問題は 2014
年度以降同一である。2014年度から2016年度までの
平均点は 67点前後を横ばいに推移し，2016年度以
降は上昇に転じた。2014年度と直近の 2019年度を比
較すると，平均点は約 3点上昇したことになる。

3点の上昇に実質的な意味がないと思う人もいるか
もしれない。しかしその上昇幅は，正答数が平均的
に1問以上増えたことを意味している。そのような平
均点の上昇には実質的な意味があると解釈できる。
得点の変化が入試ごとに異なる可能性も考えられ
る。このため，一般入試を経た者の平均点の推移を図
9に示した。2016年度に平均点の低下がみられるが，
2016年度以降上昇傾向が生じたことが読み取れる。

それでは数学はどうか。使用できるデータは 2015
年度以降のものに限られるが，国語の場合ほど顕著
ではないものの類似した傾向が読み取れる（図 10, 
11）。

5A 大学入学者の志望順位の変化
データの都合上 2017年度以降の数値しか得られ
ないが，一般入試またはセンター利用入試を経た学
生の志望順位を示したのが図 12である。第 5志望
以下の構成比の変化（13.9%→ 22.9%→ 23.0%）が
際立っている。このことに関連して，A大学の受験を
決定した時期が遅くなっていることも合わせて指摘し
ておきたい（図 13）。入試直前の高校 3年 1～ 3月
に受験を決定した人が増加（22.7%→ 30.4% 
→ 29.4%）しているのだ。志望校を急遽変更したの
かもしれない。こうしたデータから窺われるのは，志
望校への合格が期待できないため序列が下に位置付
くA大学に志望をやむを得ず変更した人が増えてい
る可能性である。
そうすると，一般入試またはセンター利用入試を経
た入学者の中に不本意入学者が増加した分だけ，A
大学に進学したことに対する満足度が低下していて
もおかしくない。しかし予想とは異なり，A大学に進
学したことに対する満足度の分布に，変化はほとんど
見られない（図 14）。こうした結果が得られた理由は
必ずしも明らかではない。しかし，私大の定員管理厳
格化の影響を受けて東京の私立大学を中心に入試の
選抜性が高まっている（図 1）ことを踏まえれば，志
望順位が低いとしてもとりあえず入学できて良かった
と感じる者が一定数存在していてもおかしくないだろ

図 8 A大学 1年生の基礎学力調査・国語の平均点

図 9 A大学 1年生のうち一般入試（前期 a日程）を
経た学生の基礎学力調査・国語の平均点

図 10 A大学 1年生の基礎学力調査・数学の平均点

図 11 A大学 1年生のうち一般入試（前期 a日程）
を経た学生の基礎学力調査・数学の平均点
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う。なお，一般入試またはセンター利用入試以外の入
学者に，志望順位に顕著な変化は見られない。

6 推薦入試への余波

4～ 5節の分析を通じて，一般入試・センター利用
入試を経たA大学入学者の学力が，私立大学の定員
管理厳格化以降向上していることが明らかとなった。
一般入試・センター利用入試を経た入学者の志望順
位の低下や受験決定時期の晩期化と重ね合わせると，
トリクルダウン現象が発生している可能性が示唆され
る。他方で A大学に入学したことの満足度は必ずし
も低下していないという事実は，意外な結果であった。
もしトリクルダウン現象が生じているとすれば，受
験生や保護者，高校の進路指導部は安全志向を強め
たかもしれない。高校によっては大学進学浪人が急
増しているという事例があるということは，1.3節で述
べた通りだ。そうすると，一般入試やセンター利用入
試に挑戦しうる相対的高学力層が，早期に合格が確
定する推薦入試にシフトしているという可能性が浮上
する。
そこで，AO入試，指定校推薦入試，公募制推薦
入試を経た入学者の基礎学力調査・国語の平均点の

推移を検討した。すると，それら3種類の入試を経
た入学者の学力も，2016年度以降，上昇に転じてい
ることが分かった（図 15）。公募制推薦入試を経た入
学者の学力の上昇は 1年のタイムラグを伴っている
が，学力が上昇したことには変わりはないし，その上
昇幅はAO入試や指定校推薦入試に比べて大きいこ
とは注目に値する。トリクルダウン現象は，推薦入試
への余波を生み出しているようだ。
基礎学力調査・数学の平均点の推移を見ると，国
語の平均点の推移との類似点が見出される（図 16）。
異なっているのは，指定校推薦入試を経た入学者の
平均点の上昇は必ずしも明確ではないこと，さらには
AO入試を経た入学者の場合 2019年度に平均点の
下降が生じているということである。

7 結論と課題
私大の定員管理厳格化を求める通知が 2015年に
出されてから，東京 23区にキャンパスを構える私立
A大学において，トリクルダウン現象を示唆する知見
が得られた。

図15 A大学 1年生のうちAO入試，指定校推薦入試，
公募制推薦入試を経た学生の基礎学力調査・国語の

平均点（図中の数値は省略）

図16 A大学1年生のうちAO入試，指定校推薦入試，
公募制推薦入試を経た学生の基礎学力調査・数学の

平均点（図中の数値は省略）

図 14 A大学に入学したことの満足度（一般入試また
はセンター利用入試を経た入学者）

図 12 受験時におけるA大学の志望順位（一般入試
またはセンター利用入試を経た入学者）

図 13 A大学の受験を決定した時期（一般入試また
はセンター利用入試を経た入学者。2019年度調査で

は「高校卒業後」が「その他」に変更）
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ただし，一般入試またはセンター利用入試を経た者
のA大学志望順位が低下しながらも，A大学に入学
したことの満足度が低下していないということも示さ
れた。このことの含意は，A大学入学者の経年変化
の観察，および他大学の事例研究の蓄積を通じて，
検討することが望まれる。

注
1)京都に限ったことではないと思われるが，入学定員充足率
が 100%を下回るのを避けるため，または表 1に示した基
準内に収めるため，補欠・追加合格を 3月下旬から4月に
かけて受験生に通知した私立大学もあったようだ。受験生
によっては，補欠・追加合格に伴い第 1志望校に進学でき
ることが急遽決まり，別の大学に納付済みの入学金を捨て
て第 1志望校に支払う初年度納付金を速やかに用立てるこ
とを余儀なくされる事例もあったという（日本経済新聞）。こ
のような受験生側の経済的負担の増加は明らかに私大の定
員管理厳格化の余波であり，定員管理の今後のあり方を考
える上で配慮するべきことがらの一つである。

2)本研究が定義するトリクルダウン現象は，ファッションの普
及過程を説明する「トリクル・ダウン理論」（詳しくは平井 , 
2016を参照）や，経済学の分野で言及される「トリクル・
ダウン理論」，すなわち「経済の発展により富裕層がより豊
かになれば，その富は自然と滴り落ちて下の社会階層にも恩
恵をもたらす，という考え方」（屋嘉 , 2014）とは異なって
いる。本研究は，学力上位層の受験生が入試難易度の序列
の下位に位置付く大学に入学するという現象を，雫が上か
ら下に滴り落ちる様子になぞらえて，トリクルダウン現象と
呼称している。
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1 従来の大学入試の課題
現在，国の主導により，高校では学力 3要素の確
実な定着が進められている。そのための施策としてカ
リキュラム・マネジメントとアクティブ・ラーニングの
導入が推進されている。しかし，高校だけの教育改
革では定着は困難である。良くも悪くも大学入試が目
標となっているためである。そこで，大学入試におい
ても学力 3要素を多面的・総合的に評価することが
求められている。特に評価が難しいのが三つ目の主
体的な学びに関わる要素である。主体性の定義は，
文部科学省が発行する「生徒指導提要」（文部科学省 , 
2010:11）に記載されている。まず，「他者の指示や意
見に従ったり，あるいは他者の顔色や周りの様子をう
かがったりして行動するのでなく，自らのうちにわき
上がる思いや判断に基づいて行動することを，自発的
と呼びます。また，他者に依存することなく，他者に
責任転嫁することもなく，自らの考えと責任において
行動することを，自主的と呼びます。」と定義され，自
発性や自主性に基づいて行動するだけでは望ましい
結果が得られないため，そこで必要になるのが自律
性であり，「自分の欲求や衝動をそのまま表出したり
行動に移したりするのではなく，必要に応じて抑えた
り，計画的に行動することを促したりする資質」だと
定義されている。しかし学校生活や実際の社会では，
自発的・自主的・自律的に行動できることばかりだけ
ではないため，「与えられたものであっても，自分なり
の意味付けを行ったり，自分なりの工夫を加えたりす
ることで，単なる客体として受動的に行動するのでな
く，主体として能動的に行動する」ような主体性が必

フロンティア人材評価システム
――主体性を含む学力 3要素のコンピテンシーに基づく多面的・総合的評価――

池田 文人，岩間 徳兼，飯田 直弘，橋村 正悟郎，鈴木 誠（北海道大学）

現在の大学入試は受験者にとって受け身であり，特に学力 3要素のうち主体性に関わる能力・資
質を評価することは難しい。そこで調査書の活用が求められているが，公平性の観点から困難である。
この課題を解決するために，コンピテンシー評価を導入する。本学が求める人材像をコンピテンシー
として定義し，各コンピテンシーにルーブリックを設定した。これらのルーブリックに基づいて高
校教員が受験者の多様な学びを評価することを支援し，大学入試で活用するための「フロンティア
人材評価システム」を開発した。今後，実際の大学入試に導入し評価・改善していくとともに，日
常的にコンピテンシー評価を記録する電子ポートフォリオとそのデータを集約する電子調査書など
を開発していく。
キーワード：主体性評価，コンピテンシー，ルーブリック，入試システム

要だと書かれている。つまり主体性は，自分の文脈で
自分を活かすだけでなく，他者の文脈においても自分
を活かせる能力だと言える。現在の大学入試では子
どもたちに自分の文脈を設定させることは，正解を想
定できないため困難である。また自分を活かせている
かどうかということも，正解を想定できないため困難
である。筆記試験にせよ面接試験にせよ，現在のよ
うに，大学側から問題や質問，課題などが提示され，
受験者はそれに解答，回答，対処することが求めら
れるような受け身の試験から脱却しない限り，主体的
な学びを評価することは困難である。
また現在の大学入試では，試験問題を作成するこ
とに伴う問題も多い。まず第一に，予想されない問題
を作成する必要がある。試験の前に問題や面接など
の質問内容が受験者に知られてしまうことは望ましく
ない。なぜなら，事前に解答や回答を準備されてしま
うことにより受験者の学力を適切に評価できない上
に，知っているかどうかによる不公平が生じるからで
ある。にも関わらず，受験業界などは試験問題を予
測し，受験者に対策を教えることで成立しており，こ
うした受験対策に対する対策が必要である。そのた
めには過去に出題された膨大な問題をチェックし，ま
だ出題されていない問題を作成する必要がある。第
二に，限定的な学習範囲で作成する必要がある。膨
大な過去問とは異なる問題を作成しなければならない
一方で，出題できる学習内容には国が定める指導要
領という制限がある。指導要領の範囲は，高校を卒
業するために学ぶべき内容であり，それを超えた問題
が出題された場合，その逸脱した内容を知っている
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かどうかにより受験生に不公平が生じる。したがって，
高校卒業者の最低限の学習範囲である指導要領の範
囲内において，過去に出題されていない問題を作成し
なければならない。第三に，試験問題の不備を回避
する必要がある。試験問題そのものの不備，すなわ
ち解がなかったり，複数あったりするような問題が出
題されてしまい問題になってきている。大学入試問題
では基本的に解が一意に定まることが求められる。な
ぜなら，こうした不備のある問題では採点基準が曖
昧になり，公平な採点が困難になるからだと考えられ
る。試験問題を厳重にチェックする体制も求められる。
第四に，採点ミスを回避する必要がある。現在の大
学入試では，採点ミスも大きな問題となってきている。
現在，大学は受験者に対して受験の成績開示請求に
答える義務がある。これにより採点ミスが発覚し，本
来合格している者が不合格になるなど，社会的にも
問題視されている。採点ミスを回避するために解が
一意に定まり採点基準が明確な試験問題が求められ
る。これは予想されない問題を作成することとは相反
するであろう。また採点の厳重なチェック体制も求め
られ，大学入試にかかる負担は増大する傾向にある。
第五に，予備の試験問題を作成する必要がある。昨
今では大学入試が行われる冬季にはインフルエンザ
が大流行することが多く，また特に北日本では雪によ
る交通機関の支障などにより，国公立大学においても
試験を複数回実施することの対応が求められる。こ
のため，試験問題を複数用意する必要があるが，難
易度を同じものにするのは大変な労力がかかる。

2 調査書で主体性を評価することの課題
そこで考えられるのが，高校生活での多様な学習
活動を集約した調査書を大学入試で活用することで
ある。主体性は日々の生活に現れ，観察できるものだ
からである。しかし，現状の調査書を大学入試で活
用することは以下の二つの理由から困難である。一つ
目は，調査書に記載された評価が高校間や学校間な
どによりバラツキがあることである (「評価のバラツ
キ」)。公平性が強く求められる大学入試において，
評価のバラツキが大きい調査書を適切に評価するこ
とは困難である。二つ目は，なぜその評価を与えたか
という基準が曖昧だということである (「基準の曖昧
さ」)。例えばある生徒の数学 Iの評価が「4」とされ
ていた場合，その「4」というレベルがどのような基
準に基づいて付与されたのかが不透明である。この
ため，多面的に評価することが困難であるだけでなく，
公平に評価することも難しい。したがって公平性が強

く求められる大学においては，これら二つの課題が解
決されなければ，積極的に活用することは困難である。

3 コンピテンシー評価の可能性
こうした現在の調査書の課題を解決するために，コ
ンピテンシーに基づく評価を導入する。コンピテン
シーあるいはコンピテンスとは，元々は組織行動学の
用語であり，ある環境下において高い成果を生み出
すことのできる行動特性を指す (McClelland, 1973)。
現在は教育分野でも有能感と訳されて用いられてお
り，個人が経験や学習を通じて獲得した能力とされる
(Benware and Deci, 1984)。現在，企業などの入社
試験などではコンピテンシーに基づく面接が主流であ
る（川上・斎藤 , 2005）。面接者は被面接者の成功
体験等について，そこに至るまでの事実を確認してい
く。いつ，どこで，誰と，どのようなことを考え，具体
的にどのような行動を起こしたのか，といった事実を
確認していく。これらすべてを捏造することは可能で
あるが，事実確認を積み重ねていくことにより，矛盾
点を見つけやすい。
またコンピテンシーは観察可能な行動特性であるた
め，具体的なルーブリック（評価基準）を定義するこ
とができる。ルーブリックとは，コンピテンシーごとに
レベルを定義したものである。ルーブリックには一つ
以上のコンピテンシーを分解した要素（コンピテンス）
を含み，それぞれのコンピンテスを測定できる特性が
説明された定義と例示，および要素が記載される。
要素は一般的に，評価基準と関係づけられ，レベル
を定義する評価スケールと評価指標としての定義と
から構成される（Herman, 1992）。このようなルーブ
リックは，教育の場面では，子どもたちが自分自身や
他者の活動を適切に評価することを支援し，教員が
子どもたちを評価するための時間を削減する
（Goodrich, 1996）。本システムでは，個々の教科・科
目ごとの学習活動や，部活動や学級活動などの諸活
動ごとに，それぞれの文脈に基づいてルーブリックを
定義し，このルーブリックに基づいて各担当教員が子
どもたち一人一人の学びのプロセスを観察し評価す
る。評価の公平性の観点から，子どもたち自身の自己
評価を加えることも可能である。このような日々の学
びのプロセスの評価を大学入試で扱うのである。こ
のような大学入試を実現するためには，高校との実際
の教育レベルでの深い接続が必要となる。
このようなコンピテンシー評価には高校側の負担が
増大するが，これは国が推進しているカリキュラム・
マネジメントの方針に合致するものである。カリキュ
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ラム・マネジメントでは各高校で求める人材像を明確
にし，それを教育目標としてPDCAサイクルを回して
目標達成を目指す。ここで，教育目標をコンピテンシー
に基づき定義し，日々の教育活動を形成的に評価し，
それを振り返り教育実践にフィードバックすることに
より効果的にPDCAサイクルを管理し，目標達成へ
向けて改善することができる。企業が人材評価にコン
ピテンシーを導入しているのと同様である。つまり，
これまでの教育では，テストで何点取れたから数学が
できるとかできないという評価しかできなかったが，
コンピテンシー評価を導入することにより，子どもた
ち一人一人の具体的な学力を把握できるようになり，
教育指導に活用できるようになる。このような高校で
の日々のカリキュラム・マネジメントの活動を大学入
試で活用することは，多面的・総合的な大学入試を
実現するたけでなく，本質的な高大接続を推進し，日
本全体の教育改革を促進するものとなる。

4 コンピテンシーの設定
本学にはフロンティア精神，国際性の涵養，全人
教育，実学の重視の四つの理念がある。これらの理
念に基づき，全学および各部局はアドミッション・ポ
リシー，カリキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシー
を規定している。これらポリシーの表記からコンピテ
ンシーを表すキーワードを抽出し，整理してまとめた。
さらにこれらの個々のコンピンテシーの必要性につい
て，本学の教員および同窓生にアンケート調査し，必
要性の高いものを精査した上で，本学が求める「フ
ロンティア人材像」としてまとめた。表１に示すように，
この人材像は，二つのドメインとそれぞれ３つと２つ
のキー・コンピテンシー，さらに各３つのコンピテンス
に分解され定義されている。

5 ルーブリックの設定
具体的に，日々の学びをどのようにしてコンピテン
シーに基づいて評価するのかを説明する。例えば「情
報を分析する」というコンピテンシーに，表 2に示す
3段階のルーブリックが定義されているとする。

このルーブリックは汎用的なものであり，各教科・
科目や部活動等の活動ごとの文脈においてルーブ
リックを設定する必要がある。例えば国語 Bにおい
て初級の「情報間の相関関係を判断できる」とは具
体的にどのような行動特性となるのかを定義する。こ
れにより，各活動の担当教員の評価における認知的
な負担を軽減する。各担当教員が，その日の活動が
どのコンピテンシーのルーブリックのどのレベルのど
の項目に該当するのかを設定しながら活動するのが
効率的だと考える。教員自身も子どもたちの評価が明
確になるとともに今後の指導へのフィードバックも具

表 1 フロンティア人材像

表 2 「情報を分析する」のルーブリックの例

－ 188 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



体的になる。また子どもたち自身が自己評価するのも
容易になるであろう。

6 システムの枠組み
このように個々の活動の文脈に沿ったコンピテン
シーとルーブリックの定義に基づいて，それぞれの担
当教員や子どもたちが各コンピテンシーについて評価
を日々記録していく。そしてこれらの日々の評価結果
が学期および年度ごとに集計されて調査書として集
約されるのが理想であろう。そのためには，ICTによっ
て日々のコンピテンシー評価の記録が電子ポートフォ
リオとして蓄積され，それらが集約された電子調査書
として記録されるという仕組みが効率的である。そし
てこの電子調査書が，子どもたちが出願した大学に
電子的に受け渡しされる。そして電子調査書に記載
された評価内容が妥当であるかどうかを大学側が確
認するために，その元になっている電子ポートフォリ
オを参照できるのが望ましい。ICTを用いたこうした
仕組みを「フロンティア人材評価システム」と呼ぶ。
図 1にこのシステムの枠組みのイメージを示す。

7 フロンティア人材評価システムの実装
コンピテンシーに基づいたフロンティア人材評価の
枠組みを学内で公表したところ，2020年度の大学入
試から導入したいという部局があった。そこで，図 1
に示した枠組みの一部を先行して実装することとし
た。すなわち本システムの核となるコンピテンシーに
基づく学びの評価の部分である。導入予定部局が提
示するコンピテンシーとルーブリックにしたがって，

出願者の各活動を担当する高校教員が評価を入力で
きるシステムを開発した。
現在，本学における従来の大学入試業務とのすり
合わせを行い，画面遷移図と画面設計を含む基本設
計を行なった。そして以下の５つの機能をもったシス
テムを開発した。これらの機能を効率的に開発するた
めにパッケージ製品をベースにカスタマイズする。パッ
ケージ製品にはこれらの機能を効率的にカスタマイズ
できるとともに，大規模な国公立大への導入実績が
あり，電子出願・ポートフォリオ・教務情報・就職支
援などへの拡張性が求められる。これらの条件を満
たすものとしてNTTデータ九州の LiveCampusを
選定し，LiveCampusのカスタマイズにより実装した。

7.1 利用者申請登録
•  利用申請した高校にパスワードを発行する
•  システムを利用する高校を登録する
•  システム利用に必要な ID，パスワード，URL 

 等の情報を管理する
•  これらの情報を帳票として出力する

7.2 出願者評価登録（高校）
•  出願者の入試種別，志望先等を表示する
•  出願者の一覧を表示する
•  出願者の情報を登録する
•  出願者ごとに評価情報とその証跡資料の状況を 

 表示する
•  評価項目ごとに出願者の評価情報と証跡資料を 

 登録する
•  出願者ごとに評価情報を帳票として出力する

7.3 出願受付（大学）
•  受験番号付与のため出願者一覧を表示する
•  出願情報を表示し受験番号を付与する
•  複数の出願者に受験番号を一括で付与する
•  受験番号を付与した志願者一覧を帳票に出力す 

 る

7.4 審査登録（大学）
•  評価情報の審査を要する入試種別や志望先等 

 の一覧を表示する
•  審査対象の志願者の一覧を表示する
•  出願者ごとに審査状況を表示する
•  評価項目ごとに出願者の評価情報を修正する
•  入試種別や志望先ごとに審査結果の一覧を帳票 

 として出力する

図 1 フロンティア人材評価システムの枠組み

－ 189 －

フロンティア人材評価システム



•  出願者ごとに審査結果を帳票に出力する

7.5 共通機能
•  大学の利用者が IDとパスワードによりログイン 

 する
•  高校の利用者が IDとパスワードによりログイン 

 する
•  ユーザの操作ログを検索・参照する

8 フロンティア人材評価システムの評価
開発したフロンティア人材評価システムの操作性に
ついて，現職の高校教員に評価してもらった。道内
外の５校に協力してもらった。評価指標はダミーのも
のを使用した。実際に使う評価指標を事前に知らせ
てしまうことは不公平を生むからである。まず，各高
校の責任教員からシステムの利用申請をメールで行
なってもらい，本学からユーザ IDとパスワードを発
行した。このユーザ IDとパスワードによりシステム
にアクセスし，架空の受験者を入力し，評価情報を
入力した後，評価情報を登録してもらうまでの作業を
行なってもらった。この際，教科・科目ごとに異なる
教員に評価情報の登録をしてもらった。使用した感
想を挙げてもらったところ，操作に関する不具合等は
なかったが，証跡として添付できるファイル等の容量
を増やして欲しいという要望があった。動画やプレゼ
ンテーションの資料なども添付したいというのが理由
であった。これは評価の効率性と関係するため，今
後の検討事項とした。

9 今後の課題
9.1 開発したシステムの改善
開発したシステムは試用期間を設けて高校教員に
使用してもらい，意見をフィードバックして本年秋か
ら本稼働させる。本稼働の結果を分析し，改善して
いくことが当面の課題である。

9.2 電子ポートフォリオの実現
また将来的には，今回実装することができなかった
電子ポートフォリオの機能を実現していく。高校での
日々の教育活動に根付かせることができるかどうかが
鍵となる。そのためには，各高校におけるカリキュラム・
マネジメントに合わせて柔軟にコンピテンシーとルーブ
リックを設定できるようにする必要があるであろう。そ
の際，カスタマイズしたコンピテンシーとルーブリック
と元々のフロンティア人材のコンピテンシーおよびルー
ブリックとの紐付けを行っておくことが肝心である。

9.3 電子調査書の実現
電子ポートフォリオが実現された後は電子調査書と
して集約することが課題となるが，これは本学だけで
実現できることではない。調査書のフォーマットは国
が規定しているものだからである。現行の調査書は
先述したように，大学入試で活用するのは困難である。
しかし，調査書を活用していかなければ国が大学入
試で求めている学力 3要素の多面的・総合的評価も
難しいであろう。本研究で目指している，コンピテン
シーに基づいた様々な学びや活動の評価を記録した
電子ポートフォリオに基づいた新しい調査書のフォー
マットを国に提案し，諸大学および高校の合意を得て
いく必要がある。

9.4 コンピテンシーテストの開発
コンピテンシーは活動のプロセスに現れるものであ
るので，ポートフォリオのように，子どもたちの日々の
活動の中で記録されるのが最善であろう。そしてそ
れが調査書として集約され，大学入試で活用される
のが望ましい。
しかし，現行のフロンティア人材評価システムには
ポートフォリオが欠けており，高校教員が入力したコ
ンピテンシー評価が妥当かどうかを検証するために
は，面接試験や課題論文試験などを利用する必要が
ある。これは二度手間であり，高校と大学の間の信頼
関係を損なう可能性がある。また，評価する高校教
員の精神的負担も大きい。
そこで，それぞれのコンピテンシーをそのルーブリッ
クに基づいて，直接測定できるようなテスト問題を開
発できれば，こうした問題を解消することができる。
このようなテスト問題を本システムの実現と併行して
開発していく。

9.5 高大社を繋ぐ追跡調査
本取り組みは高校から大学，そして社会との接続
を目的としているため，本システムの評価は入学後そ
して卒業後に渡る追跡調査が必要である。したがっ
て，入学後の教育や就職支援さらには卒業後の人事
評価との接続も検討していく必要があるとともに，こ
うした長期的な追跡調査の仕組みについても今後検
討していく必要がある。

9.6 コンピテンシー・ルーブリックの標準化
高校でカリキュラム・マネジメントが進み，大学入
試においても主体性などの非認知能力の評価のため
にコンピテンシー・ベースのルーブリックに基づいた
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選抜が進むものと思われる。これらを効率的に接続
できれば，双方の効率化に繋がる。しかし，高校や
大学が個別にコンピテンシーやルーブリックを設定す
れば，大学入試に関わる業務負担は増加するだけで
ある。そこで，コンピテンシーおよびルーブリックの
標準化を日本全体で進める必要がある。この時に重
要なことは，誰が評価しても同じ受験者については同
じ評価になるようルーブリックを標準化することであ
る。このようなルーブリックを作成するためには入念
な検証が必要である。
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1 はじめに
高大接続改革の流れを受けて，各大学が 2021年
度入学者選抜に向けて，入試の変更予告を出してい
る。今回の入試改革では，多面的・総合的な入試の
実施が求められているが，主に大学入学共通テスト
における英語の認定試験や国語・数学の記述式問題
の活用方法，そして調査書等を利用した主体性等の
評価方法が注目されている。新潟大学（以下，本学）
においても2018年 9月に【第 1報】，同年 12月に【第
2報】，2019年 3月に【第 3報】を本学ホームページ
上で公表した。3度の予告において，英語認定試験
と国語の記述式問題については共通テストの英語・
国語にそれぞれ加点することなどを示した一方 1)，主
体性等の評価方法については，
　１） 多面的・総合的な評価に基づく入学者選抜

を実施するため，一般選抜を含めたすべて
の入試区分において，調査書や志願者自身
が作成する提出書類等の活用及びこれらを
参考とする面接等の実施を検討しています。

　２）�調査書を活用する場合は，評価の対象を評
定平均値のみとせず，志願者の学習・活動
等を評価するように努めます。【第 2報】

といずれも抽象的な表現にとどめており，現時点（2019
年 8月現在）までに具体的な方法を示していない。
本学では，2020年度から人文社会科学系学部の改
組も計画されており，そのなかでも経済学部について
は新たに経済科学部（以下，略称は経済）へと変わ
る予定である。さらに，入学者選抜の面では，本学
ではこれまで実施していなかったAO入試（2021年
度入試からは総合型選抜。以下，総合型選抜）を
2020年度入試で工学部及び経済科学部が，2021年

新潟大学におけるアドミッション・ポリシーの再検討

吉田 章人，並川 努，板倉 孝信，坂本 信（新潟大学）

　1999年の中央教育審議会（以下，中教審）答申において，アドミッション・ポリシー (以下，
AP)の必要性が指摘されて以来，各大学で APが策定・公表されている。APは入学者選抜の設計図
として位置づけられており，入試における選抜基準・方法は APに基づいて定めていく必要がある。
本稿では，新潟大学（以下，本学）の APを見直していくために，まず本学 APに関する先行研究を
整理した上で，APの構成や入学者選抜方法及び「学力の 3要素」との対応という点から，改めて本
学 APの現状と課題を把握しつつ，今後の見直しに向けて再検討を行った。そして最後に，APの認
知状況を踏まえ，入試広報の面から APの発信を考え，そのためにも APの見直しが必要であること
に言及した。
キーワード：アドミッション・ポリシー，入学者選抜，学力の 3要素，入試広報

度入試から創生学部と理学部でも導入することを公
表している。
このように，本学でも多面的・総合的な入試との関
係において重要な取組が進められている。一方，主
体性等評価のように，評価方法などが定まっていな
い点も少なからず存在する。入学者選抜方法や教科・
科目等の評価方法は，当然ながら大学・学部等が定
めたアドミッション・ポリシー（以下，AP）に基づい
て考えられるべきである。しかし，実際には APの内
容自体が抽象的になっている場合などもあり，入学者
選抜方法の変更とともに，AP自体の見直しについて
も着手する必要がある。
本学において，筆者が所属する経営戦略本部教育
戦略統括室高大接続推進部門は，高大接続や入試広
報などを主な担当業務とする（本学教育戦略統括室
ホームページ参照）観点から，APの見直しに当たっ
て改善の指標を提案し，チェックする立場にある。そ
こで本稿では，本学の APの現状を改めて確認する
とともに，今後の課題について示していくことにした
い。また最後に，入試広報という観点からAPの発
信について考え，入試広報での活用という面からも
AP見直しの必要性について言及する。

2 AP について
まず，APとはどのようなものであるか，という基本
的な問題から確認しておきたい。

1999年の中央教育審議会（以下，中教審）答申（中
央教育審議会，1999）において，APの必要性が指
摘されて以来，各大学で APが策定・公表されている。
APについては 1999年以降，様々な提言が示されて
いるが，2014年の中教審答申（中央教育審議会，
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2014）では，「各大学は，求める学生像のみならず，
各大学の入学者選抜の設計図として必要な事項をア
ドミッション・ポリシーにおいて明確化することが必
要であり，高等学校及び大学において育成すべき『生
きる力』『確かな学力』の本質を踏まえつつ，入学者
に求める能力は何か，また，それをどのような基準・
方法によって評価するのかを，アドミッション・ポリシー
において明確に示すこと」と，APを「入学者選抜の
設計図」と位置づけ，入学者に求める能力とそれを
評価する基準・方法をAPにおいて明確化すること
が求められている。この中教審答申を受けて策定さ
れた文部科学省「高大接続改革実行プラン」（文部
科学省，2015）では，各大学の個別選抜においては，
「各大学の教育理念やアドミッション・ポリシーに基
づき，学力の三要素（『知識・技能』『思考力・判断力・
表現力』『主体性・多様性・協働性』）を踏まえた多
面的・総合的な選抜方法をとること」と，学力の 3要
素を踏まえた入学者選抜を各大学の教育理念ととも
に APに基づいて行うことが求められている。また，
2016年に中教審の大学分科会大学教育部会から出
されたガイドライン（以下，中央教育審議会大学分
科会大学教育部会，2016）では，APについての基
本的な考え方として，
　 各大学，学部・学科等の教育理念，ディプロマ・
ポリシー，カリキュラム・ポリシーに基づく教育
内容等を踏まえ，どのように入学者を受け入れる
かを定める基本的な方針であり，受け入れる学
生に求める学習成果（「学力の３要素」※につい
てどのような成果を求めるか）を示すもの。
　　 ※（１）知識・技能，（２）思考力・判断力・
表現力等の能力，（３）主体性を持って多様な
人 と々協働して学ぶ態度

と整理している。
このように，上記の提言では APを「入学者選抜
の設計図」と位置づけ，各大学が APにおいて入学
者選抜の基準・方法等を明確化していくことや，AP
に基づいて学力の 3要素に踏まえた入試を行うこと
が求められている。
各大学が APを策定していくなかで，APに関する
先行研究も少なからず発表されている。しかしながら，
APの効果や評価についてはあまり高いとはいえない。
例えば，鴫野・鈴木（2006）が受験生の多くが AP
の存在すら知らないという状況を指摘している。認知
状況については，西村・井上・中村（2018）が 2007
年度と2016年度の高校卒業予定者に対するアンケー
トの結果からAPの認知度・理解度の上昇・増加を

指摘する一方で，出願に際して APを考慮する受験
生は未だ少数に留まるとしている。また，APの選抜
上の効果については，山村・鈴木・濱中・立脇（2015）
がその効果を支持する結果は得られなかったとする。
こうした指摘の上で，上記 3論文のいずれもが AP
における選抜・評価基準の具体化の必要性に言及し
ている 2)。APの具体化・実質化に向けた事例を示し
た研究としては，西郡（2014），吉村（2016），植野（2017）
や植野・澤田（2018）などがあり，それぞれ佐賀大学，
長崎大学，徳島大学での実践例を示している。
本学の APについても，すでに佐藤・並川・濱口

（2014）において検討を行ったことがある。佐藤ほか
（2014）の検討により示された本学 APに関する課題
はいくつかあるが，主な点は以下の通りである。
・ 従来の学部単位ではなく学科単位（学部によって
は専攻単位）で APを作成する。
・�従来の「教育理念・目標」と「教育内容•特色」
は「教育概要」として簡潔にまとめて記述する。
・�「求める学生像」は「知識・理解」，「能力」，「態度・
姿勢」と項目立てて高等学校で履修すべき科目な
ども列挙する。
・�「入学者選抜方針」は「求める学生像」とある程度
の独立性を持たせて記述する。
すでに APの策定については，前述した実践例を
示した先行研究などにおいて，先進的な事例が示さ
れており，それらは本学でも大いに参考にすべきであ
るが，本学 APの見直しを進めていくにあたって，本
稿では，まず佐藤ほか（2014）の指摘を踏まえた上で，
現在（2019年度）における本学 APの現状と課題に
ついて整理していくことにしたい。

3 本学における AP の現状と課題
3.1 学部等の AP の構成について
本学の学部等の APは，佐藤ほか（2014）が検討
した時点から，全体的な見直しを経て 2014年度に公
表されている。さらにその後も2017年度の自然科学
系（理・工・農）の改組や創生学部の新設，2020年
度に予定されている経済科学部の新設などがあり，
学部単位でも修正が行われてきた。従って，2019年
8月現在公表されている本学の学部等の APは，佐
藤ほか（2014）において検討されたAPからは変わっ
ている点もある 3)。さらに 2021年度入試に向けて，
入試変更や総合型選抜の導入なども予定（もしくは
検討）されている学部があることから，引き続き見直
しの必要性に迫られると思われる。そこで，改めて現
状を確認しておくことから始めたい。なお，確認する
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APは 2019年 8月時点で本学のホームページに公表
されている学部等のAPを取り扱う。
表 1は，本学のホームページにおいて公表されて
いる学部等のAPの基本単位を示したものである。
人文・法・経済・理・工・農・創生の 7学部につ
いては 1学科（創生学部は創生学修課程）であるこ
とから学部単位でAPが設定されている。一方，教育・
医・歯の 3学部は専修や学科・専攻ごとになっている。
これらは，基本的にそれぞれの学部の入学者受入単
位に従うものである。前述したように，佐藤ほか（2014）
では，学部単位ではなく学科単位（学部によっては
専攻単位）で APを作成するのがよいと指摘しており，
そうした指摘に沿ったものといえる。但し，理・工・
農 3学部については 2017年度からの改組の結果，1
学科となり，一般入試では学部（学科）単位の入試
を実施しつつ，推薦入試では各主専攻プログラムを
募集単位としている。この点については後述する。
また，表 2は各学部のAPの見出しを示したもので
あるが，多くの学部が「教育内容・特色」・「求める学
生像」・「入学者選抜の基本方針」で構成されている。
佐藤ほか（2014）では従来の「教育理念・目標」と「教
育内容•特色」は「教育概要」として簡潔にまとめ

て記述するのがよいとされており，名称は変わってい
ないものの，「教育理念・目標」がなくなり，「教育内
容•特色」が「教育概要」の役割を果たしている。
一方で，工学部では「教育理念・目標」が冒頭にある。
また，農学部は「養成する人材像」と「アドミッション・
ポリシー」と，他の学部とは異なる見出し・構成になっ
ている。現在（2019年 8月時点）の本学においては，
学内でも少しバラつきが生じている。
農学部のAPの記述内容を確認してみることにした
い（表 3）。記述内容を見る限り，「養成する人材像」
の記述については，「教育理念・目標」に内容的に近
いものといえ，「アドミッション・ポリシー」を見出し
とする記述内容は「～のある人」という書き方に見ら
れるように「求める学生像」に相当する記述内容となっ
ている。つまり，見出しは異なっているものの，記述
内容から見れば，他学部と同様の構成になっていると
いえる。但し，「入学者選抜の基本方針」に相当する
内容がない状態になっている 4)。中央教育審議会
（2014）で示されたように，APを「入学者選抜の設
計図」として捉え，入学者選抜の基準・方法とその
評価方法を明確化するという観点からみれば，見直
しが求められる点である。内容については当然，各学
部の個性を尊重する必要があるものの，構成につい
ては全学において統一していくべきである。

3.2. 入学者選抜方法との対応
佐藤ほか（2014）は AP・DP・CPの一貫性に関
する本学固有の問題として，「2年次以降に主専攻プ
ログラムを選択しなければならない学生の APとCP
の接続の問題」（p.168）を挙げている。入試との関
係でいえば，現在の本学ではもう少し複雑化している。
前述したように，理・工・農の 3学部は改組によって
1学科となり，3学部とも一般入試では学部（学科）
単位を募集単位とするものの，推薦入試では各主専
攻プログラムを募集単位としている 5）。このような場

表 1 新潟大学におけるAPの策定単位 表 2 各学部 APの見出し
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合，1年次終了時点でプログラムを選択する学生と，
入学時にすでに専攻するプログラムが決まっている学
生とが混在することになり，CPとの接続も問題であ
るが，AP自体の書き方も難しくなる。
「入学者選抜の基本方針」については，一般入試（前
期日程・後期日程）や推薦入試等の選抜方法ごとに
記述しており，推薦入試の項目でプログラムごとに記
述すれば，ある程度対応できると考えられる。では，「求
める学生像」についてはどうであろうか。
表 4は理学部と工学部の「求める学生像」の記述
を示したものである。理学部は一文が長く，「理論，
実験，あるいは野外観察の知識と方法の習得を通じ
て……」という表現に見られるように，網羅的な文章
となっている。また，佐藤ほか（2014）で指摘されて

いた入学後の学修のために履修しておくべき教科・
科目が具体的に記述されている。工学部は抽象的で，
文章も簡単なものとなっている。一方，表 3に挙げた
農学部の「アドミッション・ポリシー」（見出し）の部
分を見ると，農学部全体を意識した文章に加えて，
プログラムごとに求める学生像が記述されているが，
文章としてはやはり網羅的なものになっている。書き
方は三者三様であるが，いずれも広範な学問領域を
カバーするために腐心した文章となっている。
こうした状況を解決するためには，農学部のように
プログラムごとに書き分けることも1つの方法である。
また，前述したように，1年次終了時点でプログラム
を選択する学生と入学時にすでに専攻するプログラ
ムが決まっている学生とが混在する状況を考えると，

表 3 農学部 AP

表 2 各学部 APの見出し
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一文ですべての学生を網羅するような文章にせず，
入学後の学修のために必要と思われる能力・態度等
を箇条書きで並べておけばよいと思われる。また，読
み手にわかりにくい文章にならないように，できれば
一文を短く簡潔にすべきである。AO入試の導入など，
今後より多様な入学者選抜の実施を検討していくな
かで，より一層多様な学生が入学してくることを前提
に考えれば，入学者がそれらすべてに当てはまる必
要はなく，入試の方法によってそのいくつかが当ては
まる学生を選抜していくと捉えるべきであろう 6)。た
だ箇条書きで列挙した場合，受験生がそれらすべて
を満たす必要があるのか，あるいはそのいくつかを満
たせばよいのかわかりにくい可能性がある。そのため，
「求める学生像」で示された能力等が「入学者選抜
の基本方針」において，どの選抜方法の，どの試験
等によって測られる能力であるかを示しておくべきで
ある 7)。

3.3「学力の 3 要素」との対応
前述したように，中央教育審議会大学分科会大学教
育部会（2016）において，APを「受け入れる学生に
求める学習成果（「学力の 3要素」についてどのよう
な成果を求めるか）を示すもの」としている。本学 AP
のように，文章中に羅列していたり，箇条書きで列挙
していたりすると，どの部分が 3要素のどれに対応し
ているのか不明確となる可能性がある。佐藤ほか
（2014）でも，「求める学生像」に「知識・理解」，「能力」，
「態度・姿勢」と項目立てしたほうがよいと指摘しており，
植野（2017）では徳島大学生物資源産業学部の事例
として，「関心・意欲・態度」「探究力」「表現力」「知識・
教養」「思考・判断力」「協働力」と，学力の 3要素を
反映する6つの観点を示されている。こうした指摘・
事例を参考に，「求める学生像」には学力の 3要素に
あわせて，「知識・技能」・「思考力・判断力・表現力」・
「主体性・多様性・協働性」と最低でも3つを項目立
てするように決めておけば，読む場合だけでなく，学
部において見直しを行う際にも意識的に考えることが
できるのではないだろうか。また，本学の場合，APを
箇条書きの場合も含めて，文章だけで表現しているが，
「求める学生像」と「入学者選抜の基本方針」がどの
程度対応しているのか，読み手には伝わりにくいと考
えられる。植野（2017）が，マトリクス形式で示した
方が受験生にも理解しやすいと述べているように，「求
める学生像」と「入学者選抜の基本方針」の対応関
係を明示するために図表などを使って表現する方法を
工夫することも必要である 8)。

4 入試広報からみた AP
ここまで，本学 APの現状と課題を整理した。今
後の入試改革を見据えて，APの見直しは必要である
が，これまでの調査・研究をふまえると，受験生に対
するAPの認知度は決して高いものとはいえない。一
方で，AO・推薦入試の受験者に関していえば一般入
試よりも認知度が高いとされており，例えば，西村ほ
か（2018）は，「AO・推薦入試においては APが理
解され，機能している可能性」を示唆している。本
学の「入試広報改善のためのアンケート」（以下，入
試広報アンケート）の結果をもとに，志望校選びにお
いて利用した広報媒体を前期・後期・推薦と入試区
分別に調べたところにおいても，「アドミッションポリ
シーのページ」の利用率は，前期（N＝ 1454）
37.4％，後期（N＝354）43.5％に対して，推薦（N=387）
では 72.6％と高くなっていた（吉田・並川・坂本，
2018）。推薦入試入学者の場合，面接対策という可
能性はあるが，APに目を向ける受験生も一定数いる
ことは無視できないと思われる。一方，こうした AP
の発信について積極的かというと，少なくとも本学に
関していえば，そうではないように思われる。例えば，
推薦入試の学生募集要項には各学部のAPが記載さ
れているものの，入学者選抜要項や一般入試の学生
募集要項には，全学の APのみで，学部等の APに
ついてはURLが記載されているだけである。つまり，
多くの受験生は本学のAPを自らホームページで見る
しかない状況であるといえる。吉田ほか（2018）でも
触れたように，本学の入試広報アンケートによれば
ウェブサイトの利用率が高まる一方，大学案内などの
紙媒体の利用率も依然として高く，紙媒体としても活
用できる状況にしておきたい 9)。入学者選抜要項に含
めるか，PDFでダウンロードできるようにしておき，
入試広報担当者が配布しやすい状態にしておくこと
が望ましい。
入試広報の場の一つである進学相談会では高校 1・

2年生からも入試について質問されることも多い。こ
うした高校生に対して，大学の求める学生像や入学
者選抜の基本方針など，大学側が何を重視し，入学
者を選抜していくのかという点や，その大学に入学す
るためにどのようなことを身につけておけばよいか，
などの情報が APに含まれていれば，入試広報にお
いても有効なツールとなりうる可能性があろう。その
ためには，紙媒体として配布できる状態にするだけで
なく，これまで述べてきたように，学力の 3要素と求
める学生像や選抜方法との対応関係が分かりやすい
ように項目立てや図などを用いるなど，高校生にもわ
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かりやすい工夫が必要となる。APの認知度の低さに
注目するのではなく，いかにして発信していくかとい
う点も考えていかなければならない。APの見直しに
あたっては，高校生が読むという観点からAPを捉え
ていくことも必要である。

5 まとめ
本稿では，本学 APをかつて検討した先行研究を
起点として，現時点（2019年 8月現在）の本学 AP
について再検討を試みた。本学 APの現状と課題を
整理すると，各学部等の APの見出しを統一する必
要があること，「求める学生像」は多様な学生が入学
することを前提として必要な能力・態度等を箇条書き
で示しつつ，「入学者選抜の基本方針」において，そ
の能力や態度がどの選抜方法の，どの試験等と対応
するのか明確化しておくこと，「求める学生像」は学
力の 3要素と対応をわかりやすくするため，3要素に
対応する項目を立てたり，「求める学生像」と「入学
者選抜の基本方針」との対応関係を示した図表など
を用いたりなど工夫が必要であることなどが挙げられ
る。また，入試広報の面からAPの発信を考えていく
上でも，紙媒体での活用とともに，上記のような工夫
によって高校生にもわかりやすくしていく必要がある
ことなどが考えられる。
大前提として，中央教育審議会大学分科会大学教
育部会（2016）で示されたように，APは各大学，学
部・学科等の教育理念，ディプロマ・ポリシー，カリキュ
ラム・ポリシーの教育内容等を踏まえたものであり，
入学者選抜方法は APに基づいて定められるべきで
ある。ただ本学においては，改組や総合型選抜の導入，
2021年度入試の変更予告等，様々な変更が予定され
ているなかで，実際には入学者選抜方法を考えなが
ら，APの見直しを進めていく必要がある。本稿はこ
うした本学の状況に合わせて検討したものであり，こ
れまでの先行研究に対して，新たな知見を加えるもの
ではないが，APの見直しにおける一助となれば幸い
である。

注
1） 英語認定試験の利用については，2019年 11月1日に文部
科学大臣より令和 3年度入試における「大学入試英語成績
提供システム」の導入見送りが発表されたことにより（文部
科学省，2019a），再検討の上，本学の令和 3年度入試では
共通テストの枠組みにおいては活用しないことを公表した
（2019年 11月29日）。また国語・数学の記述式問題につい
ても，同年 12月17日に導入見送りが発表された（文部科

学省，2019b）
2） APの記述について調査した齋藤（2018）は，2012年と

2018年の各大学の経済学部を対象に，APにおける出現単
語の頻度を比較・調査し，個別科目への言及が増加するな
ど具体化が進む一方，内容の差異が小さくなっている可能
性が示唆され，大学の個性が出しにくくさせるという懸念を
示している。

3) 本学のAP策定の経緯は，佐藤ほか（2014）参照。
4) 但し，推薦入試の学生募集要項には「入学者選抜方針」（見
出しは他学部も同様）を見出しとする項目があり，全くない
というわけではない。なお，同募集要項では教育学部が専
修単位ではなく学部単位のAPとなっていることや，各 AP
に「教育理念・目標」の見出しがあるなど，ホームページに
掲載されているものとは少し構成や見出しが異なっている。

5) 工学部の総合型選抜も主専攻プログラムを募集単位とす
る。なお，工学部の推薦入試は，専門学科等卒業者やSSH
カリキュラム受講者・科学系コンテスト入賞者等を対象とし
た推薦入試Ⅰと，普通科等卒業者を対象とした推薦入試Ⅱ
という選抜方法がある（2020年度入試）。

6) 九州大学における第 3回アドミッション・スペシャリスト能
力開発研究会（九州大学機関教育院次世代型大学教育開
発センター，2019年 3月22日）において，植野美彦氏の
報告（「アドミッション・スペシャリストによる書類選考・面
接担当官の養成と選抜実施運営について」）でも「1つの選
抜方法で多くを評価する必要はない」との指摘があった。

7) 佐藤ほか（2014）では，「入学者選抜方針」は「求める学
生像」とある程度の独立性を持たせて記述するのがよい，
と指摘しているが，志願者確保という観点から本来必要な
科目を入試において選択科目にせざるを得ない場合を想定
したものである。同論文では「「入学者選抜方針」は入試区
分別に記述し，「求める学生像」のうち，どの側面を重視す
る入試方法であるのかを記述する」（p. 168）とも述べている。

8) マトリクス形式によって，APを示している大学は，すでに
国立大学では佐賀大学や徳島大学，岐阜大学など少なから
ずある。

9) 例えば，本学の入試広報アンケートの結果をもとに，志望
校選びにおいて利用した広報媒体を前期・後期・推薦と入
試区分別に調べたところ，「新潟大学の公式ホームページ」は，
前期（N＝1454）86.7％，後期（N＝354）84.2％，推薦（N=387）
94.1％と，いずれの入試区分においても最も高い利用率を示
す一方，紙媒体である「『新潟大学　大学案内』（大学案内
パンフレット）」も前期 80.8％，後期 73.7％，推薦 90.7％と，
高い利用率を示していた（吉田ほか，2018）。
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1 はじめに
2016年 3月31日に公表された高大接続システム
改革会議「最終報告」では，「これからの時代に向け
た教育改革を進めるに当たり，身に付けるべき力とし
て特に重視すべきは，（１）十分な知識・技能，（２）
それらを基盤にして答えが一つに定まらない問題に自
ら解を見いだしていく思考力・判断力・表現力等の能
力，そして（３）これらの基になる主体性を持って多
様な人 と々協働して学ぶ態度である」と明示し，この
3つの要素を「学力の 3要素」と呼んだ。その上で，
高等学校教育においては，「『学力の３要素』を踏ま
えた指導が十分浸透していないことを課題」とし，そ
の背景として，現状の大学入試において，「知識の暗
記・再生や暗記した解法パターンの適用の評価に偏
りがちであること」を指摘している。

2017年 1月31日に公表された文部科学省高大接
続改革プロジェクトチーム「高大接続改革の動向に
ついて」では，学力の 3要素を「①　知識・技能の
確実な取得」「②　(①を基にした）思考力・判断力・
表現力」「③主体性を持って多様な人 と々協働して学
ぶ態度」とやや簡素な表現で言い換え，「学力の 3要
素を多面的に評価する大学入学者選抜」のために，「大
学入学共通テスト」では，思考力・判断力・表現力
を一層重視した入試とするため，「記述式問題の段階
的導入」「マークシート式問題の改善」を行い，一方で，
各大学が実施する「個別入学者選抜」においては，「明
確な『入学者受入れの方針』に基づき，『学力の３要素』
を多面的・総合的に評価する選抜へ改善」へと向か
うこととなった。
各大学は，この方向性のもと，大学入試改革を進
めているところであるが，大学入学共通テストが実施

追跡調査での外部テストの活用
――「学力の 3要素と学修成果の可視化」の可能性――

福島 真司，日下田 岳史（大正大学）

文部科学省高大接続システム改革会議及び高大接続改革プロジェクトチームでは，これからの時
代に向けた教育改革における「学力の 3要素」を重視した方向性を明示した。これに従う大学入試
改革では，「学力の 3要素」を踏まえた選抜や入試制度の評価が求められる。本稿は，外部テスト活
用について，2種類のテストと学生データを統合して考察した結果，学力の 3要素との関係性や学習
成果の可視化に関する知見を得，追跡調査等での外部テスト活用に関する一定の可能性を示すこと
ができた。
キーワード：追跡調査，学力の 3要素，学修成果の可視化，外部テスト

される2020年度以降は，入試区分ごとに入学後の学
習成果等を検証する，いわゆる「追跡調査」におい
ても，学力の 3要素を念頭においた設計が必要にな
ると考えられる。また，入学者の学力の 3要素のその
後の変化を分析することができなければ，一連の入
試制度改革や個別大学の入試改革が成果につながっ
たのかどうかを検証できない。検証のためには，学力
の 3要素の可視化が，まず必要となるが，これは一
大学のみが持つデータの範囲では容易ではない。
そこで，大学外の専門的知見を持つ企業が開発し
たテスト（以下，外部テスト）等を用いて学修成果の
把握を試みる大学も出てくることとなるが，文部科学
省高等教育局大学振興課大学改革推進室が毎年度
公表している「大学における教育内容等の改革状況
について」では，2015年度調査において学修成果の
把握を行っている 354大学のうち 67.8％にあたる
240校が「学修成果の把握方法」として「外部の標
準化されたテスト等による学修成果の調査・測定（ア
セスメントテスト等）」を用いていることを報告してい
る。公表されている最新の「大学における教育内容
等の改革状況について（平成 28年度）」では，「学修
成果の把握を行っている375大学のうち 69.6％にあ
たる261校が「外部の標準化されたテスト等による
学修成果の調査・測定（アセスメントテスト等）」を
用いていることを報告しており，その数は増加傾向に
あることがわかる。リベルタス・コンサルティング
（2018）では，「大学における教育内容等の改革状況
について（平成 27年度）」において「外部の標準化
されたテスト等による学修成果の調査・測定（アセス
メントテスト等）」を用いた 240校を調査した結果（213
校 355学部等から回答），用いているアセスメント・
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テストのうち，最も多いものは「民間事業者等の検定
試験や資格試験等（TOEFL，TOEIC等）」（36.3%）
であり，次に多いものは「ジェネリックスキル等の測
定を含む大学等向けのテスト」（33.5％）であった。
それに対し，「学校独自で作成したアセスメント・テ
スト」は18.0％と，約半数しかない。これらのことから，
今後，学修成果の可視化に外部テストを用いる傾向
は高まるのではないかとも考えられる。
以上のような状況下において，本稿は，外部テスト
を用いた学力の 3要素を検証することで，今後の追
跡調査における外部テストの活用の可能性について
考察することを目的とする。

2 調査概要
2.1 調査対象
首都圏に所在する中規模私立大学であるA大学の

1年生，3年生のデータを用いる。この 2学年に対し
ては，2018年度に外部テストであるGPS-Academic
（以下，GPSA）及び PROGの受検を実施している
ため，複数の外部テストによる検証が可能であること
が理由である。

2.2 分析に用いるデータ
上記した 2学年に関する以下のデータを用いる。な
お，（　　）内の表記は，調査や受検した時期を表し
ている。
①　GPSA（1，3年次 7月～ 10月）
②　PROG（1年次 4月）
③　基礎学力調査（国語，英語，数学）
　（1年次 4月）
④　通算GPA（2018年度春学期まで）
⑤　高校 3年 4月時のA大学志望順位
　（1年次 4月あるいは12月～ 1月 1））
⑥　受験時のA大学の志望順位
　（1年次 4月あるいは12月～ 1月）
⑦　入学時点での進路先としての満足度
　（1年次 4月あるいは12月～ 1月）
⑧　現時点でのA大学の総合的な満足度
　（1，3年次 12月～ 1月）
⑨　大学進学の目的（1年次 4月 2））
⑩　授業外学修時間（1，3年次 12月～ 1月）
①②は，外部テストである。①は，「問題を解決す
るベースとなる思考力」や「主体的に課題に取り組
み姿勢」等の「汎用的な能力」を可視化するアセス
メントして，株式会社ベネッセコーポレーションが開
発したものである（ベネッセ i-キャリアほか ,2019）。

インターネットを利用し，紙では実現出来ない音声，
動画問題も交えた出題で，「思考力（批判的思考力，
協働的思考力，創造的思考力）」「姿勢・態度（レジ
リエンス，リーダーシップ，コラボレーション）」の客
観的な測定と，「思考力」については自己評価も聞き，
加えて，「経験（自己管理，対人関係，計画・実行）」「学
びへの意欲」についても自己評価を聞いている。また，
思考力の測定には，選択式問題だけではなく，記述・
論述式問題もあり，学力の 3要素に表れる「表現力」
の測定も可能な設計となっており，概ね学力の 3要素
に近似した名称の能力を測定する構成となっている。
そのため，本稿では①のデータと他のデータの関連を
考察することに中心をおくこととする。
②は，学校法人河合塾と株式会社リアセックが，「リ
テラシー」と「コンピテンシー」の両面からジェネリッ
クスキルを測定するために開発したテストであり（成
田 ,2014），A大学は，そのうち「コンピテンシー」の
みを受検している。測定するコンピテンシーは，「対
人基礎力（親和力，協働力，統率力）」「他自己基礎
力（感情抑制力，自信創出力，行動持続力）」「対課
題基礎力（課題発見力，計画立案力，実践力）」の
項目からなっている。
①と②の外部テストでは，後述する表 2にまとめた
ように，それぞれのテストで測定できるとする内容が，
特に中分類項目では，類似したものがある。これらの
項目同士に関連が見られれば，両テストで測定できる
とする内容が測定出来ているのではないかと考えた。
③から⑨のデータについては，A大学が蓄積する
学生データの中から，学力の 3要素である「知識・
技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性を持って
多様な人 と々協働して学ぶ態度」に関連すると考えら
れるデータを抽出した。
③は，A大学入学者が毎年度入学式直後に受検し
ているもので，「国語」「数学」「英語」の 3教科から
なり，毎年度可能な限り同じ問題を利用しているもの
である。英語の能力別クラス編成の根拠等にも採用
されている。これは，④と共に，「知識・技能」「思考
力・判断力・表現力」に関連する尺度として用いる。
⑤から⑩は，入学時に実施しているアンケート調査
あるいは毎年度秋学期に実施しているアンケート調査
から，「主体性を持って多様な人 と々協働して学ぶ態
度」に関連すると考えられる質問項目を抽出した。
①の外部テストで測定しているとする内容が，測
定できているとすれば，③から⑩のデータとの関連
性を見ることで，学力の 3要素が学生データとどの
ような関連性があるのかを理解することにつながると
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考えた。
なお，②から⑨のデータについては，A大学 1，3
年生のほぼ全員のデータが揃っているが，①につい
ては，2018年度に試験的に導入したため，1，3年生
全体の 34.5％（845人）のデータのみである 3）。また，
本稿は追跡調査における外部テストの活用を考察す
ることを目的としているため，入試区分ごとの比較も
適宜実施する。

2.3 GPSA 受検者の性質
図 1は，①のデータ，すなわち，GPSAの受検者
の入試区分の割合を，全体の割合と比較したもので
ある。これをみると，概ね全体の傾向に近い割合と言
える。

一方で，GPSA受検者と非受検者で，PROG，
GPA，基礎学力調査のスコアを比較してみると，表 1
のような結果であった。PROGのスコアは概して非
受検者の方が高いが，学力に関係するGPA，基礎学
力調査のスコアは，受検者の方が高いことがわかる。
今年度の A大学におけるGPSAの受検は，1年生，
3年生を対象に希望する者だけの受検であった。学
生へは，「文部科学省が大学生に求める『学力の三要
素』が，現段階でどの程度身についているかを測定
するテスト」と説明し，受検するよう呼びかけたため，
それに応じた学生の性質を表していると考えられる。

3 考察
3.1 各データ間の関連
3.1.1 外部テスト GPSA と PROG の関連
本稿では，2つの外部テスト，すなわち，GPSAと

PROGのデータを用いる。両テストは，測定内容が
類似しているものもあるため，まず，両者の関連を見
ることで，両テストが測定したいものを測定できてい
るのかどうかを検討する。なお，両テストが測定して
いるとする内容等をまとめると，表 2の通りである 4）。

GPSAは，大分類として「思考力（選択式）」「思
考力（論述・記述式）」「姿勢・態度」「経験」「学び
への意欲」を測定しており，一方で PROG（コンピ
テンシー）では，「対人基礎力」「対自己基礎力」「対
課題基礎力」を測定しているとしている。

GPSAとPROG（コンピテンシー）5)の大分類項
目間の相関を測定した結果を，表 3に表す。

これを見ると，GPSAの大分類項目「思考力」は，
選択式，論述・記述式ともに，PROGのどの大分類
の項目とも，ほとんど相関が見られないことがわかる。

図 1 GPSA受検者の入試区分別の割合

表 1　GPSA受検者の特性

表 2　GPSAとPROGの概要

表 3　GPSAとPROGの大分類間の相関係数
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なお，表中にはないが，「思考力」については，
GPSAの他の大分類項目とも相関がなく，唯一「思
考力（選択式）」と「思考力（論述・記述式）」に，0.45
と正の相関があるのみであった。

GPSAの大分類項目「姿勢・態度」は，「レジリエ
ンス」「リーダーシップ」「コラボレーション」と3つ
の中分類項目に分かれ，それぞれ性質が異なるため，
大分類項目の合算値（総合値）がない。そのため，
3つの中分類の項目「レジリエンス」「リーダーシップ」
「コラボレーション」と，PROGとの相関を測定した
ところ，「レジリエンス」と「対人基礎力」及び「対
自己基礎力」とは 0.32，0.52，「リーダーシップ」と
はそれぞれ 0.51，0.59，「コラボレーション」とはそ
れぞれ 0.56，0.35と，低い正の相関か，正の相関が
認められた。一方で，「姿勢・態度」と「対課題基
礎力」との相関係数は，「リーダーシップ」のみが 0.21
と低い正の相関関係があるのみで，ほとんど相関が
なかった。
ところで，GPSAの「姿勢・態度」とPROGの中
分類項目間の相関係数は，表 4の通りである。

表 4を見ると，相関係数 0.40を超えるのは，「レジ
リエンス」と「感情抑制力」「自信創出力」，「リーダー
シップ」と「親和力」「協働力」「統率力」「自信創出力」
「感情抑制力」「自信創出力」，「コラボレーション」と「親
和力」「協働力」であり，これらの間に，正の相関が
認められた。なお，「対課題基礎力」の中分類項目と
の相関では，「リーダーシップ」と「実践力」との間
に 0.25と低い正の相関が認められるのみであった。

GPSAとPROGの分類項目は，それぞれのテスト
が測定しているとする概念を表現している。そのため，
似た言葉を使用している場合，測定しているとする概
念も似ていると考えられるが，ここまで見てきたよう
に，それぞれのテストの似ている概念や関連すると考
えられる概念には，一定の関係があることがわかった。
再度表 3を見ると，GPSAの大分類項目「経験」は，

PROGの大分類項目「対人基礎力」「対自己基礎力」
「対課題基礎力」とそれぞれ 0.41，0.46，0.37と正の
相関，あるいは，低い正の相関が認められる。GPSA
の大分類項目の中で，PROGの「対課題基礎力」と
相関が認められるのは，「経験」のみである。

表 5は，GPSAの「経験」の中分類項目とPROG
の大分類項目間の相関係数を表している。これを見
ると，GPSAの「経験」の 3つの中分類項目は，
PROGの「対人基礎力」「対自己基礎力」「対課題基
礎力」のそれぞれに，正の相関，あるいは，低い正
の相関が認められる。その中でも，GPSAの「自己
管理」はPROGの「対自己基礎力」と，GPSAの「対
人関係」はPROGの「対自己基礎力」と，GPSAの
「計画・実行」はGPSAの「対課題基礎力」と最も
相関が高い。PROGの「対課題基礎力」は「課題
発見力」「計画立案力」「実践力」の中分類項目から
なるが，「計画・実行」とこれらの概念は似ていると
考えられる。すなわち，ここでも，それぞれのテスト
が測定しているとする概念の中で，似ている概念同
士に一定の関連があることがわかる。

最後に，再度表 3を見ると，GPSAの「学びへの
意欲」は，PROGの「対人基礎力」「対自己基礎力」
とは，それぞれ 0.37，0.40と低い正の相関が認めら
れるが，「対課題基礎力」とはほとんど相関がなかった。
ただし，「学びへの意欲」は PROGの大分類項目，
中分類項目のいずれとも類似していると考えられる概
念がないため，この意味を考えることは難しい。
以上，GPSAとPROGの 2つの外部テストの関連
をみると，両者の間には，両テストが測定していると
する概念の中で，似ている概念や関係すると考えられ
る概念の間には，関係性が見られることがわかった。
すなわち，両テストの概念設定には，一定の妥当性
があると言えるのではないかと考えられる。

3.1.2 GPSA と基礎学力調査及び GPA の関連
A大学では，毎年度入学直後に基礎学力調査とし
て，「国語」「数学」「英語」のテストを行っている。
これは義務教育レベルから高等学校レベルまでの教
科学力を，選択式問題で測定するものである。
表 6を見ると，GPSAの大分類項目と基礎学力調
査のスコアとでは，「思考力」だけに相関が認められた。
「思考力（選択式）」と「国語」「数学」「英語」の相
関係数は，それぞれ 0.51，0.31，0.31，「思考力（記述・

表 4　GPSA「姿勢・態度」とPROGの中分類間の相関係数

表 5　GPSA「経験」の中分類とPROGの大分類の相関係数
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論述式）」は 0.36，0.25，0.36と3教科の中では，「国
語」と最も相関が高かった。「思考力（記述・論述式）」
よりも，「思考力（選択式）」と「国語」の相関が高かっ
たことについては，「思考力（記述・論述式）」の問題
が「国語」の範囲だけではないことや，A大学の基
礎学力調査が選択式であることが理由として考えら
れるが，「英語」は「思考力（記述・論述式）」の方
の相関がやや高いため，それだけでは説明ができな
い。いずれにしても，GPSAの「思考力」と教科学
力には一定の関係性が認められた。
表 7はGPSAの大分類項目と「通算GPA（2018
年度春学期まで）」との相関関係を表している。

これを見ると，GPSAと「通算GPA」の相関では，
「思考力（選択式）」と「思考力（記述・論述式）」の
みに 0.29，0.33低い正の相関が認められた。A大学
のシラバスには，到達目標や成績評価方法が記載さ
れている。これらは当然ながらGPAに関わっている
と考えられるが，学力の 3要素の「知識・技能の確
実な取得」「思考力・判断力・表現力」「主体性を持っ
て多様な人々と協働して学ぶ態度」に類似した表現
が用いられている科目も散見される。しかしながら，「思
考力・判断力・表現力」を測定しているとする
GPSAの「思考力」とは相関が認められたが，「姿勢・
態度」等の他の項目とはほとんど相関がなかった。た

だし，これは「通算GPA」を用いた分析であるため，
A大学の科目を達成目標や成績評価方法のタイプに
分けた上で，GPSAとの関連を分析する必要がある
と考える。これについては今後の課題とする。

3.1.3 GPSA と学生調査との関連
ここでは，入学時に新入生を対象に実施しているア
ンケート調査及び毎年度秋学期に全学生を対象に実
施しているアンケート調査から，「主体性を持って多
様な人 と々協働して学ぶ態度」に関連すると考えられ
る質問項目を抽出し，GPSAとの関係を考察する。
まず，A大学の学生調査の質問項目のうち「志望
順位」を取り上げる。GPSAの大分類項目と「高校
3年 4月時のA大学志望順位」「受験時のA大学の
志望順位」には，相関係数 0.11を超えるものがなく，
ほとんど相関が見られなかった。ちなみに，志望順位
に関する2つの質問項目と，今回用いた他のデータと
では，「入学時点での進路先としてA大学の満足度」
が，「高校 3年 4月時の A大学志望順位」との間に
相関係数 0.35，「受験時の A大学の志望順位」との
間に 0.33 と低い正の相関が認められた。
図 2は「高校 3年 4月時の A大学志望順位」ご
との，「通算GPA」を 3つの段階に分けた，GPSA
の「思考力（選択式）」の平均値を表している。ここ
からも，「志望順位」は，「通算GPA」「思考力（選
択式）」に影響を与えておらず，「通算GPA」と「思
考力（選択式）」に相関関係にあることがわかる。

表 6　GPSAの大分類と基礎学力調査との相関 6）

図 2 高校 3年 4月時の志望順位と通算GPAと
GPSA「思考力（選択式）」の平均値

表 7　GPSAの大分類と通算GPAとの相関係数
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次に，A大学の学生調査の質問項目のうち「満足度」
を取り上げる。GPSAの大分類項目と「入学時点で
の進路先としてA大学の満足度」「現時点でのA大
学の総合的な満足度」には，相関係数 0.11を超える
ものがなく，ほとんど相関がなかった。
さらに，A大学の学生調査の質問項目のうち「大
学進学の目的」を取り上げる。これは，入学時に，大
学進学の目的を，14の選択肢の中から複数回答可能
な形で聞いたものである。選択肢の中には，大学で
の学びに関する選択肢「学問的な興味・関心を深める」
「幅広い教養を身につける」「専門的な知識・技能を
身につける」がある。大学進学の目的」に，これらを
1つでも選択した者（選択者）と，全く選択しなかっ
た者（非選択者）に分けて，GPSAの各大分類項目
のスコアを表したものが，表 8である。
これを見ると，「大学進学の目的」に，大学での学び
に関する選択肢を選んだ者の方が，スコアが総じて高
いことが看取される。なお，これらの選択肢を選んだ者
は，PROG，通算GPA，基礎学力調査，授業外学修時
間のほとんどのデータにおいて，選択しなかった者より，
スコアが高かった。入学時の進学目的によって，入学後
のパフォーマンスに差が生まれる可能性が示唆された。

表 9は，選択者と非選択者の「志望順位」と「満
足度」を表したものであるが，ここでも，選択者の方が，
概ね志望順位，満足度共に，非選択者よりポジティ
ブな傾向にあることが看取される 7）。

最後に，GPSAと学生調査の項目である「授業外
学修時間」の関連を見る。学生調査での設問は，「授
業時間外に，授業課題や準備学習，復習に，1週間
あたりどのくらいの時間を費やしたか」である。
表 10を見ると，「授業外学修時間」とGPSAの
大分類項目とでは，「経験」に相関係数 0.20と低い
正の相関があるが，その他の項目とはほとんど相関
が見られない。今回用いた他の学生データとの間で
は，「通算GPA」のみに 0.24と，低い正の相関が認
められた。これは，この質問の聞き方が「授業課題
や準備学習，復習」に絞っていることが理由と考え
られる。

ところで，A大学の学生調査では，「授業外学修時
間」について，1年生の方が，2年生以上よりも多い
傾向にあることがわかっている。そこで，1年生だけ
を抽出し，相関を測定すると，表 10の通りであった。
これを見ると，授業外学修時間は「思考力（記述・
論述式）」「学びへの意欲」「通算GPA」とそれぞれ
0.22，0.22，0.27と低い正の相関が認められる。
さらに，1年生だけを抽出し，「学びへの意欲」の
スコア（100点満点）と「授業外学修時間」の関係
を図 3に表すと，「学びへの意欲」のスコアが上がる
ほど「6～ 10時間」の者が増え，下がるほど「1時
間未満」の者が増えることが看取された。

表 9　進学目的に大学での学びに関する選択肢を
選択した者と選択しなかった者の志望順位・満足度

表 8　進学目的に大学での学びに関する選択肢を
選択した者と選択しなかった者のGPSAのスコア

表 10　GPSAの大分類と授業外学修時間との相関係数

図 3 GPSA「学びへの意欲」のスコアと授業外学修時間
（1年生のみ。合計が10人以下のスコアの領域は除外）
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GPSAの「学びへの意欲」は 1年生においては，
授業外学修時間と関係性があることがわかった。

3.2 入試との関連
3.2.1 GPSA と入試区分との関連

GPSAの大分類項目のスコアを，入試区分 8）ごと
に見たところ，入試区分によってスコアに明確に差異
が認められたのは，「思考力（選択式）」（図 4）と，「思
考力（記述・論述式）」（図 5）のみであった。

「思考力（選択式）」において全体平均より高いのは，
順に，①「センター前期」，②「一般後期」③「一般
前期」，④「一般中期」，⑤「センター後期」であり，「思
考力（記述・論述式）」において全体平均より高いのは，

順に，①「一般中期」，②「センター中期」，③「セン
ター後期」，④「センター前期」⑤「一般後期」，⑥「一
般前期」と，それぞれ学力を重視する入試区分であっ
た。ただし，人数が少ない入試区分もあるため，この
結果の安定性については，留意する必要がある。

4 おわりに
以上のように，今後の追跡調査には学力の 3要素
に基づく評価が必要となる状況に鑑み，外部テスト活
用の可能性を考察するため，学生データとの関連を
分析した結果，いくつかの有用な知見が得られた。
外部テストの結果をそのまま各大学の学修成果の可
視化に活用することには問題があると考えるが，学生
データと併せて分析することで，可視化への活用の
可能性を一定程度示せたと考える。
今後は，まず，調査を継続することにより，これら
の知見が安定的に現れるのかを明らかにする必要が
ある。また，大学で開講されている科目を，達成目標
や評価方法でグループ化し，それぞれのグループご
とのGPAと外部テストのそれぞれの分類項目との関
連を分析することも必要であろう。パネル調査により，
外部テスト結果の伸長と大学教育との関連を考察す
ることも重要である。なお，これらは，1大学のみの
分析では限界もある。可能な限り，他大学との比較
等の分析も行うことで，考察を深めたいと考える。

注
1） 3年生は1年次 4月時にアンケート調査を実施していなかっ
た。そのため，同年冬期に実施した調査データを使用した。

2) 1)と同様の理由で，本データは1年生データのみである。
3)「思考力（記述・論述式）」については，845人のうち 298
人のみが受検した。ただし，うち11人は最終的な回答送信
を行わなかったため採点結果が記録されていなかった。

4)本表は，ベネッセ i- キャリアほか（2019），河合塾ホームペー
ジ，成田・松村（2014），PROG白書プロジェクト編著（2018）
をもとに著者の一人である福島が作成した。

5)以下，特別に断らない限り，本稿での「PROG」は「PROG
（コンピテンシー）」をさしている。

6)GPSAの思考力（選択式）基礎学力調査について，他の 2
教科は受検し「数学」のみ中座した学生が 1名いるため，
「n=829」の記載がある行の「数学」のみ「n=828」である。 
また，基礎学力調査の「英語」だけは，1年生と，3年生が
1年次だった際の問題と満点が異なっている。そこで，100
点満点に換算した点数を利用した。

7)志望順位は，数字が小さい方が志望順位が高いことを表す。
8)指定校推薦と公募制推薦は「推薦」に，スポーツや文化系

図 5 入試区分ごとのGPSA「思考力（記述・論述式）」

図 4 入試区分ごとのGPSA「思考力（選択式）
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の特別推薦入試は「スポーツ」にまとめた。また，社会人
入試や外国人留学生試験等の通常と異なる入試は除外し
た。
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1 はじめに
近年，医学部医学科の入学者においては，臨床医
志向が強く，医学博士（PhD）の取得志向，いわゆ
る「研究医志向」が低調であることが問題となってい
る。研究医の養成・確保については，日本医師会・
全国医学部長病院長会議（2015）が発表した「医師
の地域・診療科偏在解消の緊急提言」の中で，「医
師である医学研究者の養成」として，以下の内容が
提言されている。

【提言】
医学生の意識改革を図るため，学部教育の中に医
学研究体験を積極的に取り入れ，医学生にリサーチ
マインドを涵養する。
【背景】
医学士（MD）で基礎医学を専攻する博士課程の
大学院生の数は 1990年代半ばを頂点として減少し，
これに加えて，大学院修了後に基礎医学研究を継続
する者も減少している。（中略）
臨床医学分野でも，臨床研修制度の導入により大
学離れが進み，研究志向の臨床医は激減している。
大学に残った者も研究に割ける時間は大幅に縮小さ
れ，その結果，国際学術誌への掲載論文数が激減した。

この提言は，研究医の確保に対する将来への強い
危機感が表れたものだ。徳島大学大学院医科学教育
部医学専攻（博士課程）においても，2019年度から
過去 5年間では入学定員に満たない状況が続いてお
り，研究医の養成・確保に対する懸念の声は高まっ

教育連動型AO入試の設計と実施
――地方国立大学における研究医の養成・確保をめざして――

植野 美彦，関 陽介，赤池 雅史，野間口 雅子（徳島大学）

徳島大学では，研究医の養成・確保を目的とした教育連動型 AO入試「四国定着研究医型」を
2019年度入試より導入した。本 AO入試は，入試制度と入学後のカリキュラムが緩やかに連動して
いることに強みをもち，四国地区の受験生とのマッチングを重視した選考過程，並びに研究医とし
ての資質を判定する総合討論などにより，アドミッション・ポリシーに合致した入学者の受け入れ
を行っている。初回の実施状況として志願倍率は落ち着いた結果となったものの，四国 4県のうち 3
県の志願者の伸び悩みが課題となった。さらに，合否判定結果を検証したところ，研究医及び医師
に求められる情意領域の能力を正確に測るために，採点方法のルールづくりが重要であることが示
唆された。
キーワード： 教育連動型 AO入試，研究医，四国，アドミッション・ポリシー，採点方法のルール

ている。
これらの背景から，徳島大学医学部医学科（以下，
本学医学科と略す）では，学部入試の段階からその
解決を図るべく，入試制度ワーキンググループを
2016年秋に立ち上げ，アドミッション組織と連携して，
研究医の養成を目的とした教育連動型の新たな入試
制度設計に着手することとなった。
本稿では，本学医学科における研究医のキャリア
形成を取りあげるとともに，そのキャリア形成を意識
した入試制度設計と実施状況等について報告し，初
回の実施を振り返り，今後の課題等を明らかにする。

2  本学医学科における研究医のキャリア形成と教
育連動型入試制度設計の必要性
徳島大学医学部は，1943年に四国で初となる医学
専門学校（徳島県立徳島医学専門学校）として創設
され，1949年 5月に四国唯一の国立大学医学部となっ
たことから歴史が古く，四国地区を中心として臨床医，
研究医を多く輩出してきた。また，医学部が所在する
蔵本キャンパスは，医学部のほか，歯学部，薬学部，
さらに徳島大学病院，先端酵素学研究所などを擁す
る「医療統合型キャンパス」として知られており，地
方国立大学でありながら，生命科学研究者の養成拠
点としても力を注いでいる。
これらの資源を活かして，本学医学科では，2003
年春より「MD-PhDコース」1)を設置した。「MD-PhD
コース」は，本学医学科 4年生修了時点で大学院に
進み研究力を身につけ，医学博士（PhD）を取得し
た後，5年生に戻り医師の免許（MD）を取得するコー

－ 207 －

【資料】 大学入試研究ジャーナル第 30号，207-213，2020．



スである。よって，本学医学科の大学院への進学に
ついては，在学中に大学院に進学するコース（以下，
MD-PhDコースと略す）と卒業後に大学院に進学す
るコース（通常コース）の 2つに分かれる（図 1）。
なお，図 1は，本稿で紹介するAO入試「四国定着
研究医型」の出願資格を踏まえたキャリア形成の例
であるが，他の選抜区分で入学した者も，MD-PhD
コースの選択が可能（基礎研究医をめざす者は初期
臨床研修を経なくても可）である。

しかし，第 1章で述べた通り，本学博士課程への
進学者数は厳しい状況である。また，MD-PhDコー
スにおける過去の進学実績は表 1の通り，毎年若干
名で少ない状況（本学医学科の 2019年度入試の入
学定員は114名）となっている。

坂根 2)（2007）によれば，医学部学生の多くは，将
来は臨床医になることを目的に入学し，研究に対して
興味がある者は決して多くないことを述べている。そ
して，研究を始める以前の多くの医学部学生は臨床と
研究を全く別のものと切り離して考えることが多いが，
本格的に研究を始めれば，むしろ臨床の場でこそ研
究は必要で，その気づきが重要だと述べており，研
究の機会を低学年の間に与えることの重要性も指摘
している。
本学医学科では，1年次にStudent Labにおいて
最先端の研究に触れる機会を早期に与え，2年次～
3年次に医学研究実習で基礎医学や臨床医学の研究

者とともに研究に従事するカリキュラムを有している。
よって，本学医学科は研究医を育成するシステムを
整備していることから，高
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・
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機
・

と捉え，
このシステムに関心を示し，潜在的なリサーチマイン
ドをもつ入学者を求める入試制度設計を行うに至っ
た。研究医の養成・確保をめざすことを目的とした
AO入試「四国定着研究医型」の設計である。

3 ＡＯ入試「四国定着研究医型」の設計過程
3.1 なぜＡＯ入試なのか
本学医学科が，AO入試を選択した理由として 2
つを挙げる。まず 1つ目は，「研究医」の認知の問題
から広く受験生個々へ直接的に訴えかける必要が
あったからだ。医学科と言えば，臨床医のイメージを
持つ受験生が多数派であり，研究医のイメージはほと
んどない。よって，「AO入試出願希望者説明会」を
開催し，研究医に関する説明の徹底を考案した。なお，
本説明会の参加は，出願資格の一部とした（詳細は
第 4章）。これらのことから，マッチングを重視した
上で，志願者自らの意欲・目的意識等を評価するAO
入試を選択した。2つ目は，入学後の履修成績や
OSCE（O b jec t i v e  S t r u c t u r ed  C l i n i ca l 
Examination）の評価において，AO入試からの入
学者が他の選抜区分からの入学者と比較して良好で
ある先行研究（例えば，八木ほか , 2008 ;坂本ほか , 
2010）があり，国立大学医学部医学科におけるAO
入試の有効性が示唆されていることにある。当然な
がら，AO入試で医師としての資質を丁寧に評価する
ことが不可欠であることは論を俟たない。

3.2 なぜ「四国定着研究医型」なのか
本 AO入試の出願資格は，四国地区 4県の徳島県，
香川県，愛媛県，高知県の現役生と既卒生（卒後 1
年以内）を対象としている。出
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は，筆者らが調査した限り，これまで国立大学
で実施された前例がない 3)。なお，本 AO入試は，
地域の医師確保を目的とした「地域枠」と混同され
やすいが，性質は全く異なるため注意が必要である。
本 AO入試は，入学後から研究医として自立するま
での最短で 11年もの期間，徳島大学医学部，徳島大
学病院と接点をもつこととなる（詳細は第 4章の表 3
「出願資格」）。
本学医学科では，徳島県内・県外の高等学校と医
学体験実習等を通じて高大連携活動 4)を推進してい
るため，高大接続型 AO入試などが検討されること
もあった。入学後の長期に渡り本学と接点をもつこと

図 1 本学医学科における研究医のキャリア形成 (例 )

表１ 本学医学科のMD-PhDコース進学者数
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から，いわゆる「徳島に縁のある」生徒を対象とした
制度設計を検討する考え方だ。
しかし，徳島県の大学進学者数を例に示すと，学
校基本調査（2018）では全国 47都道府県の中で 44
番目の 2,929名であり，最も多い東京都の 63,550名
の僅か 4.6%である。今後も18歳人口の減少が加速
することとなり，地方国立大学を取り巻く環境はさら
に厳しくなる。また，表 2で示す通り，県内生の本学
医学科入学者数は，過去と比較して漸減傾向となっ
ており，推薦入試Ⅱ（地域枠（地域特別枠含む）あり）
は一定の入学者を確保しているものの，一般入試（前
期）は入学者が 1桁台の入試年度もある。

以上のことから，出願対象の拡大を検討することと
なったが，全国を対象とすると，多数の出願があった
場合の審査体制に課題が生じる（書類審査で多数の
未通過者も出る）。また，「研究医」を理解しないまま，
選抜性の高い「医学科合格」のみを目的とする出願者
が混在する可能性，さらに医師修学資金の貸与を想定
していないことも考慮すると，確約ルール（第 4章の
表 3「出願資格」を参照）を軽視される懸念がある。よっ
て，研究医の資質を綿密に評価することを優先し，で
きる限り出願対象を絞ることが妥当と判断した 5)。
最終的に，本学医学科卒業生の多い四国地区 4県
を対象とし，四国に愛着と関心をもち，地域貢献を行
いながら国際性と研究能力を兼ね備えた研究医をめ
ざす者を対象として，入試設計を行うこととなった。

3.3 アドミッション・ポリシー（ＡＰ）の設計
アドミッション・ポリシー（以下，APと略す）は，

本学生物資源産業学部の先行事例（植野，2017）を
もとに，実質化を図った。本学医学科 AP，求める人
物像，本 AO入試の基本方針等においても本学医学
科とアドミッション組織と連携して設計した。詳細（一
部）は，以下の通りである。

図 2は，縦軸の「選抜方法」と横軸の「求める人
物像（AP）」の関係性をマトリクス形式で表現してい
る。「求める人物像」の 6観点は，「学力の 3要素」
を網羅・反映させたもので，APの核となる。そして「求

表 2 徳島県内生の本学医学科入学者数（過去 10年）

図 2 選抜方法と求める人物像の関係性（2019年）
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める人物像」は各選抜方法の「重点評価項目」とし
て位置づけている（例を挙げると，個人面接であれ
ば「関心・意欲・態度」「表現力」「主体性」を重点
的に評価することを意味する）。この「重点評価項目」
を基盤に各選抜方法の評価指標を作成し，APに基
づいて公平・公正性を担保した入学者選抜を実施し
ている。
以下に示す入学者選抜の基本方針は，入学希望者
への強いメッセージである。徳島大学のAO入試は，
2018年度入試から薬学部が初めて導入したが，当該
学部と共通していることは，募集人員を満たすことを
条件に合否判定を行わないことである。このことを意
識した内容も基本方針に盛り込んだ。

4 ＡＯ入試「四国定着研究医型」の概要
前章で述べたAPに基づき，当該 AO入試の出願
資格，選抜方法等を設計した（表 3）。本章では，募
集人員，出願資格，さらに選抜方法等を解説する。

4.1 募集人員
募集人員を 8名とし，四国各県の受入人員の目安
として，それぞれ 2名を設定した。受入人員の目安
は募集人員ではない。各県で募集人員を設けなかっ
た理由は，総合成績の結果を優先して合否判定を行
うためである。よって，APに合致した入学者を受け
入れるために，公平・公正性を担保することを前提と
して，柔軟な対応が可能な仕組みを導入した。

4.2 出願資格とＡＯ説明会参加の義務づけ
出願資格は，第 3章で述べた通り，四国地区 4県
とし，研究医養成を目的としていることから大学院進
学等を確約ルールとした（表 3）。また，「AO入試出
願希望者説明会（以下，AO説明会と略す）」の参加

を義務づけている。AO説明会は受験生とのマッチン
グの場として考えたものである。初回の入試のため，
事前に出願資格や選抜方法等の詳細を再確認する目
的もあるが，何より「研究医」とはどのような医師か
を丁寧に説明することを主たる目的している。「基礎
研究医」「臨床研究医」の理解を促すパンフレットの
作成・配布と各研究医の模擬講義，そして医学部入
学試験委員長の発案により，四国地区で活躍中の 10
名の研究医に協力を要請し，入学後のキャリア形成
ついて紹介するスライドを用いて参加者のモチベー
ションを高めるなど，プログラムにも念を入れた。

表 3 AO入試「四国定着研究医型」入学者選抜の概要（2019)
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4.3 選抜方法等
第 1次選考では，四国地区国立大学連合アドミッ
ションセンターで開発した「活動報告書」（井上ほか，
2017）と「調査書」の点数化を行う。「活動報告書」は，
過去の蓄積から明確な点数差が生じており，選抜資
料として活用した。一方，志望理由書は，他者の関
与も含めて検証が必要なため，参考扱いとした。
第 2次選考では，個人面接の他，「総合討論」とい
うこれまで聞き慣れない選抜方法を設定した。総合
討論の選抜内容は以下の通りである。

総合討論では，図 2で示す通り，「思考力・判断力」
「表現力」「協働性」を重点評価項目として設定して
いる。総合討論を導入した目的は多岐に渡るが，グルー
プワークである集団討論に臨むにあたり，討論のテー
マに対する思考・判断を行う時間を小論文で十分に
確保するとともに，研究医として必要な能力である，
仮説の立案等に基づく科学的探究力（研究能力）を
試すことが大きい。このことは，本学医学科卒業時コ
ンピテンス・コンピテンシー 6)にも示されている。集
団討論は，評価担当者が出題内容の題材から特定の
テーマを提示後，受験生自らの見解の発表とグルー
プディスカッション等を行う。また，討論のまとめ（振
り返り）は口述ではなく，論述で提出を求めているこ
とも大きな特徴となっている（詳細は秘匿性確保のた
め，本稿では言及を控える）。よって，総合討論は，「思
考力・判断力」「表現力」「協働性」等を深くかつ丁
寧に評価できることに強みをもっている。

5 初回の実施状況
初回の 2019年度入試の実施状況について，表 4
に示した 7)。

AO説明会の参加者数に着目しておきたい。参加
者数は，48名（現役生，既卒生（卒後 1年以内）の
み）となった。中でも，A県の参加者数が目立つ。し

かし，A県におけるAO説明会参加者の内，最終出
願者はおよそ 1/3まで後退し，他県と比較しても出願
比率の低さが目立つ。これには，大きな理由がある。
AO説明会において，「A県内の高等学校の現役生・
既卒生（卒後 1年以内の者に限る）で，推薦入試Ⅱ
地域枠（地域特別枠含む。）を希望する者は，それぞ
れ卒後の要件が異なるため，本 AO入試への出願は
できない」旨をAO説明会で予告したことが大きいと
考える。このことは，出願前に理解を促さないと，各々
の選抜の目的の差別化ができなくなり，入学後のミス
マッチが生じる要因になる。

AO説明会を実施した結果，志願者数は半数以下
の 20名まで減少したものの，AO説明会当日に実施
した参加者アンケートから，研究医のキャリア形成を
よく理解できたという結果が半数を超えた。よって，
入学希望者とのマッチングの場として成果があったと
考えられ，2020年度入試においても，AO説明会参
加の出願資格化を継続させることを決定している。

6 今後の課題と考察
今後の課題及び考察として，3点を挙げておきたい。
まず 1点目として，志願者・合格者状況から今後
の課題と考察を述べる。募集人員 8名に対して志願
者数は 20名（志願倍率 2.5倍）と落ち着いた結果と
なったが，最終合格者 4名（実質倍率 5.0倍）で募
集人員に満たなかった。2次通過は 8名と募集人員
と同数を通過（医学科は定員管理の都合上，ここで
9名以上の通過はできない）させたが，最終選考で
大学入試センター試験の成績基準（得点率概ね 80%
以上）を超えられなかった通過者が半数いたこととな
る。基礎学力の予測を選考段階から行うことは難題
である。筆記試験で測れない能力に重点を置く本
AO入試の性質上，募集人員割れは想定内であるが，
入試データ解析を行い，募集人員を満たす努力は必
要であろう。
また，B県・C県・D県の志願者数の少なさが何
よりも課題と言えよう。当該県の相談会，説明会等で，
合否判定は，成績優先か県別優先かについての質問

表 4 AO入試「四国定着研究医型」入試結果（2019）［単位 :人］
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が複数寄せられた。2020年度入学者選抜要項にお
いて，第 1次選考の通過方法，第 2次選考の合否判
定方法について明らかにしていること（詳細は後述す
る）を積極的にアピールし，志願者数の改善に努め
たい。

2点目は，総合討論の入試実施運営の課題を述べ
る。総合討論の強みについては，先に述べた通りで
あるが，多角的な配慮が求められる入試制度でもある。
具体的には，小論文の終了後，速やかに集団討論を
一斉に開始する必要があることだ。グループにより開
始時間に差があると，小論文の出題内容を題材とし
て扱う都合上，集団討論の準備に時間差を与え，公
平性を担保できない。このことを解決する方策として，
第 1次選考通過者数の上限設定を行うことが考えら
れるが，四国各県受入人員の目安を設定している関
係上，単に成績上位から通過者を決定する方法では，
受入人員の目安を考慮しないこととなり，予告内容と
齟齬が出てしまう。偶然にも初回の入試においては，
この問題に直面しなかったが，対策が急務であり，検
討を行った。検討した結果，第 1次選考の最大通過
者数を，各県毎に受入人員の目安の 4倍程度とする（1
県あたり最大 8名程度を上限に通過させる）ルール
等を策定し，2020年度入学者選抜要項から公表する
ことにした。

2018年度は医学部医学科の不正入試が社会問題
化した。公平性・公正性を確保した上で，万人が納
得する入試制度が必要なことは論を俟たない。通過
（合格）決定方法については社会に説明できる範囲で，
あらかじめ入学者選抜要項に記載しておくことが最も
適切である。本学医学科では，前述の第 1次選考通
過方法に加えて，第 2次選考の合否判定方法（以下，
詳細）について，2020年度入学者選抜要項で詳しく
説明を行っている。
最後に，初回の入試データ解析（表 5）を基に，考

察を述べる。秘匿性確保の関係上，共分散比のみ示
した。なお，センター試験の成績は，基準を満たせば
合格扱いとなるため，表 5には記載せず，第 1次選
考から第 2次選考の選抜方法を記載した。表 5から
明らかなように，「選抜方法Ⅳ」が最も合否に影響し
ている。「選抜方法Ⅳ」の選抜名を明かすことはでき
ないが，研究医としての資質のみならず，医師として
必要とされている情意領域の能力を測る選抜方法で
あることは報告しておきたい。1回の実施のみで，本
AO入試を評価できないが，次年度の入試改善には
貴重なデータとなる。また，情意領域の能力を正確に
測ること（測定バイアスを少なくする），そしてAO入
試の性質と多面的な評価の観点から，各選抜方法に
おける重みに絶妙なバランスを担保することも欠かせ
ない。本稿は公開されるため，当データ分析の詳細
について明らかにできないが，「選抜方法Ⅳ」が最も
合否に影響した要因を詳しく検証（関係教員からのヒ
アリング）したところ，評価基準の影響よりも，選抜
実施前のルール設定（無論，公正性を担保した上で
のこと）の影響度が強かった可能性がある。近年，
AO入試の拡大に伴い，効果的な評価方法に関する
研究が行われており，木村（2017）は，「採点基準よ
りも，採点方法のルールの方が大事」と指摘する。
本学アドミッション組織では採点基準だけでなく，採
点方法のルールづくりに力を注いでおり，選考前ミー
ティング（ブリーフィング，ノーミングなどと呼ばれて
いる）で採点方法の共有に関する研究活動 8)を進め
ているが，その重要性が改めて示唆される結果となっ
た。今後も効果的な採点方法の研究活動を進めなが
ら，本学医学科と強い連携のもと，入学後の追跡調
査も踏まえ，AO入試の妥当性と信頼性を検証し，よ
り精度の高い入学者選抜に向けて地道に取り組んで
いく必要がある。

7 おわりに
本 AO入試は教育連動型 AO入試であるが，研究
医のキャリア形成として，本学医学科はカリキュラム
を1本化していない。18歳，19歳の段階で目標をも
つことは理想であるものの，経験を積んで自らがめざ
すキャリア選択はまだまだ先となる。キャリア形成が
ラダー化しないよう，ジャングルジム的な配慮も実は
必要であり，入学者選抜に過度な重みを持たせない

表 5 AO入試「四国定着研究医型」入試データ解析（2019）

－ 212 －

大学入試研究ジャーナル第 30号



ことも大切であると考えられる。
そして，本 AO入試は高大接続改革を好機として
導入したものと論じた。改革のための改革ではなく，
本学医学科 APに合致した入学者を求めることを柱
としながら，博士課程における大学院生数減少の課
題解決へ繋げていくことにも期待を寄せたい。AO入
試は 2021年度入試より「総合型選抜」となるが，「教
育連動型選抜」としての機能を併せ持つことも必要
ではなかろうか。本 AO入試の成果は，まだまだ先と
なるが，関係教職員で連携し，教育連動型入試の先
駆のひとつとなるよう活動していきたいと考えている。

注
1) MD-PhDコースの選択は入学後である。
2)坂根は，本学医学科MD-PhDコースの第 1期生。現在，
徳島大学院医歯薬研究部医科学部門生化学分野の准教授
である。

3)本 AO入試の実施については，予め文部科学省医学教育課，
並びに大学入試室の双方にコンセンサスを取って進めてい
る。

4)高大連携活動と入学者選抜は完全に切り離して考えており，
本学医学科の入学者選抜は，中立・公正な意思決定に基づ
き，志願者の能力･意欲･適性等を多面的・総合的に評価
している。

5)出願対象の見直し等は，今後の入試結果を検証して，再検
討する可能性がある。

6)本学医学科卒業時コンピテンス・コンピテンシー
　1. 倫理とプロフェッショナリズム　
　2. コミュニケーション
　3. 医学知識　
　4. 医療の実践　
　5. 医療の社会性・社会への貢献
　6. 科学的探究力・研究力  
　7. 国際的能力
7)当詳細については，非公開データが含まれているため，一
部のデータを割愛した。なお，2019年度全国大学入学者選
抜研究連絡協議会大会（第 14回）研究発表予稿集Ⅱ【取
扱注意】の拙稿に詳細を示してある。

8)本研究については，2019年 3月に開催された，九州大学基
幹教育院 次世代型大学教育開発センター主催 アドミッショ
ン・スペシャリスト能力開発研修会 (第 3回 )において，「ア
ドミッション・スペシャリストによる書類選考・面接担当者
の養成と選抜実施運営について」と題して植野が報告した。
当研修会の報告書は．現在印刷中である。
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1 はじめに
大学入試において募集定員に対して過不足のない
適正な入学者数を得ることは，入学辞退者がほとん
どいない一部の大学を除いて，多くの大学で重要な
課題といえる。これは「合格した受験生のうちどれだ
け実際の入学者となるのか」をいかに正確に予測す
るかという課題に直面していることに他ならない。
この課題に対して，福田（2003），小林・高野（2004），
福田（2005），菅田（2011），菅田（2012）など，様々
な統計的手法が考察されている。釧路公立大学（以
下，本学）においても，秋山（2014）や秋山（2017）
において，被説明変数である入学手続者数に対して
合格者数や志願者数，併願者数，北海道内出身者数
などを説明変数とする回帰分析を行い，得られたパ
ラメータの推定値を用いることで，一定の精度が期
待できる予測は可能であることを示すことができた。
しかしながら，これらの先行研究では集計された年
次データを利用しており，以下の 2つの問題が不可
避となる。まず，年次データは 1年で 1つしか入手で
きないためサンプルが極端に少なく，統計学的な予測
精度は期待できない。また，入試制度が数年おきに
頻繁に改訂されていると推定自体が困難となる場合
がある。
なにより，集計される過程で個々の受験生に関する
情報（例えば，併願状況や得点など）が埋没してし
まう。特に得点の情報が集計されてしまうのは深刻で
あろう。なぜならば，一般に高得点の受験生ほど他
大学にも合格する可能性が高く入学手続にいたる確
率（以下，入学手続確率）は低くなると考えられる。
しかし，集計データで受験生の詳細な得点分布まで

ミクロデータを用いた入学者数の予測方法についての考察
――釧路公立大学における事例――

秋山 修一 （釧路公立大学）

本稿は，集計データでは埋没してしまう受験生一人ひとりの特性を考慮するため，ミクロデータ
による入学手続確率の推定を行い，その結果を用いて入学者数を予測する方法を考察した。推定結
果からは，併願している受験生や入学手続実績のある高校出身の受験生ほど入学手続確率が高いこ
とが示された。また，一部の教科では高得点の受験生ほど入学手続確率が低くなることが確認され，
入学者数の予測において受験生の特性を考慮することの重要性が明らかになった。そして，この推
定結果を用いることで，年による全体的な受験傾向の変化に留意する必要があるものの，精度の高
い入学者数の予測ができる可能性があることが示された。
キーワード： 入学手続確率，ミクロデータ，質的選択モデル（プロビット，ロジット）

把握するのは容易ではない。例えば平均点が低下し
たとしても，その原因が「入学手続きをしない可能性
が高い高得点の受験生が減少した」のか，それとも「そ
もそも合格圏内におらず入学者数や入学手続確率に
は影響しないであろう低得点の受験生が増加した」
のかは判別できない。したがって，平均点が入学者
数や入学手続確率に影響するとの先験的な仮定に基
づいた分析や合否判定は判断を誤る恐れがある。も
ちろん，中央値や四分位数などを活用してグループ
分けをすれば，ある程度の得点分布を把握すること
はできるが，それならば受験生一人ひとりを詳細にみ
る方が，正確に得点分布が反映されることは自明であ
ろう。
そこで本稿は，集計されていないミクロデータを用
いることで，受験生一人ひとりの特性を踏まえた入学
者数の予測方法を考察する。なお，本稿は筆者個人
の考え方を示すものであり，釧路公立大学の公式見
解を示すものではない。

2 釧路公立大学の入学試験制度 1）

本学は経済学部の単科大学で，経済学科（以下，「経
済」）と経営学科（以下，「経営」）の 2学科がある。
入学定員・募集人数は表 1.1のとおりである。一般選
抜には前期日程（以下，「前期」）と公立大学中期日
程（以下，「中期」）があり，特別選抜は大半が推薦
入学である。
一般選抜における試験区分と配点は，「経済」と「経
営」での違いはなく，表 1.2のとおりである。「前期」
は大学入試センター試験（以下，「センター」）のみ，「中
期」は「センター」に加えて個別学力検査（以下，「個
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別」）を課している。なお，「センター」の外国語の筆
記は英語のみで，数学と社会（地理歴史，公民）で
複数の科目を受験した場合は高得点科目を採用する
ことになっている。

3 入学手続確率の推定
3.1 推定方法
合格者が入学手続するかどうかの意思決定は，質
的（離散的）選択である。したがって，これを推定
する場合の被説明（従属）変数は，

1: 入学手続する
0: 入学手続しない
という，中間の値をとらない非連続のデータとなる。
このような質的選択を取り扱う際に一般的な手法とし
て，プロビット（probit）モデルやロジット（logit）
モデルがある。これらは 1か 0かという離散的な被
説明変数（ ）に対して，その意思決定をする要因と
しての潜在変数（ ）を仮定する。これは合格者の「入
学手続きしたい気持ち」のバロメータと解釈できる。
そして， と との関係は次のように表される。 

すなわち， の値が正であれば入学手続きをする，
負であれば入学手続きをしない。この について，プ
ロビットモデルでは累積正規分布と仮定し，ロジット
モデルではロジスティック曲線と仮定する。それ以外
に両者に違いはないが，プロビットとロジットで推定
された係数は直接比較することはできない 2）。

本稿では，両者を用いた推定を行い，より良好な推
定結果を得られるモデルを採用する。このようなプロ
ビットかロジットかを選択する際の基準には，適合度
指標とされるシュワルツベイズ情報基準（SBIC）や
赤池情報基準（AIC）などの他に的中率がある。こ
の的中率とは，割合による決定係数とも呼ばれる指標
で，正しく予測した数を観測値（実績値）の総数で
除したものである。なお，表 2のとおり，正しい予測
には，「実際に入学手続した受験生を入学手続すると
予測したケース」と，「実際には入学手続しなかった
受験生を入学手続しないと予測したケース」がある。
また，「実際には入学手続しなかった受験生を入学手
続すると予測したケース」を誤った予測①とし，「実
際に入学手続した受験生を入学手続しないと予測し
たケース」を誤った予測②と呼ぶことにする。 

3.2 使用データ
本稿では，一般選抜の「前期」と「中期」を分析
対象とし，合格者のほとんどが入学手続者となる特
別選抜は対象から除外した。入手したデータは，
1999～ 2019年度の追加合格を除く合格者（「前期」: 
6,432人，「中期」: 7,380人） のミクロデータである 3）。
具体的には，入試年度，日程，志望学科，性別，「前期」
と「中期」での本学への併願状況，卒業年度，出身
高校，「センター」と「個別」の教科別の得点，入学
手続状況である。
ただし，「センター」で数学が選択可能となったの
は 2010年度以降であるので，1999～ 2009年度は
推定期間からは除外した。また，2017～ 2019年度も，
後述の予測の検証に用いるため推定期間からは除外
した。これは予測時点では未知の入試結果（手続き
状況）を含めた推定結果を用いれば予測の的中率が
不当に高くなるとの批判に対応するためである。した
がって，推定期間は2010～2016年度の7年間であり，
サンプルサイズは「前期」が 2,091，「中期」が 2,201
である。
本稿の説明変数に用いたのは，上記のデータを元
に作成した以下の変数である。

表 1.1 入学定員・募集人数

表 1.2 配点合計数

表 2 予測の正誤
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・SEi: 性別ダミー（女性 : 1，男性 : 0） 
・DOi: 併願ダミー（併願 : 1，単願 : 0） 
・GEi: 現役生ダミー（現役生 : 1，その他 : 0） 
・HSi: 高校別入学手続実績 
・SC1i～SC4i: 「センター」の教科別得点
このうち，高校別入学手続実績は，合格者に占め
る入学手続者数の割合を，日程別，高校別に計算し
たものであり，その記述統計は表 3.1である。なお，
本来は当該入試年度において既知のデータだけを用
いて計算すべき変数である4）。ところが，表3.2と表3.3
に示した全データ期間 (1999～ 2019年度 )の高校別
合格者数の分布をみても，合格者の多くは当該高校
出身の合格者数が 5名以上の高校出身であるものの，
高校数でみれば合格者数が 5名未満の高校が多数
存在することがわかる。このため既知のデータだけで
割合を計算するとゼロや 1といった極端な値の高校
が増えてしまう。それを防ぐため本来は未知である
データが含まれてしまうが，全データ期間で計算した。
もちろん，都道府県や地域ごとに集計すれば，極端
にデータが少なくなる問題は回避できる。しかし，同
じ都道府県や地域に所在する高校でも，学力や校風、
進学に対する考え方（地元志向の強さなど）が異な
ることを考えると，可能な限り集計せずに受験生の特
性を反映できる方が良いと判断した。

「センター」の教科別得点は，高得点の受験生ほど
入学手続きしない可能性が高いという仮説を検証する
ものであり，各教科の素点を用いた。なお，本学では
数学と社会（地理歴史，公民）は高得点科目を採用
することになっており，入手したデータも「数学Ⅰ」や
「日本史 A」といった個別科目の得点ではなく，各教
科における最高得点科目の素点である。また，素点の
ままでは科目間や年度間の試験問題の難易度の違い
などを見落とす恐れもあるが，公表されている「セン
ター」の情報は，科目別の受験者数と平均点だけで受
験生全体の得点分布などは不明であり，現時点でこ
れらの違いを考慮することは困難であると考えた 5）。
その他の説明変数として，志望学科ダミーや「個別」
の教科別得点も考えられるが，有意な推定結果を得
られず適合度指標等も改善されないことから本推定
からは除外した。
したがって，推定式は，

である。なお，aは定数項，uiは誤差項である。

3.3 推定結果
推定結果は表 4.1および表 4.2である。いずれも適
合度指標ではプロビットの方が若干良好であるもの
の，的中率では「前期」は同じ値，「中期」はロジッ
トの方が若干上回っている。予測が目的であるので的
中率を優先し，「前期」はプロビットモデル，「中期」
はロジットモデルの結果を採用することにした。
なお，的中率は「前期」が 90.6%，「中期」が

74.2%である。「前期」に比べて「中期」が低いが，
入学手続する合格者の割合（入学手続者数÷合格者
数）が，「前期」の 24.8%に対して，「中期」は
43.2%であることに起因している。すなわち，「合格
者全員が入学手続しない」と予測するだけで，正し
い予測が「前期」は 75.2%となるのに対して，「中期」
は 56.8%に留まるためである。本推定による的中率
の向上という観点でみれば，「前期」が 15.4ポイント，
「中期」が 17.4ポイントである。
各説明変数はおおむね有意な結果となっている。
「前期」では，性別が有意に負であることから，男
性よりも女性の方が入学手続確率は低くなる傾向に
あるとの結果である。これは「前期」の入学手続す
る合格者の割合は，男子の 29.2%（合格者 3,986人
中手続者 1,165人）に対して，女子は 12.8%（合格
者 2,446人中手続者 312人）であることからも整合
的である。一方，「中期」では有意ではないが，男子

表 3.1 高校別入学手続実績に関する記述統計

表 3.2 高校別合格者数（「前期」）

表 3.3 高校別合格者数（「中期」）
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の 48.4%（合格者 4,979人中手続者 2,412人）に対
して，女子は 39.9%（合格者 2,401人中手続者 959人）
と大きな差がないことが関係していると考えられる。
単願よりは併願の方が，入学手続確率が高くなるこ
とも常識的な結果といえるが，「前期」では，現役生
ダミーが負ではあるが有意ではない。通常，現役生
よりも浪人生の方が入学手続する傾向にあるのだが，
「前期」では浪人生が合格者全体（6,432人）の１割
に満たない（559人）ことが影響しているのかもしれ
ない。
高校別入学手続実績は，入学手続確率に対して有
意に正である。個々の受験生が本学をどのように位
置づけているのか、第 1志望なのか，「滑り止め」な
のか，合格実績が欲しいだけなのか、を直接把握す
ることは極めて困難であるが，それを類推するための
情報として，過去の高校別の手続き状況を参考にす
ることの有効性が示されたと考えられる。
「センター」における各教科の得点は，「中期」では
全教科で有意に負となっているが，「前期」では英語
のみが負で，国語と社会，数学は有意に正となってい
る。したがって，高得点の受験生ほど手続きしない可
能性が高いという仮説は，「中期」では整合的だが，「前
期」では英語以外には当てはまらない可能性がある。
他大学との競合関係が影響していると思われるが，
今後の検証が必要であろう。
これらの推定結果からは，集計データでは埋没して
しまう受験生一人ひとりの特性が入学手続確率に与
える影響を考慮することの重要性が明らかになったと
いえる。

4 入学手続者数の予測
パラメータの推定値を実際のデータに当てはめるこ
とで，各受験生の入学手続に影響する潜在変数 
（ ）の予測値（ ）が計算できる 6）。この が正の
受験生は入学手続する可能性が高く，負の受験生は
入学手続しない可能性が高いことになる。 が正の
受験生を成績上位から順番に累積すれば，合格圏内
に入学手続きしてくれる可能性の高い受験生が何人
いるかがわかる。すなわち，合格者数に対する入学
者数を予測できるはずである。
そこで，パラメータ推定から除外した 2017～ 2019
年度のデータを用いて，この予測方法を検証した。表 5.1
～表 5.3が各年度における一般選抜入試の実績値，お
よび合格者のデータをもとに予測値（ ）を計算し，実
際の手続状況と比較して的中率を計算したものである。
なお，正しい予測や誤った予測①と②は，前述の
表 2と同じ意味であるが，入学手続者数の予測にお
いては，誤った予測①と誤った予測②の差が重要に
なってくる。両者が拮抗していれば，打ち消しあって
結果として予測と近い入学手続者数となるが，そうで
なければ予測との乖離が生じる。
各日程の募集定員は，表 1.1のとおり，「前期」は「経
済」が 45，「経営」が 20，「中期」は「経済」が 85，
「経営」は 40である。したがって，「前期」は的中率
も高く，誤った予測①と誤った予測②の差が小さい。
2017年度の「経営」で差が 5人（募集定員の 25%）
となっている他は，全体とすれば良好な予測結果と
なっている。一方，「中期」は的中率が低いだけでなく，
誤った予測①と誤った予測②の差が大きい。それで
も 2017年度は「経営」で 13人（募集定員の

表 4.1 推定結果（「前期」）

表 4.2 推定結果（「中期」）
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32.5%），2018年度は「経済」で 25人（募集定員の
29.4%）だけで，もう一方の学科は差が大きくないの
だが，2019年は，「経済」で 43人（募集定員の
50.6%），「経営」で 16人（募集定員の 40.0%）とど
ちらも誤った予測①を誤った予測②が大幅に超過し
てしまっている。

このような結果となった一つの原因として，近年の
入試環境全体の変化があるのかもしれない。それを
確認するために，推定期間を 2010～ 2019年度に変
更し，説明変数に年度ダミー変数を追加して再推定
した結果が表 6.1と表 6.2である。この年度ダミーは，

その大きさだけ当該年度は入学手続確率が全体とし
てシフトしていた，あるいは，入学手続きするかしな
いかの判断基準がゼロからシフトしていたことを意味
している。前述の年度間の試験問題の難易度の違い
だけでなく，学習指導要領の変更による現役志向，
浪人を回避する動き，競合する他大学の新設や増設，
定員変更，東日本大震災等の自然災害など，受験生
一人ひとりの特性によらない全体的な入学手続き傾向
の変化と解釈できる。
表 4.1や表 4.2と比較してもパラメータの推定結果
にそれほど大きな差異は見られないが，追加した年度
ダミーが「前期」ではほとんど有意ではない一方で，「中
期」ではほぼ有意に負となっている。これは 2019年
度をゼロとしたときに各年度が全体として入学手続確
率が低かったことを意味しており，逆に言えば 2019
年度の「中期」の入学手続確率だけが突出して高かっ
たことになる。このようなダミー変数を安易に推定に
加えることには否定的な意見もある 7）。しかし，的中
率も「前期」では低下しているが，「中期」は改善し
ている。このことから「中期」は，「前期」と比較し
て年ごとの入学手続き傾向の変動が大きく，ミクロ
データからはわからない全体的な傾向を測る必要が
あるのではないかと思われる。

表 5.1 入学手続者予測の検証（2017年度）

表 5.2 入学手続者予測の検証（2018年度）

表 5.3 入学手続者予測の検証（2019年度）

表 6.1 推定結果（2010～ 2019年度・「前期」）
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5 おわりに
本稿の推定結果からは，一部の教科を除いて高得
点の受験生ほど入学手続確率が低く，「前期」と「中
期」で本学を併願している受験生や過去の高校別入
学手続実績において入学手続した合格者の割合の高
い高校出身の受験生の入学手続確率が高いことが示
された。
ただし，これまでの合格実績が極端に少ない，ある
いは全くない高校からの受験生に対しては，判断を誤
る可能性が高い。推定そのものは，数年程度でも統
計学的に十分なサンプルサイズを確保できるものの，
高校別入学手続実績についてはある程度の年数をか
けたデータの蓄積が必要である。
そして，「中期」の予測結果からも明らかなように，
実用的な予想方法とするには，年度による違いを考慮
した推定を検討する必要がある。本稿では，年度ダ
ミー変数で対応したが，これ以外にもトレンド変数等
を用いる方法も考えられ，今後の課題といえる。
また，当該年度の年度ダミーは入試結果に基づい
て事後的に計算されるものであり，予測段階では未知
の数値である。この値の設定によって予測値（ ）
がゼロ前後の受験生の判定に大きく影響することにな
る。昨今の入試環境においては，全体的な入学手続

状況が大きく変動することも想定されるため，これを
例年通りや前年度と同程度（したがって年度ダミーは
ゼロ）と仮定すると，重大な判断ミスにもつながりか
ねない。
本稿の予測方法は，「前期」のように的中率が高い
推定結果が得られれば，有力な判断材料のひとつと
なるであろう。ただし，それぞれの大学の状況によっ
ては「中期」のように推定結果や的中率が不安定な
場合もあるだろう。この問題を克服するためには，志
願者数や受験者数といった集計データや，他大学・
高校等へのヒヤリング，あるいは担当者の長年の経
験等も踏まえて，当該年度の受験動向を総合的に判
断する必要があり，これについても今後の課題とい
える。

注
1)詳細は入学者選抜要綱等を参照のこと。
2)和合・伴（1995）: 78; 山澤（2004）: 194; 北村（2009）: 

101
3)これらのデータの利用にあたっては，入試委員長（学長）
の許諾を得たうえで，個人が特定できないように配慮してい
る。

4)例えば 2010年度入試であれば 2009年度までのデータが
既知であり，2010年度以降のデータは未知である。

5)科目別受験者数と平均点を加重平均した「教科別平均点」
からの偏差を用いた推定も行ったが，推定結果に大きな違
いはなかった。

6)推定において有意でなかったパラメータ（「前期」の現役生，
「中期」の性別）については，一般に不要な変数が含まれて
いても推定値にそれほど害はないとされるため，本稿では除
外して再推定することなくそのまま使用している。

7)山澤（2004）: 66
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1 はじめに
1.1 テーマの選択理由と解決すべき課題
進学相談会（進路相談会／進学説明会／進路説明
会）は，大学説明・高校訪問・模擬授業と共に，入
試広報事業を支える重要な柱の 1つである。しかし
志願者確保に対して，個々の相談会が与えた影響を
測定することは困難であるため，参加・不参加を検
討する際に決め手となる明確な基準を欠いた状態に
ある。
そこで本稿では，進学相談会への参加効率を改善
する糸口を探るため，「どのような相談会に，どのよう
な相談者が参加するのか？」という課題を解き明かす。
そのために，進学相談会で大学担当者が相談希望者
の匿名情報を記載した対応記録を主要な材料として，
相談者データと相談会データの関係性を探ってみる。
これを通じて，特定の進学相談会に参加する傾向の
強い（または弱い）階層の特徴を捉える。

1.2 進学相談会に関する先行研究の検討
進学相談会に関する先行研究は，大別すると以下
の 3つに分類することができる。まず①大学教員によ
る入試広報事業への参加意義に関する研究（大作, 
2009; 内村, 2010），次に②複数の国立大学による合
同進学説明会に関する研究（高木・寺下・村松, 
2011; 高木・寺下・村松, 2012; 高木, 2014），最後に
③個別大学（新潟大学）による進学説明会の評価・
特徴分析に関する研究（中畝, 2007）である。
特に②・③の先行研究では，実際に進学説明会へ
の参加者に関する分析が行われているが，いずれも
学年や偏差値などの分布比率を示す段階に留まって

進学相談会の対応記録に関する傾向分析
――志願者確保の改善に資する一試論――

板倉 孝信，吉田 章人，並川 努，坂本 信（新潟大学）

志願者確保事業の一環として，進学相談会は重要な役割を果たしていると考えられるが，実際に
その効果を評価するのは容易でない。この状況を踏まえて，本稿では進学相談会において大学担当
者が相談希望者の匿名情報を記載した対応記録に着眼し，その傾向分析を試みた。これらのデータ
には離散変数が含まれているため，統計ソフトStataを用いて順序ロジスティック回帰分析を行った。
この分析によって判明した傾向から，それぞれの進学相談会に参加する傾向の強い階層の特徴を捉
えた。これを通じて，志願者増加に対する直接的な効果測定が困難である相談会の効率化を図るこ
とが，本稿の目的である。
キーワード：進学相談会，対応記録，入試広報，志願者確保，回帰分析

いる。本稿で試行したように，対応記録データをフル
活用し，本格的な計量分析に挑戦した先行研究は見
当たらないため，その点に意義が見出せる。

2 進学相談会の概要と計量分析の準備
2.1 進学相談会の開催日程・地域

2018年度に，新潟大学入試課および高大接続推
進部門が参加した進学相談会は，対応記録が残され
ている事例だけでも全 62回，その参加者数の合計は
のべ 1666組（志願者本人＋代理人は1組とカウント）
に及んでいる。参加者を単位とする詳細な計量分析
は，次節（3.1.）以降で行うため，ここでは相談会を
単位とする情報を簡単に紹介しておきたい。
まず開催時期で見ると，5～ 9月の 5ヵ月間に 50
回（80％）が集中している。また開催曜日は，土日祝
日の17回（27％）に対して，平日は 45回（73％）と
相当多い。開催時間は 1時間台から8時間台まで多
様であるが，3時間台が 31回（50％）を占める。開
催地域は札幌から大阪まで，北日本と東日本を広くカ
バーしており，新潟県内の 20回（32％）に対して，
新潟県外は 42回（68％）に及んでいる。
尚，新潟大学が参加した進学相談会の主催者は，
業者・他大学・本学の 3つに区別され，その内訳は，
業者が 51回（82％），他大学が 5回（8％），本学が
6回（10％）であった。前述のように，本稿は「どの
ような相談会に，どのような相談者が参加するのか？」
という課題を解き明かすため，受験生や保護者など
が参加可否を決定する際の要素に注目している。参
加者は，相談会が開催される「時期・曜日・時間・
地域」などの時間・地理的制約に拘束されており，「主
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催者」は志望大学による主催などを例外とすれば，
これらに及ばないと想定されるため，本稿では分析か
ら除外している。

【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）：（○）原著論文，（○）資料，（○）ノート】 
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ら除外している。 
 
図1 旧・進学相談会対応記録（～2018年度） 
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独立変数①【時期】では，4~9月の繁忙期を月別
に分離し，10～ 3月の閑散期を1つに統合した。ま
た独立変数④【地域】では，新潟県を北部と中・南
部に 2分割すると共に，隣接県と非隣接都道府県を
区別した。
一方，従属変数③【参加】では，志願者本人のみ（1）
と代理人（保護者・高校教員・塾講師）のみ（3）の
中間に，本人＋代理人（2）を設定し，代理性の強弱
による順序を設定した。尚，代理人とは志願者本人
に代わって相談会に参加する人物を指す。さらに従
属変数④【志望】では，文系学部（1）と理系学部（3）
の中間に文理融合学部（2）を置いて，全 10学部に
文理の度合に基づく順序を設定した。

2.4 採用する分析手法とその理由
冒頭でも述べたように，本稿で取り扱うデータは離
散変数を含んでいるため，最小二乗法に基づく線形
回帰分析を用いることは適切でない。そこで本稿では，
最尤法に基づくロジスティック回帰分析（ロジット・
モデル）を分析手法として採用する。また従属変数
には多項のものが含まれており，それらは一定の度合
に応じて加工されているため，ここでは順序ロジス
ティック回帰分析を用いるのが最適である。

3 計量分析の結果とその含意・考察
3.1 独立・従属変数の一元度数分布
表 1・2で設定した独立変数①～④，従属変数①
～④の一元度数分布を示したものが，以下の表 3～
10である。独立変数に関しては，7月開催や下越開
催の相談会の参加者数が，他の時期・地域より突出
して多い点が注目される。また従属変数に関しては，
高 2生の参加者数が高 3生を上回っている点，参加
者に占める代理人の比率が 20％程度に過ぎない点な
ど，直観的な印象とは少し異なる結果も散見された。
尚，表 7～ 10で示した従属変数①～④の「0」は，
以後の分析で全て欠損値として扱うものとする。

表 3 独立変数①【時期】の一元度数分布
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【時期】 度数 比率（％） 
1（4月）   67   4.03 
2（5月）  287  17.23 
3（6月）  257  15.43 
4（7月）  618  37.09 
5（8月）  132   7.92 
6（9月）  173  10.38 

7（10～3月）  132   7.92 
合計 1666 100.00 
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3（3時間台）  517  31.02 
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【時間】 度数 比率（％） 
1（1時間台）    5   0.30 
2（2時間台）   53   3.18 
3（3時間台）  517  31.02 
4（4時間台）  211  12.67 
5（5時間台）  350  21.01 
6（6時間台）  315  18.91 
7（7時間台）    0   0.00 
8（8時間台）  215  12.91 

合計 1666 100.00 
 
表6 独立変数④【地域】の一元度数分布 

【地域】 度数 比率（％） 
1（下越）  642  38.53 

2（中越・上越）  156   9.36 
3（隣接県）  309  18.55 

4（非隣接県等）  559  33.56 
合計 1666 100.00 

 
表7 従属変数①【学年】の一元度数分布 

【学年】 度数 比率（％） 
0（他・不明）   65   3.91 
1（高1生）  202  12.12 
2（高2生）  711  42.68 
3（高3生）  620  37.21 
4（既卒生）   68   4.08 

合計 1666 100.00 
 

表 7 従属変数①【学年】の一元度数分布
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従属変数④ 
【志望】 

人文・法・経済学部（学部未定の文系を

含む）＝1，教育・創生学部＝2，理・

工・農・医・歯学部（学部未定の理系を

含む）＝3，他・不明＝0 
 
 独立変数①【時期】では，4~9月の繁忙期を月別に

分離し，10～3月の閑散期を1つに統合した。また独

立変数④【地域】では，新潟県を北部と中・南部に 2
分割すると共に，隣接県と非隣接都道府県を区別した。 
一方，従属変数③【参加】では，志願者本人のみ

（1）と代理人（保護者・高校教員・塾講師）のみ

（3）の中間に，本人＋代理人（2）を設定し，代理

性の強弱による順序を設定した。尚，代理人とは志願

者本人に代わって相談会に参加する人物を指す。さら

に従属変数④【志望】では，文系学部（1）と理系学

部（3）の中間に文理融合学部（2）を置いて，全 10
学部に文理の度合に基づく順序を設定した。 
 
2.4 採用する分析手法とその理由 
冒頭でも述べたように，本稿で取り扱うデータは離

散変数を含んでいるため，最小二乗法に基づく線形回

帰分析を用いることは適切でない。そこで本稿では，

最尤法に基づくロジスティック回帰分析（ロジット・

モデル）を分析手法として採用する。また従属変数に

は多項のものが含まれており，それらは一定の度合に

応じて加工されているため，ここでは順序ロジスティ

ック回帰分析を用いるのが最適である。 
 
 
3 計量分析の結果とその含意・考察 
3.1 独立・従属変数の一元度数分布 
 表 1・2 で設定した独立変数①～④，従属変数①～

④の一元度数分布を示したものが，以下の表 3～10
である。独立変数に関しては，7 月開催や下越開催の

相談会の参加者数が，他の時期・地域より突出して多

い点が注目される。また従属変数に関しては，高 2
生の参加者数が高 3 生を上回っている点，参加者に

占める代理人の比率が 20％程度に過ぎない点など，

直観的な印象とは少し異なる結果も散見された。 
 尚，表 7～10 で示した従属変数①～④の「0」は，

以後の分析で全て欠損値として扱うものとする。 
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ら除外している。 
 
図1 旧・進学相談会対応記録（～2018年度） 

 
 
図2 新・進学相談会対応記録（2019年度～） 

 
 
2.2 対応記録の記載項目・欠損値 
 新潟大学では，2018 年度だけでも入試課と高大接

続推進部門から 12 名の教職員が進学相談会に参加し

ており，それぞれの担当者が対応記録を記載しながら

相談を進めている。記録用紙は全員が共通のフォーマ

ットを使用しているが，余白部分や自由記載欄の活用

方法は担当者によって異なる。その中には，高校名や

予備校名に加えて，関心のある学問分野や職業に関す

る記載も散見され，大変興味深い。 
 ただし本稿のような計量分析では，可能な限りバイ

アスの小さい多数の標本を収集する必要があるため，

全員が高確率で記載するフォーマットの必須事項のみ

を分析対象とした。すなわち，学年・性別・参加（志

願者本人／保護者／その両方）・志望学部である。次

節（3.1）でも示すように，必須事項に限っても相当

数の欠損が発生しており，多数の参加者に対応する中

で記入漏れが発生するのは避け得ないと考えられる。 
 尚，本稿では図 1 の旧対応記録（～2018 年度）に

記載された内容を分析するが，本稿執筆時には既に，

図 2 の新対応記録（2019 年度～）を利用している。

新版のフォーマットには，参加者の高校名記載欄や医

歯学系学部の学科選択欄を新たに設定した他，相談内

容欄を自由記述から「選択肢＋特記事項」という形式

に変更した。これらの工夫によって，記入漏れによる

欠損を減らすことが期待されている。 
 
2.3独立・従属変数の設定・加工 
 本稿では当初，進学相談会を分析単位とすることも

検討したが，単年度分では標本総数が 62 件と少なく，

有効な分析結果を得られない可能性が高かった。そこ

で，合計 1666 組分の参加者に関する対応記録を分析

単位とすることで，相談会データと相談者データにお

ける関係性を検討する方針を採用した。 
 以上を踏まえて，本稿では「どのような相談会に，

どのような相談者が参加するのか？」という課題を検

証するため，相談会データを独立変数，相談者データ

を従属変数として回帰分析を試みる。以下の表 1・2
で示すように，独立・従属変数としてそれぞれ①～④

を設定し，各変数に加工を施した。 
 
表1 独立変数の名称と設定・加工一覧 
変数名 各変数の設定・加工 

独立変数① 
【時期】 

4月＝1，5月＝2，6月＝3，7月＝4，8
月＝5，9月＝6，10～3月＝7 

独立変数② 
【曜日】 

平日（祝日・長期休暇を除く）＝1，土

日・祝日・長期休暇＝2 
独立変数③ 
【時間】 

1時間台＝1，2時間台＝2，3時間台＝

3，4時間台＝4（以下同様に5～8） 
独立変数④ 
【地域】 

新潟県北部（下越）＝1，新潟県中・南

部（中越・上越）＝2，隣接県（山形・

福島・群馬・長野・富山県）＝3，非隣

接都道府県＝4 
 
表2 従属変数の名称と設定・加工一覧 

従属変数① 
【学年】 

高1生＝1，高2生＝2，高3生＝3，既

卒生＝4，他・不明＝0 
従属変数② 
【性別】 

男性＝1，女性＝2，他・不明＝0 

従属変数③ 
【参加】 

志願者本人のみ＝1，志願者本人＋代理

人（保護者・高校教員・塾講師）＝2，
代理人のみ＝3，他・不明＝0 
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従属変数④ 
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 独立変数①【時期】では，4~9月の繁忙期を月別に
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（3）の中間に，本人＋代理人（2）を設定し，代理

性の強弱による順序を設定した。尚，代理人とは志願

者本人に代わって相談会に参加する人物を指す。さら

に従属変数④【志望】では，文系学部（1）と理系学

部（3）の中間に文理融合学部（2）を置いて，全 10
学部に文理の度合に基づく順序を設定した。 
 
2.4 採用する分析手法とその理由 
冒頭でも述べたように，本稿で取り扱うデータは離
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最尤法に基づくロジスティック回帰分析（ロジット・
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応じて加工されているため，ここでは順序ロジスティ

ック回帰分析を用いるのが最適である。 
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表 8 従属変数②【性別】の一元度数分布
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表8 従属変数②【性別】の一元度数分布 
【性別】 度数 比率（％） 

0（他・不明）  155   9.30 
1（男性）  751  45.08 
2（女性）  760  45.62 

合計 1666 100.00 
 
表9 従属変数③【参加】の一元度数分布 

【参加】 度数 比率（％） 
0（他・不明）    2   0.13 
1（本人のみ） 1311  78.69 

2（本人＋代理人）  142   8.52 
3（代理人のみ）  211  12.66 

合計 1666 100.00 
 
表10 従属変数④【志望】の一元度数分布 

【志望】 度数 比率（％） 
0（他・不明）  147   8.82 

1（文系）  463  27.79 
2（文理融合）  218  13.09 

3（理系）  838  50.30 
合計 1666 100.00 

 
3.2 独立変数の多重共線性チェック 
 独立変数①～④に関して，順序ロジスティック回帰

分析を行う前に，独立変数間に多重共線性が存在して

いないかをチェックする必要がある。多重共線性とは，

独立変数同士に極めて強い相関があるために，正確な

回帰分析を行うことが困難な状態を示す。 
 線形回帰分析であれば，分散拡大係数を出すことが

多重共線性の診断に最も有効であるが，ロジスティッ

ク回帰分析では必ずしも適切でないため，やむを得ず

相関係数を用いる。以下の表 11・12 を見ると，最も

高い 2 変数の相関係数も 0.300 程度であるため，多

重共線性の問題は回避できたと考えて良い。 
 
表11 独立変数①～④の相関係数（標本全体） 

 時期 曜日 時間 地域 
時期   1.000    
曜日 ‐0.014  1.000   
時間   0.044  0.253   1.000  
地域   0.046  0.188 ‐0.302  1.000 
（標本総数＝1666／各変数の欠損値を全て含む） 

 
 
 

表12 独立変数①～④の相関係数（標本限定） 
 時期 曜日 時間 地域 

時期   1.000    
曜日 ‐0.025  1.000   
時間   0.035  0.268   1.000  
地域   0.022  0.181 ‐0.302  1.000 
（標本総数＝1386／各変数の欠損値を全て除く） 

 
3.3 順序ロジスティック回帰分析Ⅰ（有効標本全数） 
 まずこの回帰分析Ⅰでは，可能な限り多くの標本を

分析対象に残すため，従属変数が欠損値（0）となる

事例のみ除外し，残った標本を全て分析に投入した。

そのため，志願者本人が参加せずに代理人のみが参加

した場合でも，志願者の学年・性別・志望の記載があ

れば，有効標本となる点に注意が必要である。 
 表 13～16 の分析結果を見ると，いずれの事例も決

定係数が 0.1 に達しておらず，明確な因果関係が成立

しているとは言い難い側面もある。そうした限界を踏

まえた上で，以下のような傾向が指摘できる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，休

日／短時間の相談会と考えられる（表 13）。低学年

の参加者は，平日／長時間の相談会に高校単位で集団

的に参加することが多いため，このような傾向が見ら

れるのであろう。これに対して，休日／短時間の相談

会では，高校単位のバス移動が困難であるため，高学

年の参加者が多くなったと推測される。 
また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，県内

／短時間に加え，特に休日の相談会と考えられる（表

14）。休日／短時間の相談会は，前述のように自力

で移動する必要があり，平日／短時間の相談会より参

加労力が大きい。一概に言えないが，女性の方が休日

／短時間の相談会に参加する傾向があるのは，男性よ

り多くの労力を払うからかもしれない。 
 一方で代理人が来訪する傾向にあるのは，年度中期

以降／短時間だけでなく，特に休日の相談会と考えら

れる（表 15）。休日／短時間の相談会は，自力での

来場が原則である上に，部活動や学習塾で本人が参加

できない可能性があり，代理人が来訪する傾向が強ま

る。また年度中期以降には受験対策が本格化するため，

代理人が多く参加したと想定される。 
 さらに，理系志願者が来訪する傾向にあるのは，県

外の相談会と考えられる（表 16）。東京・京阪神・

中京の三大都市圏をはじめ，県外の相談会には，国

立・私立大学間の授業料格差が大きい医歯学系を中心

に，多くの理系志願者が参加したと予測される。 
 

表 9 従属変数③【参加】の一元度数分布
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3.2 独立変数の多重共線性チェック 
 独立変数①～④に関して，順序ロジスティック回帰

分析を行う前に，独立変数間に多重共線性が存在して

いないかをチェックする必要がある。多重共線性とは，

独立変数同士に極めて強い相関があるために，正確な

回帰分析を行うことが困難な状態を示す。 
 線形回帰分析であれば，分散拡大係数を出すことが

多重共線性の診断に最も有効であるが，ロジスティッ

ク回帰分析では必ずしも適切でないため，やむを得ず

相関係数を用いる。以下の表 11・12 を見ると，最も

高い 2 変数の相関係数も 0.300 程度であるため，多

重共線性の問題は回避できたと考えて良い。 
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事例のみ除外し，残った標本を全て分析に投入した。

そのため，志願者本人が参加せずに代理人のみが参加

した場合でも，志願者の学年・性別・志望の記載があ

れば，有効標本となる点に注意が必要である。 
 表 13～16 の分析結果を見ると，いずれの事例も決

定係数が 0.1 に達しておらず，明確な因果関係が成立

しているとは言い難い側面もある。そうした限界を踏

まえた上で，以下のような傾向が指摘できる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，休

日／短時間の相談会と考えられる（表 13）。低学年

の参加者は，平日／長時間の相談会に高校単位で集団

的に参加することが多いため，このような傾向が見ら

れるのであろう。これに対して，休日／短時間の相談

会では，高校単位のバス移動が困難であるため，高学

年の参加者が多くなったと推測される。 
また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，県内

／短時間に加え，特に休日の相談会と考えられる（表

14）。休日／短時間の相談会は，前述のように自力

で移動する必要があり，平日／短時間の相談会より参

加労力が大きい。一概に言えないが，女性の方が休日

／短時間の相談会に参加する傾向があるのは，男性よ

り多くの労力を払うからかもしれない。 
 一方で代理人が来訪する傾向にあるのは，年度中期

以降／短時間だけでなく，特に休日の相談会と考えら

れる（表 15）。休日／短時間の相談会は，自力での

来場が原則である上に，部活動や学習塾で本人が参加

できない可能性があり，代理人が来訪する傾向が強ま

る。また年度中期以降には受験対策が本格化するため，

代理人が多く参加したと想定される。 
 さらに，理系志願者が来訪する傾向にあるのは，県

外の相談会と考えられる（表 16）。東京・京阪神・

中京の三大都市圏をはじめ，県外の相談会には，国

立・私立大学間の授業料格差が大きい医歯学系を中心

に，多くの理系志願者が参加したと予測される。 
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れるのであろう。これに対して，休日／短時間の相談

会では，高校単位のバス移動が困難であるため，高学

年の参加者が多くなったと推測される。 
また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，県内

／短時間に加え，特に休日の相談会と考えられる（表

14）。休日／短時間の相談会は，前述のように自力

で移動する必要があり，平日／短時間の相談会より参

加労力が大きい。一概に言えないが，女性の方が休日

／短時間の相談会に参加する傾向があるのは，男性よ

り多くの労力を払うからかもしれない。 
 一方で代理人が来訪する傾向にあるのは，年度中期

以降／短時間だけでなく，特に休日の相談会と考えら

れる（表 15）。休日／短時間の相談会は，自力での

来場が原則である上に，部活動や学習塾で本人が参加

できない可能性があり，代理人が来訪する傾向が強ま

る。また年度中期以降には受験対策が本格化するため，

代理人が多く参加したと想定される。 
 さらに，理系志願者が来訪する傾向にあるのは，県

外の相談会と考えられる（表 16）。東京・京阪神・

中京の三大都市圏をはじめ，県外の相談会には，国

立・私立大学間の授業料格差が大きい医歯学系を中心

に，多くの理系志願者が参加したと予測される。 
 

3.3 順序ロジスティック回帰分析Ⅰ（有効標本全数）
まずこの回帰分析Ⅰでは，可能な限り多くの標本を
分析対象に残すため，従属変数が欠損値（0）となる
事例のみ除外し，残った標本を全て分析に投入した。
そのため，志願者本人が参加せずに代理人のみが参
加した場合でも，志願者の学年・性別・志望の記載
があれば，有効標本となる点に注意が必要である。
表 13～ 16の分析結果を見ると，いずれの事例も
決定係数が 0.1に達しておらず，明確な因果関係が
成立しているとは言い難い側面もある。そうした限界
を踏まえた上で，以下のような傾向が指摘できる。
まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，
休日／短時間の相談会と考えられる（表 13）。低学
年の参加者は，平日／長時間の相談会に高校単位で
集団的に参加することが多いため，このような傾向が
見られるのであろう。これに対して，休日／短時間の
相談会では，高校単位のバス移動が困難であるため，
高学年の参加者が多くなったと推測される。
また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，県
内／短時間に加え，特に休日の相談会と考えられる（表
14）。休日／短時間の相談会は，前述のように自力で
移動する必要があり，平日／短時間の相談会より参
加労力が大きい。一概に言えないが，女性の方が休
日／短時間の相談会に参加する傾向があるのは，男
性より多くの労力を払うからかもしれない。
一方で代理人が来訪する傾向にあるのは，年度中
期以降／短時間だけでなく，特に休日の相談会と考
えられる（表 15）。休日／短時間の相談会は，自力で
の来場が原則である上に，部活動や学習塾で本人が
参加できない可能性があり，代理人が来訪する傾向
が強まる。また年度中期以降には受験対策が本格化
するため，代理人が多く参加したと想定される。
さらに，理系志願者が来訪する傾向にあるのは，県
外の相談会と考えられる（表 16）。東京・京阪神・中
京の三大都市圏をはじめ，県外の相談会には，国立・
私立大学間の授業料格差が大きい医歯学系を中心に，
多くの理系志願者が参加したと予測される。
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表 13 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅰ

【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）：（○）原著論文，（○）資料，（○）ノート】 
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表13 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 
【学年】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

 ‐0.036 
      0.589*** 
    ‐0.307*** 

 ‐0.055 

0.031 
0.108 
0.031 
0.041 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1601 
127.07 
0.000 
0.035 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表14 性別に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【性別】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

  0.044 
     0.782*** 
   ‐0.142*** 
   ‐0.155*** 

0.034 
0.121 
0.033 
0.045 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1511 
49.94 
0.000 
0.024 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表15 参加に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【参加】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

     0.240*** 
     1.525*** 
   ‐0.375*** 

  0.055 

0.039 
0.164 
0.059 
0.049 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1664 
164.81 
0.000 
0.075 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表16 志望に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【志望】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

  0.020 
  0.079 
  0.042 

     0.267*** 

0.032 
0.114 
0.033 
0.426 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1519 
47.14 
0.000 
0.016 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 

3.4 順序ロジスティック回帰分析Ⅱ（本人参加限定） 
 この回帰分析Ⅱでは，参加以外の学年・性別・志望

の各変数に関する分析を厳密にするため，本人が参加

せず，代理人のみが参加した事例を分析対象から除外

した。これによって，志願者本人の属性が正確に反映

されるようになるため，回帰分析Ⅰとは異なる結果が

出ることが期待される。尚，表 17～20 の太字部分は，

この回帰分析Ⅱのみで有意となった変数である。 
 表 17～20 の分析結果を見ると，表 13～16 の場合

と同様に，ほとんどの決定係数は 0.1 を下回っており，

明確な因果関係の成立にはやや疑念が残る。そうした

限界を踏まえた上で，表 13～16 とは重複しない傾向

のみを指摘すると，以下のようになる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，年

度初期／県内の相談会と考えられる（表 17）。年度

初期は受験対策が本格化していないため，高学年が相

談会に参加する余地が大きいのであろう。一方で県内

の相談会は，県外よりも参加者の移動距離が短いため，

高学年も参加する可能性が高いと推測される。 
 また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，年度

中期以降の相談会と考えられる（表 18）。年度中期

以降は受験対策が本格化する時期であり，相談会の閑

散期にも当たるため，自力での来場が原則となる。回

帰分析Ⅰと同様に，女性の方が労力のかかる相談会に

参加する傾向が高いという可能性が示唆される。 
 さらに志願者本人＋代理人が来訪する傾向にあるの

は，県外の相談会と考えられる（表 19）。回帰分析

Ⅱでは，当初より代理人のみの標本を除いているため，

代理性が強い例は本人＋代理人の組み合わせとなる。

県外開催の場合は，前述のように会場までの移動距離

が比較的長い傾向にあるため，付き添いとして代理人

が同伴する事例が多いと想定される。 
 ただし，回帰分析Ⅱで初めて有意となった 4 変数

（表 17～20 の太字部分）は，いずれも 10％有意水

準をクリアしたが，1％有意水準をクリアしていない。

また偏回帰係数も比較的低いため，回帰分析Ⅰの結果

と同等に扱うことには，慎重を期すべきである。 
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（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表16 志望に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【志望】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 
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  0.079 
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0.114 
0.033 
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標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1519 
47.14 
0.000 
0.016 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 

3.4 順序ロジスティック回帰分析Ⅱ（本人参加限定） 
 この回帰分析Ⅱでは，参加以外の学年・性別・志望

の各変数に関する分析を厳密にするため，本人が参加

せず，代理人のみが参加した事例を分析対象から除外

した。これによって，志願者本人の属性が正確に反映

されるようになるため，回帰分析Ⅰとは異なる結果が

出ることが期待される。尚，表 17～20 の太字部分は，

この回帰分析Ⅱのみで有意となった変数である。 
 表 17～20 の分析結果を見ると，表 13～16 の場合

と同様に，ほとんどの決定係数は 0.1 を下回っており，

明確な因果関係の成立にはやや疑念が残る。そうした

限界を踏まえた上で，表 13～16 とは重複しない傾向

のみを指摘すると，以下のようになる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，年

度初期／県内の相談会と考えられる（表 17）。年度

初期は受験対策が本格化していないため，高学年が相

談会に参加する余地が大きいのであろう。一方で県内

の相談会は，県外よりも参加者の移動距離が短いため，

高学年も参加する可能性が高いと推測される。 
 また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，年度

中期以降の相談会と考えられる（表 18）。年度中期

以降は受験対策が本格化する時期であり，相談会の閑

散期にも当たるため，自力での来場が原則となる。回

帰分析Ⅰと同様に，女性の方が労力のかかる相談会に

参加する傾向が高いという可能性が示唆される。 
 さらに志願者本人＋代理人が来訪する傾向にあるの

は，県外の相談会と考えられる（表 19）。回帰分析

Ⅱでは，当初より代理人のみの標本を除いているため，

代理性が強い例は本人＋代理人の組み合わせとなる。

県外開催の場合は，前述のように会場までの移動距離

が比較的長い傾向にあるため，付き添いとして代理人

が同伴する事例が多いと想定される。 
 ただし，回帰分析Ⅱで初めて有意となった 4 変数

（表 17～20 の太字部分）は，いずれも 10％有意水

準をクリアしたが，1％有意水準をクリアしていない。

また偏回帰係数も比較的低いため，回帰分析Ⅰの結果

と同等に扱うことには，慎重を期すべきである。 
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の各変数に関する分析を厳密にするため，本人が参加

せず，代理人のみが参加した事例を分析対象から除外

した。これによって，志願者本人の属性が正確に反映

されるようになるため，回帰分析Ⅰとは異なる結果が

出ることが期待される。尚，表 17～20 の太字部分は，

この回帰分析Ⅱのみで有意となった変数である。 
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初期は受験対策が本格化していないため，高学年が相

談会に参加する余地が大きいのであろう。一方で県内

の相談会は，県外よりも参加者の移動距離が短いため，

高学年も参加する可能性が高いと推測される。 
 また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，年度

中期以降の相談会と考えられる（表 18）。年度中期

以降は受験対策が本格化する時期であり，相談会の閑

散期にも当たるため，自力での来場が原則となる。回

帰分析Ⅰと同様に，女性の方が労力のかかる相談会に

参加する傾向が高いという可能性が示唆される。 
 さらに志願者本人＋代理人が来訪する傾向にあるの

は，県外の相談会と考えられる（表 19）。回帰分析

Ⅱでは，当初より代理人のみの標本を除いているため，
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   ‐0.375*** 

  0.055 

0.039 
0.164 
0.059 
0.049 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1664 
164.81 
0.000 
0.075 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表16 志望に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【志望】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

  0.020 
  0.079 
  0.042 

     0.267*** 

0.032 
0.114 
0.033 
0.426 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1519 
47.14 
0.000 
0.016 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 

3.4 順序ロジスティック回帰分析Ⅱ（本人参加限定） 
 この回帰分析Ⅱでは，参加以外の学年・性別・志望

の各変数に関する分析を厳密にするため，本人が参加

せず，代理人のみが参加した事例を分析対象から除外

した。これによって，志願者本人の属性が正確に反映

されるようになるため，回帰分析Ⅰとは異なる結果が

出ることが期待される。尚，表 17～20 の太字部分は，

この回帰分析Ⅱのみで有意となった変数である。 
 表 17～20 の分析結果を見ると，表 13～16 の場合

と同様に，ほとんどの決定係数は 0.1 を下回っており，

明確な因果関係の成立にはやや疑念が残る。そうした

限界を踏まえた上で，表 13～16 とは重複しない傾向

のみを指摘すると，以下のようになる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，年

度初期／県内の相談会と考えられる（表 17）。年度

初期は受験対策が本格化していないため，高学年が相

談会に参加する余地が大きいのであろう。一方で県内

の相談会は，県外よりも参加者の移動距離が短いため，

高学年も参加する可能性が高いと推測される。 
 また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，年度

中期以降の相談会と考えられる（表 18）。年度中期

以降は受験対策が本格化する時期であり，相談会の閑

散期にも当たるため，自力での来場が原則となる。回

帰分析Ⅰと同様に，女性の方が労力のかかる相談会に

参加する傾向が高いという可能性が示唆される。 
 さらに志願者本人＋代理人が来訪する傾向にあるの

は，県外の相談会と考えられる（表 19）。回帰分析

Ⅱでは，当初より代理人のみの標本を除いているため，

代理性が強い例は本人＋代理人の組み合わせとなる。

県外開催の場合は，前述のように会場までの移動距離

が比較的長い傾向にあるため，付き添いとして代理人

が同伴する事例が多いと想定される。 
 ただし，回帰分析Ⅱで初めて有意となった 4 変数

（表 17～20 の太字部分）は，いずれも 10％有意水

準をクリアしたが，1％有意水準をクリアしていない。

また偏回帰係数も比較的低いため，回帰分析Ⅰの結果

と同等に扱うことには，慎重を期すべきである。 
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【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）：（○）原著論文，（○）資料，（○）ノート】 
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表13 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 
【学年】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

 ‐0.036 
      0.589*** 
    ‐0.307*** 

 ‐0.055 

0.031 
0.108 
0.031 
0.041 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1601 
127.07 
0.000 
0.035 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表14 性別に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 

【性別】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

  0.044 
     0.782*** 
   ‐0.142*** 
   ‐0.155*** 

0.034 
0.121 
0.033 
0.045 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1511 
49.94 
0.000 
0.024 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
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表16 志望に関するロジスティック回帰分析Ⅰ 
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 表 17～20 の分析結果を見ると，表 13～16 の場合
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限界を踏まえた上で，表 13～16 とは重複しない傾向

のみを指摘すると，以下のようになる。 
 まず高学年の参加者が来訪する傾向にあるのは，年

度初期／県内の相談会と考えられる（表 17）。年度

初期は受験対策が本格化していないため，高学年が相

談会に参加する余地が大きいのであろう。一方で県内

の相談会は，県外よりも参加者の移動距離が短いため，

高学年も参加する可能性が高いと推測される。 
 また女性の参加者が来訪する傾向にあるのは，年度

中期以降の相談会と考えられる（表 18）。年度中期

以降は受験対策が本格化する時期であり，相談会の閑

散期にも当たるため，自力での来場が原則となる。回

帰分析Ⅰと同様に，女性の方が労力のかかる相談会に

参加する傾向が高いという可能性が示唆される。 
 さらに志願者本人＋代理人が来訪する傾向にあるの

は，県外の相談会と考えられる（表 19）。回帰分析

Ⅱでは，当初より代理人のみの標本を除いているため，

代理性が強い例は本人＋代理人の組み合わせとなる。

県外開催の場合は，前述のように会場までの移動距離

が比較的長い傾向にあるため，付き添いとして代理人

が同伴する事例が多いと想定される。 
 ただし，回帰分析Ⅱで初めて有意となった 4 変数

（表 17～20 の太字部分）は，いずれも 10％有意水

準をクリアしたが，1％有意水準をクリアしていない。

また偏回帰係数も比較的低いため，回帰分析Ⅰの結果

と同等に扱うことには，慎重を期すべきである。 
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表 17 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅱ

【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）：（○）原著論文，（○）資料，（○）ノート】 
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表17 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 
【学年】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

   ‐0.081** 

      0.490*** 
    ‐0.312*** 
   ‐0.100** 

0.033 
0.115 
0.032 
0.044 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1445 
119.4 
0.000 
0.038 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表18 性別に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 

【性別】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

    0.083** 
     0.893*** 
   ‐0.162*** 
   ‐0.177*** 

0.036 
0.126 
0.034 
0.047 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1409 
62.57 
0.000 
0.032 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表19 参加に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 

【参加】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

     0.270*** 
     2.046*** 
   ‐0.352*** 

 ‐0.134* 

0.058 
0.243 
0.087 
0.071 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1453 
104.81 
0.000 
0.113 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表20 志望に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 

【志望】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 

  0.018 
  0.009 
  0.047 

     0.261*** 

0.034 
0.120 
0.034 
0.045 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1332 
37.20 
0.000 
0.014 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
 
4 おわりに 
4.1 分析結果の進学相談会に対する活用 
 本稿での進学相談会に関する分析結果は，志願者確

保のための切り札にはなり得ないが，今後の進学相談

会のあり方を見直すための手掛かりにはなり得る。例

えば，回帰分析Ⅰ・Ⅱの解釈・含意から，春先には高

3 生や志願者本人を，秋口からは高 2 生や保護者をタ

ーゲットにした相談会が有効であることが分かる。ま

た休日／短時間の相談会では，高学年・女性・保護者

向けの準備が必要であることも窺える。 
 このように，次年度の進学相談会への参加可否を決

定する際や，実際に相談会の準備作業を進める際にも，

本稿での分析結果は参考となり得る。こうした研究が，

わずかでも効果測定の困難な進学相談会の現状に変化

をもたらす一助になれば，幸いである。 
 
4.2 本稿で解決できなかった今後の課題 
 本稿で積み残した課題としては，回帰分析の決定係

数がいずれも低かった点が挙げられる。この原因は，

各変数の順序加工がやや強引であったためと推測され

るが，他の方法で加工しても結果は大きく変わらなか

ったため，抜本的な見直しが必要なのであろう。一定

の基準に沿って順序を設定するのは困難な変数もある

ため，他の分析手法を用いるべきかもしれない。 
 今回は対応記録が 1 年分しか存在しなかったが，

次年度以降もデータの保存・解析作業を継続すれば，

標本数の増加と共に，分析精度も高まると予測される。

差し当たり 5 年分の相談者・相談会データを蓄積す

れば，相談会の標本数も約 300 件になるため，これ

を分析単位とする新たな研究も視野に入る。また同一

の相談会に対して，複数年分のデータが収集できれば，

その変化を追跡していくことも可能となる。 
 
 
参考文献  
中畝 菜穂子 (2007). 「新潟大学進学説明会に対する評価およ

び参加者の特性」『大学入試研究ジャーナル』 17, 169－
174. 

表 18 性別に関するロジスティック回帰分析Ⅱ

【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）：（○）原著論文，（○）資料，（○）ノート】 
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表17 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 
【学年】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 
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0.032 
0.044 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 

1445 
119.4 
0.000 
0.038 

（有意水準：***1%未満，**5%未満，*10%未満） 
 
表18 性別に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 

【性別】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
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表19 参加に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 

【参加】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
地域 
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 ‐0.134* 
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標本総数 
逸脱関数 
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【志望】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
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ーゲットにした相談会が有効であることが分かる。ま
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向けの準備が必要であることも窺える。 
 このように，次年度の進学相談会への参加可否を決

定する際や，実際に相談会の準備作業を進める際にも，

本稿での分析結果は参考となり得る。こうした研究が，
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 本稿で積み残した課題としては，回帰分析の決定係

数がいずれも低かった点が挙げられる。この原因は，

各変数の順序加工がやや強引であったためと推測され

るが，他の方法で加工しても結果は大きく変わらなか

ったため，抜本的な見直しが必要なのであろう。一定

の基準に沿って順序を設定するのは困難な変数もある

ため，他の分析手法を用いるべきかもしれない。 
 今回は対応記録が 1 年分しか存在しなかったが，

次年度以降もデータの保存・解析作業を継続すれば，

標本数の増加と共に，分析精度も高まると予測される。
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れば，相談会の標本数も約 300 件になるため，これ
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表 19 参加に関するロジスティック回帰分析Ⅱ
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表17 学年に関するロジスティック回帰分析Ⅱ 
【学年】 偏回帰係数（有意水準） 標準誤差 
時期 
曜日 
時間 
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   ‐0.081** 

      0.490*** 
    ‐0.312*** 
   ‐0.100** 

0.033 
0.115 
0.032 
0.044 

標本総数 
逸脱関数 
カイ二乗 
決定係数 
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0.038 
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保のための切り札にはなり得ないが，今後の進学相談

会のあり方を見直すための手掛かりにはなり得る。例

えば，回帰分析Ⅰ・Ⅱの解釈・含意から，春先には高

3 生や志願者本人を，秋口からは高 2 生や保護者をタ

ーゲットにした相談会が有効であることが分かる。ま

た休日／短時間の相談会では，高学年・女性・保護者

向けの準備が必要であることも窺える。 
 このように，次年度の進学相談会への参加可否を決

定する際や，実際に相談会の準備作業を進める際にも，

本稿での分析結果は参考となり得る。こうした研究が，

わずかでも効果測定の困難な進学相談会の現状に変化

をもたらす一助になれば，幸いである。 
 
4.2 本稿で解決できなかった今後の課題 
 本稿で積み残した課題としては，回帰分析の決定係

数がいずれも低かった点が挙げられる。この原因は，

各変数の順序加工がやや強引であったためと推測され

るが，他の方法で加工しても結果は大きく変わらなか

ったため，抜本的な見直しが必要なのであろう。一定

の基準に沿って順序を設定するのは困難な変数もある

ため，他の分析手法を用いるべきかもしれない。 
 今回は対応記録が 1 年分しか存在しなかったが，

次年度以降もデータの保存・解析作業を継続すれば，

標本数の増加と共に，分析精度も高まると予測される。

差し当たり 5 年分の相談者・相談会データを蓄積す

れば，相談会の標本数も約 300 件になるため，これ

を分析単位とする新たな研究も視野に入る。また同一

の相談会に対して，複数年分のデータが収集できれば，

その変化を追跡していくことも可能となる。 
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1 はじめに
我が国において現在進められている高大接続改革
では，学力の 3要素（中央教育審議会，2014; 高大
接続システム改革会議 , 2016）をそのフレームワーク
としていることがもっとも特徴的と考えられる。この３
要素「（1）十分な知識・技能，（2）答えが一つに定
まらない問題に自ら解を見いだしていく思考力・判断
力・表現力等の能力，（3）主体性を持って多様な人々
と協働して学ぶ態度」のうち，本稿では，３番目の項
目「主体性」に特に焦点を当てた分析を試みたい。
米国においては，いわゆる高校と大学，あるいはそ
れより前の初等教育からの教育接続を軸とした，
K-16, P-20等の施策が多くの州で実施されている。
また，AP (Advanced Placement) coursesや Early 
College, Running Start Program等の大学における
学びの内容や方法について，高校生が学習あるいは
体験できるプログラムが活発に実施されている（永田
ほか , 2014, 2019）。
このような教育接続を重視した施策の状況につい
て，これまでにも多くの先行研究がなされている（二
宮 , 2010; 永田ほか , 2011, 2019; Yamada, 2014; 荒
井 , 2011, 2019）。Yamada(2014)では，米国におけ
る初年次教育と高大接続，あるいはK-16施策の関
連について考察し，我が国との相違を指摘している。
さらに，大学教育の目的の一つに，心理的な発達の
側面があることを取り上げ，今後の課題であることも
示している。
一方，荒井（2019）は，このような米国の取組みを，
そのまま我が国の高大接続システムに組み込むことの
難しさを指摘している。たとえば，米国のAO入試の
有効性は，大学入学後の 4年間の一般教育プログラ

米国の高校教育と大学入試における主体性の評価について
――カリフォルニア州・ハワイ州を事例に――

永田 純一，杉原 敏彦，三好 登（広島大学）

米国（カリフォルニア州・ハワイ州）における高校教育と大学入試について，高大接続をキーワー
ドとして調査を行った結果，システム化された高大接続システムの存在，大学入試における合格率の
違いによる選抜資料の利用方法の相違等が見いだされた。また，高校教育から大学教育へ接続する
過程において，「主体性」の育成については特に特別なプログラムは見られていない。リベラルアー
ツ重視型の米国の大学システムとは異なり，専門分野（学部）を決めて受験する日本型の入試におい
て，「主体性」等の non-academic skillの評価をどのようなものとするか，その検討が求められている。
キーワード：高大接続，主体性，non-academic skill，Common Data Set, 合格率

ムの存在があるからこそ，であり，入学後にすぐに専
門教育が開始されるならば，大学の授業が未消化と
なる危険性があると指摘している（荒井 , 2019: 14）。
もちろん，我が国の高校においても，大学教育を体
験したり，先取りして学ぶ機会は存在し，大学が実
施する模擬授業や公開講座，さらにはオープンキャン
パス等を利用することで，高校生は大学との接点を
持つことができる。
山田 (2008), Yamada(2014)及び荒井 (2019)が指
摘しているのは，このように個別に存在する高大連携
プログラムではなく，教育区分が変わる接続の前後で，
いかにシステム化されているか，また，相互の位置づ
けが明確になっているか，といったことに関わってい
る。
たとえば，AP coursesやEarly College等のプロ
グラムでは，一般の高校教員というよりも，研修を受
けた高校教員や大学教員が実施し，その成績を大学
の卒業単位に組み込むことが可能である。これは，
大学における教育経験がなければ，何をもって単位
認定の基準とすべきかその判断が難しいであろうし，
また高校の教育現場を経験していなければ，高校の
教育内容と大学の教育内容をいかに接続するのかを
把握するのは難しい。我々の調査でも感じたことだが，
AP CoursesやEarly College等のプログラムでは，
高校と大学教員の相互乗り入れのような仕組みが構
築されているのではないか，と考えられる。そのうえで，
大学入試（入学者選抜）においても，高校と大学の
接点を十分に把握している担当者（アドミッションオ
フィサー）が主な役割を担っている。

以上の考察からは，二つの特徴が示される。それは，
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（1）米国の高校と大学の接続は，高校と大学の二つ
の点としてのみならず，初等教育からの接続の視点も
含む，（2）大学教育（学士課程）においては，早期
に専門教育を行わず，心理的発達を含めた人間形成
も重視している，である。
「主体性」等のようないわゆる characteristic，ある
いは non-academic skillにも関連する側面に関して
いえば，このような高校と大学におけるシステムや教
育目標の違いが，大学入試（入学者選抜）にも影響
を与えていると考えるのは自然である。
本稿では，これまでに我々が調査した米国の 2つ
の州（カリフォルニア州，ハワイ州）について，大学
入試（入学者選抜），高校教育，そして高大接続プロ
グラムの 3項目を対象として分析を行い，我が国の高
大接続改革に資する知見の検討を行いたい。

2 カリフォルニア州の高大接続
2.1 大学入試における評価

2018年の 5月に我 （々杉原・三好）が調査したカ
リフォルニア州の 2校を事例として取り上げる。各大
学の規模や特徴については，Common Data Set（山
崎 , 2008;木南 , 2018）とよばれるデータを示すこと
としたい。

＜その他のデータ＞
学部在籍者数：22,200 (full time), 4,417(part time)
※学位取得目的の新入生 4,084 (full time). 
受験者数に対する合格者数の割合：70.5%
（full time とpart timeの両方を含めた場合）

● San Francisco State University (SFSU) 1)

表 1にはSFSUのCommon Data Setとして公表
されている「入学者選考において重視する項目
(Relative importance of each of the following 
academic and non-academic factors in first-
time,first-year, degree-seeking (freshman) 
admission decisions)」の重要度を示している。ここで，
①～⑤は学業成績（Academic），⑥～⑩は非学業成
績（non-academic）の側面に関連する項目である。

●University of California Berkeley (UCB) 1)

表 2には，表１と同様の項目に関するUCBの公表
内容を示す。

＜その他のデータ＞
学部在籍者数：29,351 (full time), 1,223(part time)
※学位取得目的の新入生 6,312 (full time). 
受験者数に対する合格者数の割合：17.1%
（full time とpart timeの両方を含めた場合）

以上の状況から，UCBに比べて SFSUは，課外
活動のような non-academic activityよりも，比較的
に学業成績を中心とした選抜を行っており，志願者に
対する合格者の割合も高い，ということがわかる。だ
が，入学者の SATスコアを比較すれば，UCBが
SFSUよりもかなり高い（SAT mathのスコアが 600
以 上 で あ る 新 入 生 の 割 合：80.2%(UCB) 2), 
15.7%(SFSU)1)）。つまり，UCBでは，そもそも学力
の高い志願者に対して多面的な評価が行われている。

表 2　入学者選考において重視する項目 2)

表１　入学者選考において重視する項目 1)
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非常に低い合格率（17.1％）となる選抜対して，多面
的な評価を行っていることから，選抜に関わる教職員
数や業務量として，かなり多くのコストを払っている
と考えられる。
また，UCBでは，Personal Insight Questions3)

とよばれる選抜評価資料の提出が求められている。
具体的には，以下の 8項目から4項目を志願者が選
択し，それぞれの質問に対する回答を記述（ウェブ
サイト）して提出するものである：

＜Personal Insight Questions＞ 3)

1. Describe an example of  your leadership 
experience in which you have positively 
influenced others, helped resolve disputes or 
contributed to group efforts over time. 
（自らがリーダーシップをとって良い効果を与えるこ
とができた事例について述べなさい）
2. Every person has a creative side, and it can be 
expressed in many ways: problem solving, 
original and innovative thinking, and artistically, 
to name a few. Describe how you express your 
creative side.
（人は誰でも創造的な側面を有し，さまざまな場で
その力が表出される。自らのそのような側面について
述べなさい）
3. What would you say is your greatest talent or 
skill? How have you developed and demonstrated 
that talent over time? 
（自分のもっとも優れた資質やスキルについて，どの
ようにこれまで伸ばしてきたのか述べなさい）
4. Describe how you have taken advantage of a 
significant educational opportunity or worked to 
overcome an educational barrier you have faced.
（これまで受けた教育について，特に重要だったも
の，あるいは乗り越えてきた障壁について述べなさい）
5. Describe the most significant challenge you 
have faced and the steps you have taken to 
overcome this challenge. How has this challenge 
affected your academic achievement?
（これまでに挑戦したことのうち，もっとも重要なこ
とについてどのように課題を乗り越えたのか，また，
そのことが学術的な学びにどのように影響したのかを
述べなさい）
6.  Think about an academic subject that inspires 
you. Describe how you have furthered this 
interest inside and/or outside of the classroom.

（自分の興味ある学術テーマについて，学校の内外
でどのようにその興味を高めてきたかを述べなさい）
7. What have you done to make your school or 
your community a better place? 
（自分の学校や地域について，より良い場とするた
めに何を行ってきましたか？）
8. Beyond what has already been shared in your 
application, what do you believe makes you stand 
out as a strong candidate for admissions to the 
University of California?
（すでに提出している選抜資料の他に，あなたの入
学候補者としての強み・アピールは何だと考えます
か？）

なお，ここで提出された内容は，独立に評価される
のではなく，あくまで他の選抜資料の参考とするため，
との補足も示されている。

2.2 高校教育における観点
これまでの我々の調査から，米国の高校教育にお
いては，特に「主体性」を特別な育成課題とする，と
いうよりも，幼児教育，初等教育を通じて，さまざま
な機会をとおして育む，という視点であり，その力を
育成する場がふんだんにあると考えられる
今回，上述の大学における調査時に，同州に位置
する私立高校（大学進学率からみれば上位校）を訪
問し，インタビュー調査を得る機会を得たので，その
際に得られた内容を以下に記したい。
この高校では、いわゆる日本の調査書に相当する
学習履歴を示す transcriptは担任の教員と進路カウ
ンセラーによって作成されている。また，その進路カ
ウンセラーは年に数回、transcriptの作成に関する研
修を受けており，各高校の進路カウンセラーの記述す
る項目の内容についても，一定の統一性があると推測
される。また，transcriptは，生徒が志願する大学（UC 
Berkeleyや Stanford University等大学ランキング
の上位大学を含めて）において，信頼を持って受け
取られている，とのことであった。これは，進路カウ
ンセラーを対象とした研修においても，大学から求め
られているのはどのような内容か，といったことが含
まれ，高校と大学とで共有可能な指標が示されてい
ると考えられる。

2.3 高大接続プログラム
カリフォルニア州においては，通常の AP 

(Advanced Placement) Course に 加 え て，“A-G 
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Courses4)” とよばれる大学教育に通じる科目が各高
校で開講されている。ただし，各科目の開設は大学
（University of California, The California State 

University）の承認（approval）が必要である。
たとえば，歴史（History）の科目では，その到達
目標課題の一つに以下が含まれている 4)： 
“Approved courses will support students to 

evaluate and communicate information through 
a variety of written and oral assignments.”（一部
著者改変）（認証されたコースでは，生徒が筆記試験
や口頭試問等を通して，（歴史学に関連する）情報を
評価・伝達することができるようになることを支援す
る）。
したがって，これらの評価では，知識だけではなく，
その表現力も評価していることから，多面的な評価方
法とみなすこともできる。

3 ハワイ州の高大接続
3.1 大学入試における評価（州立大学）
永田ほか（2014, 2019）で示したとおり，ハワイ州
立大学マノア校では，学部新入生の選抜においては，
多くの場合，面接，エッセイ等ではなく，高等学校の
成績を重視した選抜を行っている。学業成績には，

AP Courses等の成績も含まれている。実際に，我々
の現地調査では，課外活動やリーダーシップ等の個
人的特性よりも，学習成績が重要である，との回答を
得ている。その一方，表３に示す通り，まったく考慮

しない，ということではない。表１~３を概観すれば，
non-academic activityの重要度は，UCBとSFSU
との中間に位置している。

●University of Hawaii at Manoa5)

　入学者選抜における選抜資料の重要度を表 3に示
す。

＜その他のデータ＞
学部在籍者数：10,702 (full time), 2,179(part time)
※学位取得目的の新入生 1,900(full time). 
志願者数に対する合格者数の割合：82.9%
（full time とpart timeの両方を含めた場合）

3.2 高校教育における観点と高大接続プログラム
ハワイ州では，カリフォルニア州と同様に，コミュ
ニティカレッジ，4年制の大学，さらに大学院教育を
担当する研究重視の大学，の 3段階の高等教育機関
があり，州内の全域をカバーする機能としての
Hawaii University Systemが構成されている（永
田ほか , 2019）。
この中で，高等学校との連携としては，P-20と呼
ばれるpre-school から大学への教育接続を重視した
施策を州政府が実施している。このような施策と並行
して，Early College, Running Start Programのよ
うな高校生が早期に大学の学習内容を体験したり，
大学進学後に単位認定として利用できるプログラム
が実施されている。ここでは，大学教員が授業を担
当する場合，あるいは博士号を取得した高校教員を
中心として，大学との連携プログラムを高校で実施す
る等，実際の大学教育や研究を経験している教員が
担当している。また，大学教員が高校生に対する授
業を担当する場合，その報酬は州政府から支出され
るが，大学と高校がいずれも州立であることから，予
算執行の面からも円滑に行うこが可能のようである。
このように，ハワイ州においては，幼児教育から高
等教育までの一貫した教育接続を重視した施策を州
政府が行っている。一方，高等教育機関としては，
私立大学は多くはなく，州立大学が多くの学生の教
育を行っていることから，研究大学であるハワイ大学
マノア校の合格率も高い値となっている。
また，「主体性」をどのように育成するのか，につ
いて，高校と大学の訪問調査を実施したが，カリフォ
ルニア州の高校と同様に，特にそのことを意識して指
導している印象はなかった。インタビューでは，高校
生は初等教育の段階から，さまざまな選択を自らする

表 3　入学者選考において重視する項目 5)
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機会が多く，そのような選択の判断を自らできるよう
に教育されているはずで，高校でもそのことは特に強
調する必要はない，ということであった。また大学に
おいては，もちろん学習へのモチベーションが高い，
あるいは主体的な学びができることは重要である，と
のコメントはあったが，そもそも学力の高い生徒は，
そのような主体的な学びができていると想定してい
る，という回答であった。高校教育において，主体的
な学びをしなければ高い成績を得られないような評価
方法になっているとも考えられる。高校教育において
実際にどのような特性をもった生徒が高い評価となる
のか，またそのような生徒は，大学入試（入学者選抜）
において，どのような側面が高くなっているのか，こ
れらの関連性については，今後さらに調査・検討を
行いたい。

4 我が国との比較
Yamada(2014)で示されているように，いわゆる大
学の入門レベルの内容を高校の学習内容を超えて学
ぶ機会は，我が国の場合，全国で一斉に実施されて
はいない。たとえば，各大学が実施する模擬授業や
公開講座，あるいは，SSH，SGH等の事業等が該当
すると考えられる。また，心理学的な発達の観点から
大学教育を評価する事例は，米国の場合はかなり多
くの関心をもって調査や研究が実施されているが，我
が国の場合は，開発途上の段階にある。
また，荒井（2019）の指摘のように，リベラルアー
ツ重視型の大学システムにおける選抜にくらべて，専
門分野（学部）を決めて受験する日本型の入試の場合，
「主体性」等の non-academic skillの評価よりも，よ
り専門分野に特化した知識・技能の評価を重視する
ことになる。
さて，「主体性」の育成をどのようにとらえるのか，
は大変難しい問題ではあるが，大学教育においても，
発達心理学的な観点での教育目標を設定することで，
評価の対象とすることは可能である。これは，「主体性」
そのものを評価するのではなく，各分野において，そ
れぞれの学習内容に沿って主体的に取り組む力を評
価する，といったものも含まれる。入試研究であれば，
たとえば，AO・推薦入試といった一般入試以外の入
学者における入学後の授業や卒業論文への取組みに
ついて，主体的にとりくんでいるかどうか，といった
調査がこれまでにも多く実施されている。また，観点
別評価を学士課程の評価の一部に含める評価方法も
実践されている（広島大学 , 2018）。この中では，た
とえば，小学校教員養成コースでは，そのディプロマ・

ポリシー（学位授与の方針・プログラムの到達目標）
の一部に，『初等教育に関わる諸問題に関する認識を
形成するとともに，それらの課題の克服に向け，多様
な視野で主体的・協働的に教育研究を行うことがで
きる』があり，この目標を基準とした観点別評価がな
されている。
高大接続の観点からいえば，たとえばこのディプロ
マ・ポリシーを満たすためのカリキュラム・ポリシー，
さらにアドミッション・ポリシーを基盤として，大学の
入学者選抜を行うことで，分野に応じた「主体性」
等の評価を入試で実施することになる。AO・推薦入
試のような総合的な評価による入試区分においては，
様々な方法（小論文，面接ほか）を用いてこのような
入試が実施されている。一方，多くの議論があるよう
に，一般入試においてどのような方法が実際に実施
可能なのか，を注意深く検討する必要がある。

5 まとめ
米国の大学と我が国の大学では，その入学後のカ
リキュラム構造に極めて異なる部分があり，大学教育
のなかで，「主体性」をどのように育成するか，その
方法論的な相違も存在している。また，そもそも，大
学で育成する「主体性」とは一体どのようなものなの
か，それは高校教育や初等教育とどのようなつながり
をもち，どのように高校と大学で異なっているのか。
以上の論点を明確にすることが，我が国の大学入試
（入学者の選抜）において実現可能な「主体性」の
評価方法の開発につながると考えられる。外発的動
機に基づいた行動の結果だけを，そのまま高い「主
体性」を有する，と判断することは避けるべきであろう。
大学入学者選抜においては，このような外形が持つ
内的な意味を分析し評価する方法が求められる。高
校教育に豊かな知見を有する米国のアドミッションオ
フィサーが果たしている役割について，志願者の内面
的な評価をどのように行っているのか，といった点を
明らかにすることが今後の課題である。

注
1）2017-2018 Common Data Sets (Student Profile, Student 

Data, Office of Institutional Research), San Francisco 
State University  
<http://ir.sfsu.edu/sites/default/files/CDS_2017-2018_
revisedMay2018.pdf > (2019年 3月25日 )

2）Annual Common Data Set Reports, Office of Planning 
and Analysis, University of California Berkeley  
<https://opa.berkeley.edu/sites/default/files/uc_berkeley_
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cds_2017-18.xlsx> (2019年 3月25日 )
3)Personal Insight Questions,  

<http://admission.universityofcalifornia.edu/how-to-
apply/personal-questions/freshman/index.html>  
(2019年 3月25日 )

4) A-G Courses, Admissions, University of California   
<http://admission.universityofcalifornia.edu/freshman/
requirements/a-g-requirements/index.html> (2019年 3月 
25日)． ʻA-Gʼは各教科 （A:History, B:English, C:Mathematics, 
D:Laboratory Science, E:Languate other than English, 
F:Visual and performing arts, G:College-preparatory 
elective）に対応し，大学に志願するための成績要件が課さ
れている。また，これらの要件は，AP (Advanced Placement) 
または IB (International Baccalaureate) により代替可能
なものもある。

5)2017-2018 Common Data Set, Manoa Institutional 
Research Office, University of Hawaii at Manoa  
<https://manoa.hawaii.edu/miro/wp-content/uploads/ 
2018/05/CDS_2017-2018_2018_05_24.pdf>  
(2019年 3月25日)
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1 本研究の目的と背景
本研究は国立大学における総合型選抜・学校推薦
型選抜（現行 AO入試・推薦入試）を念頭に置いた
実践研究である。近代大学の創設者フンボルトの理
念「文系ゼミナール教育（理系は実験室教育）」（潮木 , 
2004）に基づく2017年 12月に実施したパフォーマ
ンス評価（中切ほか , 2019） に対し改善を試みる。

1.1 本研究の目的と方法
本研究は文系ゼミナール教育に対応した，グルー
プワークにおけるコミュニケーション力の評価のあり
方を分析・検証・考察することを目的とする。それは，
中切ほか（2019）で取り上げた 2017年 12月実施の
パフォーマンス課題「未来のカリキュラム」に対する
パフォーマンス評価の考察において浮上した，以下の
3つの課題を解決することである。
課 題 (1)：グループワークにおけるファシリテーターの
活用の意義と，そこで測定される「進行調整力」
の測定結果を分析して再検討する。
課 題 (2)：「共同創作力」のルーブリックにおける評価
規準と評価基準を再検討する。中切ほか（2019）
で取り上げた 2017年 12月の「共同創作力」の評
価規準は 4項目の観点の記述で構成されていた。
4観点の記述は一見明確に見えるが，評価者から
見ると，それぞれの項目の判定自体にブレや迷いが
生じやすい。この 4項目の観点の混在が評価の信
頼性と受講者の個人差を捉えるのに適切な規準設
定に影響を与えた可能性が高いと考え，それに代
わる新しい評価規準と評価基準を設定する。
課 題 (3)：「表現力①」と「表現力②」の違いを明確

総合型選抜・学校推薦型選抜を見据えたパフォーマンス評価の研究
――パフォーマンス課題の実践とルーブリックの分析――

中切 正人，橋本 康弘（福井大学），宮下 伊吉（三重大学），大久保 貢（福井大学）

本研究は，パフォーマンス課題とその評価を国立大学の総合型選抜・学校推薦型選抜に活用して，
汎用的な選抜・評価方法の確立を目指す実証的研究である。高校生のグループワークによるパフォー
マンス課題の実践で測定されるコミュニケーション力の構成要素とその評価規準・評価基準をルー
ブリックで示した。そして，中切ほか（2019）の実践で信頼性が低く受講者の個人差を捉えるのに
適切な規準設定ではなかった構成要素を検討した結果，1つを保留し，他の 3つの改善を試みた。そ
の結果，改善版「共同創作力」と言語的観点を測定・評価する改善版「表現力②」の信頼性と受講
者の個人差を捉える規準設定が向上した。
キーワード：高大接続，大学入試，パフォーマンス評価，ルーブリック，ゼミナール教育

にして書き改めることにより，新しい評価規準と評
価基準を再検証する。すなわち，プレゼンテーショ
ン場面の評価の観点を非言語的観点と言語的観点
の二つに絞り，それぞれの評価規準と評価基準を
書き改めて，その信頼性と受講者の個人差を捉え
るのに適切な規準設定の改善を図る。

2 パフォーマンス評価の改善
最初に中切ほか（2019）に示したパフォーマンス課
題と評価の概要を示す。次に，2018年度と2019年
度に同じ課題で 4回実施した改善版パフォーマンス評
価の信頼性と個人差を捉える規準設定を検証する。

2.1 中切ほか（2019）のパフォーマンス課題と評価
2.1.1 中切ほか（2019）のパフォーマンス課題の概要
【表 1】は，中切ほか（2019）で取り上げた 2017
年 12月のパフォーマンス課題「2050年の未来の中
学校のカリキュラム」プロジェクトの日程とその評価
場面である。福井県内の高等学校 9校から1年生
27名，2年生 32名，3年生 5名の合計 57名（男17
名，女 40名）の高校生と，7名の教員が参加した。
評価者は大学から5名が加わり12名となった。
プロジェクトの朝，受講者から『未来の学校づくり
に関する調査研究報告書』（国立教育政策研究所 , 
2013）の抜粋部（全 14頁）を要約した事前課題が
提出され，後日これを元に「理解力」が測定・評価さ
れた。次の講義では，この事前課題と別の資料（日本
交通計画協会自主研究会 , 2011）を元に 2050年の未
来が描かれたスライド，そして，プロジェクト用に創
作された未来の学習指導要領やカリキュラム表の作成
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方法のスライドが紹介された。その後，各自で第 1回
目のカリキュラム表が作成され，後日「適用力，分析力」
が測定・評価された。小休憩の後，グループ毎に各
自のカリキュラム表を紹介しあい昼食となった。
午後のグループワーク①では，最初にカリキュラム
作成の方針が検討され，カリキュラム表を囲んで話し
合いが進んだ。カリキュラムが完成するまでの2時間，
評価者により「相互理解力，伝達工夫力，共同創作力，
進行調整力」が測定・評価された。次のグループワー

ク②では，プレゼンテーションでの役割分担が決定さ
れ模擬練習された。プレゼンでは，一人 2分の発表
に対して「表現力①，表現力②」が測定・評価された。
終了後は，ここまでの活動を総括しつつ各自の 2050
年のカリキュラム表が作成された。後日これを元に「評
価力，創造力」が測定・評価された。
評価者による評価を整理すると，まず，事前課題と
当日作成されたカリキュラム表を元に「情報収集力：
理解する，適用する」と「高次の思考力：分析する，
評価する，創造する」が測定・評価された。これらは，
アンダーソンらの改訂版タキソノミー (Anderson, 
2001)の認知過程次元に相当し，また，学習指導要
領の「思考力」「判断力」に対応すると考えられる。
次に，グループワークとプレゼンテーションでは「コ
ミュニケーション力：相互理解力，伝達工夫力，共同
創作力，進行調整力，表現力①②」が測定・評価さ
れた。これらは，学習指導要領の「表現力」「主体的
に学習に取り組む態度」に対応すると考えられる。

2.1.2 中切ほか（2019）での評価とその課題
中切ほか（2019）で測定された 2017年 12月段階
のコミュニケーション力の構成要素の評価規準を下に
記す。【表 2】はその評価基準で「3」を基準とする。
  「相 互理解力」：他者の意見に耳を傾けて合理的な
理解・判断を下したり，共感したりする能力。

  「伝 達工夫力」：他者の意見に対し論理的な質問をし

表 1  パフォーマンス課題の日程と評価場面

表 2  2017年 12月のコミュニケーション力の構成要素とその評価基準
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たり自分の考えを伝える工夫をしたりする能力。
  「共 同創作力」：他者と共同して一つの研究成果をま
とめ，完成させる能力で，以下の 4観点で構成。
①メンバーに敬意を払い礼儀正しく振る舞う。②
明るい話し方などで前向きな姿勢を伝える。③メ
ンバーの能力を信頼し課題達成の確信を伝えて
やる気を高める。④メンバーを手助けしたり励ま
したりする。

  「進�行調整力」：メンバーから意見をうまく引き出し，
最終的な合意を導くファシリテーションにかかわ
る能力で，以下の 4観点で構成。①意見やアイ
デアを出やすいムード作りをする。②意見や議論
をまとめて合意形成を促す。③議論すべき内容
へ誘導する。④話し合いの合理性を高める。

  「表�現力①」：プレゼンテーション時に，話術（姿勢・
声の表現等）を駆使し，メッセージを聴衆に伝
達できる能力。

  「表�現力②」：プレゼンテーション時に，発表者が中
心的なメッセージを聴衆に伝達する能力。

【表 3】には，評価者による評点の占有率（4段階）
と評点差の度数分布と評点の平均値，および「二次
の重み付きκ係数」を示した。評定者間の信頼性を
検証するκ係数は，見かけ上の一致（観察値）から
偶然による一致（周辺度数から期待値を使って計算）
を差し引いたものを使って計算される。完全一致で1，
偶然の一致と考えられるとき0，偶然より一致度が低
いとき負の値となる（下井・谷 , 2007: 130）。一般的
にκ係数0.21～0.40は「まずまずの一致」，0.41～0.60
は「中等度の一致」，0.61～ 0.80は「かなりの一致」，
0.81～ 1.0は「完全一致」とされる。順序尺度では
多くの場合「二次の重み付きκ係数」が使用される
ので，これ以降の記述においては，特に断らない限り
κ係数とは二次の重み付きκ係数を意味する。
【表 3】に示す様に，中切ほか（2019）の「相互理
解力」「伝達工夫力」のκ係数は共に「中等度の一致」
以上で，ある程度の信頼性が確認された。また，両者
の各評点の占有率は評点「1」の能力が発揮されない
評価が見られず，「2」のやや能力が認められる段階が
4分の1，基準とした「3」のある程度能力が認められ
る段階が半分以上で，発揮されている「4」段階が 5
分の1認められる。いわゆる両極端に偏らない山型の
パターンである。さらに，両者は共に評点差「0」が
50％を超え，評点の平均値が共に 2.9である。よって，
この 2つの構成要素は受講者の個人差を捉えるのに適
切な規準設定であったと考えられる。
これに対し，「共同創作力」のκ係数は偶然よりも

一致度が低いマイナス値の -0.09であり，「進行調整
力」のκ係数も0.23と低いことから，両者の信頼性
は低い。また，両者は評点差「2」のケースが存在し，
両者の評点の占有率は低い方に偏り，両者の平均値
も低いことから，両者共に受講者の個人差を捉えるの
に適切な規準設定ではなかったと考えられる。
その理由の考察にあたり，両者の評価規準が 4 観
点で記述されている点に注目した。4観点の記述は一
見合理的に見えるが，4観点はそれぞれに抽象的か
つ独立性が高かったことから1観点毎の判断の微妙
な相違が 4倍の開きに拡張され，その結果評点の一
致度も下がったものと推測される。2017年 12月の評
価者からも評価しにくい項目と批評された。
次に，プレゼン時の「表現力①」「表現力②」を検
証する。「表現力①」はκ係数が 0.33「まずまずの一
致」で，「相互理解力」「伝達工夫力」の両者に次い
で信頼性が高く，また，評点の分布や平均値などか
ら判断すると両者に次いで受講者の個人差を捉える
のに適切な規準設定であったと考えられる。これに対
し「表現力②」のκ係数は 0.17と信頼性が低く，評
点の度数分布も下位の「2」に極端に偏り，平均値も2.2
と極めて低く受講者の個人差を捉えるのに適切な規
準設定ではなかったと考えられる。
以上より，2018年度以降は「相互理解力」と「伝
達工夫力」の評価規準と評価基準をこのまま継続し
て測定し，評価に活用する。しかし，他の 4つの構
成要素は評価規準と評価基準を見直し，その信頼性
と受講者の個人差を捉えるのに適切な規準設定に修
正する必要があると考え，本研究の課題に設定した。

2.2 2018・2019 年度のパフォーマンス評価の改善
2.2.1「進行調整力」とファシリテーター
本研究の母体となる 2016年度のプロジェクトは，

表 3  2017年 12月のプロジェクトの能力別評点の占有率
と一致率（％）と平均値および二次の重み付きカッパ係数
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本研究とは異なるパフォーマンス課題であったが，そ
こに参加した評価者の講評の中に，パフォーマンス課
題の遂行に当たりグループの中でファシリテーターを
指名したり，別の機会に高校生以外のファシリテー
ターを養成して活用したりする必要性が指摘されてい
た（中切ほか , 2017: 179）。しかし，本研究の主執筆
者はグループ毎に配されたファシリテーターの個性に
よってグループワークに差が生まれ，その差が評価の
公平性を脅かすのではないかと懸念した。そのため，
中切ほか（2019）のプロジェクトにおいても，グルー
プワークの際には一人の進行役（主執筆者）がグルー
プ全体を対象にファシリテートする方法を踏襲した。
しかしながら，ファシリテーターの必要性に迷った
本研究の主執筆者は，中切ほか（2019）のプロジェ
クトでは，グループワーク時にファシリテートする能
力を各グループ内のメンバー全員に期待し，その能力
の測定を試みた。その際，この能力をグループワーク
時の「いつ」「どの場面で」「どの様に」測定するのか，
という様な配慮を施すべき事前研究が不十分だった。
その結果，評価者は2時間のグループワークの間に「相
互理解力」以下の 4能力を同時に測定することになり，
反省会では測定能力の多さが批判された。その一方
で，グループワーク開始時点のファシリテーターの必
要性が指摘された（中切ほか , 2019: 89）。
この様に，グループワーク時のファシリテート方法
やファシリテーターのあり方の不備が原因で，中切ほ
か（2019）のプロジェクトでは評価者の「進行調整力」
の測定を混乱させることになった。そこで，2018年
度はファシリテートのあり方が十分研究されるまでは
「進行調整力」の測定と評価を保留することにした。
その結果 2018年度は，グループワーク時に頻繁に進
行役（本研究の主執筆者）と評価者が協力し合って
グループの活動状況を情報交換すること，かつ，進
行役はすぐにその内容をグループ全体に向かって紹
介するという方法で進めることにした。
そして，2019年度は「進行調整力」の測定と評価
を保留にするが，グループワークの活性化を目指して
外部からファシリテートする方法を試みてきた。それ
は，同一人物が複数回ファシリテートを担当すること
によってファシリテート方法の改善と安定化を意図す
るもので，その担当者を学生・院生に求めた。そして，
評価の安定化のためにも同一人物が複数回評価を担
当することが必要ではないかと考え，ファシリテーター
が同時に評価も担当することを試みてきた。
また，この新たな試みの成果を上げるべく，パフォー
マンス課題とそのファシリテートおよびパフォーマン

ス評価についてまとめた「ファシリテーターと評価者
用のマニュアル」を作成して，改訂を重ねてきた。そ
して，プロジェクト前には必ずそのプロジェクトの担
当ファシリテーター全員（学生・院生）を招集し，マニュ
アルを元にプロジェクト受講者（高校生）に配布した
事前課題，パフォーマンス課題やグループワーク・プ
レゼンテーションのファシリテートのあり方，さらに
ルーブリック評価等について研修している。

2.2.2「共同創作力」の改善と検証結果
本研究が分析対象とするパフォーマンス課題「2050
年の未来の中学校のカリキュラム」の実践と評価は，
2018年 6月23日と9月29日と10月13日，および
2019年 6月15日に実施された。【表 4】に，各プロジェ
クトの実施日別に参加した福井県内の高等学校と受
講者数，さらに 2人の評価者が測定することができ
た「表現力」の対象人数を記す。
中切ほか（2019）のプロジェクトの反省を受け， 「共
同創作力」の評価規準と評価基準を全面的に見直し
た。まず，中切ほか（2019）には 4観点で記述して
いた評価規準を改め，「相互理解力」や「伝達工夫力」
と同じ記述形式にした。以下，変更後の評価規準を
記し，その評価基準は【表 5】に示す。
  「共 同創作力」：グループワークにおいて，他者と共

表 4  2018.6.23と9.29と10.13および 2019.06.16の
プロジェクトの受講者数と 2人の評価者による 

「表現力①，②」の測定対象の人数
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同して一つの研究成果（作品）をまとめ，完成さ
せることができる能力。たとえば，グループワー
ク時に議論を深める質問をしたり，相手の見解を
正確に理解した上で，自己の見解との整合性を図
る提案や見解を提示したりすることができる能力。

この改善版「共同創作力」の評価規準と評価基準
を検証することが出来たのは，全部で 27人の受講者
が参加した 6月23日のプロジェクトであった 1)。この
プロジェクトではグループワーク時の「共同創作力」
を 2人の評価者で評価することができた受講者は 10
人で，全体の 37％に当たるため分析対象とする。
中切ほか（2019）の 4観点の記述による「共同創
作力」のκ係数は -0.09であったが，【表 6】に示す
様に 6月23日の改善版ではκ係数が 0.51「中等度
の一致」に向上した。ここで本研究はκ係数の有意
水準を5％に定める。【表 6】に示す様に，改善版「共
同創作力」の両側 p値は 0.03であることからこのκ
係数0.51は有意である。また，この数値はグループワー
ク時に測定した「相互理解力」の 0.48と「伝達工夫
力」の 0.59に匹敵する。よって，改善版「共同創作力」
の評価規準と評価基準の信頼性は向上したと考えら
れる。なお，【表 6】に示す「相互理解力」と「伝達
工夫力」のκ係数の両側 p値もそれぞれ 0.03と0.02
である。よって両者のκ係数も有意である。
さらに，【表 6】で改善版「共同創作力」の各評点
の占有率を見ると，評点「1」の様な能力が発揮され
ない評価が見られず，評点「2」のやや能力が認めら
れる段階が 2割で，基準点「3」のある程度能力が
認められる段階が 5割半を占め，「4」の発揮されて
いる段階が 2割半認められる。いわゆる山型のパター
ンを示した。また，評点差「2」が無く，評点の平均
値も「相互理解力」「伝達工夫力」と共通の 3.1である。
以上の結果は，同時に測定された「相互理解力」と「伝

達工夫力」に近似している。よって，改善版「共同
創作力」は，受講者の個人差を捉えるのに適切な規
準設定に近付いたと考えられる。

2.2.3「表現力①」と「表現力②」の改善と検証結果
中切ほか（2019）のプロジェクトの反省を受けて，

2018年度は「表現力①」と「表現力②」の評価規
準と評価基準を全面的に見直した。それは，中切ほ
か（2019）の表現力の評価規準が，共に「聴衆に伝
達出来る能力」とされた上で，「表現力①」が「話術」
について，「表現力②」が「メッセージ」について記
されていたところを，より明確に記述し直したことで
ある。すなわち，改善版「表現力①」は「非言語的
表現」にかかわる能力，改善版「表現力②」は「言
語的表現」にかかわる能力であると規定した。そして，
その上で評価規準と評価基準を書き改めた。以下，
変更後の評価規準を示し，その評価基準は【表 5】
に示す。
  「表 現力①」：プレゼンテーション時における非言語
的表現にかかわる能力で，以下の 4つの観点を
発揮することができる能力。①自信をもって伝え
ている。②ジェスチャーが豊かである。③アイコ
ンタクトができている。④発声がしっかりして聞

表 5  2018年度の改善版「共同創作力」および 4観点の改善版「表現力①」と改善版「表現力②」の評価基準

表 6  2018.6.23のプロジェクトの能力別評点の占有率
と一致率と平均値，および二次の重み付きカッパ係数
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き取りやすい。
  「表�現力②」：プレゼンテーション時における言語的
表現にかかわる能力である。具体的には，キーワー
ドを適切に使用することができ，かつ，根拠を示
した上で論理的に発表内容を伝えることができ
る能力である。
改善版の「表現力①」と「表現力②」の測定に当
たり，1人の受講者に対し 2人の評価者で評価する
ことができたプロジェクトとその受講者数は以下の通
りである（【表 4】参照）。すなわち，2018年 6月23
日の 27人の受講者の半数の 14人と 2)，同 9月29日
の受講者総数の 9人と，同 10月13日の受講者総数
の 6人，および 2019年 6月15日の受講者総数 8人
の合計 37人である。
最初に改善版「表現力②」を検証する。まず，中
切ほか（2019）の「表現力②」のκ係数は 0.17だっ
たが，【表 7】に示す様に改善版「表現力②」のκ係
数は 0.38に向上した。この数値は 2018年 6月23日
に測定した「相互理解力」の 0.48，「伝達工夫力」
の 0.59，改善版「共同創作力」の 0.61に準ずる（【表
6】参照）。また，【表 7】に示す様に改善版「表現力②」
のκ係数の両側 p値は 0.01であることから有意であ
る。よって，改善版「表現力②」の評価規準と評価
基準の信頼性は中切ほか（2019）の「表現力②」よ
りも向上したと考えられる。
さらに【表 7】で改善版「表現力②」の各評点の
占有率を見ると，評点「1」の評価が見られず，評点「2」
が 1割弱で，基準点とする評点「3」が 6割半を占め，
評点「4」が 3割弱認められる。いわゆる山型のパター

ンに近付いた。また，評点差が「2」に広がることは
無かった。そして，評点の平均値は 6月23日のグルー
プワーク時の「相互理解力」「伝達工夫力」と改善版
「共同創作力」の 3.1に近い 3.2であった。以上より，
改善版「表現力②」は中切ほか（2019）の「表現力②」
よりも，受講者の個人差を捉えるのに適切な規準設定
に近付いたと考えられる。
次に，改善版「表現力①」を検証する。改善版「表
現力①」のκ係数の測定は 4観点版の「2018年 6
月23日と9月29日」，そして 3観点版の「2018年
10月13日と2019年 6月15日」の二つのプロジェク
トに分けられる。この違いは，前者のプロジェクトで
複数の評価者から受けた指摘，すなわち前者の評価
規準にある「自信をもって伝えている」観点が他の 3
観点に比べて抽象的なため，評価基準の判断に迷い
やすいという指摘に対処したものである。その結果，
後者では【表 8】に示す様に，その観点を削った 3
観点の再改善版「表現力①」に再修正した。
改善の順番に沿って，改善版 4観点の「表現力①」
から検証する。中切ほか（2019）の「表現力①」の
κ係数は 0.33だったが，【表 9】に示す様にそのκ係
数は 0.25となりその信頼性は低下した。ただし，こ
のκ係数の両側 p値は0.21で有意ではない。今後は，
3観点の再改善版「表現力①」の測定結果と合わせて，
よりよい評価規準と評価基準を作成する際の参考資
料として活用したい。続けて，各評点の占有率を見る。
評点「1」がわずかに見られ，評点「2」と基準点の
評点「3」が共に 4割程度を占め，評点「4」が 2割
弱認められ，この分布は山型のパターンとは異なる。

表 7  2018.6.23と9.29と10.13および 2019.06.15の
プロジェクの「表現力②」の評点の占有率と一致率
と平均値，および二次の重み付きカッパ係数

表 8  3観点の改善版「表現力①」の評価規準と評価基準

表 9  2018.6.23と9.29のプロジェクトの「表現力①」
の評点の占有率と一致率と平均値，および二次の重

み付きカッパ係数
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また，評点差が「2差」のケースが 1割弱存在し，そ
の評定平均値は2018年 6月23日の「相互理解力」「伝
達工夫力」と改善版「共同創作力」および改善版「表
現力②」の 3.1よりもかなり低い 2.7である。よって，
4観点の改善版「表現力①」は受講者の個人差を捉
えるのに適切な規準設定ではなかったと考えられる。
続いて，3観点の再改善版「表現力①」について
検証する。まず，信頼性については【表 10】に示す
様にそのκ係数は0.36で，4観点の改善版「表現力①」
の 0.25よりも向上した。しかし，このκ係数の両側 p
値は 0.15で有意ではない。今後は，3観点の再改善
版「表現力①」の測定結果と合わせて，よりよい評
価規準と評価基準を作成する際の参考資料として活
用したい。続けて，各評点の占有率を見る。評点「1」
が見られず，評点「2」がわずかに1割弱で，基準点
の評点「3」が 8割を占め，評点「4」が 1割強存在
する。この分布は 4観点の改善版「表現力①」より
も山型のパターンに近い。また，評点差「2」が存在
せず，評点差「0」が 8割を占め，その評定平均値は
2018年 6月 23日の「相互理解力」「伝達工夫力」
と改善版「共同創作力」と同じ 3.1であり，改善版「表
現力②」の 3.2に近い。よって，3観点の改善版「表
現力①」は 4観点の改善版「表現力①」よりも，受
講者の個人差を捉えるのに適切な規準設定に近付い
たと考えられる。

3 今後の課題
本研究は，中切ほか（2019）で浮上したコミュニケー
ション力にかかわる3つの課題に対処してきた。最初
に，「進行調整力」はその測定と評価を保留し，2019
年度からはグループワークの活性化を目指して，専属
のファシリテーターが外部からファシリテートし，評
価の安定化のためにファシリテーターが評価も担当す
ることを試みている。
次に，2017年度の「共同創作力」の 4観点の評価
規準と評価基準を改め，グループワーク時に測定さ
れる「相互理解力」「伝達工夫力」と同じ記述形式に
統一し，新しい評価規準と評価基準を設定した。そ

の信頼性と受講者の個人差を捉えるのに適切な規準
設定であったかどうか検証したところ，「相互理解力」
「伝達工夫力」に匹敵するレベルに改善された。
最後に，「表現力①」と「表現力②」は，プレゼンテー
ション場面を評価する視点を非言語的観点と言語的
観点の二つに絞り，それぞれの評価規準と評価基準
を設定し直した。まず，言語的観点を測定・評価す
る改善版「表現力②」についてその信頼性と受講者
の個人差を捉えるのに適切な規準設定であったかど
うか検証したところ，グループワーク時に測定する「相
互理解力」「伝達工夫力」と改善版「共同創作力」
に準ずるところまで向上した。これに対し，2018年
度の 2回のプロジェクトで検証した 4観点の改善版
「表現力①」の信頼性は低く，受講者の個人差を捉え
るのに適切な規準設定ではなかった。そこで，3観点
の再改善版「表現力①」に改め，再度検証した。し
かし，その信頼性は低かった。今後は受講者の個人
差を捉える規準設定と合わせて，改善と検証を継続
していきたい。
さらに今後は，本研究のパフォーマンス課題と評価
の改善を繰り返して，ファシリテートのあり方を確立
し，パフォーマンス評価の信頼性を高め，受講者の個
人差を捉えるのに適切な規準設定を確立することを目
指す。そして，国立大学の総合型選抜・学校推薦型
選抜に適用可能な選抜・評価のあり方に寄与したい。

注
1)2018年度以降のプロジェクトでは，受講者 1人 1人の活発
な活動を促すために 1グループを 3人か 4人で構成した。
そして，どのグループも最低 1人の評価者が担当し，全て
の受講者が送付された受講結果を元に自己の成長を確認し，
有効活用出来る様に努めた。しかし，2018年 6月23日の
プロジェクトは，例外的に多くの受講者と評価者を集めるこ
とができたことから，グループワーク時に測定する能力の信
頼性を測定するために1グループ 5人までの構成とし，2グ
ループにそれぞれ 2人の評価者を配置することが出来て，
合計 10人が分析対象とされた。 これに対し，プレゼンテー
ション時は基本的に評価者全員で受講者全員の「表現力①」
と「表現力②」を測定・評価することが出来た。

2)受講者の多かった 2018年 6月23日は受講者のプレゼン時
間を 2分間確保し，かつ評価者が集中力を維持出来る様に
6グループ（27人）を二分割して実施した。今回分析に使
用した 2人の評価者による測定対象は 14人（3グループ）
である。

表 10  2018.10.13と2019.06.15のプロジェクトの「表
現力①」の評点の占有率と一致率と平均値，および

二次の重み付きカッパ係数
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1 はじめに
1.1 九州大学共創学部
九州大学では，2018年 4月に 50年ぶりの新設学
部となる共創学部を設置した。共創学部は，多様な
人々との協働から異なる観点や学問的な知見の融合
を図り，共に構想し，連携して新たなものを創造する
「共創」をコンセプトとしている。多くの学部は専門
性を高める教育が中心であるのに対し，共創学部は
文理を融合し，「何をしたいから何を学ぶ」という課
題解決型の教育を目指している。

1.2 共創学部の入試の概要
このような従来と異なる教育を実施するために「知
識を問う入試から，能力を見極める入試への転換」
をキーワードに，他の学部とは異なる入試を導入した。
例えば，大学において学びたい内容を重視している
ため，全ての入試で「志望理由書」の提出を求めた。
さらに，多様な人材を獲得するため，AO入試，推薦
入試，一般入試，国際型入試の四つのタイプの入試
を導入した。各入試のポイントを簡単に説明する。
① AO入試：九州大学で行われてきた 21世紀プロ
グラムAO入試をベースにしている。書類による一次
審査の後，講義に関するレポート，集団討論，小論文，
面接を二日間で実施し，評価する。
②推薦入試：高等学校長の推薦が必要である。活動
歴報告書では，高校での正課における学習活動を高
く評価する。センター試験は国語，数学，英語の三
教科。
③一般入試：幅広い分野の基礎知識と思考力を求め
る。センター試験は社会と理科から三科目を選択する。
個別学力検査では，数学，英語，小論文を課す。
④国際型入試：帰国子女，外国人留学生を対象とす

推薦入試合格者へのインタビュー調査
――九州大学共創学部を例に――

翁 文静，立脇 洋介（九州大学）1）

九州大学で新設された共創学部の推薦入試合格者を対象にインタビュー調査を行い，①合格者の
特徴，②高校における指導と対策，③推薦入試に対する評価を検証した。その結果，①推薦入試合
格者は勉学以外の活動にも取り組んでおり，しっかり考える人が多かった。②ほとんどの高校では，
複数の先生が多大な時間とエネルギーを割き，合格者をサポートしていた。③推薦入試に対して，
合格者や高校の先生は概ねポジティブに評価していた。
キーワード：選抜方法，推薦入試，多面的・総合的評価

る。学力は日本留学試験や SATなどの共通試験また
は個別試験によって評価する。さらに，面接，志望理
由書によって求める学生像と合致しているかを判定す
る。
各入試で課される試験をまとめた結果を表 1に示
す。九州大学では，AO入試を行っている学部は多
いものの，推薦入試は 10年ほど実施されてこなかっ
た。そのため，推薦入試の設計にあたり，コンセプト
や実施方法について議論を重ねた。しかし，AO入
試と推薦入試では，活動歴や面接を評価するなど，
試験内容に共通点も見られ，各入試で求める人材が
獲得できたか，検証が必要である。

2 推薦入試に関する先行研究
上記の問題意識に関連する先行研究を紹介する。
中部地区の教育産業関係者である風間（2013）は
高校教員へのインタビューに基づき，推薦入試合格
者の特徴，高校における指導の様子，推薦入試の魅
力や課題などについて報告している。具体的に，推
薦入試合格者の特徴は，高校における課外活動や就
業経験などを持つこと，大学入学後，部活動などで
周囲を引っ張ることなどである。高校における指導に
関して，風間は「小論文対策や面接指導も各学校で
行なっている」と述べている。また，推薦入試の魅力
や課題について，「（高校の）先生方が推薦入試の魅
力の一つと感じているのは、本当に箸にも棒にもかか
らないような生徒が，面接対策をきっかけに，スイッ
チが入って、劇的に成長していくこと」，「実施時期，
学力保証，合格基準，この三つが，今後推薦入試の
あり方を検討する際のポイントだ」と指摘している。
大谷（2009）は，高校が大学入試の多様化に対応
するため，進路指導をどのように変容させてきたのか

－ 242 －

【ノート】 大学入試研究ジャーナル第 30号，242-247，2020．



を探るために，高校（A県 12校）の『進路指導資料』
の内容の変化について検討した結果を，以下の三点
にまとめている。第一に，「従来，教科指導に重点に
置き，一般入試を主体に進路指導を展開してきた学
校でも，推薦 /AO入試の存在はすでに無視できなく
なっており，様々な影響を与えている」。第二に，「伝
統的な進学校においても，表だって推薦 /AOの存在
を生徒に示すことには積極的ではないものの，第一志
望の受験機会が増えるとして個々の生徒に対して選
択的に受験を進める傾向が認められた」。第三に，「中
堅の進学重視校では高校間の序列構造からの脱却を
目指し，推薦 /AOを学校全体として積極的に活用す
る事例も見られた」。
松井（2017）は，筑波大学理工学群化学類で実施
される推薦入試とAO入試を取り上げ，それぞれの
試験内容・特徴と実施結果などを検討している。そ
の結果，推薦入試では思考力や発想力に富んだ真面
目な学生が入学するのに対し，AO入試ではより自主
性に富んだ学生が入学する傾向が見られた。
このように推薦入試に関する先行研究の内容は，「合
格者の特徴」「高校における指導と対策」「推薦入試
に対する評価」に分けることができる。研究の手法と
しては，高校の資料や大学の入試データの分析，高
校教員へのインタビューなどが行われていた。そのた
め，受験生自身が受験経験をどのようにとらえている
のかは検討されていない。高校や大学の教員と受験
生とでは，高校における指導や入試に対する評価が

異なる可能性が考えられる。

3 目的
本稿は合格者自身が，九州大学共創学部の推薦入
試をどのようにとらえているのかを検証する。そのた
めに推薦入試の合格者にインタビュー調査を実施し，
合格者の特徴をあぶりだし（5.1），合格者の出身高校
における指導と対策の実態を把握し（5.2），合格者及
び出身高校の推薦入試に対する評価を明らかにする
（5.3）。

4 方法 
第一筆者が該当者である平成 30年度共創学部推
薦入試合格者 13名に連絡をし，そのうちの10名（女
性 9名・男性 1名）と場所・時間を調整の上で，1
時間程度の半構造インタビュー調査を行った。実施
期間は 2018年 7月 25日から 8月8日までである。
質問項目は名古屋大学において推薦入試合格者のイ
ンタビューを実施した風間（2013）を参考に作成した。
共創学部の入試情報をいつ，どのように知ったのか，
なぜ受験したのかなどの質問以外，高校などにおけ
る指導と対策に特化した質問がある。また，AO入試
と推薦入試，もしくはAO入試合格者（AO組）と推
薦入試合格者（推薦組）の違いなどについても質問
した（質問の概要を参考資料に示す）。

表 1 平成 30年度九州大学共創学部の入試の内容
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5 結果 
5.1 推薦入試合格者の特徴
推薦入試の合格者の特徴を「なぜ共創学部を受験

しましたか」，「なぜ自分が合格したと思いますか」，「（両
方を受験した者に対して）推薦入試とAO入試との
違い」，「（推薦入試のみを受験した者に対して）推薦
組とAO組との違い」などの質問から浮かび上がら
せる（表 2）。
表 2から推薦入試合格者の特徴として以下の二点
を読み取ることができる。一つ目の特徴は，合格者が
高校生活において，学業以外にも，何らかの活動に
取り込んできたことである。これらの活動の内容は，
課題研究，部活，ボランティア活動への参加／受賞，
資格の取得，海外留学／研修，国内各種プログラム
などである。さらに，ほとんどの合格者が複数の活動
に取り込んでいたことがわかった。二つ目の特徴は，
コミュニケーション能力が高く，中心的な存在である
AO組と違って，推薦組はしっかり考える人が多いと
いう点である。

5.2 高校における指導と対策
高校における推薦入試のための指導と対策を把握
するため，「書類の指導と対策はいつからですか」，「（書
類は）どなたから，どのように指導されましたか」，「プ
レゼンテーション＆面接の指導と対策はいつからです
か」，「（プレゼンテーション＆面接は）どなたから，ど
のように指導されましたか」などの質問をした。その
結果，ほとんどの高校において，丁寧な指導と対策が
行われていたことが分かった。以下では高校の所在（県
外，県内）及び合格者の AO入試への併願の有無を
配慮し，四つの事例から高校において、各時期で行わ
れている指導と対策の具体的な様子を記述する。

事例 1　（県外高校出身，推薦入試を受験したAさん）
Aさんは 8月のオープンキャンパス後に自ら志望理
由書を書いた。担任の先生が志望理由書を見て，「漠
然としているので，もっと具体的に書くこと」と助言
した。

Aさんは 10月に入り，担任の先生を含む 3名の先
生のコメントに基づき，志望理由書を数十枚書き，締
め切りの直前に提出した。

12月の一次合格通知が届いた後に，Aさんは毎日
放課後の 2時間を使い，プレゼンの原稿（A4サイズ
一枚）の準備に取り掛かった。担任，国語の先生か
ら受けた「これまでの学び（語学研修，震災ボランティ
アなど）は良かったが，これからの学びを具体的に書

く」というアドバイスに基づき，共創学部の四つのエ
リア（人間・生命エリア，人と社会エリア，国家と知
識エリア，地球・環境エリア）に合わせて，「災害時
における滞日外国人への支援のあり方」というプレゼ
ンの原稿を書き続けた。また，地学の先生から，観光
庁・法務省のホームページでの情報収集の方法や原
稿のまとめ方などについて教えてもらった。
センター試験の後に，教頭先生も含め，計 10名の
先生が Aさんの完成した原稿についてアドバイスし
たり，質問したりしていた。

Aさんはインタビューの中で「他の受講者のプレゼ
ンテーション資料を見たら，自分のものが一番よいと
思った。先生たちに感謝，感謝」と振り返っていた。

事例 2　（県内高校出身，推薦入試を受験したCさん）
8月後半からCさんは毎日担任の先生に志望理由
書について相談していた。最初は何を書けばよいの
かは分からなかったが，相談しているうちに，少しず
つ書きたいことが明確になってきた。Cさんは毎日朝
もしくは昼に，担任の先生に志望理由書を提出し，そ
の日の夕方に，先生から返却された志望理由書のコメ
ントに基づき，修正し続けた。
センター試験の後から1週間ほど，Cさんは英語と
国語の先生から指導を受け，プレゼンテーションの原
稿を見直し，プレゼンテーションの練習を行った。本
番までの毎日，Cさんの先生（違った学年，面識のな
い先生を含む）計 10名が面接官を演じ，Cさんの面
接の練習に付き合った。

Cさんはインタビューの際に，「準備した面接は役
に立った。違った先生が違った観点から，質問をして
きたから，私の考えるスピードや答えるスピードが早
くなった」と語った。

事例 3　（県外高校出身，AO入試と推薦入試の両方
を受験したFさん）
・AO入試対策　
夏休始めからFさんは週二回のペースでオンライ
ン塾での小論文の対策を始めた。

9月に入ってから，Fさんは志望理由書を書き，担
任の先生と進路指導の先生から「アピールが足りな
い。自分が共創学部に向いていることをきちんと書く」
というアドバイスをもらったため，5，6回修正した。
その後，国語の先生から小論文の添削を 2，3回ほど
受けた。
・推薦入試対策

10月に，Fさんは担任の先生と進路指導の先生か
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らアドバイスをもらい，AO入試の際に提出した志望
理由書を修正した。
センター試験の後，Fさんは大まかなプレゼンテー
ションの資料を作成，担任の先生と進路指導の先生
に見せたところ，「英語で発表したほうがいい」，「県
庁ではなく，もっと大規模なこと（国連とか）を書く」
と怒られた。先生たちのアドバイスを踏まえ，Fさん
は 3，4回プレゼンの資料を修正した。また，Fさん
は英語の原稿を外国人の先生にも見せ，4回ほど修
正した。

事例 4（県内高校出身　AO入試と推薦入試の両
方を受験した Iさん）
・AO入試対策

Iさんは 7月に先輩からアドバイス（例えば，共創
学部の先生の名前を出したほうがよい）をもらい，志
望理由書をまとめた。

夏休み明け，担任の先生に相談したところ，担任
の先生から「志望理由書に，今の自分と将来の自分
とのつながりは書いたが，九州大学とのつながりはな
かった」と指摘された。その後，担任の先生が共創
学部のアドミッションポリシーを熟読し，「国際化」，「多
角な思考力」などの 4本柱で書くようにと Iさんを指
導した。それを受け，Iさんは 8回ほど志望理由書を
修正した。

9月に Iさんは英語，数学，化学の 3教科の先生
による面接の練習を，計 5回ほど行った。それと同時
に，Iさんは文系／理系を担当する先生の模擬授業
及びディスカッションに 2回ずつ参加した。小論文の
対策に関して，文系／理系の二人の先生が計 4回ほ
ど課題を出し，添削を行った。
・推薦入試対策

AO入試の後，IさんはAO入試で提出した志望理
由書を10回ほど修正し，担任と生物の 2名の先生に

表 2 推薦入試の合格者の特徴を明らかにするための質問項目とその回答

－ 245 －

推薦入試合格者へのインタビュー調査



添削してもらった。
12月に入り，Iさんは勉強の合間に，担任と生物の

2名の先生に呼ばれプレゼンと面接対策を受けた。そ
の際の，先生たちのアドバイスとしては，「ストーリー
性を大事にすること」，「これまでの経験とこれからや
りたいこと，そしてなぜ九大，なぜ共創学部という一
連の流れを作ること」などであった。
以上，高校における指導と対策の事例を四つ（A
さん，Cさん，Fさん，Iさん）挙げた。それ以外の
推薦入試合格者も多数の先生から情報とアドバイス
を提供してもらい，面接＆プレゼンテーションの模擬
練習に付き合ってもらっていた。
例えば，Bさんの担任は予備校の情報（共創学部

AO入試の面接の質問など）を収集し，Bさんに提供
した。Bさんのプレゼンテーション＆面接の練習は担
任の先生の他，歴史，物理，数学，英語などの先生
も関わっていた。
また，AO入試と推薦入試両方を受験したGさん
は国語，社会の先生から志望理由書の添削を12回受
け，模擬面接は図書館の先生や普段関わらない先生
まで 12名から，計 20数回を受けた。その際，教頭
先生や担任の先生は時事ニュースを探したり，毎回
違った質問を考えたりしていた。

Hさんもセンター試験の後，毎日放課後の 3，4時
間を使い，担任，英語，数学，社会，空いている先
生から模擬面接を受けていた。

5.3 合格者及び高校からの評価
推薦入試に対して，合格者や高校の先生からの評
価を見てみる。結論から言うと，推薦入試は必要な
入試と考えられ，概ねポジティブに評価されていた。
その理由は以下の三点にある。
まず，推薦入試は共創学部に受かるチャンスを一
回増やせるという利点があげられる。この点に関して
は，高校の先生や合格者の語りからも，合格者の受

験パターンからも確認できる。例えば，「予備校の先
生がチャンスを一回増やせるからと言い，私に推薦入
試を進めた」（Eさん），「一般入試で共創学部に入り
たかったが，先生から2回のチャンスがあるから，推
薦入試もと助言された」（Hさん），「AO，推薦入試を
含め，3回のチャンスがあったから，共創学部の受験
を決めた」（Jさん）などであった。また，推薦入試
合格者 10名のうち，半分の 5名が AOと推薦の両
方の入試を受けていた。
次に，一般入試や AO入試と異なる生徒を共創学
部に合格させることができるメリットがある。インタ
ビューの中で，「（母に言われ）性格的に推薦入試にあっ
ている」（Aさん），「AO入試のディスカッションは今
まで経験したことがない。推薦入試は今までやってき
たことをプレゼンするから，推薦入試を選んだ」（B
さん），「センター試験はちょっと自信がない（活動歴
が豊富）」と発言した合格者が複数いた。
最後に，合格者のほとんどが推薦入試に対して「雰
囲気が良かった」，「楽しかった」と評価している（表
3）。言い換えれば，満足の高い入試であると認識さ
れている。

6 まとめと今後の課題
本論文ではまず，九州大学共創学部の推薦入試合
格者の特徴を明らかにした。合格者が高校生活の中
で，勉学以外，何らかの活動に取り組んできたことが
大きな特徴である。さらに，しっかり考える人が多い
ことも推薦入試合格者の特徴の一つである。「課外活
動などの経験がある」「しっかり考える」などの特徴は，
名古屋大学文学部（風間，2013）や筑波大学（松井，
2017）などの推薦入試合格者でも共通していた。
また，推薦入試合格者の出身校における指導と対
策の実態の一端を把握できた。まず，ほとんどの高校
では，担任，進路指導の教員，各教科の教員が中心
になって，生徒指導を行われているが，高校によって，

表 3　推薦入試の雰囲気が良かった，楽しかったとの回答例
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教頭，校長，さらに，面識のない教員も関わっている
ことがわかった。次に，推薦入試の指導時期は 9月
から1月までに集中するということも明らかにした。
この時期は，普段の業務に，センター試験の対策など
も加わり，高校の先生にとって最も忙しく，大変な時
期である。この時期に，さらに AO入試や推薦入試
の指導と対策の時間を追加すると，高校の先生にとっ
てかなりの負担であると想像できる。最後に，指導内
容と方法に関しては，情報の提供（ホームページの調
べ方），提出書類への助言（描き方，流れ，まとめ方
など），面接・プレゼンテーションの模擬練習などが
行われていることがわかった。以上より，高校によっ
ては，入試のかなり前から学校全体できめ細やかな
指導を行っているという実態が明らかになった。
推薦入試への評価について，合格者や高校の先生
は概ねポジティブに評価していた。その理由は共創
学部に受かるチャンスを増やせること，一般入試や
AO入試と異なる生徒が合格できること，入試自体の
「雰囲気が良かった」，「楽しかった」ことなどである。
このように，推薦入試に対する評価について先行研
究で指摘した教育効果以外に，受験チャンスの増加，
楽しかったなどの評価も明らかになった。
最後に本稿の課題を二つ述べる。第一に，事例の
少なさと偏りである。共創学部の入試が一度しか実
施されていない時点でインタビュー調査を行ったた
め，事例が少ない。さらに，AO入試との比較について，
AO入試が不合格で推薦入試に合格した人が対象で
あるため，AO入試を過度に望ましいものとして評価
している可能性がある。そのため，調査を継続して行っ
ていく必要がある。
第二に，推薦入試の指導と対策に関して，高校で
の様子を中心にまとめた。しかし，指導と対策を行う
のは，高校だけではなく，塾（オンラインも含めて）
や予備校などでも行われている。実際に今回のインタ
ビューでも，予備校の指導で合格した者もいたが，少
数であったため，詳細な分析を行わなかった。今後
は高校以外での指導と対策についても検証が必要で
あろう。
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1 本稿の目的とねらい
筆者らは，2016年度から高大接続的な内容のパ
フォーマンス課題とその評価を，地域の高校と大学の
関係者が協働する高大連携の体制で実践を行ってお
り，その実践の枠組み等については一度まとめている
（雨森ほか，2019）。そこでは，具体的な評価方法に
ついてはあえて言及しなかったが，その理由は評価を
軽視しているわけではなく，議論の複雑化や焦点が
ぼけることを回避するためである。
本稿の目的は，筆者らが行っている課題探究の取

り組みでの評価方法について説明するとともに，パ
フォーマンス課題に対する多面的評価の方法につい
て提案することである。先に断っておくが，評価に関
する新機軸を打ち出すことを目指してはいない。また，
そのような大それたことは筆者らの能力を超える。本
稿が，筆者らと同様な取り組みを行っている方々や，
行おうとしている方々に対して，とくに評価について
困っている方々に対して，ひとつの実践例として参考
になれば幸いであると考えている。
なお，本稿で扱う実践は，大学入試で用いることを
想定している。高大接続答申で述べられた大学入試
の問題点は，知識の評価に偏重し過ぎない，知識の
評価を軽視しないことであり，換言すると，学力を多
面的に評価することである。本実践は多面的な評価
を行えるようデザインしている。
さて，評価について述べるならば，妥当性と信頼性
について触れる必要がある。この点について次節で
触れる。そして，そのあと，筆者らが実際にどのよう
な取り組みや評価を行ったかや，評価の妥当性や信
頼性についてどのように取り組んだかを述べる。

課題探究の取り組みを多面的に評価する方法
――評価の枠組みと方法の検討――

雨森 聡，宇佐美 壽英，藤井 朋之（静岡大学）

筆者らは 2016年度から課題探究とその評価に取り組んでいる。本稿は，その取り組みにおいて現
れる高校生の能力を評価する方法について説明，提案することを目的としている。評価では，チェッ
クリストとルーブリックを用いる場面があり，これらの妥当性と信頼性について検討している。能
力を多面的に評価する方法は，短時間で完璧なものにすることは困難であり，当事者の検討ならび
に議論，事前の共通理解の浸透，検討・議論を元にした改善が必要であることがわかった。
キーワード：課題探究，主体性評価，評価の妥当性・信頼性，入試のデザイン

2 妥当性と信頼性
2.1 一般的な妥当性と信頼性
評価の妥当性と信頼性は大雑把にいうと，妥当性
は評価しようとしていることが本当に評価できている
かを検討するものであり，信頼性は評価・測定しよう
としていることがらが複数時点，複数の評価者もしく
は複数の項目の間で一致しているかどうかを検討する
ものである。
まず妥当性について。細かな議論は村山（2012）
に任せるとして，妥当かどうかは，得られたデータの
特性や構造をもとに検討する方法や，評価の内容や
概念自体をデータに寄らず検討する方法などがある。
次に信頼性について。複数時点間での一致度は，
同じテストか同一レベルの異なるテストの結果の一致
具合をもとに検討する。複数の評価者間の方は，文
字通り，同じ内容を複数の者で評価した結果の一致
具合を検討する。複数の項目間の一致については，
尺度の内的一貫性のことである。
これらの妥当性と信頼性は，評価・測定しようとす
る内容によって，検討されるものが異なったり，検討
しようがないものがあったりする。ここで述べておく
べきことは，妥当性と信頼性を等閑視することはでき
ないということである。なぜなら，筆者らの取り組み
のように，高校生を多面的に評価しようとするなら，
評価者側が評価しようとしていることが本当に評価で
きているか，また，実施している評価方法は評価者が
変わっても同様に評価できるかは，検討しておくべき
ことがらであり，落ち度がある場合は検討結果をもと
に改善する必要があるからである。
では，筆者らがどのように評価の妥当性と信頼性を
検討したかについて，次項で説明する。
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2.2 筆者らが検討した妥当性と信頼性
2.2.1 取り組みの枠組みについて
筆者らが行っている課題探究の取り組みは，雨森
ほか（2019）で説明しているが，再度説明しておこう。
表 1は雨森ほか（2019）でも用いた当日のスケジュー
ルである。
本取り組みは，限られた材料を用いて，ある建造物
をグループごとに制作すること（表 1の⑤⑦）を中心
に据え，設計・制作段階に入り前に，参加時点で不
足している知識や考え方についての講義を受けたり
（①），その確認の小テストや解説を受けたり（③④）
するものである。また，グループの設計・制作内容等
を参加者各自にプレゼンテーションすることを求めて
いる（⑪）。プレゼンテーションの前に，8色の油性ペ
ンを渡し，手書きでポスターを作成する時間を取って
いる（⑩）。
表1より，取り組みにおいて， 小テストの採点，グルー
プワーク時の高校生の参加状況の観察，ワークリスト
や最終レポートの内容，プレゼンテーションの内容と
ふるまいを評価していることがわかるが，これらのう
ち，本稿では，チェックリストとルーブリックについて
取り上げる。

2.2.2 評価の方法
チェックリストは，グループワーク時に，高校生が

あることがらができているかを観察する際に用いたも
ので，評価の観点は，社会人基礎力をもとに作成した。
具体的には，「物事に進んで取り組む力」，「他人に働
きかけ巻き込む力」，「目的を設定し確実に行動する
力」，「自分の意見をわかりやすく伝える力」，「相手の
意見を丁寧に聴く力」，「意見の違いや立場の違いを
理解する力」，「自分と周囲の人々や物事との関係性を
理解する力」である。たとえば，「物事に進んで取り
組む力」は，「やるべきことを自ら見つけて積極的に
取り組んでいる」という行動ができているかを観察し，
できていればリストの該当箇所をチェックすることに
なる。
ルーブリックは，バリュー・ルーブリックの口頭伝
達力（Oral communication）をもとに作成している。
なお，当ルーブリックの翻訳は松下（2012）に掲載さ
れている。このルーブリックに，「説明内容（4点）」「プ
レゼン時間」「質疑応答」を加えている。「説明内容（4
点）」とは，あらかじめプレゼン時に話すべき内容とし
て指定した 4つのポイントが，実際にきちんと話せて
いるかを評価するものである 2)。
各評価者はおよそ 4名の生徒の評価を担当し，各
生徒は 2名から評価を受ける体制をとっている。

2.2.3 評価の妥当性と信頼性の検討方法
まず妥当性について。チェックリスト，ルーブリッ 

表 1 第 2回目の実践
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クとも，妥当性は，課題探求のあとに開催する，評価
者間の反省会において検討している。そこでは，評
価しようとしている項目が，当日の内容できちんと評
価できているか，できないならどうすれば評価できる
かを検討している。
次に信頼性について。チェックリストでは，該当す
る行動がとれていかどうかを，1名の生徒に対して，
2名で評価している 3)。評価結果を評価項目ごとに一
致率とκ係数を求め，信頼性を検討する。
ルーブリックも，1名の生徒に対して，複数名で評
価している。こちらも一致率とκ係数で信頼性を検討
する。
ところで，κ係数は，教科書的な説明をすれば，評
価が名義尺度なら単純なκ係数，順序尺度なら重み
付きκ係数を用いることになっている。両者の大きな
違いは，評価が一致していない場合のズレの幅を考
慮するかどうかであり，前者は考慮しない，後者は考
慮するものである。後者で，評価者間のズレが大きけ
れば前者よりκ係数は小さく，ズレが小さければ前者
よりκ係数は大きくなる。すなわち，ズレの幅次第で，
単純なκ係数より，重み付きのほうが，数値が低くも
高くも，すなわち，信頼性が低くも高くもなるわけで
ある。
尺度の水準だけで考えれば，本稿の場合，重み付
きκ係数を求めることになる。しかし，完成度の高い
ルーブリックを用いた評価において，4段階で言うと
ころの 1と4のように評価が大きく割れることはあま
り起こりにくい。評価が割れにくい場合，重み付きκ
係数を求めると，簡単なものよりも甘くなる傾向にな
る。
また，課題探究の取り組みでの評価を入試に取り

込むことを考えると，ズレの幅ではなく，一致してい
るかどうか自体が重要である。これらのことを勘案し，
本稿では単純なκ係数を求めている 4)。

3 評価の妥当性と信頼性の検討
3.1 妥当性の検討
課題探究の当日からおよそ１ヵ月後に評価者が集ま
る反省会を開催し，評価の妥当性などを議論している。
反省会には，各評価の基本的な分布に関するデータ
を示しながら，議論を行っている。具体的な検討内
容を次に示す。
チェックリストについて。チェックリストでは，ある
行動が見られたかどうかを，「見られなかった」，「1度
は見られた」，「数度見られた」のように頻度も併せて
評価している。たとえば，「物事に進んで取り組む力」
は，表 2のような形式で評価している。
反省会において，この頻度について，「ゼロ回と1
回以上は判別できるが，1回と数度を判別する自信は
持てない」，「行動に移せるかどうかを評価するべきで
あって，頻度よりも，ゼロ回かどうかを評価するべき
では」などの意見が寄せられた。これらの意見をもと
に，頻度を問うことを辞め，行動が「見られた」かど
うかをチェックするように改めることにした。
このほか，「似通った観点があるので整理が必要」，

「観点に対応する場面が現れなかった」，「単純に観点
が多いので評価しきれない」などがあり，観点の整理
を行うようにした。
発表に関するルーブリックについては，概ね評価し
やすいという意見であり，妥当な内容になっていると
いうことであった。ただ，発表時間を守れているかは，
評価者各自がするのではなく，各グループにいる評価

表 2 チェックリストの例
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者のうち1名が行えばいいのではとの指摘があり，次
回以降そのように変更した。

3.2 信頼性の検討
3.2.1 チェックリストの信頼性
チェックリストの評価の場面は，先ほど示した表 1
の「製作 1」と「製作 2」である。「製作 1」と「製
作 2」では，生徒たちは，各班で製作する物の設計
図を描き，設計図をもとに製作する。作業の性質上，「製
作 1」では，生徒たちの動きがあまり見られなかった
こともあり，以下では比較的動きが見られた「製作 2」
での評価について検討する。
表 3は「製作 2」で行われた評価に対して信頼性
を確認するものである。表には，評価者間の単純な
一致率と，単純な一致率から偶然の一致を考慮した
κ係数を示している。両者とも1に近いほど評価が一
致している，すなわち信頼性が高いことを意味する。
なお，当然のことながら単純な一致率はゼロを下回る
ことはないが，κ係数はそうなることはあり得る。両
者の関係は，計算上，単純な一致率がκ係数を下回
ることはなく，信頼性の指標として数値が低い目，す
なわち信頼性が低い目になるのはκ係数のほうである
5)。両者の値を確認してみよう。
まず，単純な一致率について。一致率の良し悪し
を決めることに基準はないが，1/2が不一致なのは感

覚的に良くないだろう。もう少し厳しく見ても，1/3が
ズレているのも良くないと思われる。ここでは，評価
の不一致は 1/3まで許容するとする。その結果，「目
的を設定し確実に行動する力」の①，「相手の意見を
丁寧に聴く力」の①と②，「意見の違いや立場の違い
を理解する力」，「自分と周囲の人々や物事との関係性
を理解する力」の②の 5つが基準値を満たさない。
残り8項目についてκ係数を確認してみる。
κ係数の良し悪しの基準は，Landis and Koch 

(1977)によると，ゼロ未満で不十分，ゼロから0.2間
隔で，ほんの少し一致，一応一致，適度な一致，概
ね一致，ほぼ一致となっている。これらのうち，一応
一致（0.41～ 0.6）以上の基準で，先ほどの残りの 8
つについてみてみると，「物事に進んで取り組む力」
の②，「他人に働きかけ巻き込む力」の②の 2つが基
準値を満たさないことになる。
単純な一致率，κ係数を確認した結果，6つの項目
は信頼性がある程度高いということがわかった。とこ
ろで，信頼性が高い，言い換えるなら評価者間の一
致度が高いとしても，評価しようとしている行動が，
評価場面においてほとんど生起しない状況であるな
ら，評価が一致していても，評価自体意味をなさない
ことになる。よって，最後に，残り6項目について，
評価対象の行動が見られたかどうかを表す行動未確
認率をもとに吟味する。

表 3 「製作 2」の評価の信頼性
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この行動未確認率は，評価の対象となる行動が見
られなかったと評価した総数を全数で除したもので，
100に近ければ行動が見られなかったこと，0に近け
れば行動自体は見られたことを意味する。この値を見
ると，自分の意見をわかりやすく伝える力」の②は
83.3と高く，明らかに行動自体が生起していないこと
がわかる。残りの 5項目については，行動が現れにく
いか，評価自体が適していないかを検討する必要が
ある。これは妥当性の点でも検討課題となる。
この行動未確認率を見ると，信頼性の点では，「相
手の意見を丁寧に聴く力」の①は基準値以下であっ
たが，評価の場面において行動は起きていたことがわ
かる。この項目については評価の内容を変え，信頼性
を高められれば，評価し得るものになる可能性を秘め
ている。

3.2.2 ルーブリックの信頼性
ルーブリックについても一致率とκ係数を確認し，
信頼性を検討する（表 4）。こちらは，チェックリスト
の方とは異なり，行動が起きないことはありえないの
で，行動未確認率は示していない。
チェックリストと同様に，一致率については不一致
を1/3まで許容，κ係数については一応一致（0.41
～ 0.6）以上の基準で確認すると，「言葉の選び方」，「ポ
スターの工夫」が基準値を満たしていない。
妥当性を検討した反省会では，評価者はこの 2項
目とも評価しやすいという感触を持っていたが，ルー
ブリックで用いられている言葉の共通理解が図られて
おらず，評価者間で一致しにくいことになったのだろ
う。この 2項目については，事前に打ち合わせや研
修を行い，共通理解を図る必要がある。

3.3 チェックリストのさらなる検討
本節では，チェックリストとルーブリックの妥当性
と信頼性について述べてきた。妥当性については，

表 4　「プレゼンテーション」の評価の信頼性

課題探究実施後に行う反省会に基づいて，信頼性に
ついてはκ係数等を用いて，議論を進めてきた。
ルーブリックの信頼性は，事前の打ち合わせや研
修によって数値を高められると予想される。しかし，
チェックリストの信頼性は，信頼性の低さが場面に依
存するのか，項目自体に依存しているのかを議論しな
いと，妥当性も怪しくなると考えられる。チェックリス
トの各項目について，さらに検討する。全項目をつぶ
さに検討すべきであることは承知しているが，紙幅の
都合もあり，「物事に進んで取り組む力」の①と②，「相
手の意見を丁寧に聴く力」の①と②の 4項目につい
て限って検討する。
まず，「物事に進んで取り組む力」であるが，具体
的には，①は単純に積極的な行動ができているかを，
②は他人が嫌がることについて積極的に行動できて
いるかを評価している。つまり，①ができないと②は
できない。また，②は他人が嫌がることかどうかが評
価者で判断しづらい。これらのことが，②の信頼性
が低くなった原因であると筆者らは考えている。
次に「相手の意見を丁寧に聴く力」の 2項目につ
いて。この 2項目ともκ係数が低くなっているが，原
因は場面の設定と評価項目の対応の悪さであると筆
者らは考えている。前述した通り，チェックリストは，
限られた材料で，ある建造物をグループごとに制作
する場面で用いられている。とくに「製作 2」は，設
計図を描き終わったあとの製作段階のグループワーク
であることから，意見交換が行われるよりも，設計図
をもとに作業が進められる。このこともあり，会話を
前提とした行動は生起しにくく，明確に現れていない
行動を甘く評価する者と厳密に評価する者で評価が
割れ，信頼性が低くなっていると考えられる。実際に
反省会では，当項目に限らず，どの程度の行動である
ならば，行動が見られたとしていいか悩ましいという
声もあった。

4 おわりに
本稿では，筆者らが行っている課題探究の取り組
みでの評価方法について，本文ならびに注の中で説
明してきた。
筆者らが用いているチェックリストやルーブルック
は，信頼性を検討する過程で完全ではないことはわ
かっている。最初から完全なものを作ることは不可能
に近く，筆者らも次の実践で改善を図るために，反省
会等を行っているわけである。また，評価慣れや事
前の打ち合わせ不足が評価の信頼性を低めている可
能性も示唆された。知識・技能以外の主体性等を評
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価するには，評価者側の事前の準備が肝要である。
大学は高大接続改革を受け，入試における学力の
多面的評価について，高校は学習指導要領の改訂を
受け，探究活動の実施ならびにその評価について悩
んでいるのが現状であろう。筆者らは双方の悩みを，
双方の関係者が協働して取り組み，研究しながら解
消しようとしている。もちろん，参照し，役立つ情報は，
書籍やインターネット上などに多くあるが，何が正し
くて，適切なのかはわかりにくい。たとえば，本稿では，
評価の場面において，チェックリストを用いていたり，
信頼性の検討において重み付きκ係数ではなく単純
ななκ係数を求めたりしているのは，教科書や通説を
妄信的に従わずに，内容を吟味した結果である。た
だし，筆者らの方法が適切かどうかは，まだ実践や
議論が必要である。
筆者らは，本稿で触れた取り組み以降，改善の過
程を経て，さらに実践を積み重ねている。この改善さ
れた実践については，別の機会に紹介したい。

注
1)本研究を進めるにあたり，静岡県教育委員会，静岡県私学
協会，各校の学校長から承諾を得ている。

2) 筆者らは，雨森ほか（2019）において「独自の○○力を設
定する必要性があるなら，設定するべきだと考えるが，大学
入試で評価する能力はそこまでオリジナリティが求められる
ものではなく，結果的に独自の○○力は，経済産業省が提
唱する社会人基礎力や国立教育政策研究所が提案する21
世紀型能力，OECDキー・コンピテンシーなどで代替可能
だと考えられる。他に参照可能な尺度等があるならば，参
照したほうが，開発のコストを抑えられたり，妥当性や汎用
性を高められたりなど，メリットがある。」と述べたように，
むやみに○○力を設定することを避けたり，汎用性を志向し
たりしている。

3) 課題探求型の取り組みにおいて，なんでもルーブリックを用
いて評価しようとする嫌いがあるが，筆者らはルーブリック
を用いるべきかどうか自体を検討する必要があると考えてお
り，検討の結果，チェックリストによる評価を行うことにした。

4)κ係数について，単純なもの，重み付きのもの，どちらを算
出するかを議論するくらいなら，両者を算出して，値と評価
の分布をもとに検討するほうが建設的だと筆者らは考えてい
るが，ここであえて述べようとしているのは，通例だから，
または，尺度水準が○○だから妄信的に重み付きのほうを
算出することへの危うさを感じているからである。教科書，
慣例，表計算ソフトや統計ソフトのみに頼るのではなく，研
究者自身で適切な方法を選択するようにしたいと筆者らは考
えている。

5) 本稿のような評価の信頼性を検討する際に，単純な一致率
で十分か，κ係数を用いるべきか，はたまた，他の指標が妥
当であるかは，もう少し検討を重ねたい。個人的には，単純
な一致率と分布の確認で十分ではないかと考えている。

参考文献 
AAC&U Value  

< https://www.aacu.org/value>（2018年 3月16日）
雨森聡・宇佐美壽英・藤井朋之 (2019). 「パフォーマンス課題
を用いた主体性等を評価するデザイン――静岡県における
工学系の高大接続事例をもとに」『大学入試研究ジャーナル』
29, 188-193.

中央教育審議会 (2014).「新しい時代にふさわしい高大接続の
実現に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の
一体的改革について (答申 )｣

中央教育審議会 (2016).「幼稚園、小学校、中学校、高等学
校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な
方策等について (答申 )｣

Landis JR, Koch GG.(1977). “The measurement of 
observer agreement for categorical data” , Biometrics. 
33(1):159-174.
松下佳代 (2012).「パフォーマンス評価による学習の質の評価 :
学習評価の構図の分析にもとづいて」『京都大学高等教育
研究』8, 75-114.
村山航 (2012). 「妥当性概念の歴史的変遷と心理測定学的観点
からの考察」『教育心理学年報』51, 118-130.

－ 253 －

課題探究の取り組みを多面的に評価する方法



1 はじめに
高大接続改革の目的は，AI技術などに代表される
高度情報化社会の進展とともに，職業およびそのキャ
リア意識が大きく変わっていく中で，社会に接続する
意味での大学での学び，そこに接続する高校での学
び，そしてそれらを繋ぐ入学者選抜の三位一体の変
革にある。その本質は，専門性を支える学士力あるい
は社会人基礎力として定義されるリテラシーと，変革
の時代で自らを活かすことができる継続的な学びの態
度，特に，自律的で協働的な学びの態度（コンピテン
シー）が生み出す持続的な学びとそれを活用したキャ
リア意識の涵養にある。そのためには，九州工業大
学のような専門教育を行う工業系単科大学のDP, CP
に基づき，かつ，入学した学生の特性を理解すること
で，各々の大学の目指す教育にマッチングの良い入
学者選抜方法へと改善していくことが必要である。
九州工業大学（２学部：工学部，情報工学部）では，
これまでも，入試区分および入学時の成績とGPAの
推移について示してきた（安永ら , 2019）。今回，さ
らに継続的な調査として，本学で実施しているポート
フォリオと民間試験PROGとGPAとの相関について，
特に，初年次の状況と関連して検討したので，ここに
報告する。

2 調査方法
入試区分毎およびその際の成績を上位（25%），中
位（50%），下位（25%）に分類し，入学後のGPA，

入学者選抜と各種評価法による伸びしろの分析

安永 卓生，播磨 良輔，藤江 美奈，山下 修充（九州工業大学）

高大接続改革の目的は，社会人基礎力として定義される自律的で協働的な学びの態度を身に付け
るために，高校時代での学び，社会人の学び，そして，それらを接続する大学での学びの改革にある。
九州工業大学では，2010年より，成績管理システムに加え，自己評価を行うポートフォリオを導入し，
振り返りによる学修態度のメタ認知と自律的学修態度の獲得を目指してきた。AO部門では，大学で
の学びとのマッチングの良い入学者選抜へと入試を改善することを目指し PDCAサイクルを回すこ
とを目指している。今回，本学で継続的に実施しているポートフォリオ，民間会社による試験（PROG）
によるリテラシー，コンピテンシー，GPA及び初年次の共通科目の成績から読みとることを試行した。
その結果，入試区分毎の入試成績と本課以外での継続的な学修時間の間に弱い相関があり，狭義の
学力の高さと学修態度との関連，若しくは，事前教育の有効性が示唆された。ただし，今後，入試
制度の変更に併せて，ポートフォリオや各種の試験におけるリテラシー，及び，コンピテンシーと
大学での教育を通して身につける能力との関係に関して継続的な分析が必要であろう。
キーワード : 入学者選抜，コンピテンシー，ポートフォリオ，自律的学修態度，初年次教育

本学の２つの学部（工学部・情報工学部）における
理系共通科目としての数学（解析）および物理（力学）
の成績及び eポートフォリオの分析（学習時間）（林
ら ,2013），それらとPROG（注１）との関係について
調査を行った。特に，初年次および事前教育の必要
性に繋がる情報の抽出を試みた。2018年度入学者
957名を対象とした．

eポートフォリオにおいては，メタ認知による振り返
りとともに，自己評価ではあるが，大学以外での学修
時間等を記入する欄が有り，数値的な比較が可能で
ある。現時点では，ポートフォリオの記入が 100％で
はなく，記入した人数も多くないため，成果の評価の
精度の高さには問題があるが，一定の傾向を押さえる
ことができるとして今回解析を試みた。

3 実施調査と考察
3.1 入試区分と入学後の成績
前回の報告（安永ら，2019）の中で，入学区分（成
績毎）とストレート卒業率およびGPAの経年変化を
追った。その際，九工大においては，入試区分による
違いよりも，入試区分毎での成績に依存している傾向
があった。今年度も同様の調査ではその傾向が継続
していることが分かった。この傾向と，初年次での教
育との関係があると考え，今回調査を行った。
先ず，入試区分毎，類毎で，大学の初年次，１年前
期終了時点におけるGPAの分布（図 1）を調査した。
入学時の難易度と狭義の学力から観れば，推薦Ⅰ，推
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薦Ⅱ／前期，後期の順にその学力差がでることが想定
された。調査の結果として，類毎でGPAの下位層と
して通常の分布から大きく逸脱した学生が，入試区分
が前期入試及び推薦入試において，幾つかの類で観
られることが分かった。特に，倍率が高く，合格難易
度が高い工学２類、情工１類の前期でのGPAの極下
位層がみられることは興味深い。しかしながら，いず
れの類においても推薦入試の学生がGPAを１を下回
るものがみられなかった。GPA１を下回るとは，単位
が修得できていないことを示しており，大学での学習
態度が成立していないことを示すことが想定される。
このとき，全学的傾向や学部間比較等において，以
下の理由により，注意が必要である。現在の推薦入
試は，口頭試問に加え志望動機等の面接を重要視し，
その結果，学科・類毎にその選抜規準が異なる。また，
一般入試でも類毎の倍率が異なる等により，個別試
験で測る学力に差がある。さらに，定員が，情報工
学部が前期型の入試に移行したのに対し，工学部は
後期入試の割合が定員の30%を越えている。加えて，
2018年度から類別入試になり，特に，情報工学部では，
類を越えて同一カリキュラム・試験により共通教育が
実施されている事など多様な要因がある。これらが
分布の違いにつながっていることが想定される。

次に，初年次に実施される講義の内，高校時代の
学力要素の影響が大きいと考えられる数学（解析）
と物理（力学）について，入試区分毎の影響を確認

した。ここでは，想定通り，推薦・前期・後期の昇順
に成績上位者の割合が多く，推薦入試合格者が特に
情報工学部において，下位層が多いことがみてとれ
た（図 2）。先の研究（安永ら　2019）で示したこと
と同様な最終のGPAの分布や今回示した初年次終
了時の評価（図１）ではこれほどの差は観られなかっ
た。したがって，推薦入試合格者は，数物といった
理系基礎科目を何とか身に付けつつ，学修習慣の獲
得をとおして大学入学後の専門の学修活動に対応し，
かつ，「伸びしろ」をもつ学生を選抜できていると考
えられる。

また，図２は，本大学の下位層への支援，つまり，
推薦入試合格者への事前教育，前期・後期学生を含
めた初年次教育の必要性を示している。特に，情報
工学部では，推薦入試合格者の不合格者の割合が高
い。この理由は，入学時に多様な学力をもつ学生（物

図１　入試区分毎及び類毎での１年次前期のGPA
分布を示した箱ヒゲグラフ
注）対象は，2018年度入学者 (N=957)。横軸は入試区分の違いを示し，
それぞれの類毎に後期，前期，推薦，推薦Ⅱ (センター利用 )の順に
分布が示されている。GPA＝１のところに線を引いており，それを下
回る学生がいる入試区分を太字で示している。

図２　入試区分毎と数学及び物理学の成績の相関
注）棒グラフの左から，不合格，GPAが 1, 1.5, 2, 2.5, 3, 3.5, 4の学
生を示している。

図 3　入試区分毎の PROGによるリテラシーと１年
次前期での成績（GPA：竪軸）の分布（箱ヒゲグラフ）
との関係
注）横軸は，入試区分毎のリテラシー（１−７）を示している。０は未
受験者のＧＰＡ分布を示している。点線はGPA=1, 2を示している。
灰色の太線は傾向をしめしたもの。

－ 255 －

入学者選抜と各種評価法による伸びしろの分析



理，数Ⅲ未履修）を入学させていることが影響してい
ると考えられる。最終ＧＰＡおよび初年次でのＧＰＡ
の状況では特に問題がないことから，入学時からカリ
キュラムに対応出来るよう，学修習慣の早期獲得，か
つ，数物等の理系基礎のための学力支援を行うこと
で，さらなる「伸び」が期待できる。現在でも合宿研
修などを実施しているが，入学前教育の改善が必要
であろう。
次に，これらの大学での「伸び」を保証している入
試区分毎の PROGによるリテラシーおよびコンピテ
ンシーと成績の関連を検証した。

3.2 入試区分と入学後の成績および PROG
当大学では，PROG（注１）を用いた学士力・社
会人基礎力の調査を 2016年度より特定の学科で始
め , 2017年度からは全学年的に1,  3年生に対して実
施している。前年の調査（安永ら 2019）では，入学
区分毎での PROGによる評価を行ったが，今回は，
入試区分毎での１年前期終了時の成績とPROGによ
り示されたリテラシー（図 3）及びコンピテンシー（図
4）の関連について調査した。
図 3によれば，リテラシーが下位の学生の中に成績
下位（GPA２以下）の学生がいるが，GPA上位の
学生でもリテラシー下位の成績下位の学生が含まれ
ていることがわかった。特に，前期・後期の学生に含
まれている点は注目に値する。一方で，前述した様に
推薦入試による学生では元々GPA１以下の学生がい
ない。本学の学生の場合，PROGによるリテラシー
調査は成績上位が飽和していることがすでに分かっ
ており，今回示したとおり，そのまま成績（GPA）と

リテラシーの相関をとることが難しいことと対応して
いる。
図 4によれば，コンピテンシーにおいても同様のふ
るまいがみられるが，GPA下位層でみると全般的に
コンピテンシーが低い学生が多いことが観られる。個
別に観ると，後期での入学者は，元々GPAが高い層
が多いが，工学部において特に，コンピテンシーが３
以下の学生の中にGPAが低い学生が多い。前期で
のコンピテンシー下位層にGPAが低い層が特に観ら
れる。
特に，１年生に関しては，入学直後の４月段階で

PROG試験を受験しているが，未受験者にはGPA
が低い学生が多いことは注目するべきであろう。前述
の前期・後期の学生は，PROGのような試験に対す
る耐性をもたない訳でもなく，またリテラシーがそれ
ほど低くないと考えられる。したがって，これは
PROG試験と期末試験に対する態度，それはコンピ
テンシーにも現れるのであろうが，最終的な成績に同
じふるまいをしていることによるのであろう。 
また，推薦入試では，リテラシーの低い学生の割合
が高く，昨年度の結果と一致している。一方で，リテ
ラシーは，GPAそのものとはそれほど大きな相関が
ない。大学進学後，リテラシーの「伸びしろ」がある
学生を捉えていると想定された。そこで，PROGに
よる経年変化を追うこととした。

3.3 PROG 試験による経年的変化
PROG試験を開始し３年目となり，最初に実施した
情報工学部のC学科の学生が３年目を迎え，経年変
化を検証できた（図 5，6）。Ｃ学科は工学系にも関わ
らず，40％以上が女子が占める学科である。３年後

図 4　入試区分毎の PROGによるコンピテンシーと
１年次前期のGPAの相関
注）図 3と同様の表記である。横軸の 0は未受験者，1-7はコンピテ
ンシーのレベルを示している。灰色の線は傾向を示したもの。

図 5　C学科（情報工学部）PROG試験（リテラシー）
の経年変化　（N=70）
注）個々の項目の平均値は折れ線で表現し，伸長度は棒グラフで示す。
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期にPROG試験を実施し，３年間の教育効果をみた。
昨年度の報告は，経年変化ではなく，同族比較（同
一対象学科ではあるが，同一対象者ではない）のみ
であった。その場合，学年毎のリテラシーの伸びが明
確にみられていた。しかし，今回，C学科の全体に
対してみると変化があまりみられなかった（図 5）。総
合点は，5.54から5.59へと若干増加していたが，個々
の項目でみれば低下していた。ここで，前述した様に，
リテラシー（小項目は５が最大値，最終的なリテラシー
評価は７が最大値）は，各項目の平均値が 4-4.5に
有り，上位層は評価出来ないことに注意が必要である。
一方で，コンピテンシー（図 6）に関しては，対人
基礎力及び対課題基礎力（小項目は５が最大値）に

関して上昇した。特に，情報収集力，本質理解，気
配り，多様性理解に関する項目が上昇した。しかし，
対自己基礎力に関しては低下した。この傾向は以前
の報告でもみられ，特に，推薦入試合格者及び留学
した学生にみられたことを報告した（安永ら , 2019）。
これらは PROGのコンピテンシー評価が自己判定に
よる部分を持ち，かつ，その自己判定に高校時代や留
学前の自分自身の経験に対する影響があることから，
大学進学や海外留学を通して，多様でかつ自己基礎
力の高い学生との出会いにより，当初自分自身の能力
が不足していることを認識できなかったが，その後の
経験により他者の能力を把握でき，自分自身の力の欠
如を認識できる様になるというダーニング･クルー
ガー効果（Kruger and Dunning, 1999）の影響と考
えられる。

図 6　C学科（情報工学部）におけるPROG試験（リ
テラシー）の経年変化　（N=70）
注）総合点は，5.54から5.59へと若干増加しているが，個々の項目の
平均値は折れ線で表現され，伸長度は棒グラフで示している。

図 7　工学部（2017年度入学者）の 2019年度当初（3
年進学時）のリテラシーの伸び
注）入試区分毎での違いを示している。

特に，相互支援，独自性理解，機会による自己変革，
主体性理解，良い行動の習慣化，計画評価などの点
で低下がみられた。これらは，大学のDP, CPとして，
カリキュラムの中で，PBL教育，グループワークなど
により培おうとしている点である。今回，前回の報告
での留学も含め，多様な学生との学びの中で，自己評
価として低下している可能性がある。
Ｃ学科のデータのみでは，入試区分毎の評価をす
るにはデータ数が少ない。工学部において，2019年
度初頭に，３年次の学生を対象とした評価（２年間の
教育効果）を行ったので，入試区分別の評価検証を
行うために工学部は１５％が女子である，一般的な工
学部（１４％が平均）に対応する学部である。また，
工学部の推薦入試は，情報工学部の推薦入試に比べ
て，理数系の口頭試問に対する評価が大きい（安永
ら 2019）。図 7，図 8は工学部のリテラシー及びコン
ピテンシーの伸びを入試区分毎に示したものである。
情報工学部においては，従来通り，３年後期に調査
予定である。
工学部においては，リテラシーにおいて，全ての入
試区分において伸びが観られた。特に，推薦入試で
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の伸びは大きく，その中でも，非言語処理能力の伸び
は他の区分に比べて高くみられた。その結果，リテラ
シー毎の差が小さくなっている様子がわかる。大学で
の学びを通して，推薦入試合格者のリテラシー力に
ついて，着実に力がついている様子がみてとれる。コ
ンピテンシーについても伸びがみられる。しかし，入
学時の影響は大きく，特に，対人・親和力，協働力に
ついては推薦入試での入学者の優位が顕著である。
一方で，後期入試合格者，推薦入試合格者の対自・
自信創出力の伸びは注目するべきであろう。

ここでも推薦入試入学者の一部の項目でのコンピテ
ンシーの低下がみられる。これも，経験の背景となる
学校環境の違いによるダーニング・クルーガー効果に
よる可能性がある。すなわち，本学においては，推薦
入試合格者は，各地域の準進学校における学力トッ
プ層が多いことから大学への進学後の学びの中で自

己認識を再度確認した可能性もある。今後，一定の
標本数が得ることで，出身高校等を含めた解析がそ
の原因を明らかにするためには必要となろう。
また，2019年度入試から，この「伸びしろ」のも
とになるコンピテンシーを意識したAO入試を開始し
たことから，それらの学生に対する継続的な評価とし
ても有効であろう。実際，ＡＯ入試での合格者は，こ
れまでの当該大学の学生とはコンピテンシーが大きく
異なる学生も入学している（未発表データ）。
いずれもまだ統計的な有意性等の評価が不十分で
ある。継続的な調査を経て，統計的有意性等を評価
していくことが必要であろう。
これらの評価の中で，Ｃ学科（情報工学部）にお
いて，特に，「良い行動の習慣化」，「機会による自己
変革」が低下した点に着目した。eポートフォリオに
よる振り返りは，まさにこれらの点のメタ認知を支え
るものであるので，eポートフォリオとの連携を試みた。

3.4 ポートフォリオを利用した評価
九工大で開発した eポートフォリオ（九工大 eポー

トフォリオ・カタログ参照）は，自己評価・振り返りを
元にした学修自己評価システムである。継続的に改
善が繰り返されている。その多くが文書を利用した振
り返りとなっているが，各科目のシラバスで示された
観点別の自己評価及び「１週間辺りの本課外におけ
る学習時間」等が数値として，評価値を持つ。そこで，
前述したように，「良い行動の習慣化」として，学修
習慣が身についているかどうかを，本課外の学修時
間と入試区分との関係について調査した（表 1）。注
意すべき点として，この eポートフォリオへの記述は，
学部・学科毎での入力率の違いが大きい。工学部に
比べ，情報工学部（5学科）の入力率が高いため，
情報工学部の入力値による検証を行った。情報工学
部の中でも，知能情報工学科の入力率は低いため，
実質的に残りの 4学科（Ｃ学科を含む）のふるまい
をみていることを注意してもらいたい。実際，統計的
な処理を行うには，全数検査になっていないこともあ
り，ポートフォリオ等への記述が苦手な層の情報が得
られていない可能性があることは意識しておく必要が
あろう。
先ず，表１より，全体として，１年前期より１年後
期以降のほうが学修時間が長いことがわかった。こ
れはカリキュラムとの関係も想像される。しかし，同
じカリキュラムであっても，特に，この数年でGPA
の伸びが大きく，かつ，ＧＰＡそのものも高い後期入
学者の学修時間が比較的大きいことがわかる。また，

図 8　工学部（2017年度入学者）の 2019年度当初（３
年進学時）でのコンピテンシーの伸び
注）入試区分毎での違いを示している。
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全体として，入学時の成績上位者（H）のほうが，成
績下位者（Ｌ）と比べて学修時間が長い傾向があった。
これらのことはいずれも学修時間とGPAに弱い相関
があることを示している。しかしながら，これが学修
態度の確保によるものか，若しくは，元々の狭義の学
力によるものかの区別は困難である。
文部科学省からも合格が早い学生に対する事前教
育の必要性が謳われている（文部科学省 , 2018.06）。
特に，学修習慣の喪失が問題とされているが，当該
大学においては，推薦入試の合格者も，1年前期より
継続的に学修習慣が身についていることがわかる。こ
れは，合格者に対する事前教育の成果であるとも考
えられる。但し，2016, 2017年度のそれぞれでふる
まいは異なる。2016年度の場合には，全入試区分に
渡って１年前期の学修時間が低いことは着目するべき
であるが，理由は明確でない。ポートフォリオ自身の
入力の精度の問題もあり，今後検証が必要である。

2017年度から，図 5, 6で示した様に，C学科を中
心に，2019年度以降は全学部での PROGによる継
続的な調査が可能となりつつある。ここで，C学科は
eポートフォリオに対して，90%以上の入力率をもつ
学科である。そこで，Ｃ学科に着目して，入試区分を
混在して，入試時の成績の上位（25％），中位（50%），
下位（25％）学修時間の変化を示した（表２）。この
中で，入学時の成績上位者の学修時間とそれ以外の
学生の学修時間に差がある。これはGPAが，入試区
分によらず，入学時の成績に相関が有ることと関連し
ているかもしれない（安永ら　2019）。また，この事が，
他者との学びや学年進行の中で，対自己基礎力の低

下を招いている可能性が示唆される。これは，PROG
のコンピテンシー評価に自己分析要素が含まれている
ことによるかもしれない。今後，対象者が増えること
でクロス集計等による検定が必要となろう。

4 今後の課題
現在，各大学及び高校における高大接続改革，及び，
少子化の中で，当該大学への入学者のもつ学力背景
が変化し続けている。また，学部・学科毎でジェンダー
の違いや学問分野・カリキュラム，教員集団の違い等
により，学部や学科毎の違いも大きい。本学は，これ
らの問題を明らかとするために，全学でのPROG試
験を実施し，社会人基礎力として横串を差すことで，
DPと比較しながら教育および入試改革を目指してい
る。そのため，学びの基礎力となるリテラシーとコン
ピテンシーに関して，継続的に，１年生と３年生を対
象としたPROG試験を実施しており、評価が継続さ
れている。特に，工学部に比較して，情報工学学部
におけるPROG（コンピテンシー）では，類間，学科
間の学問分野への学生の志向の違いによる違いに相
関がある可能性が示唆されているが，年毎のふるま
い変化もある（データ未掲載）。

さらに，2018年度からは，中括りの類別入試へ変
化したことから，さらに，多様な学生が同一クラスに
含まれる。また，2019年度からは，新たなＡＯ入試
も始まり，コンピテンシーの大きく異なる学生も入学
している（藤江ら，2020）。これらによる学生層の変
化に着目するべきであろう。
今後，どの点が，大学での学びの「伸びしろ」と
大学入学時での評価についても，これからの継続的
調査が必要であり，定性的評価から，統計的な評価
等の定量評価へと歩みを進めたい。

表１　入試区分（入学時の成績）毎の入学後の学修
時間の推移

表 2　C学科（情報工学部）の入学時の成績毎の入
学後の学修時間の推移 
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具体的には，今回の評価の中で，推薦入試合格者の，
高校での理数系科目の弱さはあるものの，そのコンピ
テンシーの高さを利用して，初年次において，逆に非
常に低い成績（GPAによる）をとるものが少ないこと
が示された。それを今回，eポートフォリオにおける
学修時間で比較し，弱い相関の可能性が示された。
また，学修時間が必ずしも低下することなく，増大す
るケースも見られることも興味深い。また，そのこと
が入学時の成績とも関連していることは，初年次の最
初の大学教育との出会いが重要であることも想定さ
れると共に，各入試区分毎に適切な選抜に結びつい
ているともいえる。また，これは対自己，対課題解決
力で表現し，入試時での評価との関連を明確化し，
繋げることが必要であろう。
今後，PBL教育などにおける他者との交わりも評
価するなどのエビデンスに基づく教育改善を進めいる
とともに，多様な学生を獲得する入試制度へと改善を
進めたい。GPA等に観られる学生の学修状況とポー
トフォリオや PROG試験などでみられる学修態度と
の連関を教育を提供する側だけではなく，教育を受け
る側の学生にもフィードバックする事で，更なる，主
体的で継続的な学修力と，多様な人々と協働する力
を身につける制度へと繋げたい。

注
1) PROG(Progress Report on Generic Skills)は，学校法人
河合塾・株式会社リアセックが実施しているジェネリック・
スキルの評価試験（PROG白書 2015, 2016）である。入学
後の学びの態度（コンピテンシー）とそれを支えるリテラシー
を計測するために用いた。ここでは，特に，他大学との比較
を行い，かつ，個別の大学のポートフォリオ等と比較できる
ものとして用いている。安永ら (2019)の中で，個別の項目
等との比較について調査している。本学では，１年次 (入学
時 )と３年次（工学部・前期，情報工学部・後期）に全学
生を対象として，PROG試験を行っている。
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1  はじめに
いろいろな入学者選抜で入学した学生が，その学
生を選抜した試験のアドミッションポリシーに合った
学生であるかどうかを検証することが，入試の評価
研究のひとつとして行われている。大学入試研究
ジャーナルにも様々な入試の追跡調査研究が多く報
告されている。例えば，入学後の「GPAなどの成績」，
「自己評価」，「卒研・ゼミ指導教官などの第三者評価」，
「キャリアデータ」とそれらの組み合わせが追跡調査
や分析に用いられている。
筑波大学では2000年度から「自ら学び自ら考える」，

「問題解決能力」を見るAC入試を実施している。こ
の入試の評価をするためには，主体的に自ら学び自ら
考える意欲のある学生が入学していることを検証する
ことが必要であるが，自己評価では学生ごとの主観に
より評価基準が異なるという問題がある。面接とイン
タビューで自己評価を含めた評価を行って客観性を
高めるという方法もあるが，様々な入試の学生につい
て一斉に実施するのは作業量が多く困難である。また，
卒研などの必修科目では，必修として課されたことを
こなす力の高い学生も高評価となると考えられ，主体
性や意欲を測るには必ずしも適当でない。
そのため，著者らは，学生が自ら提案した研究活
動を行う「先導的研究者体験プログラム」（以下，
ARE）への参加者の入学経路を調べることにより，
主体的に問題解決を行う意欲を入試ごとに測ること
ができると考え，2014年と2017年の 2回，大学入
試研究ジャーナルにて報告した（白川ほか , 2014, 
2017）。2017年の報告では，2009年度から 2015年
度までの 7年間について，以下のように報告した。

2009～ 2012年度に「理数学生応援プロジェクト」

筑波大学「先導的研究者体験プログラム」と入学経路

白川 友紀，松井 亨，島田 康行，大谷 奨，本多 正尚（筑波大学）

2009年度から 10年間にわたって実施した「先導的研究者体験プログラム」の参加者の割合が入
学経路（入試）によって異なることを 2013年度と 2016年度に報告した。その後も，入試の変更や
授業化を行いつつも同様の主旨でこのプログラムを継続しているので，既報と同様に入試による参
加者の多寡を調査した。既報での結果と同様に AC入試（アドミッションセンター入試），国際科学
オリンピック特別入試による入学者の参加の割合が大きく，これらの入試による入学者の研究に対
する意欲が高いことが示されたと考えられる。また一般入試（前期）による入学者の参加割合が小
さい状況が続いている。前報からサンプルサイズも増加し，前報での結論がより確かなものになった。
一方，最近の変化傾向として一般入試（後期）の参加者が増えている。
キーワード：主体性，意欲，総合型選抜，AO入試，追跡調査

を受託して推進した筑波大学の「開かれた大学によ
る先導的研究者資質形成プログラム」の参加者の割
合が入学経路（入試）によって異なることを 2013年
度に報告した（白川ほか , 2014）。その後，このプロ
グラムの対象を全学の 1～ 3年生に拡大して「先導
的研究者体験プログラム」として実施しているので，
前報と同様に入試による参加者の多寡を調査した。
前報での結果と同様にAC入試（アドミッションセン
ター入試），国際科学オリンピック特別入試による入
学者ならびにGlobal30の入学者の参加の割合が大
きく，これらの入試による入学者の研究に対する意欲
が高いことが示されたと考えられる一方，一般入試（前
期）による入学者の参加割合が小さい状況が続いて
いる。
本報告は，2017年の報告に続く第 3報として，さ
らに 2016年度から2019年度までの 4年間の調査を
追加し，2009年度から2019年度までの11年間につ
いての結果を報告する。

2  先導的研究者体験プログラムの概要
先導的研究者体験プログラム（ARE）は，1～ 3
年生が簡単な「研究計画書」を提出して採択されれ
ば研究費を使用できる，というプログラムである。
採択された学生にはアドバイザ教員がついて研究を
遂行させ，研究終了後は実績報告書の提出と研究成
果の発表を行う。研究実績が評価されれば，さらに
上のレベル（申請できる研究費の上限額が大きい種
目）に申請ができ，研究のステップアップができる
仕組みとした。より詳しい内容については既報を参
照されたい。

AREへの参加募集は，新入生オリエンテーション
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やフレッシュマンセミナーを通じて周知している。
2009年度の周知は均一ではなく，何度も学生にアナ
ウンスをする学類もあれば，AREがあるということを
教員がほとんど知らないという学類もあって，十分に
周知されたとは言えない状況であったが，2010年度
からはパンフレットを作成して新入生に配布し周知し
た。全新入生がこのパンフレットを受け取ったはずで
あるが，参加学生数はそれほど増えなかった。このこ
とから，研究をしたい人を募集するというアナウンス
に対して興味を持ち実際に申請をするという点で，参
加者とそれ以外の学生の間に差異が生じたと考えら
れる。
前報からの変化としては，AREの授業化を進めた。

2015年度以前も「研究者入門」という授業を行って
いたが，その主旨はこの授業を通じて受講生が研究
に関心を持ち，AREに参加することを期待するもの
であった。しかし，2016年度からは授業名を「研究
者体験 xxxx」（xxxxは西暦）として，AREに採択
された学生のみが必ず受講する科目とした。2016，
2017年度は移行期間として「研究者入門」と併設して，
「研究者体験」は 0.5単位とし，2018年度からは「研
究者入門」を廃止統合して「研究者体験」1単位の
み開講した。これにより，学生は AREに参加して授
業単位も得られることとなった。

3 筑波大学の入試
筑波大学では開学当初から実施している推薦入試
など多様な入試を行ってきた。
　1)　AC入試（アドミッションセンター入試）
　2)　国際科学オリンピック特別入試
　3)　推薦入試
　4)　一般入試（前期日程）
　5)　一般入試（後期日程）
　6)　学群編入学 1)

　7)　帰国生徒特別入試（10月入学）2)

　8)　帰国生徒特別入試（4月入学）
　9)　私費外国人留学生入試
　10)　 私費外国人留学生特別コース入試（学群英 

語コース入試）
　11)　 国際バカロレア特別入試
各入試の概要については既報を参照されたい。た
だし，前報のGlobal30入試は，現在は「私費外国
人留学生特別コース入試（学群英語コース入試）」と
なっている。以上の他，Japan-Expert（学士）プロ
グラム特別入試，海外教育プログラム特別入試，地
球規模課題学位プログラム（学士）入試が実施され
ている。
本報告では，1) ～ 6) の入学経路について報告する。

4 プログラム参加者と入試
4.1 プログラム参加者と入試別参加率

2009年度から 2019年度までの入学経路（入試）
別ARE参加者数を表 1に示す。以下，表中では，「AC
入試」を「AC」，「国際科学オリンピック特別入試」
を「オリ」，「Global30入試」を「G30」等と略記し
ている3)。この他に私費外国人留学生の参加もあるが，
本報告では報告しない。「Global30入試」の参加者
数については表 1にのみ記載する。
表 1に見られるように，参加者数は 11年の間に 20
数名から50名以上まで増加した。AREには 1～ 3
年生が参加できるので，一部の学生は複数年度に渡っ
て参加しており，表 1には複数年度に参加者として
計上されている。また 2018年度までは研究計画の申
請に共同研究者を加えることができた。2009年度と
2016年度には研究代表者，共同研究者として 2つの
研究に参加した学生がいたが 2重カウントせずに実
人数で記載した。4)　2019年度は共同研究の募集を
せず ,すべて個人研究で採択した。 

表 1  2009～ 2019年度 入試別 ARE参加者数
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2012年度までは理工農系の学生のみが対象であっ
たが，2013年度からは募集対象学生を全学に拡大し
た。そのため，2013年度以降の ARE参加者には理
工農系以外の学生も含まれている。
入試ごとの AREへの参加の程度を比較するため
に，参加可能な学生数に対する参加した学生数の割
合を算出する。2012年度以前は，AREの募集対象
学生が理工農系のみであったので，全学が対象となっ
た 2013年度以降の 6種の入試での入学者の参加率
を算出する。
表 2に 2011～ 2019年度のAC入試，国際科学オ
リンピック特別入試，推薦入試，一般入試（前期，
後期），3年編入の入学者数を示す。AREに参加可

能なのは 1～ 3年生なので，2013年度には 2011年
度から2013年度までに入学した学生と2013年度に
編入学した学生が対象である。したがって，2013年
度から 2019年度までの参加可能学生数は表 3のよ
うになる。実際には留学や休学，退学をする学生もい
るが，入試の評価をすることが目的であるから，入学
後 3年間の学生数が参加可能な人数というモデルに
よって対象者数を算出する。
表 1に示されたARE参加学生数を表 3の参加可
能学生数で割ることにより，表 4の参加率が得られる。

表 4の入試別 ARE参加率から，2013年度から
2019年度の平均では国際科学オリンピック特別入試，

表 2  2011～ 2019年度全学入試別入学者数

表 3  2013～ 2019年度の全学入試別 ARE参加可能学生数

表 4  2013～ 2019年度の全学入試別 ARE参加率（%）
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AC入試，編入学の順に参加率が高い。
先導的研究者体験プログラム（ARE）が始まった

2009年度から2012年度までは理工農系（生命環境
学群，理工学群，情報学群）の学生のみが参加でき
たので，2009年度から 2019年度までの様子を通し
て見るためには，2016年度以降についても理工農系
の参加率を見ることが必要である。表 5に 2009年度
から 2019年度の理工農系の入試別参加者数を示す
（2009年度から2015年度までは既報）。
表 2～ 4と同様に入学者数から参加可能学生数を
算出し，参加者数を除して求めた参加率を表 6に示
す。

次に，2013年度から参加できるようになった理工
農系以外の分野の参加状況を報告する。
筑波大学には 9つの学群があるが，これまでに

AREに参加した理工農系（生命環境学群，理工学群，
情報学群）以外の学生は，人文・文化学群，社会・
国際学群，人間学群の 3学群の学生で，医学群，体
育専門学群，芸術専門学群の学生はまだ参加してい
ない。人文・文化学群，社会・国際学群，人間学群（以
下，人社系）3学群の 2013～ 2019年度 ARE参加

者数を表 7に示す。また，2011～ 2019年度の AC
入試，推薦入試，一般入試（前期，後期），3年編入
学者の入学者数を表 8に示す。5)

また，理工農系の場合と同様に，ARE に参加する
ことができる学生数を算出し，表 9に 2013～ 2019
年度の 7年間のARE参加者数と参加率を示す。

人社系の ARE参加者はまだあまり多くなく，年度
毎に入試別の人数を示すと個々の学生の入試が分
かってしまう虞があるため6年分をまとめて記載した。

表 5  2009～ 2019年度　理工農系入試別 ARE参加者数

表 6　理工農系入試別 ARE参加率（%）

表 7  2013～ 2019年度の人社系
ARE参加者数（留学生を含む）
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4.2 入試と参加率の関係
AREは，全ての学生が参加可能で，入試による枠
は設けていない。そのため，プログラム参加学生と入
試との関係を調べることが可能である。
理工農系については，2009～ 2019年度までの入
試別の AREへの参加率の違いが表 6に示されてい
る。表 6に示されているように，2010年度，2012～
2016年度では国際科学オリンピック特別入試による
入学者が最も大きく，次いで AC入試による入学者
の参加率が大きくなっている。

2009～ 2019年度の平均参加率でも国際科学オリ
ンピック特別入試による入学者が最も大きく，次いで
AC入試による入学者の参加率が大きくなっている。
他の入試の学生の参加率は，学群編入学 2.4%，一
般入試（後期）1.7%，推薦入試 1.0%で，一般入試（前
期）の 0.6% が最も小さくなっている。これにより，
既報で得られた結果とほぼ同じ傾向が続いていると
言える。
このことから，AC入試，国際科学オリンピック特
別入試による入学者はAREに参加して研究をしたい
と考え，かつ実際にその一歩を踏み出す傾向が強い
と考えられる。

2016年度～ 2019年度に後期入試の学生の参加率
が大きくなってきているのが新しい傾向である。授業
化が一つの原因と考えられるが，もし単位取得のため

に参加するようになったのであれば，主体性や意欲が
参加率で計れるのかどうかを再検討しなければなら
ないかもしれない。
人社系については，表 7に示すように 2019年度に
参加者が増えた。表 9の結果から，AC入試，後期
入試，推薦入試の学生の参加率が平均より大きく，
前期入試の学生の参加率が小さく，理工農系と同じ
ような傾向と思われるが，まだ参加人数が少ないので，
今後さらに追跡調査が必要である。
編入学者の AREへの参加がないことが理工農系
と異なっているが，理工農系の編入学者は高専出身
者が多く既に卒業研究を経験しているので，研究活
動への志向が大きいためと考えられる。

5  おわりに
学士課程の 1～ 3年次に研究者の生活を体験する

「先導的研究者体験プログラム」（ARE）への入試別
の学生の参加割合から，入試別の学生の研究志向性
を調査した 2014年度と2017年度の報告の結果を確
認するため，再度 10年分のデータにより同様の調査
を行った。

AC入試，国際科学オリンピック特別入試による入
学者の参加割合が大きいことが再度確認された。ま
た，一般入試（前期）の入学者の AREへの参加割
合が小さいことも前回，前々回の調査と同様であった。

表 8  2011～ 2019年度の人社系入学者数

表 9 人社系 ARE参加可能学生数・ARE参加者数・参加率（%）
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本研究の動機としては，AC入試の学生が自ら学び
自ら考える「問題解決能力」があることを確かめたかっ
たのであるが，AREへの参加率から研究課題を見つ
けて研究計画を立て，実際に研究を行って研究発表
を行うことへの志向性が高いということが確かめられ
たと考えられる。
今後の課題として，長期の追跡調査により，実際に
研究能力が高いのか，ということについても研究する
必要があろう。

注
1)筑波大学では，学部・学科制ではなく，学群・学類制を採
用しており，学士課程の学生は学群・学類に所属している。

2)2013年度に 2学期制から3学期制に移行したことに伴い 8
月入学から10月入学となった。

3)前報（白川ほか，2014）では「国際科学オリンピック特別
入試」を「国際」と略記していたが，2015年度に「国際バ
カロレア特別入試」が始まって紛らわしくなったため，本稿
では「オリ」と略記することとした。

4)参考文献（白川ほか , 2014, 2017）では，「2009年度は代
表者であって，かつ他の研究の共同研究者となった学生は
2重にカウントした。」と記述していたが，これは間違いであっ
た。2009年度と2016年度のどちらも2重カウントはしてい
なかった。ここで訂正いたします。

5)人社系 3学群は国際科学オリンピック入試を実施していな
い。

参考文献
白川友紀・本多正尚・戸田さゆり・川勝　望 (2014) .「筑波大
学『理数学生応援プロジェクト』と入学経路」『大学入試研
究ジャーナル』, 24, 195-200.

白川友紀，島田康行，大谷奨，本多正尚，松井亨 (2017)  
「筑波大学『先導的研究者体験プログラム』と入学経路」『大
学入試研究ジャーナル』, 27, 115-121.
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1 はじめに
神戸大学では，従来実施してきた推薦入試やＡＯ
入試とは別に，高大接続システム改革会議 「最終報
告」（平成 28年 3月）１)の理念に基づいた入試改革
の実施を決定し，平成 28年度にアドミッションセン
ターを設立した。主に文系担当（筆者）及び理系担
当の 2名の教員が採用され，アドミッションセンター
長を中心にその入試の研究開発を進め，平成 30年度
に第 1回目の神戸大学「志」特別入試の実施に至った。

2  「志」特別入試の概要
2.1 求められる人材
「人文社会系・自然生命系において，それぞれの分
野のリーダーとなって 21世紀の人類社会に大いに貢
献したいという，高い志をもつ学生を見出す」ことを
ねらいとし，最終選抜では対面選抜を実施している。

2.2 選抜方法の特色
第 1次選抜と最終選抜によって合否を判定する。
第 1次選抜では，志望理由や高等学校時代のさま
ざまな活動の経歴等に加え，本学で学ぶために必要
な基礎的学力に対する評価をアドミッションセンター
が行い，その資料を基に各部局が合否を判定する。
最終選抜では，目指す学部・学科等において，そ
れぞれに特化した適性を見極め，専門分野にかかわ
る学力を有しているかを総合的に評価する。同時に，
全ての受験者に面接を課すことにより，書面のみでは
測れない学力を対面によって評価することを重視して
いる。

2.3 募集人員・志願者数・合格者数
募集人員は全学10学部27学科（10コース /4専攻）

神戸大学「志」特別入試の概要
――第１次選抜（文系）を中心に――

𠮷田健三（神戸大学）

現代社会においては新しい社会に適応できる人材の育成が急務とされ，神戸大学は入試改革の一
環として平成 28年 4月にアドミッションセンターを設立し，新しい入学者選抜方法の研究開発を進
めてきた。その成果を基に平成 30年度に神戸大学「志」特別入試をスタートさせた。本稿では，本
学における新入試について，選抜方法，提出書類，実施要領，具体的な設問例および入学前教育な
どに関する説明を行い，今後の課題について考察を付した。
キーワード：高大接続システム改革，AO入試，総合問題，入学前教育

のうち，初年度は 7学部 15学科（8コース /4専攻）
が参加し，定員は 48名であった。本年度は，医学部
保健学科看護学専攻が 2名増加し，合計 50名となる。
志願者数は 116名。募集人員に対する志願者数の
比率が3倍以上であったのは，文学部人文学科（8倍），
法学部法律学科（6.7倍），医学部保健学科看護学専
攻（4倍），同理学療法学専攻（4倍），工学部応用
化学科（3.5倍），農学部資源生命科学科応用植物学
コース（3倍），同生命機能科学科応用生命化学コー
ス（5倍）であった。他方，医学部保健学科作業療
法学専攻など 5学科 /コース /専攻において志願者
は 0であった。
合格者数は，合計 31名であった。

3 出願時における提出書類の種類
出願時には，高等学校等において作成する調査書，
学業等評価書，及び志願者本人が作成する志望理由

図 1  書類作成例の一部（『提出書類作成の手引き』
より）
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書，活動報告書の提出を求め，第 1次選抜でそれら
の内容を評価した。
提出書類作成の際に戸惑うことがないように，『提
出書類作成の手引き』（A4判 32ページの冊子）を作
成し，本学のウェブサイトからダウンロードできるよう
に準備し，書類作成やインターネット出願に関する留
意事項を詳細に示した。図 1は，『提出書類作成の手
引き』に記述した書類作成例の一部である。

3.1 学業等評価書
記載内容は，(1)志願者の高等学校等での学業に
おいて特筆すべき事項，(2)志望学部・学科・コース・
専攻のアドミッションポリシー及び求める学生像から
みて，志願者に関する特記すべき事項，の 2点である。

3.2 志望理由書
記載内容は，(1)志望する学部・学科・コース・専
攻に関心をもった理由，(2)大学入学後に学びたいこ
とや大学卒業後の進路，の 2点である。それぞれ A4
判で 800字以内での記入を求めている。　　

3.3 活動報告書
様式（図 2）の【1】には，活動を証明する資料を

添付（一部は調査書で証明可）した上で，最大 5つ
の活動実績を記載する。【2】には，活動実績から特
にアピールしたいものを1つ選び 400字以内で記述
する。活動の動機や目的，プロセス，得られた経験や
学んだことなどを具体的に記述する。【3】には，主体
性を持って多様な人 と々協働して活動した記録を300
字以内で具体的に記載する。　

なお，調査書の活用の一つとして，下記の事項に
ついては，添付資料を求めず，調査書により証明した
ものとみなした。
・生徒会活動（生徒会長等）
・委員会活動（生活委員会委員長等）
・ホームルーム活動（体育委員等）
・学校行事（文化祭実行委員等）
・部（学校公認団体）活動の在籍，役職（部長等）

4 活動報告書の記載事項等（文系志願者）
本項では，文系志願者が記載した活動実績の紹介
及び分析を行う。なお，農学部食料環境システム学
科食料環境経済学コースは，一般入試では理系受験
であるが，「志」特別入試においては文系受験である。

4.1 活動実績の記載数
活動報告書における活動実績の記載数は，表 1の
通りであった。最大5つまで活動実績を記載できるが，
記入欄をすべて埋めていたのは 69.6％であった。1
つの記載が 2.2％，2つの記載が 4.3％で，大半の志
願者は 3つ以上の実績を記載していた。

5 文系受験型の第 1 次選抜のデザイン
文系受験に関して，書類審査を除く第 1次選抜の
デザインは，表 2の通りである。
大学で学ぶ上で必要な日本語や英語の読解力・文
章表現力・論理的思考力及び数学的思考力等を問う
記述式を主とした出題を行った。

5.1 模擬講義・レポート 　
5.1.1 実施要領
パワーポイントのビデオ作成機能を活用して，事前
にスライドをビデオ化した。目的は次の 3点である。   

図 2 「活動報告書」の様式（一部省略）

表 1 活動実績の記載数の比率  (％ ) (n=46)
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(1)志願者が多く，受験会場が複数になる場合に対
応できる。

(2)講義者が講義中に間違った内容を伝えたことに
気付かずに試験会場で訂正せず，出題ミスをおかす
リスクを未然に防ぐことができる。

(3)講義者が，当日何らかの理由で講義を行うこと
ができないリスクをなくすことができる。
模擬講義のスライド資料の冊子を事前に配付し，
大型スクリーンにビデオ化されたスライドを約 43分
間投影した。その後，休憩なしで問題用紙，答案用
紙を配付し，設問に解答させた。スライド資料の冊子
は回収せず，解答する際に参考とすることを認めた。
スライド資料について，模擬講義前に配付したり，
設問の解答の際に使用を認めたのは，受験者の座席
位置の違いによって，スライドの見やすさや音声の聞
き取りやすさに対する不公平感が生じる事態を最小
限に抑え，公平性を保つことを目的としたためである。

5.1.2 作問上考慮した点
作問に際して考慮した点とねらいは次の通りであ
る。

(1)模擬講義を聴講しながら理解を深める理解力と，
メモをうまくとって，解答する際に有効に活用すると
いう大学入学後の学修に対する適性を測ることをね
らいの一つとした。

(2)テーマは，歴史，言語、文化，法律，政治，経
済（主に貿易）等，人文・社会科学の分野を網羅し
た内容を盛り込むことを念頭において模擬講義を設
計した。

(3)講義の内容に関しては，知識・技能に偏重しな
いことを考慮した。殊に，高等学校等における受験
者の地歴公民の選択科目の違いで有意な差を生じさ
せないよう配慮した。

(4)設問ごとの難易度に差をつけ，得点のばらつき
が生じるように工夫した。

5.1.3 作問の意図と設問例
(1)模擬講義では，中国・日本・イギリスにおける
それぞれの国での茶の文化史に関する情報を提供し，
3国に共通する事項を問うことによって，講義全般の
理解度を測ることを意図した。

[設問例 ] 模擬講義の内容を踏まえて，中国，日本，
イギリスで茶が普及した過程における共通点を答え
る。

(2)模擬講義の内容を基に，初見の史料を分析し説
明できる思考力・判断力・表現力を測ることを意図し
た。

[設問例 1] 模擬講義の内容を踏まえて , 提示され
た「一次史料」（茶勝負の採点表）について考察し，
説明する。

[設問例 2] 模擬講義で学習した基礎的な知識と関
連させて，模擬講義で直接説明されなかった事象を
想像し，グラフの変化の原因を推測し，言葉でわかり
やすく表現する力を測る。

[設問例 3] 18世紀前半の上流階級の喫茶の習慣を
描いた絵画（「3人家族のお茶」）を見て，当時の文
化史的背景について説明する。

5.2 総合問題Ⅰ
5.2.1 作問上考慮した点

(1)受験者の大半が高校 3年生であり，受験時期
が 9月である。その時期の学校の授業の進度や，部
活動を引退後（多くは1学期後半）からいわゆる「受
験勉強」を始める受験者の状況を考慮し，適切と考
えられる難易度を設定した。

(2)問題は，同じテーマの複数の日本文を読み設問
に解答する大問，及び数学的思考力を測る設問に解
答する大問で構成した。

(3)偏りのない得点分布は，5.1.2 (4)に同じ。

5.2.2 作問の意図と設問例
文化的アイデンティティに関する論文を提示し，論
文の内容理解を基に，2つの具体的な事例について
説明させた。テーマが関連する3つの日本文の内容
を総合して，文章相互の内容を有機的に理解し，そ
の理解に基づき具体的な事例について説明する力を
測ることを意図した。

[設問例 1] 海外で成長した後に帰国し，日本のやり
方に合わせるように圧力を受けた少年の事例を，論
文の解説を踏まえて説明する。

[設問例 2] 日本とアメリカの両方の文化的アイデン
ティティをもった女性の事例を，論文の内容を踏まえ

表 2 文系受験型の第 1次選抜のデザイン
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て説明する。
※数学的思考力を測る設問は，数学教員の担当の
ため，本稿では省略した。

5.3 総合問題Ⅱ
5.3.1 作問上考慮した点

(1)難易度の設定に関しては，5.2.1 (1)に同じ。
(2)大問 3題で構成し，同じテーマの日本文と英文
の関連性を読み解く力（大問 1），英文を精読する力（大
問 2），英文の文脈に応じて英語で表現する力（大問 3）
を測定できるよう考慮した。

(3)テーマは，大学入学後の学修に関連するもの，
および英語学習，法学に関連するものを選んだ。

(4)偏りのない得点分布は，5.1.2 (4)に同じ。

5.3.2 作問の意図と設問例
大問 1：日本文 1編と英文 2編の 3つの資料を読
んで，それぞれの文章の関連性を理解し，アクティブ
ラーニングに関する記事の読解力と表現力を測ること
を意図した。

[設問例 1]  M.I.T.での「初修物理学」で勧められ
ているアクティブラーニングについて説明する。

[設問例 2] ノーベル賞受賞者のCarl Wieman博
士が指摘している学生の記憶力の実態について説明
する。アクティブラーニング導入の理論的背景の理解
をねらいとした。
大問 2：アメリカのロースクールに出願する際に実
際に提出されたすぐれたエッセイを読んで，新しい体
験を通して法律に対する認識を新たにした筆者の心
の変化を読み取る力と日本語で説明する表現力を測
ることを意図した。

[設問例 ] 本文の内容と一致するように，7つの英
文の空所に適切な語を入れる。（7つの英文が本文の
どの個所に関連し，どの語が入るかを考えることが求
められる。英文全体の読解力を測る。）
大問 3：山中伸弥教授の講演の一部を題材にして，
英語の対話文を完成し，文脈に応じた適切な英文を
表現する力を測ることを意図した。

[設問例 1] 山中教授の座右の銘である「塞翁が馬」
の核となる意味を英語で表現する。（山中教授の講演
から，おじいさんが近所の人たちに語った話の内容を
簡潔に要約する力を測る。直訳ではなく，内容をよく
咀嚼する力を求めた。）

[設問例 2]  山中教授が神戸大学の新入生に伝えた
いことを英語で表現する。（山中教授のことばの要点
をとらえ，簡潔に表現する力を測る。）

6 入学前教育
入学予定者全員（文系・理系の両方）に対して，
神戸大学学習管理システムを活用し，以下の要領で
入学前教育を実施した。

(1)12月～大学入試センター試験まで
高等学校における学習を重視し，センター試験に
向けた学習の取り組みレポートを提出（2回）

(2)大学入試センター試験以降（3月上旬まで）
・指定された課題（原則，文系は英語・数学・国語，
理系は英語・数学・理科。学科によって追加課題を
指定）について，取り組みレポートを提出（2週間に
1回，計 3回）
・一部e-learningを活用。Voice of America（英語），
大修館 国語情報室（国語），NHK高校講座 現代社
会（ラジオ放送のストリーミング）
・「確認テスト」（英語，国語，数学）を解答させ，
添削指導を実施した。（2週間に1回，計 3回）
・探究的活動：高校で取り組んできた研究，または，
学部学科に関連した分野の課題を各自が設定し，研
究活動に取り組み，第 2回スクーリングのポスターセッ
ションで発表させた。

7 今後の課題
提出書類に関して，次の 2点を見直す必要性が認
められた。(1)学業等評価書では，記述内容の質的欠
如がみられるものがあり，志願者の資質について評価
者が個々の調査書で補完しなければならなかった。(2)
活動報告書の記載事項と添付書類との照合に想定以
上の時間を要し，照合方法が検討課題の一つとなっ
た。
また，最終選抜は対面型の選抜方式を採用するた
め，第1次選抜ではある程度の人数に絞る必要があり，
第 1次選抜の得点分布の偏りは避けなればならない

図 3　入学前教育の添削指導のイメージ（英語の例）
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が，受験者の学力を想定するデータがなく，偏りのな
い得点分布を得ることは容易ではない。設問ごとの難
易度は十分に考慮し，初年度はまずまずの結果であっ
たが，あくまで「経験値」に基づいており，今後はデー
タを蓄積し，難易度設定の検証を深めることが重要
である。 
入学前教育については，物理的に本学の教員だけ
では添削指導ができないので外部の教員に委託する
必要があるため，人員の確保や費用負担が課題とな
る。退職教員への依頼や，受講生の自己負担が今後
の検討課題である。

注
1)文部科学省「高大接続システム改革会議「最終報告」の
公表について」平成 28年 3月31日
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